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資料〔１９〕 

今治市災害時応援協定一覧表 
【民間事業所との協定一覧】 

災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

〇情報収集及び広報関係          

災害緊急放送に関する相互協定 
今治シーエーティ

ーブィ株式会社 

平成 20 年

12 月 21 日 

 緊急放送を通じて災害情報の適切な提供を行う

ことにより、被害の軽減を図り、もって市民生活

の安全確保に寄与すること。 

 緊急放送を通じての災害情報の適切な情報提供 19-1･1 

災害時における地図製品等の供給等に

関する協定 
株式会社ゼンリン 

平成 28 年

6月 20 日 

 地図製品等の供給及び利用等に関し必要な事項

を定め、甲、乙間の平常時からの防災に関する情

報交換を通じ、連携して、防災・減災に寄与する

地図の作成を検討・推進すること 

 災害対策本部等設置時に使用する住宅地図等の供

給 
19-1･4 

災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 
平成 28 年

11 月 15 日 

 災害に備え、市が住民に対して必要な情報を迅

速に提供し、かつ行政機能の低下を軽減させる。 

 災害時に係る情報発信等に関し、住民に対する情

報を迅速に発信する 
19-1･6 

災害時等における無人航空機による協

力に関する協定 

一般社団法人しま

なみドローン協会 

平成 31 年

2月 18 日 
 災害時等における情報収集等の支援 

 災害時において、無人航空機を活用し、被災状況

等の情報収集を行うこと 
19-1･7 

災害時における緊急放送に関する協定 
今治コミュニティ

放送株式会社 

平成 31 年

3月 11 日 

 避難に関する情報等の緊急な防災情報を伝達す

るため、甲が乙に対し、緊急放送の要請を行うこ

とに関し、必要な事項を定める。 

 災害時に市民に対し、避難に関する情報等の緊急

な防災情報を伝達する 
19-1･8 

ドローンを活用した災害時等における

支援活動等に関する協定 
株式会社ＡＣＳＬ 

令和 7 年 1

月 21 日 
災害時等における支援活動 

ドローンを活用した被災現場等での支援活動及び

平時における防災啓発事業等 
19-1･9 

〇通信関係          

災害時非常無線通信の協力に関する協

定 

今治市アマチュア

無線 

非常通信協力会 

平成 25 年

8月 19 日 

 災害が発生し、又はそのおそれがある場合の非

常通信について、甲が乙に協力を求める場合の手

続き等を定めるもの 

 災害時の無線非常通信による災害情報の収集及び

伝達 
19-2･1 

〇住宅安全性の確保・避難所・被災者

支援関係 
         

災害時等の避難場所として施設を使用

することに関する協定 

今治立花農業協同

組合 

平成 18 年

2月 9日 
 災害時において、施設を指定避難所として提供  同左 19-4･1 

災害時における家屋被害認定調査に関

する協定 

愛媛県土地家屋調

査士会 

平成 25 年

2月 26 日 

 災害時における家屋被害認定調査の実施につい

ての協力 

 災害時における住家の被害認定調査、罹災証明相

談補助 
19-4･2 

災害発生時における今治市と今治市内

郵便局の協力に関する協定 
今治市内郵便局 

平成 27 年

7月 28 日 

 今治市内に発生した地震その他による災害時に

おいて、甲及び乙が相互に協力し、必要な対応を

円滑に遂行すること。 

 被災者の同意の上で作成した避難先リスト等情報

の相互提供 
19-4･3 

災害時等における物資の供給に関する

協定 

株式会社越智工業

所 

平成 29 年

1月 10 日 
 災害時等における物資（テント等）の供給 

 災害時において物資（テント等）を可能な範囲で

優先的に供給を受けることができる。 
19-4･4 

災害時における被災者支援に関する協

定 
愛媛県行政書士会 

平成 29 年

2月 21 日 

 被災者が甲に対して行う申請等を行政書士が支

援し、申請の手続きを円滑に行うための体制を整

えること。 

 罹災証明書申請書類等に関する相談、乙による被

災者支援相談窓口の設置、今治市への乙の会員の派

遣 

19-4･5 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害時における被災者への救助活動協

力に関する協定 

イオンモール株式

会社 

イオンリテール株

式会社 

平成 29 年

7月 20 日 

 災害が発生した場合において、被災者の応急救

済に係わる活動協力 

 災害が発生した場合において、救援物資の供給及

び被災者の応急救済に係る防災活動協力。各店舗駐

車場を指定緊急避難場所として指定。 

19-4･6 

災害時における動物救護活動及び被災

者への救助活動に関する連携協定 

公益財団法人愛媛

県獣医師会 

岡山理科大学獣医

学部 

平成 30 年

12 月 2日 

 災害時に被災動物及び被災者に対し、必要な支

援を行うこと 

 乙による被災動物救護活動 

 丙による被災者支援（大学施設の貸与等） 
19-4･7 

災害時等における支援に関する協定 キスケ株式会社 
平成 30 年

12 月 25 日 
 災害時等における被災者支援 

 乙保有の温泉施設において、被災者への入浴機会

等の提供 

 温泉施設以外では、被災者へ備蓄物資の提供及び

駐車場を一時避難場所として提供 

19-4･8 

災害時における被災地支援に関する協

定 

公益社団法人今治

青年会議所 

社会福祉法人今治

市社会福祉協議会 

令和元年 5

月 23 日 
 災害時のボランティア被災地支援に関する協定 

 災害時において、被災地に対し、ボランティア活

動のための人的支援、資機材の調達、専門的な技能

を活用した支援活動などを提供 

19-4･10 

災害時における理容生活衛生関係業務

の提供に関する協定 

愛媛県理容生活衛

生同業組合今治支

部 

令和元年 9

月 9日 

 災害時において、避難所などでの理容生活衛

生関係業務の提供に関する協定 

 災害時において、避難所などでの避難者への理容

業務の提供 
19-4･11 

今治市とアニコムホールディングス株

式会社との包括連携協定 

アニコムホールデ

ィング株式会社 

令和 2 年 3

月 17 日 

 甲と乙の密接な相互連携と，協働による活動

を推進し，地域の諸課題に迅速かつ適切に対応

し，活力ある個性豊かな地域社会の形成と発展及

び市民サービスの向上を図ること 

 同左 19-4･12 

災害時における福祉避難所の設置運営

に関する協定 

社会福祉法人 

今治福祉施設協会

等 42 法人 

平成 26 年

3 月 24 日

他 

 福祉避難所に関する協定  同左 19-4･9 

災害等緊急時における支援協力に関す

る協定 

特定非営利活動法

人 

ピースウィンズ・

ジャパン 

令和 3 年

11 月 15 日 

 災害状況等の情報収集、避難所運営支援や人

員・救援物資等の輸送などを実施することによ

り、市民の生命及び財産への被害の防止又は軽減

を図ることを目的とする 

支援協力の実施（災害等緊急時応急対策活動、避

難所運営支援、被害状況等の情報収集、救援物資等

の輸送、被災者等の輸送、医師の派遣活動、防災訓

練等の協力活動、その他対応可能な活動） 

19-4･13 

災害ボランティアセンターの設置・運

営等に関する協定 

社会福祉法人 

今治市社会福祉協

議会 

令和 4 年 4

月 1日 

 市災害時応急対応活動として行う、災害ボラン

ティアセンターの設置及びそれに伴うボランティ

ア活動を円滑に実施するために、それぞれの果た

すべき役割と協力事項、費用負担等を定め、被災

者の生活支援に寄与することを目的とする。 

災害ボランティアセンターに対する運営方法や費

用負担面など 
19-4･14 

災害時における電動車両等の支援に関

する協定 

三菱自動車工業株

式会社 

西日本三菱自動車

販売株式会社 

令和 4 年 6

月 2日 

 災害等の発生時に、電動車両等の貸与により円

滑な災害応急対策の実施及び電動車両の災害の発

生時における有用性を広く地域住民に周知するこ

とを目的とする。 

支援協力の実施（災害等緊急時応急対策活動、避

難所運営支援、被害状況等の情報収集、救援物資等

の輸送、、被災者等の輸送、医師の派遣活動、防災

訓練等の協力活動、その他対応可能な活動） 

19-4･15 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害時における避難所としての使用に

関する協定 

太陽石油株式会社 

四国事業所 

令和 4 年 9

月 28 日 
 指定一般避難所に関する協定  同左 19-4･16 

〇交通・輸送道路関係          

災害時における応援出動に関する協定 
今治造園建設業協

会 

平成 20 年

12 月 19 日 
 災害の発生に際する、応援出動要請に係る協力 

 災害時における応急措置にかかる建設機械の応援

出動 
19-5･1 

災害に強い地域づくり応援協定 
あいえす造船株式

会社 

平成 23 年

7月 7日 

 吉海町地域における災害の未然防止及び拡大抑

止を図り、災害に強い地域づくりを行うため、乙

が甲に協力して実施する応援活動に関し、必要な

事項を定める。 

 資機材、車両の貸出し、避難場所の提供、救出救

護の係る応援 
19-5･2 

災害時におけるレンタル機材の提供に

関する協定 

株式会社アクティ

オ 

平成 24 年

5月 31 日 

 災害が発生した場合に、甲が、乙の協力を得

て、必要な機材を調達し、市民生活の早期安定を

図ること 

 災害時等における保有機材（レンタル機材）の優

先的提供 
19-5･3 

災害時における応急対策業務に関する

協定 

愛媛東予クレーン

協同組合 

平成 26 年

10 月 21 日 

 災害発生時において応急対策業務を実施するに

当たり、必要な事項を定める 

 災害時等におけるクレーン機材による応急対応に

関する協力 
19-5･4 

災害時における海上輸送の協力に関す

る協定 

今治越智地区漁業

協同組合協議会 

平成 27 年

8月 24 日 
 災害時における、市民生活の早期安定を図る 

 応急生活物資、資機材等の海上輸送手段の確保に

関する協定 
19-5･5 

災害に強い地域づくり応援協定 山中造船株式会社 
平成 28 年

6月 21 日 

 吉海町地域における災害の未然防止及び拡大抑

止を図り、災害に強い地域づくりを行うため、乙

が甲に協力して実施する応援活動に関し、必要な

事項を定める 

 資機材、車両の貸出し、避難場所の提供、救出救

護に係る応援 
19-5･6 

災害時における応急対策業務に関する

協定 

一般社団法人 

愛媛県建設業協会

今治支部 

平成 28 年

8月 24 日 

 災害発生時において、甲が乙の協力を得て応急

対策業務を実施するにあたり、必要な事項を定め

る 

 災害の発生に際し、建設業協会の協力により建設

機械を出動させ、迅速かつ円滑な復旧活動を行う 
19-5･7 

災害時における緊急通行妨害車両等の

排除業務に関する協定 

西瀬戸ハイウェイ

サービスグループ 

平成 30 年

6月 22 日 

 災害応急対策として実施する緊急通行車両の通

行の妨害となる車両その他物件の排除業務を円滑

に遂行すること 

災害応急対策として実施する緊急通行車両の通行

の妨害となる車両その他物件の排除業務 
19-5･8 

災害時における物資輸送等に関する協

定 

今治地区トラック

協会 

令和 2 年 7

月 17 日 

 災害時において物資の迅速かつ円滑な輸送等を

図るため、物資輸送等に関する協定について必要

な事項を定める 

災害時等における物資の迅速かつ円滑な輸送等に

関する協力 
19-5･9 

〇医療救護関係          

災害時の医療救護に関する協定 
愛媛県一般社団法

人愛媛県医師会 

平成 8 年 2

月 1日 

 災害発生時に甲、乙が実施する医療救護活動に

対する協力 
 医療救護班の派遣等に関する協定 19-6･1 

災害時の医療救護活動についての協定 
一般社団法人今治

市医師会 

平成 14 年

3月 1日 

 今治市内において局地的かつ短時間に多数の傷

病者が発生した場合における、甲が実施する医療

救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を

定めること 

 医療救護班を編成後、救護所へ派遣し、被災者の

救助として行う医療を実施する。 
19-6･2 

災害時の医療救護に関する協定 
一般社団法人愛媛

県歯科医師会 

平成 15 年

4月 9日 

 災害発生時に甲が実施する医療救護活動に対す

る協力 

 医療救護班を編成後、救護所へ派遣し、被災者の

救助として行う医療を実施する 
19-6･3 

災害時の医療救護に関する協定 
一般社団法人愛媛

県薬剤師会 

平成 15 年

4月 9日 

 災害発生時に甲が実施する医療救護活動に対す

る協力 

 医療救護班を編成後、救護所へ派遣し、被災者の

救助として行う医療及び助産を実施する 
19-6･4 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害時の医療救護に関する協定 
公益社団法人愛媛

県看護協会 

平成 15 年

4月 9日 

 災害発生時に甲が実施する医療救護活動に対す

る協力 

 医療救護班を編成後、救護所へ派遣し、被災者の

救助として行う医療及び助産を実施する 
19-6･5 

災害時の医薬品の供給に関する協定 
一般社団法人 今

治薬剤師会 

令和 6 年 9

月 4日 
災害時における医薬品の備蓄及び供給 

災害に備えて必要とする医薬品を市内薬局等に備

蓄し、管理を行う。 
19-6･6 

〇食料等の備蓄、調達関係          

防災活動への協力に関する協定 
マックスバリュ西

日本株式会社 

平成 20 年

2月 28 日 

 災害が発生し、又はそのおそれがある場合にお

いての防災活動への協力 
 物資の供給及び避難場所の提供を行う 19-7･1 

災害時における救援物資提供に関する

協定 

四国コカ・コーラ

ボトリング 

株式会社 

平成 20 年

9月 30 日 

 災害時における物資の提供に関し、乙の甲に対

する協力について、必要な事項を定めるものとす

る 

 災害時における地域貢献型自動販売機の機内在庫

の無償提供 
19-7･2 

災害時における物資供給に関する協定 
NPO 法人コメリ災

害対策センター 

平成 21 年

10 月 2日 

 災害が発生し、又はそのおそれがある場合にお

いて、物資を迅速かつ円滑に被災地へ供給するこ

と 

 災害時における物資の迅速かつ円滑な調達及び被

災地への供給 
19-7･3 

災害時における応急生活物資（ＬＰガ

ス等）の供給に関する協定 

一般社団法人 

愛媛県エルピーガ

ス協会今治支部 

平成 23 年

6月 13 日 

 災害時に必要な応急生活物資（LP ガス等）の調

達及び運搬 

 災害が発生した場合又は発生するおそれがある場

合、LP ガス等の調達及び運搬し供給するもの 
19-7･4 

災害時等における物資供給協力に関す

る協定 

生活協同組合コー

プえひめ 

平成 23 年

10 月 3日 

 災害時等に相互に協力して生活物資の安定供給

を行うことにより、市民生活の早期安定を図るこ

と 

 災害時等における食料品及び生活必需品の優先的

供給 
19-7･5 

災害時等における支援協力に関する協

定 
株式会社ハローズ 

平成 24 年

11 月 22 日 
 災害時等における支援協力  災害時等に物資の供給及び一時避難場所の提供 19-7･6 

災害時等における物資の供給協力等に

関する協定 
ダイキ株式会社 

平成 26 年

4月 14 日 

 災害時等に相互に協力して物資の安定供給等を

行うことにより、市民生活の早期安定を図ること 
 災害時等に物資の供給及び一時避難場所の提供 19-7･7 

災害時におけるキッチンカーによる炊

き出しの実施等に関する協定 

愛媛キッチンカー

協会 

令和 3 年 6

月 25 日 

 地震、風水害その他の災害が発生し、または発

生するおそれがある場合において、甲が乙に対

し、協力を求める際の手続き等を定めること 

 災害時における避難場所や被災場所等でのキッチ

ンカーによる炊き出しの実施等に関する協定 
19-7･8 

災害時における救援物資提供に関する

協定 

ダイドー光藤ビバ

レッジ株式会社 

令和 3 年 6

月 28 日 

 大規模災害時における物資の提供に関し、乙の

甲に対する協力について、必要な事項を定めるも

の 

 災害時における非常時飲料供給機能付き自動販売

機の機内在庫の無償提供と、乙が保有する救援物資

の優先的な提供 

19-7･9 

災害時における緊急支援物資の支援及

び備蓄に関する協定 

今治タオル工業組

合 

令和 3 年

10 月 19 日 

 災害時における緊急支援物資の支援及び備蓄の

実施等について必要な事項を定める 

 災害時における市及び被災地への緊急支援物資の

無償提供及び市が支援物資の保管場所を無償提供す

ることに関する協定 

19-7･10 

大規模災害発生時等における応急対策

業務に関する協定 

今治市石材加工協

同組合 

一般社団法人日本

石材産業協会愛媛

県支部 

令和 3 年

11 月 8日 

 今治市で大規模災害等が発生した場合の被害拡

大防止を図るため、応急対策業務に係る基本的な

事項を定めること 

 大規模災害時等により通行の妨げとなる墓石等の

石材構造物の撤去・移設に関する協定 
19-7･11 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

〇ライフライン関係          

大規模災害時における水道の応急活動

に関する協定 

今治市管工事業協

同組合 

平成 14 年

3月 1日 

 大規模災害時の水道の断減水等の被害を早期に

回復すること 

 事前に応急活動時の動員体制の確立、資機材の保

有状況等の把握 

 乙による調査班、給水班及び復旧班の派遣 

19-8･1 

災害時における応急対策業務の協力に

関する協定 

今治市電気･電気通

信工事災害支援対

策協議会 

平成 24 年

6月 26 日 

 災害時における応急対策業務について、甲が乙

の協力を得て、迅速かつ的確に実施できるよう、

必要な基本事項を定めること 

 災害時の災害対策施設、避難所等における電気設

備の応急復旧。イントラネット施設の仮設電源の確

保。伝送路の応急復旧 

19-8･2 

災害時における下水道処理場及びポン

プ場の復旧協力に関する協定 

安川オートメーシ

ョン・ドライブ株

式会社 大阪支店 

令和 4 年 4

月 1日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 災害時における下水処理場及びポンプ場の応急復

旧協力に関する協定 
19-8･14 

災害時における下水道処理場及びポン

プ場の復旧協力に関する協定 

株式会社西原環境

関西支店 

平成 26 年

8月 4日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 災害時における下水処理場及びポンプ場の応急復

旧協力に関する協定 
19-8･3 

災害時における水道の応急活動に関す

る協定 

今治しまなみ管工

事協同組合 

平成 28 年

6月 17 日 

 災害時の水道の断減水等の被害を早期に回復す

ることをめざし、甲の要請により、乙が甲に協力

して実施する応急活動に関し、必要な事項を定め

ること 

 事前に応急活動時の動員体制の確立、資機材の保

有状況等の把握 

 要請時に人員及び資機材を出動させ、応急活動に

協力。 

19-8･4 

災害時における相互協力に関する協定 
四国ガス株式会社

今治支店 

平成 29 年

2月 27 日 

 迅速に都市ガスを供給し市民生活の早期安定を

図るために、甲及び乙が連携して都市ガスの復旧

その他必要な対策を行うために必要な事項につい

て定める 

 災害情報の提供、災害広報、復旧・代替燃料の供

給、復旧作業に対する協力 
19-8･5 

今治市・日本下水道事業団災害支援協

定 
日本下水道事業団 

平成 30 年

4月 1日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 災害が生じた下水道施設の迅速な回復を図り、も

って浸水被害の拡大その他の生活環境の悪化又は公

共用水域の水質悪化を防止する 

19-8･16 

災害時における下水道施設の技術支援

協力に関する協定 

甲 愛媛県 

乙 県内 17 市町 

丙 公益社団法人全

国上下水道コンサ

ルタント協会 中

国・四国支部 

令和元年 5

月 22 日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 下水道施設の災害復旧に係る技術的支援を目的と

する。 
19-8･6 

災害時における復旧支援協力に関する

協定 

公益社団法人日本

下水道管路管理業

協会 

令和元年 5

月 22 日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 下水道施設の災害復旧にかかる調査・清掃作業の

支援を目的とする。 
19-8･7 

災害時における電力供給設備復旧の協

力に関する協定 

四国電力株式会社 

四国電力送配電株

式会社 

平成 26 年

2 月 26 日 

令和 2 年 4

月 1日 

 災害時における電力供給設備の迅速かつ円滑な

復旧を図るため、甲乙の協力について必要な基本

的事項を定めること 

 災害時における電力供給設備復旧に関する協力 19-8･8 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害時における連絡体制及び電力供給

設備復旧の協力に関する協定 

中国電力ネットワ

ーク株式会社 

 尾道ネットワー

クセンター 

中国電力ネットワ

ーク株式会社 

 東広島ネットワ

ークセンター 

令和 2 年 4

月 1日 

 災害時における協力体制の確立及び電力供給設

備の迅速かつ円滑な復旧を図るため、甲、乙及び

丙の協力について定めること 

 災害時における協力体制の確立及び電力供給設備

の迅速かつ円滑な復旧 
19-8･9 

今治市・株式会社荏原製作所災害支援

協定 

株式会社荏原製作

所 

令和 2 年

11 月 12 日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 災害時における下水処理場及びポンプ場の応急復

旧協力に関する協定 
19-8･10 

災害時における応急措置等の応援に関

する協定 
第一環境株式会社 

令和 3 年 4

月 1日 

 今治市域内で給水に支障をきたす災害が発生し

た場合において、その応急対策及び復旧対策に係

る措置を円滑に遂行すること 

 災害時における今治市水道危機対策本部が行う給

水活動、市民対応への協力・補助及び情報提供 
19-8･11 

災害時における緊急対応・応急措置に

関する協定 

株式会社ミゾタ 

松山営業所 

令和 4 年 9

月 7日 

 災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を

図り、浸水被害の拡大その他水質の悪化を防止す

ることを目的とする。 

 災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図

り、浸水被害の拡大その他水質悪化防止に関する協

定 

19-8･15 

災害等発生時における工業用水道施設

の応急復旧業務に関する協定 

今治市管工事業協

同組合 

令和 5 年 6

月 23 日 

漏水事故等における工業用水道施設の応急復旧業

務の実施 

市が運営する工業用水道において、災害時による

管路の漏水及び破損等が発生した場合の応急復旧業

務について迅速かつ的確に実施できるよう必要な事

項を定めた協定 

19-8･17 

今治市・水 ing エンジニアリング株式

会社災害支援協定 

水 ing エンジニア

リング株式会社 

令和 3 年 4

月 20 日 

 円滑な支援の実施を目的に施設の機能等の早期

復旧に資すること 

 災害時における下水処理場及びポンプ場の応急復

旧協力に関する協定 
19-8･12 

農業集落排水施設災害対策応援に関す

る協定 

農業集落排水施設

災害対策応援に関

する協定運営会議 

令和 3 年

10 月 25 日 

 大規模自然災害により被災した農業集落排水施

設の早急な復旧に資すること 

 農業集落排水施設が被災した場合に互いに支援し

応援しあうことで、被災施設の早急な復旧を行う 
19-8･13 

〇災害廃棄物関係          

災害時における災害廃棄物等の処理等

の協力に関する協定 

甲 愛媛県 

乙 県内 20 市町 

丙 一般社団法人え

ひめ産業資源循環

協会 

令和元年 6

月 24 日 

 愛媛県内において災害が発生した場合、災害廃

棄物等の処理等が円滑に行われるよう協力するこ

とを目的とする。 

 災害時の災害廃棄物等の処理等についての人員、

車両及び資機材等の協力協定 
19-9 

 

【行政機関等との協定一覧】 

災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

〇情報収集及び広報関係          

ヘリテレ映像の提供に関する協定 

愛媛県 

（県内市町と一部

消防事務組合） 

平成 23 年

3月 1日 

 災害発生時に、地上からでは把握が困難な山間

部や海上等の被災状況、広域的な被災状況を把握

し、迅速かつ的確な災害応急対策を実施するこ

と。 

 ヘリテレ映像の提供に関する協定 19-1･2 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害時における情報交換及び支援に関

する協定 

国土交通省四国地

方整備局 

平成 23 年

10 月 26 日 

 災害発生時等において、今治市民の生命、身体

及び財産の安全並びに生活を確保するための迅速

かつ円滑な対応を図ること。 

 被害状況の把握及び提供、情報連絡網の構築、災

害応急措置、 

その他必要と認められる事項の協力 

19-1･3 

GPS 波浪計観測情報配信システムを使

用した情報の活用に関する協定 

国土交通省四国地

方整備局 

平成 28 年

10 月 24 日 

 地震発生時に、津波観測に関する情報を受信す

るとともに、緊急時には、いち早く住民へ避難情

報等の周知を行うこと。 

 GPS 波浪計観測情報の提供 19-1･5 

〇広域応援関係          

東予地区広域消防相互応援協定 

東予地区市町村 

及び消防にかかわ

る一部事務組合 

昭和 54 年

12 月 14 日 

 大規模火災等の災害発生に際し、市町村等相互

間の消防力を活用して、災害による被害の軽減を

図ること。 

 必要な人員、資機材を相互に出動・調達による応

援 
19-3･1 

愛媛県消防防災ヘリコプターの支援に

関する協定 
愛媛県 

平成 18 年

3月 1日 

 愛媛県が所有する消防防災ヘリコプターを用い

て当該市町の消防を支援すること。 

災害応急対策活動、救急活動、救助活動、火災防

御活動、広域航空消防防災応援活動、災害予防対策

活動、消防防災訓練活動（支援の要請） 

19-3･2 

愛媛県消防広域相互応援協定 

愛媛県下の市町 

及び消防一部事務

組合 

平成 18 年

3月 1日 

 災害の発生に際し、これの鎮圧並びに被害の軽

減を図るため、市町等における消防の相互応援体

制を確立し、もって不測の事態に対処すること。 

 応援消火隊、救助隊、救急隊、化学隊その他必要

な部隊の派遣 
19-3･13 

全国石油備蓄基地市町村連絡協議会災

害時相互応援協定 

宮城県七ヶ浜町、

新潟県聖籠町、茨

城県神栖市、長崎

県新上五島町、鹿

児島県東串良町 

平成 20 年

10 月 23 日 
 災害時における円滑な応急対策及び復旧活動 

 全国石油備蓄基地市町村連絡協議会構成市町村間

で協定を締結 
19-3･3 

大規模災害時等における今治市公会堂

の使用に関する協定 
今治警察署 

平成 23 年

1月 17 日 

 災害時において、今治警察署庁舎が使用不能と

なった場合に、今治市公会堂の一部を借り上げ、

今治警察署災害警備本部を設置し、住民の安全安

心を確保すること。 

 大規模災害時に今治市公会堂を使用する協定 19-3･4 

中越大震災ネットワークおぢやに関す

る規約 

91 自治体加入 事

務局小千谷市 

R5.4.1 時点 

平成 23 年

4月 1日 

 災害対応の教訓の共有化、被災自治体への災害

対応業務支援のための情報の提供と経験職員等の

派遣を行うこと。 

 震災経験者等の人材派遣 19-3･5 

大規模災害発生時等における今治市総

合福祉センターの施設使用に関する協

定 

愛媛県東予地方局 
平成 24 年

12 月 6日 

 愛媛県今治庁舎が大規模な被害を受けた際の

代替施設としての使用 

 今治市総合福祉センターの施設の一部を愛媛県へ

提供 
19-3･6 

瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相

互応援に関する協定 

瀬戸内海沿岸市町

村 78 会員 

R4.10.5 時点 

平成 26 年

3月 28 日 

 地震等による災害が発生し、市独自では十分な

応急対応ができない場合において、他会員の救援

協力により、円滑に応急対応を実施することを目

的とする。 

 人材及び物資の相互提供 19-3･7 

大規模災害発生時における広域防災拠

点に関する協定 
愛媛県 

平成 26 年

10 月 2日 

 災害時における広域防災拠点施設として、施設

の優先的提供 
 広域防災拠点に関する協定 19-3･8 

災害時等の協力に関する協定 
休暇村瀬戸内東

予、西条市 

平成 27 年

3月 23 日 

 災害復旧従事者の確保や復旧作業の効率化等を

期待し、災害発生時に宿泊施設等を、災害復旧に

従事する者に優先的に提供すること。 

 災害時等における、復旧作業従事者への宿泊施設

の提供 
19-3･9 
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災害時応援協定名称 締結先 
締結年月

日 
協定の目的 協定の具体的な内容 資料番号 

災害発生時における緊急的な応急対策

業務に関する包括的協定 

国土交通省四国地

方整備局他 

及び民間数団体 

平成 27 年

11 月 5 日 

 災害が発生した場合における被害の拡大防止と

被災施設の早期復旧 
 民間等含む、包括的協定 19-3･10 

災害時における愛媛県市町相互応援に

関する協定 

愛媛県及び県内 20

市町 

平成 28 年

2 月 17 日 

 災害が発生し、被害を受けた市町が独自では十

分な応急措置等が実施できない場合に、市町相互

の応援措置等を迅速かつ円滑に実施すること。 

 物資、人員、情報発信等幅広い内容の災害時相互

応援協定 
19-3･11 

災害時における相互応援に関する協定 滋賀県守山市 
平成 29 年

3 月 27 日 

 災害が発生し、被害を受けた市独自では十分な

応急措置等が実施できない場合に、相互の応援を

迅速かつ円滑に実施することを目的とする。 

 物資、資機材、職員の派遣等、の災害時相互応援

協定 
19-3･12 

愛媛県消防団広域相互応援協定 
愛媛県、県内市町

及び消防事務組合 

令和 2 年 3

月 31 日 

災害の発生に際し、これの鎮圧及び被害の軽減を

図るため、愛媛県内消防団の相互応援体制を確立

し、もって不測の事態に対処すること。 

災害により消防力の不足が生じた市町へ、県を通

じ他市町の消防団でつくる応援隊を派遣する。 
19-3･15 

西条市(黒谷地区)における越境避難に

関する協定 
西条市 

令和 3 年 1

月 15 日 

 災害が発生し、また発生するおそれがある場合

において、西条市黒谷地区の住民が市の境界を越

えて避難する場合の避難および受け入れに関して

必要な事項を定めることを目的とする。 

 越境避難に関する協定 19-3･16 

大規模災害時等における今治市伯方支

所管内の公共施設の使用に関する協定

書 

伯方警察署 
令和 5 年 9

月 27 日 

地震等大規模災害の発生により、愛媛県伯方警察

署庁舎が倒壊、水没等して使用不能となった場合

に、今治市伯方支所管内の公共施設の一部を伯方

署災害警備本部用施設として使用し、住民の安全

安心を確保すること。 

大規模災害時に今治市伯方支所管内の公共施設の

一部を使用する協定 
19-3･17 

震災時等における水質検査機器の相互

利用に関する協定 

松山市、南予地方

水道水質検査協議

会（宇和島市

他）、新居浜市、

四国中央市 

平成 23 年

2 月 15 日 

 災害時等に水質検査機器が使用できなくなった

場合の相互利用 

 災害時に使用できなくなる可能性のある水質検査

機の相互利用 
19-3･14 

災害発生時における一時避難場所とし

ての施設使用等に関する協定 
今治海上保安部 

令和 5 年 8

月 7 日 

津波などの自然災害が発生し、または発生する恐

れがある場合において、津波一時避難施設とし

て、避難者等が使用すること 

南海トラフ巨大地震等による津波などの自然災害

が発生し、または発生する恐れがあり、在港者、地

域住民、その他の避難を要する者が避難しなければ

ならないときに、今治港湾合同庁舎管理官庁が管理

する施設を避難者等の一時避難施設として使用する

こと 

19-3･18 
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（１）情報収集及び広報関係 
 

資料〔１９－１・１〕 
災害緊急放送に関する相互協定（今治シーエーティーブィ株式会社） 

 
 今治市（以下「甲」という。）と今治シーエーティーブィ株式会社（以下「乙」とい
う。）は、災害緊急放送に関して、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、「今治市地域防災計画」に基づき、緊急放送を通じて災害情報の
適切な提供を行うことにより、被害の軽減を図り、もって市民生活の安全確保に寄
与することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この協定における用語の意義は、次のとおりとする。 
（１）「災害」とは、暴風、大雨、大雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然

現象又は大規模な火災若しくは爆発その他の状態をいう。 
（２）｢災害緊急放送｣とは、前条の目的を達成するため、甲の要請に基づき乙がコミ

ュニティチャンネルで行う臨時の放送や緊急割込放送をいう。 
（運用） 
第３条 災害緊急放送の運用にあたっては、乙の番組編成を尊重しつつ、次の各号に
定める手順により放送するものとする。 

（１）乙は、甲から要請があった場合、コミュニティチャンネルにおいて優先的にこ
れを放送し、それ以降においても状況に応じて適時放送を行うものとする。また、
今治市災害対策本部が設置された場合は、乙は、速やかに災害緊急放送ができる
体制を整えるものとする。 

（２）甲は、乙が災害緊急放送の必要性を認めた場合は、災害情報の提供を行うもの
とする。 

（３) 乙は、災害緊急放送の周知を図るため、伝送路の被害等があった場合は、速や
かにその復旧に努めるものとする。 

（４）災害緊急放送の内容及び放送チャンネルは、乙が判断するものとする。 
（責任者） 
第４条 災害緊急放送を行うときの連絡を確実かつ円滑に行うため、双方に責任者を
置き、次の職にあるものを充てる。 

（１）甲  今治市 防災対策課長 
（２）乙  今治シーエーティーブィ株式会社 放送課長 
（訓練） 
第５条 甲及び乙は、この協定の実効性を高めるため、災害緊急放送の訓練を適時実
施する。 

（費用の負担） 
第６条 放送に係る費用負担は、次のとおりとする。 
（１）災害緊急放送のシステム維持及び放送等に係る費用は、原則として乙の負担と

する。 
（２）災害緊急放送の実施により、その間予定していた番組又はコマーシャルが放送

できなかった場合は、乙と当該者との協議により解決を図る。 

（協定期間） 
第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 21 年 3 月 31 日までとする。
ただし、期間満了の日の 1 月前までに、甲又は乙から別段の意思表示がないときは、
更に 1年間継続するものとし、以後同様とする。 

（その他） 
第８条 この協定書に定めのない事項又はこの協定に定める事項に疑義が生じたとき
は、甲・乙協議のうえ決定するものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印のうえ各自１通

を保有する。 
 
  平成 20 年 12 月 21 日 
 
               甲  今 治 市 長   越 智  忍  
 
               乙  今治市南大門町２丁目１番地２    
                  今治シーエーティーブィ株式会社 

          代表取締役社長 越  智    務  
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資料〔１９－１・２〕 
ヘリテレ映像の提供に関する協定（愛媛県（県内市町と一部消防事務組合）） 
 
災害発生時における迅速かつ的確な災害応急対策に資するため、愛媛県（以下

「甲」という。）と愛媛県内の市町及び消防一部事務組合（以下「乙」という。）との
間で、愛媛県警察ヘリコプターテレビ伝送システム映像（以下「ヘリテレ映像」とい
う。）の提供に関し、次のとおり協定する。 
 
（映像の提供） 

第１条 甲は、災害発生時に、愛媛県警察本部からヘリテレ映像の提供を受けている
場合において、乙のいずれかの機関から当該ヘリテレ映像の提供の要請があり、か
つ、これを甲が愛媛県警察本部の承認を得たうえで必要と認めたときは、提供の要
請があった機関（以下「要請機関」という。）に対し、当該ヘリテレ映像を提供する
ものとする。 

２ 甲は、前項の規定により、要請機関に対し、ヘリテレ映像を提供する場合におい
て、配信手段のシステム仕様上の制約等により要請機関のみへの配信が困難なとき、
又は災害が広域にわたるときには、乙の要請機関以外の機関に対しても、当該ヘリ
テレ映像を提供するものとする。 

３ 甲は、ヘリテレ映像を提供する施設、設備、機器等に異常を認めたときは、前２
項の規定による映像の提供を停止し、又は中断することができるものとする。 
（映像の取扱い要件） 

第２条 乙は、前条の規定により、甲より提供を受けたヘリテレ映像（ビデオテープ
その他の映像記録媒体によるものも含む。）を報道機関その他の機関に提供してはな
らない。 

２ 乙は、前項の規定に反した場合、そのことにより発生する一切の責任を負うもの
とする。 
（協議） 

第３条 この協定の運用について疑義を生じたときは、その都度甲、乙協議して決定
するものとする。 
この協定を証するため、本書２５通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有するものとする。 
 
平成２３年３月１日 

甲 愛 媛 県   知事  中 村 時 広 
乙 松 山 市   市長  野 志 克 仁 

今 治 市   市長  菅  良 二 
宇 和 島 市   市長  石 橋 寛 久 
八 幡 浜 市   市長  大 城 一 郎 
新 居 浜 市   市長  佐 々 木  龍 
西 条 市   市長  伊 藤  宏 太 郎 
大 洲 市   市長  清 水  裕 

伊 予 市   市長  中 村  佑 
四 国 中 央 市   市長  井 原  巧 
西 予 市   市長  三 好 幹 二 
東 温 市   市長  高 須 賀  功 
上 島 町   町長  上 村 俊 之 
久 万 高 原 町   町長  髙 野 宗 城 
松 前 町   町長  白 石 勝 也 
砥 部 町   町長  中 村 剛 志 
内 子 町   町長  稲 本 隆 壽 
伊 方 町   町長  山 下 和 彦 
松 野 町   町長  阪 本 壽 明 
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資料〔１９－１・３〕 
災害時における情報交換及び支援に関する協定書（国土交通省四国地方整備局） 
 

国土交通省四国地方整備局長(以下｢甲｣という。)と今治市長(以下｢乙｣という。)は、
今治市の区域において災害が発生し、又は発生のおそれがある場合(以下｢災害発生時
等｣という。)の情報交換及び支援について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目 的） 
第１条 この協定は、災害発生時等において、甲及び乙が連携を図り、今治市民の生命、
身体及び財産の安全並びに生活を確保するための迅速かつ円滑な対応を図ることを
目的とする。 

（協力体制） 
第２条 甲及び乙は､前条の目的を達成するため､災害発生時等の初動段階から緊密な情
報交換が行えるように、相互に協力して必要な体制を整えるものとする｡ 

（支援内容） 
第３条 災害初動時に甲が実施する支援内容は、次のとおりとする。 
（1）被害状況の把握及び提供 
（2）情報連絡網の構築 
（3）災害応急措置 
（4）その他必要と認められる事項 

（現地情報連絡員の派遣） 
第４条 甲は、災害発生時等の状況により、甲及び乙が行う応急対策並びに甲が行う支
援の円滑な実施に資するため必要と認めたときは、今治市災害対策本部等に職員を
現地情報連絡員として派遣し、情報交換にあたらせるものとする。 

（支援の要請） 
第５条 今治市の区域における国土交通省所管施設等に災害が発生し、又は発生の恐れ
がある場合は、必要に応じて、乙は甲に支援要請を行うものとする。なお、乙は、
現地情報連絡員を経由して甲に支援要請が行えるものとする。 

（支援の実施） 
第６条 甲は乙からの支援要請に対し、災害対策用資機材及び人員の配備状況等を勘案
し調整した上で、乙にその内容を伝え、可能な支援を行うものとする。なお、甲は、
現地情報連絡員を通じて調整内容を乙に伝える場合がある。 

（平常時の連携） 
第７条 甲及び乙は、この協定の実施に関して必要となる連絡体制の整備その他必要と
認められる事項について、訓練及び会議の開催等を通じて平常時からの連携に努め
るものとする。 

（その他） 
第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、その
都度、甲乙協議して定めるものとする。 
 
上記のとおり協定を締結した証として、本書２通を作成し、甲、乙押印の上、各自

その１通を保有する。 
 
平成２３年１０月２６日 

 
 
甲 香川県高松市サンポート高松３番３３号 

国土交通省 四国地方整備局長  川﨑 正彦 
 
乙 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 

今治市長  菅 良二 
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資料〔１９－１・４〕 
災害時における地図製品等の供給等に関する協定書（株式会社ゼンリン） 

 

今治市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、第
１条第(1)号に定める災害時において、乙が、乙の地図製品等（第２条に定義される）
を甲に供給すること等について、以下のとおり本協定を締結する。 
 
（目 的） 
第１条 本協定は、以下各号の事項を目的とする。 

(1) 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はその
おそれがある場合において、甲が今治市地域防災計画で定めるところによる災害
警戒本部、及び災害対策基本法第23条の２に基づく災害対策本部（以下「災害対
策本部等」という。）を設置したときの、乙の地図製品等の供給及び利用等に関
し必要な事項を定めること。 

(2) 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、
防災・減災に寄与する地図の作成を検討・推進することにより、市民生活におけ
る防災力の向上に努めること。 

（定 義） 
第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。 

(1) 「住宅地図」とは、今治市全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものと
する。 

(2) 「広域図」とは、今治市全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。 
(3) 「ZNET TOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNET 

TOWN」を意味するものとする。 
(4) 「ID等」とは、ZNET TOWNを利用するための認証ID及びパスワードを意味する

ものとする。 
(5) 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及びZNET TOWNの総称を意味するもの

とする。 
（地図製品等の供給の要請等） 
第３条 乙は、甲が災害対策本部等を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能
な範囲で地図製品等を供給するものとする。 

２ 甲は、地図製品等の供給を求めるときは、別途定める物資供給要請書（以下「要
請書」という。）を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電
話等により乙に対して要請できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するもの
とする。 

３ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、別途定める物資供給報告書を提出す
るものとする。 

４ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。 
(1) 乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とす

る。 
(2) 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。 

（地図製品等の貸与及び保管） 
第４条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、本協定締結
後、甲乙別途定める時期、方法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及び

ID等を甲に貸与するものとする。なお、当該貸与にかかる対価については無償とす
る。 

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及びID等を甲の事務所内にお
いて、善良なる管理者の注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、
住宅地図及び広域図の更新版を発行したときは、乙は、甲が保管している旧版の住
宅地図及び広域図について、甲から当該住宅地図及び広域図を引き取りかつ更新版
と差し替えることができるものとする。 

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保
管・管理状況等を確認することができるものとする。 

（地図製品等の利用等） 
第５条 甲は、第１条第(1)号に基づき災害対策本部等を設置したときは、災害応急対
策、災害復旧・復興にかかる資料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又
は貸与された地図製品等につき、以下各号に定める利用を行うことができるものと
する。 
(1) 災害対策本部等設置期間中の閲覧 
(2) 災害対策本部等設置期間中、甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の
範囲内での複製 

２ 甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の
報告先に報告するものとする。また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速や
かに従前の保管場所にて保管・管理するものとする。 

３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的とし
て、甲の当該防災業務を統括する部署内において、広域図及びZNET TOWNを利用する
ことができるものとする。なお、甲は、本項に基づき広域図を複製利用する場合は、
別途乙の許諾を得るものとし、ZNET TOWNを利用する場合は、本協定添付別紙のZNET 
TOWN利用約款に記載の条件に従うものとする。 

（情報交換） 
第６条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携
体制を整備し、災害時に備えるものとする。 

（有効期間） 
第７条 本協定の有効期間は、本協定末尾記載の締結日から１年間とする。但し、当
該有効期間満了の３ヶ月前までに当事者の一方から相手方に対し書面による別段の
意思表示がない限り、本協定は更に１年間同一条件にて更新されるものとし、以後
も同様とする。 

（協 議） 
第８条 甲乙間で本協定の解釈その他につき疑義又は紛争が生じた場合には、両当事
者は誠意をもって協議し解決に努めるものとする。 

 
以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のう

え各１通を保有する。 
 
平成２８年６月２０日 
 

甲）愛媛県今治市別宮町1丁目4番地1 
今治市 
市長   菅 良二 

乙）香川県高松市上福岡町816番地1 
株式会社ゼンリン四国エリア統括部 
統括部長   若林 康司 
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【添付別紙】 
ZNET TOWN利用約款 

（定 義） 
第１条 本約款で次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定める意味で用いる
ものとします。 
(1) 「ID等」 

本サービスを利用するための認証ID及びパスワードをいいます。 
(2) 「アクセス権者」 

対象機器を使用する甲の職員であり、かつ、ID等を使って本システムにアク
セスする者をいいます。 

(3) 「対象機器」 
甲の庁内LANに接続された端末機器及び庁内業務での利用に限った端末機器を

いいます。 
(4) 「本サービス」 

乙がアクセス権者からの要求に応じて本システムから対象機器に対して本デ
ータを送信するサービスをいいます。 

(5) 「本システム」 
本サービスを提供するための乙が第三者に管理・運用を委託するWWWサーバ、

回線、周辺機器等の一連のシステムをいいます。 
(6) 「本データ」 

本サービスにおいて乙から提供される住宅地図データ、道路地図データ、別
記データ、一般種アイコン、その他各種データをいいます。 

（本約款の適用） 
第２条 本約款は、本協定書の内容の一部を構成するものとし、本サービスを甲が利
用することに関する一切に適用されるものとします。 

（本サービスの内容） 
第３条 乙は、本サービスの内容を任意に、甲に事前通知することなく変更すること
ができるものとします。 

（本サービスの中断・中止） 
第４条 乙は、本サービスの改善などの理由により、甲に対する事前の通知なく本サ
ービス内容の変更、追加、削除を行うことができるものとします。 

２ 乙は、乙の事情により本サービスを中止する場合は、甲に事前に通知するものと
します。 

３ 乙は、甲が本約款に違反したときは、事前の催告を要することなく、本サービス
の提供を中止することができるものとします。 

（本データの使用許諾） 
第５条 乙は、甲に対して、本データについて、以下の権利を非独占的に許諾します。 

(1) 対象機器上で閲覧すること。 
(2) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、対象機器にPDF形式でダウ

ンロードし、当該ダウンロードした対象機器に保存し、当該保存した本データを
甲の防災業務内で使用すること。 

(3) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、前号所定の対象機器が設
置された部署内における防災業務の目的において紙媒体に印刷出力すること（本

号に基づき印刷出力した本データを以下「印刷地図」という。）。 
 
（甲の遵守事項） 
第６条 甲は、以下の事項を遵守するものとします。 

(1) アクセス権者に限り、乙に本データの送信を求めさせること。 
(2) ID等を、善良なる管理者の注意をもって保管・管理するものとし、第三者に

使用又は利用させないこと。 
(3) 乙の指定する利用環境を確保・維持すること。 
(4) 本条第(1)号のために、アクセス権者の認証にあたり、その仕組み、システム

等について現時点で取り得る技術的な対応等必要な措置を講ずること。 
(5) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データの一部でも複製、加工、

改変、出力、抽出、転記、送信その他の使用及び利用をしないこと。 
(6) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データ（形態の如何を問わず、

その全部又は一部の複製物、出力物、抽出物その他の利用物を含む。）の一部で
も有償無償を問わず、又は譲渡・使用許諾、送信その他いかなる方法によっても
第三者に使用させないこと。 

(7) 本データを印刷出力するにあたり以下の事項を遵守すること。但し、事前に
乙の許諾を得た場合はこの限りではないものとします。 
イ） 印刷地図を第５条第(3)号所定の目的以外の目的で使用又は利用しないこ

と。 
ロ） 乙の指定する著作権表示等を印刷地図上に表示させること。 
ハ） 印刷地図を製本、冊子、ファイリング等のまとめた形態又は印刷地図同

士を貼り合わせた形態にして使用及び利用しないこと。 
ニ） 印刷地図を第三者に配布しないこと。 
ホ） 印刷地図のサイズはA３判以下とすること。 

(8) 本サービスの利用状況の記録（対象機器の台数、設置場所、アクセス権者の
数等）を作成し、かつ、乙が要請した場合には、これを閲覧又はコピーさせるこ
と。 

（不保証及び免責） 
第７条 乙は、本サービス又は本データが完全性、正確性、非侵害等を有することを
保証するものではないものとします。 

２ 乙は、甲の本サービスの利用に伴い、甲又は第三者が被った損害について免責さ
れるものとします。 

（権利の帰属） 
第８条 本サービス及び本データに関する知的財産権は乙又は乙に権利を許諾した第
三者に帰属するものとします。 

（その他） 
第９条 甲は、乙の書面による事前の承諾なくして、本約款に基づく本サービスの利
用権を他に譲渡し又は担保に供してはならないものとします。 

以 上 
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「災害時における地図製品等の供給等に関する協定」細目 
 

１．趣旨 
本細目は、今治市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」とい

う。）が締結している「災害時における地図製品等の供給等に関する協定書」に基
づき、地図の数量や提供数、連絡先について定めるものである。 
また必要に応じて順次修正をおこなうものとする。 

 
２．貸与する地図製品等の詳細 

地図製品の名称 詳細 数量 

住宅地図 今治市 B4判住宅地図 ５冊 

広域図 今治市を包括する広域図  ５部 

ZNET TOWN 今治市 防災危機管理課 利用 閲覧地区：今治市 １ID 

 
３．甲及び乙の連絡先 

甲乙間の連絡は原則として、以下に記載の連絡先を窓口として行われるものとする。 
甲 連絡先１ 今治市 

総務部 

防災危機管理課 

住所：今治市別宮町一丁目4番地1 
電話：0898-36-1558 

FAX：0898-32-2765 

連絡先２ 今治市 

災害警戒本部（災害対策本部） 

住所：今治市別宮町一丁目4番地1 

電話：0898-36-1630 
FAX：0898-36-1620 

乙 連絡先１ 第一事業本部 四国エリア統括部 

松山営業所 

住所：松山市北土居3丁目11番30号 

電話：089-905-1016 
FAX：089-905-1025 

連絡先２ 第一事業本部 四国エリア統括部 
 

住所：高松市上福岡町816番地1 
電話：087-837-3610 
FAX：087-837-4638 

 
以 上 

平成  年  月  日 
 

㈱ゼンリン 殿 
 

 今治市長  
 
 

物資供給要請書 
 

「災害時における地図製品等の供給等に関する協定書」第３条第２項
の規定に基づき、下記のとおり物資の供給を要請します。 

 
記 

 

品 名 数量 
納 品 

希望場所 
納 品 
希望日時 

備 考 

     

     

     

     

 

 
 
 

＜連絡担当者＞ 
住所 
部署名 
電話   
FAX   
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平成  年  月  日 

今治市長 殿 

 ㈱ゼンリン  

 

物資供給報告書 

 

「災害時における地図製品等の供給等に関する協定書」第３条第３項の規定に

基づき、平成  年  月  日で要請を受けた件について、下記のとおり物資

を供給したので報告します。 

 

記 

 

品 名 数量 
納品 

場所 

納品 

日時 
備 考 

     

     

     

     

 

 

＜物資納入者＞                

＜物資受領者＞                
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資料〔１９－１・５〕 
ＧＰＳ波浪計観測情報配信システムを使用した情報の活用に関する協定書 

（国土交通省四国地方整備局） 
 

国土交通省四国地方整備局次長（以下「甲」という。）と今治市長（以下「乙」という。）と
は、四国地方整備局が所有するＧＰＳ波浪計観測情報配信システム（以下「システム」とい
う。）を使用した情報の活用に関して、次のとおり協定を締結する。 
 

第１条（目的） 
この協定は、四国地方整備局が所有するシステムを活用し、乙に対しＧＰＳ波浪計観測情報

（以下「情報」という。）を提供することにより、適切な災害対処に資することを目的とする。 
 

第２条（情報送信に対する責任） 
甲は、システムの情報の送信にあたり、機器及び回線等（以下「機器等」という。）の故障、

保守点検、天災、その他不可抗力による情報送信の停止又は異常な送信について、その責任を
負わないものとする。 
 

第３条（責任分界点等） 
情報の流れ及び責任分界点は、別図「ＧＰＳ波浪計観測情報配信システム情報提供系統図」

のとおりとする。 
 

第４条（連絡窓口等） 
甲及び乙は、情報提供に係る連絡担当者等を別表「分掌系統表」に定めるものとする。連絡

窓口は原則、連絡担当者相互とするが必要に応じ連絡責任者、統括責任者へ行うものとする。
なお、別表「分掌系統表」に変更がある場合は、その都度相互に通知するものとする。 
 

第５条（提供された情報の取扱い等） 
甲から乙に提供される情報については、高潮など津波以外の情報も感知するため誤報の可能

性があり、取り扱いの難しい情報である。よって、乙は、甲から提供を受けた情報について、
システムから配信される情報の特性を十分に理解したうえで、乙の責任において今治市の組織
内でのみ利用するものとし、原則として甲の許可を得ないで今治市の組織外部へ直接提供して
はならない。また、何らかの不可抗力により今治市の組織外部へ情報が漏洩した場合、分掌系
統表に基づき、甲の連絡担当者に対して速やかに通知するものとする。なお、情報が漏洩した
場合、情報漏洩元が責任を持って対応するものとする。 
 

第６条（機器の設置等） 
甲及び乙は、別図に定める責任範囲に従い、機器等を整備し、そのために必要な経費を負担

するものとする。 
２ 機器等の維持管理、変更及び撤去に要する費用は、機器等の設置者が負担するものとする。 
３ 機器等の更新、改変等の必要性が生じる場合は、別途協議するものとする。 

 
第７条（訓練等） 
甲及び乙は、情報の円滑かつ迅速な提供と情報の有効活用を図ることを目的とした情報伝達

訓練等を行っていくものとする。 
 
第８条（協議事項） 
この協定書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、その都度甲及び乙が協議し

て定めるものとする。 
 
第９条（有効期間） 
この協定書の有効期間は、協定書を締結した日から平成２９年３月３１日までとする。 
ただし、期間満了の１箇月前までに甲又は乙のいずれからも何ら申し出がない時は、さらに

１年継続するものとし、当該継続期間が満了したときも同様とする。 
 
この協定書締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印のうえ、各自その１通を

保有するものとする。 
 
平成２８年１０月２４日 
 

甲  国土交通省 四国地方整備局 次長  元野 一生 
 
乙  今治市長              菅 良二 
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別 表 

分 掌 系 統 表 
平成２８年１０月２４日 

区
分 分掌 所属 役職 連絡先 

そ
の
他 

四
国
地
方
整
備
局 

統括責任者 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課長 skr-88-6551@docomo.ne.jp 

TEL:090-5279-2449 

 

連絡責任者 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課長補

佐 

skr-88-6352@docomo.ne.jp 

TEL:090-8976-1105 

 

連絡担当者 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課 

 防災技術係長 

 

 沿岸安全係長 

skr-88-6561@docomo.ne.jp 

TEL:090-8970-4838 

skr-88-6566@docomo.ne.jp 

TEL:090-5147-8955 

 

今
治
市 

担当課 

配信先 

総務部防災

危機管理課 

 bousai@imabari-city.jp 

TEL:0898-36-1558 

 

連絡責任者 

配信先 

総務部防災

危機管理課 

課長 kichi-kichi-fku123@docomo.ne.jp  

 

別 図 

GPS波浪計観測情報配信システム情報提供系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲側 乙側 

責任分界点 

【利用者】 

携帯端末、PC等 

GPS波浪計 

観測センター 

気象庁配信電文 

（津波注意報・警報） 

【四国地方整備局】 

データ収集・ 

判定サーバー 

メール配信 

サーバー 
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資料〔１９－１・６〕 
災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー株式会社） 

 
今治市（以下「甲」という。）およびヤフー株式会社（以下「乙」という。）は、災害に

係る情報発信等に関し、次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 
 

第1条（本協定の目的） 
本協定は、市内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、甲が住民

に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ甲の行政機能の低下を軽減させるため、甲と乙
が互いに協力して様々な取組を行うことを目的とする。 
 

第2条（本協定における取組） 
1  本協定における取組の内容は次の中から、甲および乙の両者の協議により具体的な内
容および方法について合意が得られたものを実施するものとする。 

(1) 乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、甲の
運営するホームページのキャッシュサイトを乙のサービス上に掲載し、一般の閲覧に供
すること。 

(2) 甲が、市内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時から乙
のサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(3) 甲が、市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を
乙のサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(4) 甲が、災害発生時における市内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所
におけるボランティア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を乙のサービス上
に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(5) 甲が、市内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、この
必要救援物資に関する情報を乙のサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知する
こと。 

(6) 乙が、乙の提供するブログサービスにおいて甲が運営するブログ（以下「災害ブロ
グ」という。）にアクセスするためのweb リンクを乙のサービス上に掲載するなどして、
災害ブログを一般に広く周知すること。 

(7) 甲が、市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、乙が提示する所定
のフォーマットを用いて名簿を作成すること。 

2  甲および乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先お
よびその担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相
手方に連絡するものとする。 

3  第１項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、甲および乙は、両
者で適宜協議を行い、決定した取組を随時実施するものとする。 

 
 
第3条（費用） 

前条に基づく甲および乙の対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それ
ぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 
 

第4条（情報の周知） 
乙は、甲から提供を受ける情報について、甲が特段の留保を付さない限り、本協定の目

的を達成するため、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、乙のサービス以外のサー
ビス上での掲載等を含む。）により、一般に広く周知することができる。ただし、乙は、
本協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。 
 

第5条（本協定の公表） 
本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、甲および乙は、その時期、方法

および内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 
 

第6条（本協定の期間） 
本協定の有効期間は、本協定締結日から1年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされ
ない限り、本協定はさらに1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 
 

第7条（協議） 
本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項については、甲、乙協

議のうえ決定するものとする。 
 

上記協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各1通を保有
する。 
 

平成28年11月15日 
 

甲  今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市 
今治市長 菅 良二 

 
乙  東京都千代田区紀尾井町１番３号 

ヤフー株式会社 
代表取締役 宮 坂 学 
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資料〔１９－１・７〕 
災害時等における無人航空機による協力に関する協定書 

（一般社団法人しまなみドローン協会） 
 

今治市（以下、「甲」という。）と、一般社団法人しまなみドローン協会（以下、「乙」とい
う。）とは、災害時等における無人航空機による協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市内において災害対策基本法（昭和36年法律223号）第２条第１号
に規定する災害（以下「災害」という。）が発生し、又はそのおそれがある場合において、無
人航空機（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第２条第 22 項に規定する無人航空機をいう。
以下同じ。）による協力の要請に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（協力要請の内容） 
第２条 災害時における協力要請の内容は、無人航空機を活用して、被災状況等の情報収集を
行うこと（以下「協力活動」という。）とする。 

（協力の要請手続） 
第３条 甲は、災害時等において必要があると認めるときは、乙に対し協力要請をするものと
し、乙は、協力が可能な範囲で協力要請に応じるものとする。 

２ 甲の前項の協力要請は、協力要請書（別記様式第１号）の提出により行うものとする。た
だし、緊急を要する場合であって、当該要請書を提出するいとまがないときは、口頭、電話
等により要請することができるものとし、後日速やかに当該要請書を提出するものとする。 

３ 甲は、協力要請について、重要な変更が生じたときは、その都度、乙に連絡するものとし、
協力の必要がなくなったときは、速やかに乙に連絡するものとする。 

（安全の確保等） 
第４条 甲は、その要請を受けて協力する乙の構成員に対し、協力の内容に応じ安全の確保に
十分配慮するものとする。 

２ 乙及び乙の構成員は、活動中及び出動の往復途上において、危険な行動をとらないものと
する。 

（活動報告等） 
第５条 乙は、災害時等における活動を実施したときは、当該活動の完了後速やかに、その実
施した活動内容等を甲に報告するものとする。 

２ 乙は、災害時等における協力活動により撮影した成果品（映像または写真等の記録デー
タ）またはその複製品（以下「成果品等」という。）を速やかに甲に提出する。 

（成果品の著作権及び使用） 
第６条 甲は、成果品等に関する使用権を有し、災害の状況確認、分析、災害の周知、防災の
啓蒙等、公共の目的において無償でこれを使用、複製、翻案、上映することができる。ただ
し、乙の承諾なしに、成果品等を第三者に譲渡し、使用、複製、翻案、上映等をさせること
はできない。 

２ 甲又は乙が、放送事業者（有線放送を含む）及びそれに準ずる者（新聞社を含む）からの
要請により、報道等の目的で成果品等の提供をする場合は、事前に相手方の了承を得るもの

とする。ただし、緊急の場合において連絡のつかない場合などは、事後の報告を行うものと
する。 

３ 乙は、その構成員が成果品等について著作権を有する場合であっても、甲が第１項に規定
する使用権を行使できるよう措置するものとする。 

４ その他、成果品等の使用に関してここに記載のない場合が生じた際は、甲乙協議の上、使
用の可否を決定する。 

（費用の負担） 
第７条 協力要請に要した経費は、受渡し記録媒体及び高速道路利用料については甲の負担と
し、その他費用については乙の負担とする。 

（損害補償） 
第８条 協力要請に伴い乙の構成員および無人航空機に生じた損害（ 第三者に対する損害を含
む。）の補償の取扱は、次のとおりとする。 
(1) 乙の構成員が協力活動中に死亡もしくは負傷し、又は協力活動に起因した疾病により死
亡し、もしくは障害の状態となった場合は、甲が必要と認める範囲でその損害を補償する。
ただし、乙の構成員が協力活動中に明らかに乙又は乙の構成員の責任に帰する原因により、
自ら被り、又は第三者に与えた損害については、乙が補償する。 

(2) 乙の構成員が出動時の往復途上における交通事故等により、自ら被り、又は第三者に与
えた損害については、乙が補償する。 

(3) 乙は、協力活動にあたり、必要な保険（損害賠償等）に加入している無人航空機を使用
するものとする。 

(4) 乙の保有する無人航空機が協力活動中に破損、紛失した等の損害が生じた場合は、乙の
加入する機体保険等により対応することとする。ただし、当該無人航空機について機体保
険等に加入していないことについてやむを得ない事情があると認められ、かつ、損害の生
じた原因が甲の故意又は重大な過失によるものであることが明らかである場合は、甲乙協
議の上、両者相応の負担を負うものとする。 

(5) 甲乙両者は、損害補償すべき事案が発生したときは速やかに相手方に連絡するとともに、
必要な書類等を提出するものとする。 

（平常時の準備） 
第９条 乙が協力活動を円滑に行うため、平常時行う準備の内容は次のとおりとする。 

(1) 乙の構成員に対する本協定の周知に努めること。 
(2) 災害時等に使用する無人航空機の準備および習熟に努めること。 

（訓練の参加） 
第10条 乙は、この協定による協力活動が円滑に行われるよう、甲が行う訓練への参加に努め
るものとする。 

（個人情報の保護） 
第11条 甲および乙は、この協定の実施にあたり、個人情報の保護に配慮するとともに、活動
上知り得た情報を関係機関以外の外部に漏らしてはならない。甲又は乙の構成員でなくなっ
た後も、同様とする。 

（有効期間） 
第12条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３１年３月３１日までとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日の１か月前までに甲又は乙からこの協定を更新し
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ない旨の文書による通知がない場合は、有効期間は更に１年間更新されるものとし、以後同
様とする。 

（協議） 
第13条 この協定に疑義が生じた事項又は定めのない事項については、甲乙協議の上、これを
定めるものとする。 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有

する。 
 
平成31年２月18日 

              甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市長 菅 良二 

               
乙 今治市片原町一丁目100番地３ 

一般社団法人しまなみドローン協会 
理事長 曽我部 敏行 

（別記様式第１号） 

第         号 

平成  年  月  日 

一般社団法人しまなみドローン協会 様 

 

今治市長  

 

災害時協力要請書 

 

災害時等における無人航空機による協力に関する協定書第３条の規定に基づき、次のとおり
協力を要請します。 

要 請 内 容 

 

 

 

 

 

場     所 

 

 

 

 

期     間 

 

 

 

備     考 

 

 

 

 

要 請 担 当 者 

所属 

職名          氏名 

 

電話番号 

電話・ファクシミリ等
による要請日時 

平成    年   月   日（  ）午前・午後   時   分頃 
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資料〔１９－１・８〕 
災害時における緊急放送に関する協定（今治コミュニティ放送株式会社） 

 
今治市（以下「甲」という。）と今治コミュニティ放送株式会社（以下「乙」という。）とは、

災害時における緊急放送の要請に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（協定の趣旨） 
第１条 この協定は、今治地域（以下「市域」という。）に在住する市民に対し、避難に関する
情報等の緊急防災情報を伝達するため、災害対策基本法第５７条及び災害対策基本法施行令
第２２条の規定に基づき、甲が乙に対し、緊急放送の要請（以下「緊急放送要請」という。）
を行うことに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（緊急放送要請） 
第２条 甲は、市民に災害発生の危険が迫っている場合又は現に災害が発生し、市民の生命及
び財産が危険な状態にある場合は、乙に対して速やかに緊急防災情報を提供し、緊急放送を
要請することができる。 

２ 乙は、前項の要請があった場合は、他の番組に優先してこの災害情報等を放送しなければ
ならない。 

３ 乙は、災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、甲に対して、緊急防災情報
等の提供を求めることができる。 

（協定の期間） 
第３条 この協定は、その締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が相手方に対し文書
により協定の終了を通知しない限り継続するものとする。 

（放送要請の手続） 
第４条 甲は、乙に対し第２条第１項の要請をするときは、次に掲げる事項を明らかにして、
別紙様式により、行うものとする。 

 (１) 放送要請の理由 
 (２) 放送要請事項 
 (３) 放送希望日時 
 (４) その他必要な事項 
２ 前項の規定にかかわらず、様式によることが困難な場合は、口頭により要請することがで
きる。 

（放送の実施） 
第５条 乙は、甲から緊急放送要請があった場合は、放送の形式及び内容、放送時刻等をその
都度決定し、放送するものとする。 

（連絡責任者） 
第６条 緊急放送要請の手続に関する連絡調整を円滑かつ確実なものとするため、甲及び乙は、
それぞれ連絡責任者を定めておくものとする。 

（緊急放送装置の使用） 
第７条 乙の操作による緊急放送が困難な場合又は緊急放送要請をするための時間的余裕が許
されない場合、甲は緊急放送装置を使用することができる。 

２ 前項の規定により、甲が緊急放送装置を使用した場合は、甲は放送後速やかに、乙に対し

て放送内容等を報告するものとする。 
（費用負担） 
第８条 乙は、次に掲げる費用の負担を甲に求めないものとする。 
 (１) 緊急放送に要する費用 
 (２) 緊急放送の実施により、同時刻に予定していた番組又はコマーシャルが放送できなか

ったことに起因する損害その他の費用 
（協定実施の円滑化） 
第９条 甲及び乙は、協定に定める事項の円滑な実施を図るため、相互の連携を図るものとす
る。 

２ 前項に規定する連携を図るため、甲の主催する防災訓練等に、乙は積極的に参加しなけれ
ばならない。 

（臨時災害放送局の設置） 
第１０条 大規模災害が発生し、甲として臨時災害放送局の開設が必要と判断し当該放送局免
許を取得した場合は、甲は当該放送局の開設及び維持管理を乙に業務委託するものとする。
そのために要した費用については甲乙協議のうえ決定する。 

（前協定の廃止） 
第１１条 甲と乙が平成１４年２月６日付けで締結した「災害時における緊急放送要請に関す
る協定」は廃止する。 

（協議） 
第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関する疑義が生じた場合は、
甲乙協議のうえ決定するものとする。 

２ 緊急放送以外の防災情報等の放送については、別途甲乙協議のうえ決定するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その1通を保有す

る。 
 
  平成31年３月11日 
                   甲 今治市別宮町一丁目4番地1 

今 治 市 長  菅  良 二 
 

乙 今治市片原町1丁目100番地3 
今治コミュニティ放送株式会社 

  代表取締役  黒 田 周 子 
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資料〔１９－１・９〕 
ドローンを活用した災害時等における支援活動等に関する協定書（株式会社ＡＣＳ

Ｌ） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と株式会社ＡＣＳＬ（以下「乙」という。）とは、ドローンを
活用した災害時等における支援活動等に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
 （目的） 
第１条 この協定は、乙が航空法（昭和27年法律第231号）第２条第22項に規定する無人航空機
（以下「ドローン」という。）を活用して実施する今治市内での災害対策基本法（昭和36年法律
第223号。以下「法」という。）第２条第１号に規定する災害が発生し、又は発生するおそれが
ある場合（以下「災害時等」という。）において、被災現場等での支援活動及び平時における防
災啓発事業等への協力（以下「災害時等における支援活動等」という。）に関し、必要な事項を
定めることを目的とする。 
 
 （災害時等における支援活動等の内容） 
第２条 災害時等における支援活動等の内容は、次に掲げるものとする。 
(１) 被災現場等の状況の把握 
(２) 避難情報等の伝達及び広報 
(３) 被災マップの作成 
(４) 被災者並びに遭難者の捜索及び救助支援 
(５) 物資の運搬 
(６) 甲が実施する平時における防災啓発事業及び防災訓練並びにドローン活用のための人材
育成への協力 

(７) 前各号に掲げるもののほか、甲が必要とする災害時等における支援活動等であって、乙
が協力することができるもの 

２ 甲は、乙が災害時等における支援活動等を的確に行うため、必要があると認めるときは、
甲の所有する公有財産及び物品について甲が実施する応急措置等を妨げない限度において、
これらを無償で乙に貸与し、又は使用を許可するものとする。 

  
 （災害時等における支援活動等の要請） 
第３条 甲は、乙による災害時等における支援活動等を必要とする場合は、災害時等における
支援活動等要請書（別記様式第１号）により、乙に災害時等における支援活動等を要請する
ものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等により要請し、その後速やかに
文書を提出するものとする。 

 
 （災害時等における支援活動等の実施） 
第４条 乙は、前条の規定により甲から災害時等における支援活動等の要請を受けたときは、
乙の可能な範囲において、甲に対し速やかに協力するものとする。 

２ 乙は、甲の指揮監督に従い、乙の可能な範囲において、災害時等における支援活動等を実

施するものとする。 
３ 甲及び乙は、航空法、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他関係法令を遵守し、
二次災害の防止に努めるものとする。 

４ 乙は、災害時等における支援活動等を完了したときは、災害時等における支援活動等完了
報告書（別記様式第２号）により甲に報告するものとする。 

 
 （経費の負担） 
第５条 災害時等における支援活動等の実施に要した経費について、乙が災害時等における被
災現場等での支援活動の実施に要した経費については、原則として乙の負担とする。ただし、
当該支援活動に係る経費のうち甲の負担が特に必要があると認められるときは、乙の要望に
より、甲乙協議の上、これを決定するものとする。 

２ 平時における防災啓発事業等への協力に要した経費については、甲乙協議の上、これを決
定するものとする。 

 
 （事故の報告） 
第６条 乙は、災害時等における支援活動等の実施に際して事故が発生した場合は、文書によ
り速やかに甲に報告し、甲乙協議の上、適切な措置を講ずるものとする。ただし、緊急を要
するときは、口頭又は電話等により報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 
 （映像等の情報の取扱い） 
第７条 乙は、災害時等における支援活動等においてドローンにより映像等の情報を収集した
ときは、速やかに甲に提供するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から提供された情報を報道機関等に公開するときは、あらかじ
め乙の承諾を得なければならない。 

３ 乙は、災害時等における支援活動等において取得した情報については、第三者の権利を害
しない範囲において、自由にこれを使用することができるものとする。 

 
 （個人情報の保護） 
第８条 甲及び乙は、この協定の実施にあたり個人情報の保護に配慮し、活動上知り得た個人
情報を適正に管理するとともに関係機関以外の外部に漏らしてはならない。この協定が終了
した後又は甲若しくは乙の構成員でなくなった後も、同様とする。 

 
 （秘密情報の取扱い） 
第９条 甲及び乙は、前２条に定める情報以外の情報のうち、この協定の履行を通じて知り得
た秘密情報等を、第三者に開示又は提供してはならない。業務終了後及び本協定の有効期間
満了後についても同様とする。 

 
 （有効期間） 
第10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和７年３月31日までとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日の１か月前までに甲又は乙からこの協定を更新し
ない旨の文書による通知がない場合は、有効期間は更に１年間更新されるものとし、以後同
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様とする。 
３ 前２項の規定にかかわらず、甲又は乙のいずれかがこの協定の解約を希望する場合は、甲
乙協議の上、解約予定日の３０日前までに文書により相手方に通知することにより、この協定
を解約することができるものとする 。 
 
 （協議） 
第11条 この協定に疑義が生じた事項又は定めのない事項については、甲乙協議の上、これを
定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、署名の上、各１通を保有する。 

 
令和７年１月２１日 
 
           甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
 

今治市                 
 
                 今治市長   徳永 繁樹      
                   
 
           乙 東京都江戸川区臨海町三丁目６番４号２階 
 

株式会社ＡＣＳＬ 
 
                 代表取締役  鷲谷 聡之      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別記様式第１号（第３条関係） 

令和  年  月  日 

 

 株式会社ＡＣＳＬ 様 

今治市長  

災害時等における支援活動等要請書 

ドローンを活用した災害時等における支援活動等に関する協定書第３条の規定

に基づき、次のとおり災害時等における支援活動等を要請します。 

要 請 内 容 

 

 

 

 

場     所 

 

 

 

期     間 

 

 

 

備     考 

 

 

 

 

要 請 担 当 者 

所属 

職名          氏名 

 

電話番号 

電話・ファクシ

ミリ等による要

請日時 

平成  年  月  日（ ）午前・午後  時  分頃 
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別記様式第２号（第４条関係） 

令和  年  月  日 

 

 （宛先）今治市長  

株式会社ＡＣＳＬ  

 

災害時等における支援活動等完了報告書 

 

ドローンを活用した災害時等における支援活動等に関する協定書第４条の規

定に基づき、次のとおり報告します。 

 

実 施 内 容 

 

 

 

 

場     所 

 

 

 

期     間 

 

 

 

備     考 

 

 

 

 

実 施 担 当 者 

所属 

職名          氏名 

 

電話番号 
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（２）通信関係 
 

資料〔１９－２・１〕 
災害時非常無線通信の協力に関する協定（今治市アマチュア無線非常通信協力会） 

 

 今治市（以下「甲」という。）と今治市アマチュア無線非常通信協力会（以下「乙」とい
う。）は、災害時における情報収集・伝達等に関し、次のように協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市内において、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２
条第１号に定める災害（以下「災害」という。）が発生し、又は発生するおそれがある場合の
非常通信について、甲が乙に協力を求める場合の手続き等を定めるものとする。 

（性格） 
第２条 前条における乙がおこなう協力は、電波法（昭和２５年法律第１３１号）第５２条第
４号に規定する非常通信の範囲で行うアマチュア無線通信で、ボランティア精神に基づく活
動とする。 

（協力の要請） 
第３条 甲は、今治市内に災害が発生し、又は発生のおそれがある場合の災害情報の収集及び
伝達について乙の協力を必要とするときは、乙に協力を要請することができる。 

２ 前項により要請を受けた乙は、情報の収集及び伝達に協力するものとする。 
３ 乙は、甲から協力要請がなくても、必要と思われる災害情報について、甲に提供すること
ができる。 

（通信訓練等） 
第４条 甲は乙に対し、今治市内の防災訓練について、参加を要請することができる。 
（協議） 
第５条 この協定に定めのない事項または規定している事項に疑義が生じた場合は、甲と乙が
協議して定めるものとする。 

 
 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自1通を保有するも
のとする。 
 
平成２５年８月１９日 
 

甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市長  菅   良 二    

 
乙 今治市東村二丁目３番地46 

今治市アマチュア無線非常通信協力会 
会長  飯塚 平吉郎       
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（３）広域応援関係 
 

資料〔１９－３・１〕 
東予地区広域消防相互応援協定書 

（東予地区市町村及び消防にかかわる一部事務組合） 
 
（目  的） 
第１条 消防組織法（昭和22年法律第 226号）第21条の規定に基づき、東予地区市町村及び消
防にかかわる一部事務組合（以下「市町村等」という。）は、消防相互応援に関して協定を締
結し、大規模火災、隣接火災、その他特殊災害（以下「災害」という。）の発生に際し、市町
村等相互間の消防力を活用して、災害による被害の軽減をはかり、もって住民の福祉の増進
に資することを目的とする。 

（応援の区分） 
第２条 前条の目的を達成するため、市町村等は、次に掲げる区分により消防隊、救急隊その
他必要な人員、資機材（以下「応援隊等」という。）を相互に出動させ若しくは調達して応援
するものとする。 

（１）普通応援  隣接市町村の境界周辺部で火災が発生した場合に発生地の市町村等の長の
要請を待たずに行う応援 

（２）特別応援  市町村等の区域内に災害が発生した場合で発生地の市町村等の長の要請に
基づいて行う応援 

（特別応援の要請） 
第３条 特別応援を要請する場合は、次の事項について、適当な方法で連絡し、事後すみやか
に文書を提出するものとする。 

（１）災害の概況及び応援を要請する事由 
（２）応援を要請する応援隊等の種類及び数 
（３）応援隊の集結場所及び誘導方法 
（４）その他 
（応援隊等の派遣） 
第４条 応援隊等の派遣は、次の各号により当該市町村等の区域内の警備に支障のない範囲に
おいて行うものとする。 

（１）普通応援は原則として１隊（消防ポンプ車等１台）とする。ただし、火災の規模により
適宜応援隊を増強するものとする。 

（２）特別応援は、市町村等の長からの要請の内容、保有消防力等を検討のうえ応援隊等の規
模を決定するものとする。 

２ 応援市町村等の長は、応援隊を派遣するときは、次の事項を受援市町村等の長に通報する
ものとする。 

（１）応援隊の長 
（２）応援隊等の規模 
（３）出発時刻及び到着予定時刻 

（応援隊の指揮） 
第５条 応援隊に対する指揮は、受援地現場最高指揮者が応援隊の長を通じて行うものとする。
ただし応援隊の長を通じて行うことができがたい場合は、直接指揮することができるものと
する。 

（報 告） 
第６条 応援隊の長は、現場到着、引揚げ、及び応援活動の状況を現場最高責任者に報告する
ものとする。 

（経費の負担） 
第７条 応援に要する経費の負担は、法令その他に別段の定めがあるものを除くほか、次 の
とおりとする。 

（１）応援に要した人件費、燃料費、機械器具の破損修理費及び被服の補修費等は、応援を行
った市町村等の負担とする。ただし、資機材等（化学消火薬剤を含む）で、要請により調
達、若しくは立替えたもの及び応援活動が長時間にわたり補食並びに燃料補給を要する場
合は、受援市町村等において現物又は、金銭により負担するものとする。 

（２）応援隊員が応援業務又は出動、帰路途上（正規のルートによる）に負傷し、疾病にかか
り若しくは、死亡した場合における災害補償は、応援を行った市町村等の負担とする。た
だし災害地において行った救急治療の経費は、受援市町村等の負担とする。 

（３）応援隊員が応援業務遂行中に第三者に損害を与えた場合においては、受援市町村等がそ
の賠償の責に任ずる。ただし災害地への出動若しくは、帰路途上において発生したものに
ついては、この限りでない。 

（４）前各号以外の経費については、関係市町村等の間においてその都度協議のうえ負担区分
を決定するものとする。 

（資料の交換） 
第８条 市町村等は、毎年４月１日現在の消防力に関する資料（別に定める様式）を交換する
ものとする。 

（協  議） 
第９条 この協定に定めない事項又は、疑義が生じた事項については、その都度関係者協議の
うえ決定するものとする。 

 
（附  則） 
１ この協定は 昭和55年１月１日から実施する。 
 
昭和54年12月14日 

 



 

 

 

 

 

443
 

  

資料〔１９－３・２〕 
愛媛県消防防災ヘリコプターの支援に関する協定（愛媛県） 
 

（目的） 
第１条 この協定は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１８条の３第２号の規定に基
づき、愛媛県がその区域内の市町（消防の一部事務組合を含む。以下同じ。）の要請に応じ、
愛媛県が所有する消防防災ヘリコプター（以下「航空機」という。）を用いて当該市町の消防
を支援（以下「支援」という。）する場合に必要な事項を定めることを目的とする。 

（支援の範囲） 
第２条 愛媛県知事（以下「知事」という。）が行う支援の範囲は、次のとおりとする。 
（1）災害応急対策活動 
（2）救急活動 
（3）救助活動 
（4）火災防御活動 
（5）広域航空消防防災応援活動 
（6）災害予防対策活動 
（7）消防防災訓練活動（支援の要請） 
第３条 支援を必要とする市町長（市町長の委任を受けた消防長を含む。以下同じ。）は、愛媛
県防災航空事務所に対し、電話等により、次の事項を明らかにして要請を行うものとする。 

（1）災害等の発生日時、場所 
（2）活動種別、状況 
（3）発生現場の気象状況 
（4）航空機が離着陸できる場所の所在地及び地上支援体制 
（5）現場最高指揮者の職氏名及び連絡手段 
（6）支援に要する資機材の種別・数量 
（7）その他必要な事項（支援の実施） 
第４条 知事は、市町長の要請に基づき、航空機が活動可能な場合で、航空機の特性を充分に活
用することができ、かつ、航空機を活用する必要があると認められる場合には、消防防災航
空隊を派遣する。 

２ 市町長の要請に応じることができない場合は、知事は、その旨を速やかに要請市町長に連絡
するものとする。 

（支援の始期及び終期並びに消防防災航空隊員の指揮）  
第５条 支援は、市町長の要請により、航空機が定置場を出発したときに始まり、定置場に帰着
したときに終わるものとする。ただし、航空機が定置場以外の場所にある場合に、市町長の
要請により活動目的を変更すべき命令があったときは、そのときから支援が始まり、支援活
動中に愛媛県の業務に復帰する命令があったときは、そのときをもって支援が終わるものと
する。 

２ 前条第１項の規定により支援する場合において、被災地における消防防災航空隊員の指揮は、
要請市町長の定める現場最高指揮者が行うものとする。この場合において、航空機に搭乗し
ている消防防災航空隊長（消防防災航空隊長が航空機に搭乗していないときにあっては、当
該航空機に搭乗する消防防災航空隊の副隊長又は隊員のうちから選任された者）が、航空機
の活動に重大な支障があると認めたときは、その旨現場最高指揮者に通告するものとする。 

（経費負担） 
第６条 この協定に基づく航空機の運航経費は、愛媛県が負担するものとする。 
（市町の職員派遣） 
第７条 消防防災航空隊を編成するため、市町は、別に定める職員派遣計画に基づき、市町の消
防職員を県に派遣するものとする。 

２ 派遣職員に係る人件費（航空手当、休日給及び超過勤務手当を除く。）については、別に定
める職員派遣に関する協定書に基づき、派遣元の市町が負担するものとする。 

（活動補助要員の確保等） 
第８条 知事に支援要請を行った市町長は、消防防災航空隊と緊密な連携をとるとともに、次の
事項を処理するものとする。 

（1）離着陸場所の確保及び安全対策 
（2）傷病者等の搬送先の離着陸場所及び病院への搬送手段の確保 
（3）空中消火用資機材、空中消火基地の確保 
（4）その他航空機の活動に必要な事項 
２ 航空機の活動が長期間にわたり、また、長期間にわたることが予想される場合には、消防防
災航空隊員の疲労を軽減するため、知事は、支援要請を行った市町長に対し、活動補助要員
の確保を要請することができる。 

３ 知事からの要請を受けた市町長は、愛媛県消防広域相互応援協定（以下「応援協定」とい
う。）に基づき、他の市町長に対し、消防防災航空隊員の経験を有する職員等の派遣を要請す
ることができる。 

４ 派遣要請を受けた市町長は、業務に特段の支障がない限り、職員を派遣しなければならない。 
５ 前項の派遣に要する経費の負担については、応援協定の定めるところによる。 
（協定市町の変更に伴う取扱い） 
第９条 市町の合併、消防体制の変更等により協定市町に変更が生じた場合においても、特段の
申し出がない限り、変更後の市町がこの協定を継承するものとする。 

（協定の改廃及び疑義） 
第１０条 この協定の改廃、あるいは協定に関する疑義については、その都度、愛媛県及び市町
が協議のうえ決定するものとする。 
附  則 

１ この協定は、平成１８年４月１日から施行する。 
２ 平成８年１０月１日付けで締結した「愛媛県消防防災ヘリコプター応援協定」は、平成１８
年３月３１日をもって廃止する。 

３ この協定の締結を証するため、本書２５通を作成し、知事及び市町長が 
記名押印のうえ、各自その１通を保持する。 
 
平成１８年３月１日 
 
愛媛県知事、県内２０市町長並びに４消防一部事務組合長が協定締結 
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資料〔１９－３・３〕 
全国石油備蓄基地市町村連絡協議会災害時相互応援協定書 

（宮城県七ヶ浜町、新潟県聖籠町、茨城県神栖市、長崎県新上五島町、
鹿児島県東串良町） 

 
（趣 旨） 

第１条 この協定は、災害時における応急対策及び復旧活動に万全を期するため、全国石油備
蓄基地市町村連絡協議会構成市町村（以下「協定市町村」という。）間で相互応援することに
ついて定めるものとする。 
（応援の種類） 

第２条 応援の種類は次のとおりとする。 
(1) 食料、飲料水等、日用品並びにそれらの供給に必要な資機材の提供 
(2) 救援及び救助活動に必要な車輌等の提供 
(3) 救援、医療、防疫、応急復旧等に必要な職員の派遣 
(4) 児童、生徒の受入れ 
(5) 被災者を一時収容するための施設の提供または斡旋 
(6) 前各号に掲げるもののほか、被災市町村の要請があった事項 
（要 請） 

第３条 被災市町村が応援を要請する場合は、被害の状況、応援要請の内容を明らかにして電
話等により要請し、後日、速やかに文書を送付するものとする。 
（緊急応援活動の実施） 

第４条 前条の規定にかかわらず、いずれかの協定市町村内の地域において地震等の大規模災
害が発生したことが明らかな場合は、その他の地域の協定市町村が自主判断により応援活動
を実施するものとする。 
（経費の負担） 

第５条 応援に要する経費の負担は、法令その他別に定めるものがあるものを除くほか、次の
とおりとする。 
(1) 職員の派遣に要する経費は、応援を行う市町村が負担するものとする。 
(2) 前号に掲げるもののほか、応援物資の調達その他応援に要する経費は、原則として応
援を受けた市町村が負担するものとする。ただし、前条に基づく緊急応援活動等で自主判
断により応援活動を実施した場合並びにその他これによりがたい場合は、協定市町村で協
議して定めるものとする。 

（連絡担当者） 
第６条 協定市町村は、応援に関する事項の連絡の円滑化を図るため、連絡担当者をあらかじ
め定めておくものとする。 
（情報の交換） 

第７条 協定市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう必要に応じ情報交換を行
うものとする。 
（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から３年とする。ただし、期間満了の日の１カ

月前までに協定市町村のいずれからも申し出のないときは、更に３年間協定を更新するもの
とし、以後についても同様とする。 
（その他） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、協定市町村が協
議して定めるものとする。 

 
この協定を証するため、本協定書６通を作成し、各市町村が記名押印の上、各１通を保有す

る。 
 
平成20年10月23日 

宮 城 県 七 ヶ 浜 町 長   渡 邊 善 夫 
新 潟 県 聖 籠 町 長   渡 邊 廣 吉 
茨 城 県 神 栖 市 長   保 立 一 男 
愛 媛 県 今 治 市 長   越 智   忍 
長 崎 県 新 上 五 島 町 長   井 上 俊 昭 
鹿児島県 東 串 良 町 長   奥 園 拓 夫 
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資料〔１９－３・４〕 
大規模災害時等における今治市公会堂の使用に関する協定書（今治警察署） 
 

大規模災害等の発生により、愛媛県今治警察署（以下「今治署」という。）庁舎が倒壊、水没
等して使用できなくなったとき（以下「有事の際」という。）に、今治市公会堂の一部を今治署
災害警備本部（以下「今治署警備本部」という。）等の警察活動施設として使用することに関し、
今治署長（以下「甲」という。）と今治市長（以下「乙」という。）との間で次のとおり協定を
締結する。 
 
（目的） 

第１条 乙は、大規模災害等の有事の際、今治署庁舎が使用できなくなったときに、甲が今治
市公会堂の一部を今治署警備本部等の警察活動施設として使用することを承諾する。 
（使用箇所の指定） 

第２条 前条により有事の際に、乙が甲に使用を承諾する今治市公会堂の一部とは、今治市公
会堂１階ホワイエとする。 
 なお、甲は乙の承諾があれば、今治市公会堂内のその他の施設を使用することができる。 
（使用期間） 

第３条 使用期間は、有事の際が生じた日を起算目とし、起算日から原則として２週間以内と
する。 
（使用申請） 

第４条 甲は、有事の際に、今治市公会堂を使用するときには、別添様式「今治市公会堂使用
許可申請書」を乙に提出するものとする。ただし、提出するいとまがないときは、口頭等他
の方法によることができる。 
（使用期限延長手続き） 

第５条 使用期間の延長については、必要により甲乙協議して決定するものとする。 
（使用料等） 

第６条 今治市公会堂の使用料は、無償とする。ただし、甲が使用を終了したときには、これ
を原状に復する責務を負う。 
（管理責任） 

第７条 乙は、甲が今治市公会堂を使用するに当たり発生した事故等に対する責任は一切負わ
ないものとする。 
（使用箇所の変更及び解約等） 

第８条 乙が甲に対し、本協定第２条に定める箇所の使用を承諾できない事態が生じた場合に
は、甲乙協議して、使用承諾箇所の変更及び本協定の解約等について決定するものとする。 
（協定事項） 

第９条 本協定に規定するもののほか、必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度甲乙協
議して決定するものとする。 
 
本協定を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が署名押印のうえ、それぞれ各１通を保

有する。 

 
平成23年１月17日 

 
甲 愛媛県今治警察署長 玉岡 浩三 
乙 今治市長      菅 良二 
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資料〔１９－３・５〕 
中越大震災ネットワークおぢやに関する規約（91自治体加入 事務局小千谷市） 
 
（目的及び設置） 
第１条 新潟県中越地震における災害対応を契機として、災害時における自治体等の災害対応
の教訓の共有化を図るとともに、災害発生時における被災自治体の災害対応業務支援のため
の情報の提供と経験職員等派遣の調整を行うことを目的に「中越大震災ネットワークおぢや」
（以下「協議会」という。）を設置する。 

（事業） 
第２条 協議会は、前条の目的を達成するために、次に掲げる事業等を行うものとする。 
(1) 平常時  
ア 情報の共有化  
イ 災害対応能力を高めるための教育及び啓発事業  
ウ 災害時における広域支援活動に関する制度改正への提案  
エ 総会及びシンポジウムの開催（年１回）  

(2) 災害発生時  
ア 被災情報の収集  
イ 支援情報の収集・提供  
ウ 被災地への災害対応経験者等の派遣  

（組織） 
第３条 協議会は、地方公共団体並びに大学等研究機関、医療機関、消防機関、福祉関係団体
及び経済団体その他の公共的機関・団体をもって組織する。 

２ 前項以外のもので、協議会の趣旨に賛同し入会を希望するものは、会長の承認を経て賛助
会員となることができる。 

（会費） 
第４条 協議会の年会費は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 会   員 １万円  
(2) 賛助会員 ５千円  
（役員） 
第５条 協議会に、次の役員を置く。 
(1) 会  長 １人 
(2) 副 会 長 ２人 
(3) 幹  事 若干人 
（顧問） 
第６条 協議会に顧問を置くことができる。 
２ 顧問は、会長が委嘱する。 
（専門部会） 
第７条 会長は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 
（役員の職務） 
第８条 会長は、協議会を代表し、会務を掌理するとともに会議の議長となる。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたとき、又は会長に事故あるときは、その職務を代

理する。 
３ 幹事は、協議会の役員会を構成し、業務等の執行を決定する。 
４ 顧問は、協議会の要請に応じて必要な助言を行う。 
（事務局） 
第９条 協議会の事務局は、小千谷市役所及び富士常葉大学に置く。 
（委任） 
第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
 

附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成１７年１０月２５日から施行する。 
（経過措置） 
２ 第４条に規定する会費は、平成１８年度から徴収するものとする。 
   付 則 
 この規約は、平成１８年７月３１日から施行する。 
   付 則 
 この規約は、平成１９年７月３０日から施行する。 
   付 則 
 この規約は、平成２０年７月３１日から施行する。 
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№ 自治体名 所在地 電話番号 

1 杉並区 東京都杉並区阿佐谷南1-15-1 03-3312-2111 

2 国分寺市 東京都国分寺市戸倉1-6-1 042-325-0111 

3 多摩市 東京都多摩市関戸6-12-1 042-338-6802 

4 南足柄市 神奈川県南足柄市関本440 0465-73-8055 

5 小田原市 神奈川県小田原市荻窪300 0465-33-1855 

6 開成町 神奈川県足柄上郡開成町延沢773番地 0465-84-0326 

7 守谷市 茨城県守谷市大柏950番地の1 0297-45-1111 

8 取手市 茨城県取手市寺田5139 0297-74-2141 

9 日立市 茨城県日立市助川町1-1-1 0294-22-3287 

10 大田原市 栃木県大田原市本町1丁目4-1 0287-23-1111 

11 戸田市 埼玉県戸田市上戸田1-18-1 048-441-1800 

12 草加市 埼玉県草加市高砂一丁目1-1 048-922-0614 

13 太田市 群馬県太田市浜町2-35 0276-47-1916 

14 南アルプス市 山梨県南アルプス市小笠原376 055-282-1111 

15 上野原市 山梨県上野原市上野原3832 0554-62-3145 

16 松阪市 三重県松阪市殿町1340-1 0598-53-4313 

17 神戸市 兵庫県神戸市中央区加納町6丁目5番1号 078-322-6487 

18 只見町 福島県南会津郡只見町大字只見字雨堤1039 0241-82-5100 

19 北塩原村 福島県耶麻郡北塩原村大字北山字姥ケ作3151番地 0241-23-3261 

20 新潟市 新潟県新潟市中央区学校町通1番町602-1 025-226-1143 

21 三条市 新潟県三条市旭町2-3-1 0256-34-5511 

22 十日町市 新潟県十日町市千歳町3丁目3番地 025-757-3111 

23 見附市 新潟県見附市昭和町2丁目1番1号 0258-62-1700 

24 燕市 新潟県燕市吉田西太田1934番地 0256-77-8381 

25 妙高市 新潟県妙高市栄町5-1 0255-72-5111 

26 湯沢町 新潟県南魚沼郡湯沢町大字神立300番地 025-784-3451 

27 加茂市 新潟県加茂市幸町2丁目3番5号 0256-52-0080 

28 飯田市 長野県飯田市大久保町2534番地 0265-22-4511 

29 長岡市 新潟県長岡市大手通1丁目4番地10 0258-39-2262 

30 奈良県 奈良県奈良市登大路町30番地 0742-27-8425 

31 浦安市 千葉県浦安市猫実1-1-1 047-351-1111 

32 あきる野市 東京都あきる野市ニ宮350番地 042-558-1111 

33 富山市 富山県富山市新桜町7番38号 076-443-2181 

34 柏崎市 新潟県柏崎市日石町2-1 0257-21-2316 

    

№ 自治体名 所在地 電話番号 

35 出雲崎町 新潟県三島郡出雲崎町大字川西140番地 0258-78-2290 

36 富士市 静岡県富士市永田町1丁目100番地 0545-55-2936 

37 裾野市 静岡県裾野市佐野1059 055-995-1809 

38 穴水町 石川県鳳珠郡穴水町字川島ラの174番地 0768-52-3770 

39 小山町 静岡県駿東郡小山町藤曲57番地2 0550-76-5715 

40 御殿場市 静岡県御殿場市萩原483番地 0550-82-4370  

41 富士宮市 静岡県富士宮市弓沢町150番地  0544-22-1319  

42 磐田市 静岡県磐田市国府台3番地1  0538-37-2114 

43 輪島市 石川県輪島市二ツ屋町2字29番地 0768-23-1157 

44 八潮市 埼玉県八潮市中央一丁目2番地1 048-996-2111 

45 田原市 愛知県田原市田原町南番場30番地1 0531-23-3548 

46 津市 三重県津市西丸之内２３－１ 059-229-3104 

47 清須市 愛知県清須市須ケ口１２３８番地 052-400-2911 

48 流山市 千葉県流山市平和台１丁目１番地の１ 04-7150-6312 

49 所沢市 埼玉県所沢市並木一丁目1番地の１ 04-2998-9399 

50 今治市 愛媛県今治市別宮町1丁目4番地1 0898-36-1558 

51 焼津市 静岡県焼津市石津７２８番地の2 054-625-0128 

52 町田市 東京都町田市森野２－２－２２ 042-724-2118 

53 三島市 静岡県三島市北田町４番４７号 055-983-2650 

54 深谷市 埼玉県深谷市仲町11番1 048-574-6635 

55 喬木村 長野県下伊那郡喬木村6664番地 0265-33-2001 

56 狛江市 東京都狛江市和泉本町一丁目1番5号 03-3430-1111 

57 南相馬市 福島県南相馬市原町区本町二丁目２７ 0244-24-5232 

58 大阪市 大阪府大阪市北区中之島1丁目3番20号 06-6208-7378 

59 浪江町 福島県双葉郡浪江町大字幾世橋字六反田7番地の2 0240-34-0229 

60 北九州市 福岡県北九州市小倉北区城内１番１号 093-582-2110 

61 伊勢市 三重県伊勢市岩渕1丁目7番29号 0596-21-5523 

62 津南町 新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡戊585番地 025-765-3112 

63 北杜市 山梨県北杜市須玉町大豆生田961-1 0551-42-1111 

64 久慈市 岩手県久慈市川崎町１番１号 0194-52-2173 

65 秦野市 神奈川県秦野市桜町一丁目３－２ 0463-82-9621 

66 藤枝市 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号 054-643-3279 

67 座間市 神奈川県座間市緑ヶ丘一丁目１番１号 046-252-7395 

68 小松市 石川県小松市小馬出町９１番地 0761-24-8150 

中越大地震ネットワークおぢや 加入自治体一覧表                令和５年４月１日現在 
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№ 自治体名 所在地 電話番号 

69 常総市 茨城県常総市水海道諏訪町3222番地3 0297-39-6000 

70 有田川町 和歌山県有田郡有田川町大字下津野2018-4 0737-52-2111 

71 かほく市 石川県かほく市宇野気ニ81番地 076-283-1114 

72 三郷市 埼玉県三郷市花和田648番地1 048-953-1111 

73 金沢市 石川県金沢市広坂1-1-1 076-220-2151 

74 野々市市 石川県野々市市三納1丁目1番地 076-227-6037 

75 大泉町 群馬県邑楽郡大泉町日の出55番1号 0276-63-3111 

76 内灘町 石川県河北郡内灘町字大学1丁目2番地1 076-286-6706 

77 袋井市 静岡県袋井市新屋1-1-1 0538-86-3701 

78 四街道市 千葉県四街道市鹿渡無番地 043-421-6102 

79 阿南町 長野県下伊那郡阿南町東條58番地1 0260-22-2141 

80 関市 岐阜県関市若草通３丁目１番地 0575-22-3131 

81 大洲市 愛媛県大洲市大洲690番地の1 0893-24-1711 

82 西予市 愛媛県西予市宇和町卯之町三丁目434番地1 0894-62-6491 

83 鈴鹿市 三重県鈴鹿市神戸一丁目18番18号 059-382-9007 

84 邑楽町 群馬県邑楽郡邑楽町大字中野2570番地1 0276-88-5511 

85 明和町 群馬県邑楽郡明和町新里250番地1 0276-84-3111 

86 津幡町 石川県河北郡津幡町字加賀爪二3番地 076-288-2123 

87 君津市 千葉県君津市久保2丁目13番1号 0439-56-1290 

88 小布施町 長野県上高井郡小布施町大字小布施1491番地2 026-214-9100 

89 ふじみ野市 埼玉県ふじみ野市福岡1-1-1 049-262-9017 

90 善通寺市 香川県善通寺市文教町二丁目1番1号 0877-63-6374 

 
●事務局 

91 小千谷市 新潟県小千谷市城内２丁目７番５号 0258-83-3515 
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資料〔１９－３・６〕 
大規模災害発生時等における今治市総合福祉センターの施設使用に関する協定書 

（愛媛県東予地方局） 
 
大規模災害等の発生により、愛媛県今治庁舎（今治市旭町１丁目４番地９）が損壊、浸水、

火災等の甚大な被害を受け、もしくは受けるおそれがある場合（以下「災害時」という。）にお
いて、今治市総合福祉センター（今治市南宝来町１丁目９番地８）の施設を使用することに関
し、今治市長（以下「甲」という。）と愛媛県東予地方局長（以下「乙」という。）との間で、
次のとおり協定を締結する。 
 

（使用の承諾） 
第１条 甲は、災害時において、甲が指定する今治市総合福祉センターの施設（駐車場も含
む）の一部（以下「指定施設」という。）を乙が災害時の業務用施設として使用することを承
諾するものとする。 

（使用者の所属） 
第２条 指定施設を使用できる者は、愛媛県東予地方局今治支局職員とする。 
（使用の期間） 
第３条 使用の期間は、大規模災害等が発生した日を起算日として、同日から原則として 
９０日以内とする。 

（使用の申請） 
第４条 乙は、災害時に、指定施設を使用しようとするときは、あらかじめ別紙「施設使用許
可申請書」（以下「申請書」という。）を甲に提出しなければならない。ただし、緊急を要す
る場合は、口頭による申請が出来るものとし、事後、速やかに申請書を提出するものとする。 

（使用期間の延長） 
第５条 第３条に規定する使用期間の延長については、必要により甲乙が協議してこれを定め
るものとする。 

（使用料等） 
第６条 本協定に基づく指定施設の使用に係る使用料は、甲乙協議の上、適正な金額を乙が甲
に支払うものとする。また、乙は、甲の請求に基づき使用に伴う光熱水費等経費の実費額を
甲に支払うものとする。 

２ 乙は、当該使用が終了したときは、これを原状に復する責務を負う。 
（管理責任） 
第７条 甲は、乙が指定施設を使用するに当たり発生した事故等に対する責任は一切負わない
ものとする。 

（指定施設の変更、解約等） 
第８条 災害時において、甲が指定施設の使用を承認できない事態が生じた場合には、甲乙協
議の上、指定施設の変更、本協定の解約等について定めるものとする。 

（疑義等の解決） 
第９条 本協定書に定めのない事項及び本協定に関して疑義の生じた事項については、甲乙双
方が協議して解決するものとする。 

（適用） 
第10条 本協定は、平成２４年１２月６日から適用する。 
 
本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各自１通を保有する。 
 
平成２４年１２月６日 

 
甲 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 

今治市長 菅 良二 
 

乙 愛媛県西条市喜多川７９６番地の１ 
愛媛県東予地方局長 俊野 健治 
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施 設 使 用 許 可 申 請 書 

 

年   月   日 
 
             様 
 
 

申 請 者 住所 
氏名 

 
 
大規模災害発生時等における施設使用に関する協定に基づき下記のとおり申請します。 

 
記 

 

施 設 の 所 在 地 

 

施設名及び使用する場所 

 

使 用 期 間 
年    月    日    から 
年    月    日    まで 

予 定 人 員 

 

備 考 
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資料〔１９－３・７〕 
瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定書 

（海ネット共助会員78市町村 R4.10.5時点） 
 
（目的） 
第１条 この協定は、瀬戸内・海の路ネットワーク推進協議会（以下「海ネット」という。）を
構成する会員のうち、この協定を締結した会員（以下「海ネット共助会員」という。）が、海
ネット共助会員の地域において地震等による災害が発生し、被災会員独自では十分な応急対
応ができない場合に、主に海の路を介した連携により、相互に救援協力し、被災会員の応急
及び復旧対策を円滑に遂行することを目的に締結するものである。 

 
（応援の種類） 
第２条 応援の種類は、次のとおりとする。 
(1) 応急対策並びに応急復旧に必要な資機材及び物資の提供 
(2) 応急対策及び応急復旧に必要な職員の派遣 
(3) 医療機関への被災傷者等の受入れ 
(4) 被災者への臨時的な居住施設の提供 
(5) 前各号に定めるもののほか、特に要請があった事項 
 
（地域ブロックの設置） 
第３条 災害の規模等に応じて応援を円滑に行うため、以下のとおり地域ブロックを設置する。 
 

地域ブロック 海ネット共助会員 

近畿・中国ブロック 大阪府堺市、大阪府岸和田市、大阪府貝塚市、大阪府高石市、 

大阪府忠岡町、大阪府岬町 

兵庫県姫路市、兵庫県明石市、兵庫県洲本市、兵庫県芦屋市、 

兵庫県南あわじ市、兵庫県淡路市、兵庫県加古川市、兵庫県播磨町 

和歌山県和歌山市、和歌山県海南市、和歌山県湯浅町、 

和歌山県由良町 

岡山県玉野市、岡山県笠岡市、岡山県備前市、岡山県浅口市、 

岡山県瀬戸内市 

広島県広島市、広島県呉市、広島県竹原市、広島県三原市、 

広島県尾道市、広島県福山市、広島県大竹市、広島県東広島市、 

広島県廿日市市、広島県江田島市、広島県海田町、広島県坂町 

山口県宇部市、山口県山口市、山口県防府市、 

山口県岩国市、山口県光市、山口県柳井市、山口県周南市、 

山口県山陽小野田市、山口県周防大島町、山口県上関町 

四国・九州ブロック 徳島県小松島市、徳島県松茂町 

香川県高松市、香川県丸亀市、香川県坂出市、香川県観音寺市、 

香川県さぬき市、香川県東かがわ市、香川県三豊市、香川県土庄町、 

香川県小豆島町、香川県直島町、香川県宇多津町、香川県多度津町 

愛媛県松山市、愛媛県今治市、愛媛県宇和島市、愛媛県八幡浜市、 

愛媛県新居浜市、愛媛県西条市、愛媛県大洲市、愛媛県伊予市、 

愛媛県四国中央市、愛媛県西予市、愛媛県上島町、愛媛県松前町、 

愛媛県伊方町、愛媛県愛南町、山口県下関市、 

大分県中津市、大分県姫島村、大分県津久見市、大分県佐伯市 

 
（地域ブロックによる応援の連絡調整） 
第４条 地域ブロックには地域ブロック幹事及び地域ブロック副幹事（以下「地域ブロック幹事
等」という。）を置くものとし、海ネット共助会員から互選により選出するものとする。 

２ 地域ブロック幹事等の任期は、それぞれ１年とする。 
３ 地域ブロック幹事等は、被災会員に対する応援を速やかに行うため、地域ブロック内の総合
調整を行うものとする。 

 
（応援の要請） 
第５条 被災会員は、応援が必要と判断したときは、次に掲げる事項を明らかにし、文書により
所属する地域ブロック幹事等に対し要請するものとする。ただし、緊急の場合には、口頭、
電話又は電信等により応援を要請することができる。この場合、当該要請後速やかに文書を
提出するものとする。 

(1) 災害の状況及び要請理由 
(2) 必要とする物資等の種類、数量、搬入場所及び経路 
(3) 必要とする職員の職種、活動内容、期間、人数及び派遣場所と経路 
(4) 受入れを必要とする被災傷者等の人数及び診療科目 
(5) 受入港及び受入港への海上経路 
(6) 前各号に掲げるもののほか、特に必要な事項 
２ 要請を受けた地域ブロック幹事（以下「応援とりまとめ幹事」という。）は、速やかに他の
地域ブロック幹事等と協議を行い、被災会員を応援できる海ネット共助会員を決定し、その
旨を被災会員及び他の地域ブロック幹事等並びに海ネット事務局に通知する。ただし、緊急
の場合はこの限りではない。 

３ 通知を受けた海ネット事務局は、必要に応じて状況を関係機関に報告するものとする。 
 
（応援の実施） 
第６条 海ネット共助会員は、前条に規定する応援の要請を受けた場合、可能な範囲でこれを実
施するものとする。 

２ 海ネット共助会員は、前条に規定する応援の要請がない場合でも、速やかに協議を行い、当
該被災会員に応援が必要と判断したときは、応援を実施することができる。この場合は、前
条に規定する応援の要請があったものとみなし、前条の規定を準用する。 

３ 応援とりまとめ幹事は、他の地域ブロック幹事等と緊密な連絡をとり、被災会員が必要とす
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る応援を適切に実施できるよう努めるものとする。 
 
（応援経費の負担） 
第７条 応援に要した経費は、原則として被災会員が負担する。ただし、被災会員と応援を行う
海ネット共助会員（以下、「応援会員」という。）との間で協議した結果、合意が得られた場
合については、この限りではない。 

２ 被災会員において経費を支弁するいとまがなく、かつ、被災会員から要請があった場合は、
応援会員は当該経費を一時繰替支弁するものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、経費負担等に関し必要な事項は別途調整を図る。 
 
（協定運営協議会の設置） 
第８条 この協定の運営を円滑に行うため、協定運営協議会を設置する。 
(1) 協定運営協議会は、地域ブロック幹事等で構成する。 
(2) 協定運営協議会には幹事及び副幹事を置くものとし、互選により選出するものとする。 
(3) 前号の幹事及び副幹事の任期は、それぞれ１年とする。 
(4) 協定運営協議会の事務局は、幹事の担当課内におき、協議会の庶務を行う。 
２ 協定運営協議会の行う業務は、以下のとおりとする。 
(1) この協定に参加又は離脱を希望する海ネット共助会員への同意 
(2) 協定の実効性の確保に関する企画及び管理 
(3) この協定の運営に係る連絡及び調整 
(4) その他、この協定の運営に関し必要な事項の決定 
 
（海ネット共助会員への参加及び離脱） 
第９条 海ネット共助会員への参加及び離脱は、別紙様式の協定（参加・離脱）申請書を協定運
営協議会へ提出し、当該申請書を協定運営協議会が受理したときをもって同意したものと 

みなす。 
２ 前条第１項第２号の幹事は、海ネット共助会員に異動があった場合は、速やかに他の海ネッ
ト共助会員及び海ネット事務局に通知する。 

 
（他の協定との関係） 
第１０条 この協定は、海ネット共助会員が既に締結している協定及び個別に締結する災害時の
相互応援に関する協定を妨げるものではない。 

 
（通信体制の整備） 
第１１条 海ネット共助会員は、複数の通信体制を整備し、災害時における連絡手段の確保を図
るよう努める。 

２ 海ネット共助会員は、相互応援のための窓口として、あらかじめ連絡担当部局を定めておく
ものとする。 

 
（協定の実効性の確保） 
第１２条 海ネット共助会員は、平素より相互に海の路を通じた交流・連携の推進を図りつつ、

この協定の実効性の確保に努めるものとする。 
 
（協定に関する協議） 
第１３条 この協定に定めるもののほか、瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関し必
要な事項は、協定運営協議会が別に定める。 

 
附 則 
この協定は、平成２４年３月２９日から施行する。 
この協定は、平成２４年１０月２９日から施行する。 
この協定は、平成２５年３月２７日から施行する。 
この協定は、平成２５年５月２２日から施行する。 
この協定は、平成２５年１０月２５日から施行する。 
この協定は、平成２５年１２月２７日から施行する。 
この協定は、平成２６年３月２８日から施行する。 
この協定は、平成２６年５月２９日から施行する。 
この協定は、平成２６年１２月１７日から施行する。 
この協定は、平成２９年７月２１日から施行する。 
この協定は、平成２９年８月１４日から施行する。 
この協定は、平成３０年９月１０日から施行する。 
この協定は、令和元年５月２３日から施行する。 
この協定は、令和元年１０月２５日から施行する。 
この協定は、令和２年３月１３日から施行する。 
この協定は、令和４年１０月５日から施行する。 
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海ネット共助会員 
 
大阪府  堺市長    永藤 英機 
大阪府  岸和田市長  永野 耕平 
大阪府  貝塚市長   酒井 了 
大阪府  高石市長   阪口 伸六 
大阪府  忠岡町長   杉原 健士 
大阪府  岬町長    田代 堯 
兵庫県  姫路市長   清元 秀泰 
兵庫県  明石市長   泉 房穂 
兵庫県  洲本市長   上崎 勝規 
兵庫県  芦屋市長   伊藤 舞 
兵庫県  南あわじ市長 守本 憲弘 
兵庫県  淡路市長   門 康彦 
兵庫県  加古川市長  岡田 康裕 
兵庫県  播磨町長   佐伯 謙作 
和歌山県 和歌山市長  尾花 正啓 
和歌山県 海南市長   神出 政巳 
和歌山県 湯浅町長   上山 章善 
和歌山県 由良町長   山名 実 
岡山県  玉野市長   柴田 義朗 
岡山県  笠岡市長   小林 嘉文 
岡山県  備前市長   □村 武司 
岡山県  浅口市長   栗山 康彦 
岡山県  瀬戸内市長  武久 顕也 
広島県  広島市長   松井 一實 
広島県  呉市長    新原 芳明 
広島県  竹原市長   今榮 敏彦 
広島県  三原市長   岡田 吉弘 
広島県  尾道市長   平谷 祐宏 
広島県  福山市長   枝廣 直幹 
広島県  大竹市長   入山 欣郎 
広島県  東広島市長  高垣 廣德 
広島県  廿日市市長  松本 太郎 
広島県  江田島市長  明岳 周作 
広島県  海田町長   西田 祐三 
広島県  坂町長    吉田 隆行 
山口県  下関市長   前田 晋太郎 
山口県  宇部市長   篠﨑 圭二 
山口県  山口市長   伊藤 和貴 
山口県  防府市長   池田 豊 

山口県 岩国市長    福田 良彦 
山口県 光市長     市川 熙 
山口県 柳井市長    井原 健太郎 
山口県 周南市長    藤井 律子 
山口県 山陽小野田市長 藤田 剛二 
山口県 周防大島町長  藤本 淨孝 
山口県 上関町副町長  橋本 政 
徳島県 小松島市長   中山 俊雄 
徳島県 松茂町長    吉田 直人 
香川県 高松市長    大西 秀人 
香川県 丸亀市長    松永 恭二 
香川県 坂出市長    有福 哲二 
香川県 観音寺市長   佐伯 明浩 
香川県 さぬき市長   大山 茂樹 
香川県 東かがわ市長  上村 一郎 
香川県 三豊市長    山下 昭史 
香川県 土庄町長    岡野 能之 
香川県 小豆島町長   大江 正彦 
香川県 直島町長    小林 眞一 
香川県 宇多津町長   谷川 俊博 
香川県 多度津町長   丸尾 幸雄 
愛媛県 松山市長    野志 克仁 
愛媛県 今治市長    徳永 繁樹 
愛媛県 宇和島市長   岡原 文彰 
愛媛県 八幡浜市長   大城 一郎 
愛媛県 新居浜市長   石川 勝行 
愛媛県 西条市長    玉井 敏久 
愛媛県 大洲市長    二宮 隆久 
愛媛県 伊予市長    武智 邦典 
愛媛県 四国中央市長  篠原 実 
愛媛県 西予市長    管家 一夫 
愛媛県 上島町長    上村 俊之 
愛媛県 松前町長    岡本 靖 
愛媛県 伊方町長    高門 清彦 
愛媛県 愛南町長    清水 雅文 
大分県 中津市長    奥塚 正典 
大分県 姫島村長    藤本 昭夫 
大分県 津久見市長   川野 幸男 
大分県 佐伯市長    田中 利明 
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申し合わせ書 
（趣旨） 
第１条 この申し合わせ書は、瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定（以
下「協定」という。）の実施に関し、必要な事項を定める。 

（地域ブロック幹事等の設置） 
第２条 協定第４条第１項に規定する地域ブロック幹事等を以下のとおり設置する。 

(1) 地域ブロック幹事は、１会員選出するものとする。 
(2) 地域ブロック副幹事は、前号の地域ブロック幹事の在する府県以外の会員から各府県
それぞれ１会員選出するものとする。 

(3) 前２号の地域ブロック幹事等は、別表１のとおりとする。 
２ 地域ブロック幹事の行う業務は、以下のとおりとする。 

(1) 協定第４条第３項に規定する地域ブロック内の総合調整。 
(2) 協定第５条第２項に規定する応援とりまとめ幹事との協議。 

３ 地域ブロック副幹事は、被災等により前項の業務を処理できない場合に、これを代行する。 
４ 地域ブロック幹事等が、ともに被災等により同条第２項の業務を処理できない場合は、当
該ブロック内で速やかに協議のうえ、地域ブロック幹事等に代わって業務を行う会員を決定
する。 

５ 地域ブロック会員が、ともに被災等により同条第２項の業務を処理できない場合は、協定
運営協議会で速やかに協議のうえ、地域ブロック幹事等に代わって業務を行う会員を決定す
る。 

（応援とりまとめ幹事） 
第３条 被災会員と応援を行う海ネット共助会員（以下、「応援会員」という。）の連絡及び調
整は、協定第５条第２項に規定する応援とりまとめ幹事が行うものとする。 

（応援要請の手続き） 
第４条 被災会員は、応援とりまとめ幹事に対し、協定第５条に掲げる事項を明らかにした別
紙１応援要請書により応援を要請するものとする。 

（応援実施の手続き） 
第５条 前条の応援要請を受けた応援とりまとめ幹事は、他の海ネット共助会員に当該要請を
通知する。 

２ 応援会員は、応援を行う事項について応援計画を作成し、応援内容の連絡及び調整を行う。 
３ 応援会員は、次の事項について別紙２応援通知書により応援とりまとめ幹事を経由し被災
会員に連絡した上、応援を実施する。 

(1) 物的応援をするときは、物資等の品目及び数量 
(2) 人的応援をするときは、活動内容、派遣人数及び期間等 
(3) 被災傷者等の受入れをするときは、受入可能な医療機関及び人数等 
(4) その他の応援をするときは、応援の内容及び期間等 
(5) 前４号に定めるもののほか必要な事項 

（応援物資の受領通知） 
第６条 被災会員は、前条に規定する応援通知書に基づく物資等を受領したときは、応援とり
まとめ幹事を経由した上、応援会員に対し別紙３応援物資等受領書により通知する。 

（応援終了の報告） 
第７条 応援会員は、応援が終了したときは、応援とりまとめ幹事を経由した上、被災会員に
対し別紙４応援終了報告書により報告する。 

（連絡担当部局の設置） 
第８条 海ネット共助会員は、災害時に効率的な相互応援が実施できるよう、あらかじめ連絡
担当部局を定め、部局名及び連絡先等必要な事項を他の海ネット共助会員に周知する。 

（応援職員の派遣に要した経費負担等） 
第９条 協定第７条の規定による、職員の派遣に要した経費の負担については、次の各号に定
めるとおりとする。 
(1) 被災会員が負担する経費の額は、応援会員が定める規定により算定した当該応援職員
の旅費及び諸手当を合算した額を超えない額とする。 

(2) 応援職員が応援業務により負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償に要し
た経費は、原則として応援会員の負担とする。 

(3) 応援職員が応援業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従
事中に生じたときは被災会員が、被災会員への往復の途中において生じたときは応援会員
が賠償責任を負う。 

(4) 前３号に定めるもののほか、応援職員の派遣に要した経費については、被災会員と応
援会員の協議により定める。 

（協定運営協議会の設置） 
第１０条 協定第８条に規定する協定運営協議会は、別表２のとおりとする。 
 
（附則） 
 本申し合わせ書は、平成30年4月1日から施行する。 
 
別表１ 
 申し合わせ書第２条に規定する地域ブロック幹事等は、次のとおりとする。 
 

地域ブロック 地域ブロック幹事 地域ブロック副幹事 
近畿・中国 
ブロック 

岡山県玉野市 大阪府岬町、兵庫県姫路市、和歌山県海南
市、広島県尾道市、山口県岩国市 

四国・九州 
ブロック 

愛媛県宇和島市 徳島県小松島市、香川県東かがわ市、大分県
姫島村 

 
別表２ 
申し合わせ書第１０条に規定する協定運営協議会の構成は、次のとおりとする。 

 
協定運営協議会構成会員 

大阪府 岬町 
兵庫県 姫路市 ※幹事 
和歌山県 海南市 
岡山県 玉野市 
広島県 尾道市 
山口県 岩国市 
徳島県 小松島市 
香川県 東かがわ市 
愛媛県 宇和島市 
大分県 姫島村 ※副幹事 
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別紙１（第４条関係） 

 
 

年  月  日 
 

（応援とりまとめ幹事） 様 
 

（災害を受けた協定市町長） 印       
 

応 援 要 請 書 
 
瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定に基づき、下記のとおり応援を要

請いたします。 
 

記 
 
１ 災害の状況及び要請理由 
 
 
２ 必要とする物資等の種類、数量、搬入場所及び経路 

 
 
３ 必要とする職員の職種、活動内容、期間、人数及び派遣場所と経路 

 
 
４ 受入れを必要とする被災傷者等の人数及び診療科目 
 
 
５ その他、特に必要な事項 
 
 
６ 連絡先 
（担当部課名） 
（担当者名） 
（電話番号） 
（ＦＡＸ番号） 
（メールアドレス） 

 

 

別紙２（第５条関係） 

（応援とりまとめ幹事経由） 
文 書 番 号 

年 月 日 
 

（災害を受けた協定市町長） 様 
 

（応援する協定市町長） 印       
 

応 援 通 知 書 
 
瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定に基づき、下記のとおり応援しま

す。 
 

記 
 
１ 物的応援（物資等の品目、数量） 

 
 
 
２ 人的応援（活動内容、派遣人数、期間） 

 
 
 
３ 被災傷者の受入（受入可能な医療機関、人数） 
 
 
 
４ その他の応援（応援の内容及び期間） 

 
 
 
（担当部課名） 
（担当者名） 
（電話番号） 
（ＦＡＸ番号） 
（メールアドレス） 
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別紙３（第６条関係） 

（応援とりまとめ幹事経由） 
文 書 番 号 

年 月 日 
 

（応援した協定市町長） 様 
 

（災害を受けた協定市町長） 印       
 
 

応 援 物 資 等 受 領 書 
 
 
瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援協定に基づく、物資等を下記のとおり受領いた

しました。 
 
 

記 
 

品    目 数    量 備   考 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 
（担当者名） 
（電話番号） 
（ＦＡＸ番号） 
（メールアドレス） 

 

別紙４（第７条関係） 

（応援とりまとめ幹事経由） 
文 書 番 号 

年 月 日 
 

（災害を受けた協定市町長） 様 
 

（応援した協定市町長） 印       
 

応 援 終 了 報 告 書 
 
平成 年 月 日付け第 号で通知した応援については、下記のとおり終了いたしましたの

で報告いたします。 
 

記 
 
応援事項 
１ 物的応援 

 
 
 
２ 人的応援 

 
 
 
３ 被災傷者の受入 
 
 
 
４ その他の応援 

 
（担当部課名） 
（担当者名） 
（電話番号） 
（ＦＡＸ番号） 
（メールアドレス） 
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資料〔１９－３・８〕 
大規模災害発生時における広域防災拠点に関する協定（愛媛県） 

 
愛媛県（以下「甲」という。）と今治市（以下「乙」という。）は、愛媛県内で県外等からの

応援を必要とする規模の災害（以下「大規模災害」という。）が発生した際に、救命・救助活動
等に従事する自衛隊、警察、消防等の広域支援部隊を速やかに参集させるとともに、国や他県
等から提供される支援物資を効果的に集積、保管、搬送するため、広域的な防災拠点（以下
「広域防災拠点」という。）の確保に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
 （趣旨） 
第１条 この協定は、大規模災害が発生した場合において、乙が所有する施設を、広域防災拠
点として甲が優先的に使用する場合に必要な事項を定めるものとする。 

 （施設の名称） 
第２条 この協定において、乙が甲に対し、優先的に使用させる施設は、次のとおりとする。 
   今治西部丘陵公園（所在地：今治市高地町２丁目乙４２９－１） 
 （施設の使用） 
第３条 大規模災害が発生した場合は、甲から乙に対し、要請を行ったうえで、前条に定める
施設（以下「施設」という。）を優先的に使用できるものとする。 

２ 甲は乙に対し、可能な範囲で施設の職員に協力を求めることができるものとする。 
 （使用の条件） 
第４条 甲が乙の施設を使用する場合の使用料等は、原則無償とする。ただし、施設を使用す
る期間の光熱水費等については、甲が負担する。 

２ 甲は、施設の使用が終了したときは、甲の責任により原状回復を行うものとする。 
３ 乙が、施設を指定管理者制度等により第三者へ管理運営を委任している場合であって、甲
が施設を優先的に使用することにより当該第三者に損失が発生したときは、甲と乙は当該損
失について協議の上、適切に対応するものとする。 

 （連絡体制等） 
第５条 この協定を円滑に実施するため、甲及び乙はお互いの連絡先を交換するものとする。 
２ 乙は、施設の現況等を変更する場合は、甲へあらかじめ通知するものとする。 
  （平時からの連携・協力等） 
第６条 甲及び乙は、この協定に基づく災害対応を円滑に実施するため、平時から緊密に連携
するものとする。 

２ 甲は、乙と協議の上、大規模災害発生時に使用する資機材や設備等を施設に保管するもの
とする。 

３ 乙は、自衛隊等の関係機関による施設の現地調査等や、甲が実施する施設を活用した訓練
の実施に、支障のない範囲で協力するものとする。 

 （有効期間） 
第７条 この協定の有効期間は、協定締結日から平成27年３月31日までとする。ただし、有効
期間満了の１月前までに、甲または乙のいずれかが書面をもって協定終了の意思表示をしな
いときは、有効期間満了の翌日からさらに１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

 （協議） 
第８条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議して
定めるものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上各自１通
を保有する。 
 
平成２６年１０月２日 
 

甲 松山市一番町四丁目４番地２ 
愛 媛 県 知 事   中村 時広 

 
乙 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今 治 市 市 長  菅 良二 

 

 



 

 

 

458
 

  

様式１（第10条関係） 
 

災 害 時 連 絡 表             
 

                                        
                                    県支部事務局 

 

 補 職 名       氏 名        電 話       

  連絡担当責任者 
  
総 務 担 当 課 長          
（       ）  

 
  
  
 
 
  

 
 勤務先電話  （  ） 
   ＦＡＸ  （  ） 
 
 自宅電話       （  ） 
 

総 務 担 当 係 長          
（       ） 

 
  
 
 
  

 
 勤務先電話  （  ） 
 
 
 自宅電話       （  ） 
 

防 災 担 当 者          
（       ） 

 
  
 
 
  

 
 勤務先電話  （  ） 
 
 
 自宅電話       （  ） 
 

備 考          

様式２（第10条関係） 
 

防 災 関 係 物 資 等 の 備 蓄 状 況 調 査 表                        
 

（平成  年度末現在） 
 

県支部 
 

項  目      内 容      保有数量 初期応援可能数 備 考    

車  両      

給 水 車     （          ｍ3）      台        台  

給 水 車     （         ｍ3）      台        台  

ト ラ ッ ク                   台        台  

ク レ ー ン 車                   台        台  

そ の 他                 

給水容器      

仮設水槽     （           ｍ3）      基        基  

仮設水槽     （          ｍ3）      基        基  

給水タンク（1,500㍑～     ）      基        基  

給水タンク（1,000～1,499 ㍑）      基        基  

給水タンク（     ～  999 ㍑）      基        基  

ポリ容器     （   5～   30 ㍑）      個        個  

ポリ容器     （     ～   20 ㍑）      個        個 ポ リ 袋      

そ の 他                 

機  材      

応 急 給 水 装 置                   基        基  

ろ 過 機                   台        台  

発 電 機                   台        台  

投 光 機                   個        個  

鉄 管 切 断 機                   台        台  

電 動 ネ ジ 切 機                   台        台  

そ の 他                 

管  類      

直      管（       mm）      ｍ        ｍ  

直    管（       mm）      ｍ        ｍ  

直    管（       mm）      ｍ        ｍ  

継 手 類                   個        個  

缶  詰      
水 の 缶 詰                   缶        缶  

食 糧                   缶        缶  

そ の 他      
    

    
 

  注 その他の欄には、特殊管、緊急用資材等の状況を記入してください。 
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資料〔１９－３・９〕 
災害時等の協力に関する協定書（休暇村瀬戸内東予、西条市） 

 
今治市（以下「甲」という。）、西条市（以下「乙」という。）及び休暇村 瀬戸内東予（以下

「丙」という。）とは、今治市域又は西条市域で地震、風水害等の災害が発生した場合（以下
「災害時等」という。）における協力について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、今治市域又は西条市域での災害時等において、丙が甲又は乙に対して行
う協力について、必要な事項を定める。 
（協力要請） 

第２条 甲又は乙は、丙が所有する宿泊施設及び附帯施設を災害復旧に従事する者に優先的に
提供するよう、丙に対して要請することができる。 

２ 前項の要請は、原則として文書によるものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で
要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 
（要請に基づく措置） 

第３条 丙は、前条の規定による甲又は乙からの要請を受けたときは、必要な措置を講ずると
ともに、その結果を甲又は乙に速やかに連絡するものとする。 
（協力活動） 

第４条 丙は、甲又は乙から協力の要請を受けたときは、速やかに協力活動を行うものとする。 
（連絡体制） 

第５条 甲、乙及び丙は、災害時等における要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑
に行うため、それぞれ連絡責任者を定めるものとする。 
（有効期間） 

第６条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲乙丙いずれからも文書によ
る終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、その都度、甲乙丙協議して定め
るものとする。 

 
この協定の成立を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自１通

を保有する。 
 

平成２７年３月２３日 
 

甲 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
今治市 市長 菅   良 二 

 
乙 愛媛県西条市明屋敷１６４番地 

西条市 市長 青 野   勝 
 

丙 愛媛県西条市河原津乙７番地１７９ 
休暇村 瀬戸内東予 
支配人    西 村 俊 之 
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資料〔１９－３・１０〕 
災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する包括的協定書 

（国土交通省四国地方整備局他及び民間数団体） 
 
国土交通省四国地方整備局次長（以下「甲」という。）並びに徳島県知事（徳島小松島港及び

橘港及び浅川港港湾管理者）、香川県知事（高松港及び津田港及び三本松港及び丸亀港及び詫間
港及び観音寺港及び土庄港及び内海港及び宮浦港港湾管理者）、坂出市長（坂出港港湾管理者）、
愛媛県知事（松山港及び東予港及び三島川之江港及び宇和島港及び中島港及び三崎港港湾管理
者）、今治市長（今治港港湾管理者）、新居浜港務局委員会委員長（新居浜港港湾管理者）、八幡
浜市長（八幡浜港港湾管理者）、高知県知事（高知港及び須崎港及び宿毛湾港及び奈半利港及び
甲浦港及び室津港及び久礼港港湾管理者）、（以下「乙」という。）と民間協力者（以下「丙」と
いう。）は、災害が発生した場合における応急対策業務に関し、次のとおり包括的協定を締結す
る。 
 

（目的） 
第１条 この協定は、災害が発生した場合における被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資
することを目的とする。 

（民間協力者） 
第２条 本協定における民間協力者は一般社団法人日本埋立浚渫協会四国支部長、四国港湾空
港建設協会連合会会長、一般社団法人日本海上起重技術協会四国支部長、全国浚渫業協会関
西支部長、一般社団法人日本潜水協会会長、一般社団法人海洋調査協会会長及び一般社団法
人港湾技術コンサルタンツ協会会長を指す。 

（定義） 
第３条 本協定において、 
（１）「災害」とは、地震・津波・台風その他の異常な自然現象による被害をいう。 
（２）「大規模災害」とは、複数の港湾管理者が管理する港湾にわたる災害をいう。 
（３）「応急対策業務」とは、施設の応急復旧や障害物の撤去その他の緊急的な応急対策に関す

る活動をいう。 
（４）「港湾施設等」とは、港湾法第二条第五項の港湾施設、同法第二条第八項の開発保全航路

及び同法第五十五条の三の四で規定する緊急確保航路をいう。 
（５）「事務所長」とは、四国地方整備局の港湾空港関係事務所の長をいう。 
（６）「地方機関の長」とは、乙の所掌する地方機関の長をいう。 
（７）「資機材等情報」とは、使用可能な資機材等の数量・配置等の情報をいう。 
（８）「テックフォース活動」とは、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災

地の早期復旧その他災害応急対策に関して、被災地方公共団体に対する国の技術的な支援
活動をいう。 
「テックフォース隊」とは、災害支援活動を行うために国の職員から構成された組織をい
う。 

（応急対策業務の範囲） 
第４条 応急対策業務の範囲は、第３条に規定する港湾施設等における災害発生箇所及び甲又

は乙が特に応急対策を必要と判断した災害発生箇所とする。 
（応急対策業務の内容等） 
第５条 甲若しくは事務所長又は乙若しくは地方機関の長は被災状況に応じて、丙の会員を特
定し、出動要請を行うものとする。 

２ 甲若しくは事務所長又は乙若しくは地方機関の長は、前項に基づき丙の会員を特定する際
に丙に対して資機材等情報の報告を求めるものとし、丙は求めに応じて速やかに資機材等情
報を可能な範囲で収集し、報告するものとする。 
 ただし、四国地方整備局管内に震度６弱以上の地震が発生した場合、丙は自発的に、資機
材等情報の収集を開始するものとする。 

３ 甲若しくは事務所長又は乙若しくは地方機関の長は丙の会員へ出動要請を行った際、その
状況を甲乙相互に情報共有するものとする。 

４ 丙の会員は、甲若しくは事務所長又は乙若しくは地方機関の長から出動要請があった場合、
可能な限り速やかに港湾施設等の被災状況を調査するとともに、出動要請者の指示により、
緊急的な応急対策を実施するものとする。 
 なお、四国地方整備局がテックフォース活動を開始し、甲より出動要請があった場合、丙
の会員は同活動を迅速かつ円滑に実施するため、テックフォース隊とともに被災地へ向かい
同活動の支援を行うものとする。 

５ 丙は、本協定に基づく応急対策業務が長期に亘り、甲の出動要請があった場合、四国地方
整備局が設置する災害対策本部へ情報連絡要員を派遣するものとする。 

６ 甲及び乙と丙は、緊急時の連絡体制を整えるものとする。加えて、丙は会員への緊急時の
連絡体制を整えるものとする。 

７ 丙は、丙の会員への連絡体制及び各会員の有する人員及び資機材等の資機材数等情報につ
いて毎年４月末までに甲及び乙に連絡するものとする。 

８ 丙の会員は、応急対策業務を迅速に実施できるよう、人員及び資機材の確保に努め、前項
の報告に大幅な変更が生じた場合は丙を通じて速やかに甲及び乙に連絡するものとする。 

９ 乙が丙と前２項と同様の報告を求める協定を締結している場合は、同項における連絡先は、
乙を除く。 

（契約の締結） 
第６条 甲又は事務所長及び乙又は地方機関の長は、丙の会員に出動要請したときは、遅滞な
く請負契約等を締結するものとする。 

２ 甲若しくは事務所長及び乙若しくは地方機関の長は、丙の複数の会員と請負契約等を締結
したときは、請負契約等を締結した会員との合意に基づき、会員間での連絡調整及び会員が
実施する応急対策業務の取りまとめを行わせる者を指名することができるものとする。 

３ 前項に基づき指名された者は、会員間での連絡体制を定め、甲若しくは事務所長及び乙若
しくは地方機関の長に報告するものとする。 

（大規模災害時等の場合） 
第７条 大規模災害が発生した場合は、第５条にかかわらず、乙が行う丙の会員への出動要請
に対して、甲は秩序ある応急対策業務のため必要な調整を行うことができるものとする。 

（訓練の実施） 
第８条 本協定の締結者は、相互協力体制の充実・強化を図るために、出動要請に関する情報
伝達等の訓練を少なくとも年１回実施するものとする。 
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（本協定の適用範囲） 
第９条 本協定は、甲又は乙と丙が締結する同じ目的の協定締結を妨げるものではないが、大
規模災害が発生した場合においては、本協定を優先するものとし、甲が第７条に基づき必要
な調整を行うことができるものとする。 

（有効期限） 
第１０条 この協定の期間は、協定締結日より平成２８年３月３１日までの期間とする。ただ
し、期間満了の１ヶ月前までに甲、乙又は丙のいずれからも申し出のない時は、この協定を
更に１年間延長するものとし、その後も同様とする。 

（損害の負担） 
第１１条 応急対策業務の実施に伴い、第三者に損害を及ぼした場合、又は人員及び資機材等
に損害が生じた場合、丙の会員はその事実の発生後遅滞なくその状況を書面により、甲若し
くは事務所長の要請に係るものについては甲若しくは事務所長に、乙若しくは地方機関の長
の要請に係るものについては乙若しくは地方機関の長に報告し、その負担について甲若しく
は事務所長に係るものについては甲若しくは事務所長と、乙若しくは地方機関の長に係るも
のについては乙若しくは地方機関の長と協議して決定するものとする。 

（その他） 
第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、乙
及び丙が協議してこれを定めるものとする。 

 
この協定の証として、本書１６通を作成し、甲、乙及び丙が記名捺印の上、それぞれ各１通

を保有するものとする。 
 

平成 ２７年１１月５日 
 
甲    国土交通省四国地方整備局次長 菅沼 史典 
 
乙    徳島小松島港・橘港・浅川港 港湾管理者 

徳島県知事 飯泉 嘉門 
高松港・津田港・三本松港・丸亀港・詫間港 
・観音寺港・土庄港・内海港・宮浦港 港湾管理者 

香川県知事 浜田 恵造 
坂出港 港湾管理者 

坂出市長 綾 宏 
松山港・東予港・三島川之江港・宇和島港 
・中島港・三崎港 港湾管理者 

愛媛県知事 中村 時広 
今治港 港湾管理者 

今治市長 菅 良二 
新居浜港 港湾管理者 

新居浜港務局委員会委員長 近藤 清孝 

八幡浜港 港湾管理者 
八幡浜市長 大城 一郎 

高知港・須崎港・宿毛湾港・奈半利港 
・甲浦港・室津港・久礼港 港湾管理者 

高知県知事 尾﨑 正直 
 
丙１   一般社団法人日本埋立浚渫協会四国支部長 吉塚 宏 
丙２   四国港湾空港建設協会連合会会長 塚本 雅志 
丙３   一般社団法人日本海上起重技術協会四国支部長 平野 正員 
丙４   全国浚渫業協会関西支部長 寄神 正文 
丙５   一般社団法人日本潜水協会会長 鉄 芳松 
丙６   一般社団法人海洋調査協会会長 川嶋 康宏 
丙７   一般社団法人港湾技術コンサルタンツ協会会長 大村 哲夫 
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資料〔１９－３・１１〕 
災害時における愛媛県市町相互応援に関する協定書（愛媛県及び県内20市町） 

 
 愛媛県（以下「県」という。）及び愛媛県内の市町（以下「市町」という。）は、災害時に
おける相互応援について、次のとおり、協定を締結する。 

 
 （趣旨） 
第１条 この協定は、市町において、災害が発生し、被害を受けた市町（以下「被災市町」と
いう。）が独自では十分な応急措置等が実施できない場合に、市町相互の応援措置等を迅速
かつ円滑に実施するために、必要な事項について定めるものとする。 

 （応援の内容） 
第２条 この協定による応援の内容は、次に掲げるものとする。 

(1) 食料、飲料水その他の生活必需物資の供給及びそれに必要な資機材の提供 
(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資・資機材の提供 
(3) 救援活動に必要な車両等の提供 
(4) 応急復旧等に必要な職員の派遣 
(5) 被災者を一時収容するための施設の提供 
(6) 被災市町に代行しての情報の発信 
(7) 前各号に定めるもののほか、被災市町から特に要請のあった事項 

 （応援の要請） 
第３条 応援を要請しようとする被災市町は、次に掲げる事項を明らかにして、県に要請する
ものとする。 
(1) 災害の状況 
(2) 応援を求める項目（物資・資機材については数量等、人的応援については職種、人数
等） 

(3) 応援を求める期間及び場所 
(4) その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、被災市町は、県に応援を要請するいとまがないときは、他の市
町に直接要請できるものとし、事後において速やかに県に報告するものとする。 

３ 市町及び県は、通信の断絶等により被災市町と連絡が不可能であり、かつ、災害の事態に
照らし特に緊急を要する場合は、被災市町からの要請を待たずに、市町は必要な応援を、県
は市町の応援に係る調整を行うことができるものとする。 

４ 前項の規定により市町が応援を行う場合は、県にその旨を通知するものとする。 
 （要請を受けた県及び市町の役割） 
第４条 要請を受けた県は、被災市町の被害状況や応急措置に必要な物資等の把握を行い、速
やかに市町間の連絡調整を行った上で、応援可能な市町に応援を要請するものとする。 

２ 要請を受けた市町は、速やかに、被災市町に応援を行うものとする。 
 （経費の負担等） 
第５条 応援に要した経費は、原則として応援を受けた市町の負担とする。 
２ 被災市町において応援に要した費用を支弁するいとまがないときその他やむを得ない事情
がある場合には、当該市町の要請により、応援を行った市町は、当該費用を一時繰替支弁す

るものとする。 
３ 前２項に定めるもののほか、経費の負担等に関し必要な事項は、別紙「応援経費の負担等
基準」に定めるところによる。 

 （補則） 
第６条 この協定は、愛媛県消防広域相互応援協定その他の災害時の応援に関する協定を妨げ
るものではない。 

２ この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、県及び各市町が
協議の上、定めるものとする。 

 
   附 則 
 この協定は、平成２８年２月１７日から施行する。 
 
この協定の締結を証するため、本協定書を２１通作成し、愛媛県知事及び各市町長が署名押

印して、各自その１通を保有する。 
 
平成２８年２月１７日 

 
愛媛県知事  中村 時広 
松山市長   野志 克仁 
今治市長   菅  良二 
宇和島市長  石橋 寛久 
八幡浜市長  大城 一郎 
新居浜市長  石川 勝行 
西条市長   青野  勝 
大洲市長   清水  裕 
伊予市長   武智 邦典 
四国中央市長 篠原  実 
西予市長   三好 幹二 
東温市長   髙須賀 功 
上島町長   上村 俊之 
久万高原町長 髙野 宗城 
松前町長   岡本  靖 
砥部町長   佐川 秀紀 
内子町長   稲本 隆壽 
伊方町長   山下 和彦 
松野町長   阪本 壽明 
鬼北町長   甲岡 秀文 
愛南町長   清水 雅文 
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別 紙 

応 援 経 費 の 負 担 等 基 準 

 

１ 応援職員の派遣に要する経費の負担等 
第５条第１項の経費のうち、第２条第４号に定める応援職員の派遣に要する経費の負担に

ついては、次のとおりとする。 
ア 被災市町が負担する経費の額は、応援市町が定める規定により算定した当該応援職員
の旅費の額及び諸手当の額の範囲内とする。 

イ 応援職員が応援業務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態
となった場合における公務災害補償に要する経費は、応援市町の負担とする。 

ウ 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事中
に生じたものについては被災市町が、応援市町への往復の途中において生じたものにつ
いては応援市町が、賠償の責めに任ずる。 

エ ア、イ及びウのほか、応援職員の派遣に要する経費については、被災市町及び応援市
町が協議して定める。 

 
２ 経費の一時繰替支弁等 

(1) 応援市町は、第５条第２項の規定により応援に要した経費を一時繰替支弁した場合は、
次に掲げる経費に相当する額を、被災市町に請求する。 

区 分 経 費 

第２条第１号及び第２号に係るもの 購入費及び輸送費 

第２条第３号に係るもの 借上料、燃料費、輸送費、維持管理費及び
破損又は故障が生じた場合の修理費 

第２条第４号に係るもの １に定める経費 

第２条第５号に係るもの 借上料 

第２条第６号及び第７号に係るもの 実施に要した経費 

(2) (1)の請求は、応援市町の市町長名による請求書により、被災市町に請求するものとす
る。 

(3) (1)及び(2)により難いときは、被災市町及び応援市町が協議して定める。 

 

 



 

 

 

464
 

  

資料〔１９－３・１２〕 
災害時における相互応援に関する協定書（滋賀県守山市） 

 

 守山市及び今治市（以下「協定市」という。）は、災害時における相互応援について、次の
とおり協定を締結する。 

 
 （趣旨） 
第１条 この協定は、協定市のいずれかの地域において、災害が発生し、被害を受けた市（以
下「被災市」という。）が独自では十分な応急措置等が実施できない場合に、相互の応援を
迅速かつ円滑に実施するために、必要な事項について定めるものとする。 

 （応援の内容） 
第２条 この協定による応援の内容は、次に掲げるものとする。 

(1) 食料、飲料水その他の生活必需物資の供給及びそれに必要な資機材の提供 
(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資・資機材の提供 
(3) 救護活動に必要な車両等の提供 
(4) 被災者を一時収容するための施設の提供 
(5) 応急復旧等に必要な職員（以下「応援職員」という。）の派遣 
(6) 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 （応援の要請） 
第３条 被災市は、応援を要請しようとする場合は、次に掲げる事項を明らかにして、応援を
行う市（以下「応援市」という。）に対し、応援要請書（別記様式）を送付するものとする。 
(1) 災害の状況 
(2) 応援を求める項目（物資・資機材については数量等、人的応援については職種、人数
等） 

(3) 応援を求める期間及び場所 
(4) その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する場合は、電話その他の通信手段により応援を要請
することができる。この場合において、要請後速やかに応援要請書を送付するものとする。 

 （自主的な応援） 
第４条 応援市は、通信の断絶等により被災市との連絡が不可能であり、かつ、災害の事態に
照らし、特に緊急を要する場合は、被災市からの要請を待たずに、必要な応援を行うことが
できるものとする。 

 （経費の負担等） 
第５条 応援に要した経費は、原則として被災市の負担とする。ただし、第４条の規定に基づ
く応援に要した経費の負担は別途協議するものとする。 

２ 被災市において、応援に要した費用を支弁するいとまがないとき、その他やむを得ない事
情がある場合には、応援市は当該費用を一時繰替支弁し、事後において被災市に請求するも
のとする。 
（損害補償等） 

第６条 第２条第５号の規定により派遣された応援職員に係る公務災害補償については、応援

市の負担とする。 
２ 応援職員が応援の活動中に第三者に損害を与えた場合には、被災市が当該損害賠償の責を
負うものとする。ただし、応援職員が被災市への往復途中において第三者に損害を与えた場
合には、応援市が当該損害賠償の責を負うものとする。 

 
３ 前２項の規定は、第４条に規定する自主的な応援活動においても適用するものとする。 
（連絡体制） 

第７条 協定市は、災害時速やかに相互応援を実施するため、必要に応じて情報交換を行うな
ど、連絡体制の整備に努める。 

 （協議等） 
第８条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、協定市が協
議のうえ、定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、協定市は署名押印のうえ、それぞれ

１通を保有する。 
 
平成２９年３月２７日 

 
滋賀県守山市吉身二丁目5番22号 

                  守山市長 宮本 和宏 
 

愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
                  今治市長 菅 良二 
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別記様式（第３条関係） 

 
平成  年  月  日 

 
応援要請書 

 
 

○○市長 様 
 

○○市長 
 
 
 
１ 災害の状況 
 
 
 
 
 
 
 
２ 物資・資機材については数量等、人的応援については職種、人数等 
 
 
 
 
 
 
 
３ 応援を求める期間及び場所 
 
 
 
 
 
 
 
４ その他必要な事項 
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資料〔１９－３・１３〕 
愛媛県消防広域相互応援協定書（愛媛県下の市町及び消防一部事務組合） 

 
消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３９条の規定に基づき、愛媛県内の消防広域相

互応援について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 

第１条  この協定は、災害の発生に際し、これの鎮圧及び被害の軽減を図るため、愛媛県内の
市町及び消防一部事務組合（以下「市町等」という。）における消防の相互応援体制を確立し、
もって不測の事態に対処することを目的とする。 
（協定区域及び対象） 

第２条 この協定の実施区域は、愛媛県全域とする。 
（災害の種別及び規模） 

第３条  この協定の対象とする災害は、被災地の市町等の消防力のみでは災害の防御が困難又
は困難が予想される規模で、次に掲げる災害とする。 
（１） 大規模な地震、風水害等の自然災害 
（２） 林野火災、高層建築物火災、危険物施設火災等の大規模な火災 
（３） 航空機災害、列車事故等の集団救急救助事故 
（４） 前３号に掲げるもののほか、応援を必要とする特殊な災害事故等  
（応援要請） 

第４条 前条各号に掲げる災害が発生した場合は、被災地の市町等の長（以下「受援側の長」
という。）は、他の市町等の長（以下「応援側の長」という。）に応援消火隊、救助隊、救急
隊、化学隊その他必要な部隊（以下「応援隊」という。）の派遣を要請することができる。 

２ 前項の規定による要請を受けた応援側の長は、その管轄する区域の消防業務に支障のない
範囲内において、要請に基づき必要な応援を迅速にしなければならない。 

３ 応援側の市町等の長が、近隣市町等の境界付近に発生した火災、救急救助事故等（以下
「近隣火災等」という。）を覚知し、応援隊を派遣した場合は、これを第１項の規定による要
請に基づく応援とみなす。 

４ 前項に規定する場合において、応援側の市町等の長が派遣する応援隊の数は、原則１隊
（消防ポンプ自動車等１台及び必要な資機材）とする。ただし、近隣火災等の規模により適
宜応援隊を増強することができるものとする。 
（応援要請方法等） 

第５条 応援の要請方法等は、愛媛県消防広域相互応援計画に基づくものとする。 
（応援の体制） 

第６条 応援の体制は、次に掲げるものとする。 
（１）第１次広域応援体制 第３条各号に掲げる災害が発生した場合に、応援隊がおおむね
３０分以内に被災地に到着できるもの 

（２）第２次広域応援体制 第３条各号に掲げる災害が発生した場合に、応援隊がおおむね
６０分以内に被災地に到着できるもの 

（３）その他の広域応援体制 前２号に掲げるもののほか、被害の状況に応じ、その都度要
請に基づき派遣するもの 

（応援隊の派遣） 
第７条 応援側の長は、受援側の長から第１次広域応援、第２次広域応援等の要請を受けたと
きは、第１３条に定める消防力に基づき直ちに必要な応援隊を派遣しなければならない。こ
の場合において、応援側の長は、次に掲げる事項を明確にして受援側の長に通報するものと
する。 
（１）応援隊の長（職・氏名） 
（２）応援隊の出発日時及び到着（予定）日時 
（３）応援隊の出動場所 
（４）応援隊の人員、車両及び資機材の種別及び数量 
（５）その他必要な事項 

２ 応援隊を派遣した応援側の長は、事後、速やかに前項各号に掲げる事項を明記した文書を
受援側の長に提出しなければならない。 
（応援隊の指揮） 

第８条 応援隊の指揮は、被災地の現場最高指揮者が応援隊の長を通じて行うものとする。た
だし、緊急の場合は、被災地の現場最高指揮者は、直接応援隊を指揮することができるもの
とする。 
（報告） 

第９条 応援隊の長は、現場到着、引揚げ及び応援活動の状況を被災地の現場最高指揮者又は
現場指揮本部に報告するものとする。 
（経費の負担） 

第１０条 応援隊の応援に要する経費の負担は、法令その他に別段の定めがあるものを除くほ
か、次のとおりとする。 
（１）応援に要した人件費（応援隊員の手当、旅費、日当、宿泊費等）、車両及び資機材の
燃料、機械器具の破損修理、被服の補修等の経費は、応援側の長の負担とする。ただし、
資機材等（消火薬剤を含む。）で、受援側の要請により調達又は立て替えたもののほか、
応援活動中の食料、燃料補給等の経費は、受援側の長の負担とする。 

（２）応援隊員の公務災害補償費、事故等により生じた経費は、応援側の長の負担とする。
ただし、被災地において行った救急治療費は、受援側の長の負担とする。 

（３）応援隊員が、応援活動中に第三者又は土地・建物等に損害を与えた場合においては、
受援側の長が、その賠償の責に任ずる。ただし、被災地への出動又は帰路途上において発
生したものについては、この限りでない。 

（４）応援隊員の重大な過失により発生した事故に要する損害は、応援側の長の負担とする。 
（５）前各号に定めるもののほか、応援に要する経費の負担については、その都度当事者間
において協議の上、負担区分を決定するものとする。 

（情報等の交換） 
第１１条 市町等は、この協定の効率的な運用を図るため、毎年４月１日現在の消防力に関す
る必要な情報等を別に定める様式に取りまとめ、同月２０日までに他の市町等と相互に交換
するものとする。 
（改廃） 

第１２条 この協定を改正し、又は廃止する場合は、協定者が協議の上、行うものとする。 
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（運用） 

第１３条 この協定に定めるもののほか、応援隊の消防力等必要な事項については、愛媛県消
防長会において協議の上、決定する。 

 
附則 

１ この協定は、令和２年４月１日から施行する。 
２ 平成１８年３月１日付けで締結した愛媛県消防広域相互応援協定書は、令和２年３月３
１日をもって廃止する。 

３ この協定の締結を証するため、本書２５通を作成し、愛媛県知事、市町等の長が記名押
印の上、各自１通を保有する。 

 
令和２年３月３１日 

愛媛県   愛媛県知事   中 村 時 広 
松山市   松山市長    野 志 克 仁 
今治市   今治市長    菅  良 二 
宇和島市  宇和島市長   岡 原 文 彰 
八幡浜市  八幡浜市長   大 城 一 郎 
新居浜市  新居浜市長   石 川 勝 行 
西条市   西条市長    玉 井 敏 久 
大洲市   大洲市長    二 宮 隆 久 
伊予市   伊予市長    武 智   典 
四国中央市 四国中央市長  篠 原  実 
西予市   西予市長    管 家 一 夫 
東温市   東温市長    加 藤  章 
上島町   上島町長    宮 脇  馨 
久万高原町 久万高原町長  河 野 忠 康 
松前町   松前町長    岡 本  靖 
砥部町   砥部町長    佐 川 秀 紀 
内子町   内子町長    稲 本 隆 壽 
伊方町   伊方町長    高 門 清 彦 
松野町   松野町長    坂 本  浩 
鬼北町   鬼北町長    兵 頭 誠 亀 
愛南町   愛南町長    清 水 雅 文 
宇和島地区広域事務組合  組合長   岡 原 文 彰 
八幡浜地区施設事務組合  組合長   大 城 一 郎 
大洲地区広域消防事務組合 組合長   二 宮 隆 久 
伊予消防等事務組合    組合長   武 智   典 
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資料〔１９－３・１４〕 

震災時等における水質検査機器の相互利用に関する協定書 

(松山市、南予地方水道水質検査協議会（宇和島市他）、新居浜市、四国中央市) 
 
 松山市公営企業局、今治市水道部、南予地方水道水質検査協議会、新居浜市水道局及び四国
中央市水道局（以下「水道事業者等」という。）は、震災時等における水質検査機器、器具、
検査試薬等（以下「機器等」という。）の相互利用（以下「相互利用」という。）に関し、次の
とおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 本協定は、震災時等に水道事業者等自らが所有する機器等が使用できなくなった場合にお
いて、相互利用により、検査体制の安定を図り、水道利用者の安心に資することを目的とする。 

（対象機器等） 
第２条 本協定の対象となる機器等とは、水道事業者等が所有し、水質検査機関において使用
するものをいう。 

（相互利用の要件） 
第３条 相互利用の要件は、次のとおりとする。 
（１）地震又は風水害による被災のため、機器等が使用できなくなった場合 
（２）検査に緊急を要するが、機器等が故障し、早期復旧が困難な場合 
（相互利用の実施） 
第４条 水道事業者等は、第３条の規定による場合、第６条の優先順位により、相互利用を依
頼し、同意を得た上でこれを実施するものとする。 

２ 機器等の操作は、機器等の所有者の指示の下、相互利用を依頼した者が行うものとする。 
３ 機器等の操作に当たっては、細心の注意を払わなければならない。 
４ 第２項の規定にかかわらず、機器等の操作方法を未習得である場合には、機器等の所有者

が操作を行うことができるものとする。 
（費用） 
第５条 相互利用に要する費用負担は、次のとおりとする。 
（１）第３条第１号については、無料とする。 
（２）第３条第２号については、金額を別に定める。 
（利用先の順位） 
第６条 利用先の優先順位については、特定の者に依頼が偏らないよう、別に定めるものとす
る。 

（秘密の保持） 
第７条 水道事業者等は、相互利用時に知り得た秘密及び個人に関する情報を他に漏らしては
ならない。 

（その他） 
第８条 本協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義の生じた事項については、必要に応じ
協議の上、決定するものとする。 
 本協定の締結の証として、本書５通を作成し、各々 記名押印の上、各自１通を保有するものとする。 

 
平成２３年２月１５日 

 
松山市   松山市二番町四丁目７番地２ 
     松山市長   野志 克仁 

今治市   今治市別宮町一丁目４番地１ 
     今治市長   菅 良二 

南予地方水道水質検査協議会 宇和島市柿原字堂子甲1943番地 
 会長 宇和島市長  石橋 寛久 

新居浜市  新居浜市一宮町一丁目５番１号 
    新居浜市長  佐々木 龍 

四国中央市 四国中央市三島宮川四丁目６番５５号  
四国中央市長 井原 巧 

 
 
 



 

 

 

 

 

469
 

  

震災時等における水質検査機器の相互利用に関する協定締結に係る確認書 
 

１ 所有機器の保守 
水道事業者等は、自らが所有する機器等の適切な保守を行い、故障による相互利用の抑制

に努めることとする。 
２ 費用 

第５条第２号に規定する金額については、愛媛県立衛生環境研究所の料金を適用する。た
だし、当事者間で協議し、合意が得られる場合にはこれを減免することができる。 

３ 利用先の順位 
利用先の問い合わせ優先順位は、別紙のとおりとする。 

４ 今後の体制 
定期的に機器操作研修、水質検査方法に係る研修等、意見交換、情報交換の場を設け、水

質管理技術の向上を図るとともに、人的、物的に緊密な協力関係を構築していく。 
５ 確認書内容の変更手続 

協定を運用していく中で、確認書の内容について不都合が生じた場合には、協議の上、合
意を得て変更を行うことができるものとする。 
 
以上について確認する。 
 
平成２３年２月１５日 

 
松山市公営企業局管理者  渡 邊 滋 夫 

 
今治市水道部長  窪 田 秀 敏 

 
南予地方水道水質検査協議会 事務局長   奥 山  功 

 
新居浜市水道局長  本 田 龍 朗 

 
四国中央市水道局長   山 地  讓 
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資料〔１９－３・１５〕 
愛媛県消防団広域相互応援協定書（愛媛県、県内市町及び消防事務組合） 

 
消防組織法（昭和22年法律第226号）第39条の規定に基づき、愛媛県内消防団の広域相互応援

に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（目的） 
第1条 この協定は、災害の発生に際し、これの鎮圧及び 被害の軽減を図るため、愛媛県内 消
防団の相互応援体制を確立し、もって不測の事態に対処することを目的とする。 
（協定等の運用） 

第２条 被災地の市町等の長（以下「受援側の長」という。）及び他の市町等の長（以下「応援
側の長」という。）は、次の各号の 段階ごとに災害の規模、態様、危険性等を勘案し、この
協定のほか、別に市町間で定める応援協定等の効果的な運用を図るものとする。 
⑴ 第１段階 近隣市町の応援 

ア 別に市町間で定める協定等  
イ 第４条第２項に定める応援隊の派遣  

⑵ 第２段階 東予・中予・南予各ブロック内の応援 
ア 別に各ブロック内で定める協定等 
イ 第４条に定める応援隊の派遣  

⑶ 第３段階 東予・中予・南予各ブロック間の応援 
ア 第４条に定める応援隊の派遣  

（応援・受援の要件及び対象 ） 
第３条 消防団の応援・受援は、 次の各号に掲げる要件を全て満たした場合に行うもの とす
る。 
⑴ 受援側の長において、管内消防力及び常備消防等の応援をもってもなお消防力の不足が
見込まれるとき。 

⑵ 応援側の長において、要請内容が公務として認められること。 
⑶ 応援側消防団において、対応可能であり、かつ、日帰りを基本とする活動であること。 

２ 応援対象とする災害は、次の各号に掲げるものとする。 
⑴ 大規模な地震、風水害等の自然災害 
⑵ 林野火災、高層建築物火災、 危険物施設火災等の大規模な火災 
⑶ 航空機災害、 列車事故等の集団救急救助事故 
⑷ その他応援を要する特殊な災害事故   
（応援要請） 

第４条 受援側の長は、応援側の長に次の各号に基づき、人員、 車両、 装備等の応援消防団
（以下「応援隊」という。）の派遣を要請することができる。 
⑴ 応援隊 は、応援隊の 車両に搭乗可能な人数で編成し、そのうち１人は応援隊の指揮が
可能な者とする。 

⑵ 応援隊の 車両は、消防ポンプ自動車若しくは小型動力ポンプ付積載車又はその他市町
等の管理の下で運用する車両とする。 

⑶ 携行する装備・資機材は、操作に必要な資格等を有する応援隊の消防団員（以下「応援
消防団員」という。） が、安全かつ有効に操作できるものとする。 

２ 応援側の長が、近隣市町の境界付近に発生した火災等を覚知し応援隊を派遣した場合は、
これを要請に基づく応援（以下「みなし緊急応援」という。）とみなす。 
（応援要請方法） 

第５条 受援側の長が、この協定による応援を受ける必要があると判断したときは、みなし緊
急応援の場合を除き、別記様式１により愛媛県知事（以下「知事」という。）に連絡し、知事
は応援側の長に対し別記様式１-１により 応援を要請するものとする。 
（応援の通知） 

第６条 応援側の長は、みなし緊急応援の場合を除き、被害の状況に応じて、その都度この協
定に基づく応援隊派遣の可否を判断し、派遣する場合には別記様式２により知事及び受援側
の長に通知するものとする。 
（応援隊の派遣） 

第７条 応援側の長は、消防団長、消防長等と協議し、管轄する地域の消防の任務を果たすた
めに必要な体制の確保に留意した上で、応援隊を派遣するものとする。 

２ 愛媛県消防広域相互応援協定に基づく愛媛県消防広域相互応援計画（以下「県応援計画」
という。）に定める愛媛県消防広域応援調整本部は、被災の規模及び応援活動の状況に応じ、
受援側の長、応援側の長、県応援計画に定めるブロック幹事等と連携し、計画的な応援の実
施に努めるものとする。 
（応援隊の指揮） 

第８条 応援隊の指揮は、被災地の現場最高指揮者が応援隊の長を通じて行うものとする。た
だし、緊急の場合は、被災地の現場最高指揮者は、 直接応援隊を 指揮することができるも
のとする。 
（報告） 

第９条 応援隊の長は、現場到着、引揚げ及び応援活動の状況を、被災地の現場最高指揮者又
は現場指揮本部に報告するものとする。 
（経費の負担） 

第１０条 応援隊 の応援に要する費用の負担は、法令その他別段 の定めがあるものを除くほ
か、次のとおりとする。 
⑴ 応援に要した人件費（報酬・手当・旅費・日当・宿泊費等）、車両・資機材の燃料、機
械器具の破損修理、被服の補修等の経費は、応援側の長の負担とする。ただし、資機材等
（消火薬剤を含む。）で、受援側の 要請により調達又は立て替えたもののほか、応援活動
中の燃料補給等の経費は、受援側の長の負担とする。 

⑵ 応援消防団員の公務災害補償費、賞じゅつ金及び 事故等により生じた経費は、応援側
の長の負担とする。ただし、被災地において行った救急治療費は、受援側の長の負担とす
る。 

⑶ 応援消防団員が、応援活動中に第三者又は土地・建物等に損害を与えた場合においては、
受援側の長が、その賠償の責に任ずる。ただし、被災地への出動又は帰路途上において発
生したものについてはこの限りで ない。 

⑷ 応援消防団員の重大な過失により発生した事故に要する損害は、応援側の長の負担とす
る。 

⑸ 前各号以外の経費については、その都度、当事者間において協議の上、負担区分を決定
するものとする。 

（情報交換及び訓練） 
第１１条 愛媛県、市町及び消防一部事務組合 は、この協定の実施に必要な情報交換及び訓練
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に関し、相互に協力するものとする。 
（改廃） 

第１２条 この協定を改正し、又は廃止する場合は、協定者が協議の上、行うものとする。 
（雑則） 

第１３条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、その都度、当事者間の協議に
より決定する。 

 
 

附 則 
１ この協定は、令和２年４月１日から施行する。 
２ この協定を締結したことを証するため、本書25通を作成し、愛媛県知事、市町長及び消防
一部事務組合長が記名押印の上、各自一通を保有する。 

 
令和２年３月31日 
 

愛媛県   知 事   中 村 時 広 
松山市   市 長   野 志 克 仁 
今治市   市 長   菅  良 二 
宇和島市  市 長   岡 原 文 彰 
八幡浜市  市 長   大 城 一 郎 
新居浜市  市 長   石 川 勝 行 
西条市   市 長   玉 井 敏 久 
大洲市   市 長   二 宮 隆 久 
伊予市   市 長   武 智    典 
四国中央市 市 長   篠 原  実 
西予市   市 長   管 家 一 夫 
東温市   市 長   加 藤  章 
上島町   町 長   宮 脇  馨 
久万高原町 町 長   河 野 忠 康 
松前町   町 長   岡 本  靖 
砥部町   町 長   佐 川 秀 紀 
内子町   町 長   稲 本 隆 壽 
伊方町   町 長   高 門 清 彦 
松野町   町 長   坂 本  浩 
鬼北町   町 長   兵 頭 誠 亀 
愛南町   町 長   清 水 雅 文 
宇和島地区広域事務組合  組合長    岡 原 文 彰 
八幡浜地区施設事務組合  組合長    大 城 一 郎 
大洲地区広域消防事務組合 組合長    二 宮 隆 久 
伊予消防等事務組合    組合長    武 智  典 

 

(別記様式１) 

第     号  
  年  月  日  

応援出動要請書 
 

 愛媛県知事 殿 
受援側の長 

 
 

 

愛媛県消防団広域相互応援協定第５条に定める応援を要請します。 
災害発生日時 年   月   日   時  分 

災害発生場所  

災害の種類 

□ 大規模な地震、風水害等の自然災害 
□ 林野火災、高層建築物火災、危険物施設火災等の大規模な火災 
□ 航空機災害、列車事故等の集団救急救助事故 
□ その他応援を要する特殊な災害事故  

＜要請したい内容＞ 

所要人数  

機械器具等の種
類及び数量 

 

 

 

 

到着希望日時 年   月   日   時  分 

集結場所  

＜その他＞ 

主として応援を
求めたい活動 

□ 火災の鎮圧に関する業務 
□ 火災の予防及び警戒に関する業務 
□ 救助に関する業務 
□ 災害時における住民の避難誘導等に関する業務 
□ 地域住民等に対する指導・協力・支援 
□ その他地域の実情に応じて必要とされる業務 
 

担当部署（氏名）  

連絡方法 
固定電話 
携帯電話 

その他 
（対応状況等） 
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(別記様式１-１) 

第     号  
  年  月  日  

応援出動要請書 
 
応援側の長 

 
                    殿 

愛媛県知事 
 

愛媛県消防団広域相互応援協定第５条に定める応援を要請します。 
災害発生日時 年   月   日   時  分 

災害発生場所  

災害の種類 

□ 大規模な地震、風水害等の自然災害 
□ 林野火災、高層建築物火災、危険物施設火災等の大規模な火災 
□ 航空機災害、列車事故等の集団救急救助事故 
□ その他応援を要する特殊な災害事故 

＜要請したい内容＞ 

所要人数  

機械器具等の種
類及び数量 

 

 

 

 

到着希望日時 年   月   日   時  分 

集結場所  

＜その他＞ 

主として応援を
求めたい活動 

□ 火災の鎮圧に関する業務 
□ 火災の予防及び警戒に関する業務 
□ 救助に関する業務 
□ 災害時における住民の避難誘導等に関する業務 
□ 地域住民等に対する指導・協力・支援 
□ その他地域の実情に応じて必要とされる業務 
 
 
 

担当部署（氏名）  

連絡方法 
固定電話 
携帯電話 

その他 
（対応状況等） 

 

(別記様式２) 

第     号  
  年  月  日  

応援出動（自主・要請）通知書 
 
愛媛県知事 殿 
受援側の長 

 
                    殿 

応援側の長 
 

 
 

愛媛県知事の要請を受け、愛媛県消防団広域相互応援協定第６条に定める応
援出動を通知します。 
＜災害等の覚知＞ 

覚知方法 １ 要 請     ２ その他（        ） 

覚知日時 年   月   日    時    分 

覚知場所等  

＜出動する応援隊＞ 

人員 応援隊の長（職、氏名）（             ）以下  人 

機械器具等の種類
及び数量 

 

 

 

 

出発日時 年   月   日    時    分 

現地到着予定日時 年   月   日    時    分 

現地引揚予定日時 年   月   日    時    分 

帰着予定日時 年   月   日    時    分 

その他 
必要事項 

※使用無線機の種類（ﾁｬﾝﾈﾙ）： 
 
※応援隊の長の携帯電話番号（任意）： 
 

担当部署（氏名）  

連絡方法 
固定電話 
携帯電話 
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資料〔１９－３・１６〕 

西条市（黒谷地区）における越境避難に関する協定書（西条市） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と西条市（以下「乙」という。）は、乙（黒谷地区）から甲
（朝倉地域）への越境避難に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙（黒谷地
区）の住民が、市の境界を越えて甲（朝倉地域）に避難する場合の避難及び受入れに関し、
必要な事項を定めるものとする。 

（使用要請） 
第２条 乙（黒谷地区）の住民が避難施設（甲が朝倉地域において指定する施設をいう。以下
同じ。）に避難する必要があると認めるときは、乙は、甲に対して避難施設の使用を要請する
ことができる。 

（避難者の受入） 
第３条 甲は、前条に定める要請を受けたときは、当該要請を受け入れないことについて正当
な理由がある場合を除き、使用する避難施設を指定し、乙（黒谷地区）の住民を受入れする
ものとする。 

２ 前項の場合において、甲は、受入れの可否を次条に規定する乙の連絡担当課に通知するも
のとする。 

（連絡体制） 
第４条 甲及び乙は、この協定が円滑に運営されるよう、あらかじめこの協定に関する連絡担
当課を定め、平素から必要に応じて情報の交換を行うものとする。 

（費用の負担） 
第５条 甲が、乙（黒谷地区）の住民の受入れ及び施設運営に要した費用は、原則求めないこ
ととする。ただし、甲（朝倉地域）の避難所が開設されておらず、乙（黒谷地区）の住民を
受け入るために避難所を開設したときは、この限りでない。 

（その他） 
第６条 本協定に定めのない事項は、必要に応じて協議して、定めるものとする。 
 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。 
 
  令和３年１月１５日 
 
             甲 今治市別宮町１丁目４番地１ 
               今治市 市長 菅 良二 
 
             乙 西条市明屋敷１６４番地 
               西条市 市長 玉井 敏久 
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資料〔１９－３・１７〕 

大規模災害時等における今治市伯方支所管内の公共施設の使用に関する協定

書（伯方警察署） 
 
 地震等大規模災害の発生により、愛媛県伯方警察署（以下「伯方署」という。）庁舎が倒壊、
水没等して使用不能となった場合（以下「有事の際」という。）に、今治市伯方支所管内の公共
施設の一部（以下「公共施設の一部」という。）を伯方署災害警備本部（以下「伯方署警備本
部」という。）用施設として使用することに関し、今治市長（以下「甲」という。）と伯方警察
署長（以下「乙」という。）との間で次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 甲は、大規模災害等の有事の際、伯方署庁舎が使用不能となった場合に、乙が公共施
設の一部を伯方署警備本部用施設として使用することを承諾する。 

 
（使用期間） 
第２条 使用期間は、有事の際が生じた日を起算日とし、起算日から原則として２週間以内と
する。 

 
（使用申請） 
第３条 乙は、有事の際に、公共施設の一部を使用する場合には、別途「行政財産目的外使用
許可申請書」を甲に提出するものとする。ただし、甲が特に必要と認めたときは、口頭等他
の方法によることができる。 

 
（使用期間延長手続き） 
第４条 使用期間の延長については、必要により甲、乙双方が協議するものとする。 
 
（使用料等） 
第５条 公共施設の一部の使用料は、有事の際の一時的な処置のため無償とする。ただし、乙
は使用が終了した時は、これを原状に復する責務を負う。 

 
（管理責任） 
第６条 甲は、乙が公共施設の一部を使用するに当たり発生した事故等に対する責任は一切負
わないものとする。 

 
（協定事項） 
第７条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた場合には、その都度甲、乙
双方が協議して定めるものとする。 

 
（前協定の失効） 
第８条 前協定（平成22年３月９日付「大規模災害時等における伯方警察署災害警備用施設と

しての今治市伯方支所使用に関する協定書」）については、本協定締結時に効力を失うものと
する。 

 
本協定の成立を証するため、本書２通を作成し甲、乙双方が記名押印の上、各１通をそれぞ

れ保有するものとする。 
 
      令和５年９月27日 
 
           甲   愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
               今治市長 
 
                      徳永 繁樹 
 
 
           乙   愛媛県今治市伯方町木浦甲4639番地１ 
               伯方警察署長 
 
                      林 克彦 
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資料〔１９－３・１８〕 

災害発生時における一時避難場所としての施設使用等に関する協定 

（今治海上保安部） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と今治港湾合同庁舎管理官庁（以下「乙」という。）は、南海
トラフ巨大地震等による津波などの自然災害が発生し、または発生する恐れがあり、在港者、
地域住民、その他の避難を要する者（以下「避難者等」という。）が避難しなければならないと
きに、乙が管理する施設を避難者等の一時避難施設（以下「津波一時避難施設」という。）とし
て使用することについて、次のとおり協定を締結する。 
 
 (使用物件) 
第１条 乙は、乙が管理する次に掲げる施設（以下「対象施設」という。）を津波一時避難施設
として、避難者等に使用させるものとする。 
(１) 所在地 今治市片原町一丁目3番地2 
(２) 管理者 今治海上保安部 
(３) 名称 今治港湾合同庁舎 
(４) 構造等 鉄筋コンクリート造 3階建 
(５) 使用場所 屋上一部 約80㎡、1階マンホールトイレ 2基 
２ 甲は、対象施設に避難者等が避難した際に使用する必要な用具等を設置する場合は、あら
かじめ乙の承諾を得るものとする。 
 
 (使用期間) 
第２条 対象施設の使用期間は、避難が必要な災害等が発生し、又は発生する恐れがある時か
ら乙が津波一時避難施設としての役割を終えた時までとする。 
 
 (目的外使用の禁止) 
第３条 甲は、対象施設を津波一時避難施設以外の目的に使用しないものとする。 
 
 (費用負担) 
第４条 対象施設の使用料は、無料とする。 
 
 (原状回復義務) 
第５条 甲は、第２条に規定する使用期間を終えた時は、対象施設を現状に回復（地震、津波
等の災害により損傷した部分を除く。）しなければならない。この場合において、避難者等が避
難をしたことによって、対象施設に損傷を与えたことが明らかな箇所があるときは、その回復
に要する費用は甲が負担する。 
２ 前項の規定について、その他原状に回復しなければならない箇所については、甲乙の協議
により決定するものとする。 
 
  

 (損害賠償責任) 
第６条 対象施設が津波一時避難施設として使用中の期間において、乙は、当該対象施設内に
おいて発生した避難者等に係る事故、その他の損害に対する一切の責任を負わないものとする。
ただし、乙の責に帰するべき事由により生じた場合は、この限りでない。 
 
(津波一時避難施設の表示） 
第７条 甲は、対象施設に津波一時避難施設であることを看板等により表示し、避難者等に周
知するものとする。 
 
 (有効期間) 
第８条 この協定は、締結の日から１年間その効力を有するものする。ただし、甲乙いずれか
一方が文書をもって協定の終了を通知しない限り、期間満了後、更に１年間その効力を有する
ものとする。 
 
 (協議事項) 
第９条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、甲乙協議の上、その都
度決定するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する
ものとする。 
 
 令和５年８月７日 
 
              甲 愛媛県今治市別宮町一丁目4番地1 
                今治市 
                今治市長  徳永 繁樹 
 
              乙 愛媛県今治市片原町一丁目3番地2 
                今治港湾合同庁舎管理官庁 
                今治海上保安部長 村本 克巳
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（４）住宅安全性の確保・避難所・被災者支援関係 
 

資料〔１９－４・１〕 

災害時等の避難場所として施設を使用することに関する協定書 

（今治立花農業協同組合） 
 
今治市（以下「甲」という。）と今治立花農業協同組合（以下「乙」という。） は、大規模な

地震、風水害等が発生し、又は発生の恐れがある場合において、鳥生地区住民が避難する施設
の提供につき、必要な事項を次のとおり定める。 
 
（避難施設） 
第１条 避難場所として使用する施設は、今治立花農業協同組合本所会議室とする。 
（手続等） 
第２条 甲は、前条の施設の使用について乙に協力を要請する場合は、あらかじめ電話等で確
認のうえ、次に掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する場
合は、この限りでない。 

（１）避難者の概数 
（２）使用する期間 
（費用負相） 
第３条 施設使用に要する費用は、無償とする。ただし、使用期間が連続して２日を越える場
合は、別途甲乙協議するものとする。 

（有効期限） 
第４条 この協定書の有効期限は毎年度末とし、甲乙いずれかからも、異議の申し出がない場
合は、翌年度も自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

（疑義の解決） 
第５条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議
して决定するものとする。 

 
この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を所

持する。 
  
平成１８年２月９日 
 

甲  今治市別宮町一丁目４番１ 
今治市長  越智 忍       

 
乙  今治市北鳥生町三丁目３番14号 

今治立花農業協同組合 
組合長   小川 春夫      

 

協定書の解釈・運用方針について 

 

 

災害時等の避難場所として施設を使用することに関する協定書の解釈・運用方針について

は、下記のとおりとする。 

 

 

記 

 

該当条項 解釈・運用方針 

前文 『鳥生地区住民』とは鳥生校区、城東校区の住民をいう。 

第１条 
施設の避難人員定数は７０名とする。ただし、災害の状況によつて

は、定員を越えての受け入れも積極的に行うものとする。 

第３条 

『使用期間が連続して２日を越える場合』とは、今治市が避難場所使

用の依頼（連絡）をしたときから、使用を終了するまでの間が４８時

間を経過した場合をいう。 

第４条 

終了の申し出を行うときは、原則期限の２ヶ月前までに行うものとす

る。特別な事情がある場合でも１ケ月前までには行わなければならな

い。 
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資料〔１９－４・２〕 

災害時における家屋被害認定調査に関する協定書（愛媛県土地家屋調査士会） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と愛媛県土地家屋調査士会（以下「乙」という。）は、災害時
における家屋被害認定調査（以下「認定調査」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（認定調査への協力） 
第１条 甲は、今治市内に災害が発生した場合において、乙の協力が必要と認めるときは、乙
に対し、認定調査の実施について協力を要請することができる。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、乙の会員を甲に派遣し、甲と協力して認定調査を実施す
る。 

（認定調査の内容） 
第２条 認定調査の内容は、次に掲げるものとする。  

(1) 災害に係る住家の被害認定基準運用指針（平成13年６月28日府政防第518号内閣府政策
統括官（防災担当）通知）に基づき、甲の職員と連携して、今治市内の家屋を調査する
こと。 

(2) 甲が発行したり災証明について、市民からの相談の補助をすること。 
（費用の負担） 
第３条 甲は、第１条第２項の規定により派遣された会員の人件費を負担しない。 
２ 甲は、認定調査に必要な資機材の費用を負担するものとする。 
（研修会への参加） 
第４条 甲又は乙は、認定調査に必要な知識を提供するため、必要に応じて研修会を開催する
ものとし、甲の職員又は乙の会員は、当該研修会に参加することができる。 

（秘密の保持） 
第５条 乙及び乙の会員は、認定調査の実施により知り得た甲又は第三者の秘密を第三者に漏
らしてはならない。認定調査の終了後も、また同様とする。 

（従事者の災害補償） 
第６条 乙は、認定調査に従事した乙の会員が当該調査のために負傷し、疾病にかかり、又は
死亡した場合は、乙が別途加入する災害補償保険等により対応する。 

（有効期間） 
第７条 この協定の有効期限は、協定締結の日から平成25年３月31日までとする。ただし、有
効期間満了の日までに甲又は乙から何らの意思表示がないときは、この協定は更に１年間延
長するものとし、以後も同様とする。 

２ 甲又は乙は、この協定の有効期間満了前にこの協定を解除しようとするときは、30日前ま
でに解除の申入れをしなければならない。 

（定めのない事項等の処理） 
第８条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、法令（今治市の条例、
規則等を含む。）の定めるもののほか、甲、乙協議の上処理するものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上各自１通
を保有する。 

平成２５年２月２６日 
甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今 治 市 市 長  菅 良二 
乙 松山市南江戸一丁目４番１４号 

愛媛県土地家屋調査士会 会 長 末光 健二 
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資料〔１９－４・３〕 

災害発生時における今治市と今治市内郵便局の協力に関する協定 

（今治市内郵便局） 
 
愛媛県今治市（以下「甲」という。）と今治市内郵便局（別紙に掲げる郵便局、以下「乙」と

いう。）は、今治市内に発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が相互に協力し、
必要な対応を円滑に遂行するために次のとおり協定する。 
 
(定義) 
第１条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２条
第１号に定める被害をいう。 

(協力要請) 
第２条 甲及び乙は、今治市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互
に協力を要請することができる。 

(1) 緊急車両等としての車両の提供 
(車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。) 

(2) 甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先リス
ト等の情報の相互提供 

(3) 郵便局ネットワークを活用した広報活動 
(4) 災害救助法（平成22年法律第118号）適用時における乙による次のサービス 
   ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 
   イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 
   ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 
   工 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 
(5) 乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 
(6) 避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並び
にこれらを確実に行うための必要な事項（避難者情報確認シート（別記様式第2条関係）（避
難先届）又は転居届けの配布及び回収を含む。） 

(7) 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 
(8) 前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 
(協力の実施) 
第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支障
のない範囲内において協力するものとする。 

(経費の負担) 
第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その
他に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負
担する。 

２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の
上、決定するものとする。 

(災害情報連絡体制の整備) 
第５条 甲及び乙は、災害時の安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議
するものとする。 

(情報の交換) 
第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を
行う。 

(連絡責任者) 
第７条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 
        甲 今治市総務部長 
        乙 日本郵便株式会社 今治郵便局総務部長 
(協議) 
第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決
定する。 

(有効期間) 
第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２８年３月３１日までとする。ただし、
甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、有効期間最終日から起算し、さらに翌
年度も効力を有するものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方が押印の上、各自１通を保有す

る。 
 
平成２７年７月２８日 
 
   甲 住所 愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
     今治市 
     代表 今治市長             菅  良 二    
 
   乙 住所 愛媛県今治市旭町一丁目３番地４ 
     今治市内郵便局 
     代表 日本郵便株式会社 今治郵便局長   

藤 本 善 幸     
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別紙  
今治市内郵便局 

郵便局名 住所 
今治郵便局 愛媛県今治市旭町１－３－４ 
菊間郵便局 愛媛県今治市菊間町浜４５０ 
大三島郵便局 愛媛県今治市大三島町宮浦５１７０ 
玉川郵便局 愛媛県今治市玉川町大野甲１３３－９ 
桜井郵便局 愛媛県今治市桜井４－４－１０ 
波止浜郵便局 愛媛県今治市地堀１－３－１ 
吉海郵便局 愛媛県今治市吉海町八幡１６７－２ 
伯方郵便局 愛媛県今治市伯方町木浦甲３４５８－２ 
今治国分郵便局 愛媛県今治市国分３－２－４１ 
今治近見郵便局 愛媛県今治市鐘場町１－３－１ 
亀岡郵便局 愛媛県今治市菊間町佐方２６４ 
上浦郵便局 愛媛県今治市上浦町井口６０１０－２ 
今治拝志郵便局 愛媛県今治市拝志１１－２９ 
今治常盤町郵便局 愛媛県今治市常盤町７－５－３９ 
今治室屋町郵便局 愛媛県今治市室屋町２－２－１ 
波方郵便局 愛媛県今治市波方町波方甲２２６４－３９ 
今治延喜郵便局 愛媛県今治市延喜甲３８８－２ 
伯方有津郵便局 愛媛県今治市伯方町有津甲８９４－４ 
野々江簡易郵便局 愛媛県今治市大三島町野々江６６８ 
大下簡易郵便局 愛媛県今治市関前大下甲６５－１ 
盛簡易郵便局 愛媛県今治市上浦町盛２６５０ 
今治共栄郵便局 愛媛県今治市共栄町４－３－１５ 
関前郵便局 愛媛県今治市関前岡村甲７３８－１０ 
西伯方郵便局 愛媛県今治市伯方町北浦甲２２２５ 
今治大浜郵便局 愛媛県今治市大浜町２－１－４１ 
大西郵便局 愛媛県今治市大西町新町甲３０７－１ 
今治本町五郵便局 愛媛県今治市本町６－４－２８ 
甘崎郵便局 愛媛県今治市上浦町甘崎２６２９ 
今治鳥生郵便局 愛媛県今治市南鳥生町２－１－３６ 
今治中寺郵便局 愛媛県今治市中寺５３９ 
今治小泉郵便局 愛媛県今治市小泉４－１２－１７ 
小部郵便局 愛媛県今治市波方町小部甲６２８ 
泊郵便局 愛媛県今治市吉海町泊１４６２－２ 
今治松本郵便局 愛媛県今治市松本町３－４－１６ 
上朝倉簡易郵便局 愛媛県今治市朝倉上甲７９８－１ 
今治北日吉郵便局 愛媛県今治市北日吉町１－１４－４ 
今治蒼社郵便局 愛媛県今治市蒼社町１－３－４６ 
今治東門郵便局 愛媛県今治市東門町１－７－４３ 
口総郵便局 愛媛県今治市大三島町浦戸２－７ 
宮窪郵便局 愛媛県今治市宮窪町宮窪２８９９ 
朝倉郵便局 愛媛県今治市朝倉下甲４６０－２ 
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資料〔１９－４・４〕 

災害時等における物資の供給に関する協定書（株式会社越智工業所） 
 
今治市（以下「甲」という。）と株式会社越智工業所（以下「乙」という。）は、災害時等に

おける物資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
(物資供給の要請) 
第１条 甲は、今治市内において災害対策基本法（昭和３６年法律２２３号）第２条第１号に
規定する災害（以下「災害」という。）が発生し、又はそのおそれがある場合において、乙に
対し、物資の供給を要請することができる。 

(物資供給の協力) 
第２条 乙は、甲から前条による要請があった場合、乙が保有する別表に掲げる物資を可能な
範囲で優先的に甲に供給するものとし、甲が指定した引渡場所に運搬するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲から要請があったときは、別表に掲げる物資以外の物資
を甲に供給することができる。この場合において供給する物資は甲、乙協議の上指定するも
のとする。 

(要請手続き) 
第３条 第１条の規定による甲の要請は、品目、数量、引渡場所等の要請内容を記した文書
（別記様式第１号）を乙に通知することにより行うものとする。ただし、文書による要請が
困難な場合は電話等で要請し、その後速やかに文書で通知するものとする。 

(物資の運搬、引渡し) 
第４条 物資の引渡場所までの運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙が自ら運
搬することができない場合は、甲が定める運送手段により運搬するものとする。 

２ 甲は、指定した引渡場所に職員を派遣し、乙の提出する納品書(別記様式第２号)により物
資を確認の上、引き取るものとする。この場合において、乙は甲が物資を適切に取り扱える
よう協力するものとする。 

(費用の負担) 
第５条 乙が供給した物資及び物資の運搬等に要した経費については甲が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における適正な価格を基準とする。 
(費用の請求及び支払い) 
第６条 乙は物資の引渡しが完了したときは、甲に対し請求書により費用を請求するものとす
る。 

２ 甲は前項の請求書を受理したときは、内容を確認し、遅滞なく費用の支払いを行うものと
する。 

(別表の更新) 
第７条 乙は毎年度供給することができる物資を確認し、別表を更新の上、甲に提出するもの
とする。 

(協議事項) 
第８条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、甲、乙協議の上、その
都度決定するものとする。 

（有効期間） 
第９条 この協定は、締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終
了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 

 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各自１通を保有す

るものとする。 
 
平成２９年 １月１０日 
               甲 愛媛県今治市別宮町１－４－１ 
                 今 治 市 
                 今 治 市 長 菅 良二 
                

乙 愛媛県今治市桜井２丁目７－９０ 
                 株式会社越智工業所 
                 代表取締役社長 越智 戒 
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（様式第１号） 
 

  年  月  日 
 

株式会社 越智工業所 様 
 

今 治 市 長 
 
 

災害時等における物資の供給要請書 
 
 災害時等における物資の供給に関する協定書第１条及び第３条に基づき、次のとおり物資
の供給を要請します。 
 

品 目 数 量 引渡し場所 備 考 

    

        

担

当

者

欄 

 
今治市災害対策本部(        課 )                                               
（担当者）              
氏 名               印 
 

（様式第２号） 
 

  年  月  日 
（宛先） 

今 治 市 長  
株式会社 越智工業所 

（担当者）氏 名 印 
 

物 資 納 品 書 
 

   年  月  日付災害時等における物資の供給要請書により要請のあった物資を、次
のとおり納品します。 

 

品 目 数 量 引渡し場所 備 考 

    

    

確

認

欄 

上記、確認しました。 

 
今治市災害対策本部 (           課 ) 
（担当者） 
氏 名                 印 
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別表（第２条関係）  
 
株式会社 越智工業所 
保有物資一覧表 
 

種 類 品番 数量 

ビッグクイックシェルターZ 

Z 

１基 

ZS 

１基 

オールアルミ60秒テント S-6 3X6M 

50基 

スーパーキングEテント 

2号 1,5X2K 

50基 

3号 2X3k 

100基 
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資料〔１９－４・５〕 

災害時における被災者支援に関する協定書（愛媛県行政書士会） 
 
今治市（以下「甲」という。）と愛媛県行政書士会（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る被災者支援に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市内で地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害時」
という。）において、被災者が甲に対して行う申請等を行政書士が支援し、申請の手続きを円
滑に行うための体制を整えることを目的とする。 

（行政書士業務の範囲） 
第２条 この協定において行政書士が関与できる業務（以下「行政書士業務」という。）は、次
に掲げる事項とする。 

 （１）罹災証明書申請書類に関する相談 
 （２）相続関係書類に関する相談 
 （３）許認可申請書類に関する相談 
 （４）自動車登録申請書類に関する相談 
 （５）その他行政書士法に定める業務に関する相談 
（６）その他甲が必要と認める業務 

２ 前項に規定する業務のほか、同業務の実施に必要な次に掲げる事項を行う。 
 （１）乙による被災者支援相談窓口の設置 
（２）今治市への乙の会員の派遣 

（支援業務の要請） 
第３条 甲は、災害時において、被災者支援のため行政書士業務が必要と認める場合は、乙に
対して前条第１項に規定する行政書士業務の実施及び同条第２項に規定する同業務の実施に
必要な事項を要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は、原則として災害時支援要請書（別記様式）により行うものとす
る。ただし、緊急を要するときは電話、ファクシミリ等の方法により行い、後日速やかに災
害時支援要請書を送付するものとする。 

（協力の実施） 
第４条 乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その要請を実施するための措置を行う
とともに、その措置の状況を甲に通知するものとする。 

（相談場所の調整及び広報） 
第５条 甲は、災害時において乙に協力を要請する際には、乙が行政書士業務を実施する場所
を設置するとともに、当該業務の調整及び支援活動の広報等に努めるものとする。 

（報告） 
第６条 乙は、実施した行政書士業務相談の件数、対象者及び相談内容について、随時甲に書
面で報告をするものとする。ただし、範囲は行政書士が法令上遵守すべき守秘義務に反しな
いものとする。 

（災害時の体制整備等） 
第７条 乙は、災害時又は今治市内で地震、風水害その他の災害が発生するおそれがある場合

において必要と認めるときは、甲の要請に直ちに対応できる体制を確保するよう努めるもの
とする。 

２ 甲及び乙は、この協定に基づく業務を円滑に行うため、あらかじめ連絡責任者を選定し、
相互に通知するとともに、平時からの情報交換に努めるものとする。 

３ 甲及び乙は、前項の連絡責任者に変更があった場合は、遅滞なく相手方に通知するものと
する。 

（費用負担） 
第８条 行政書士業務は無料とし、被災者からは報酬を受け取らないものとする。ただし、実
費が必要な場合は、被災者が負担するものとする。 

２ 行政書士業務の実施に必要な人件費等の経費は、乙が負担するものとする。 
３ 前２項に定めるもののほか、特別な経費が必要となる場合は、甲乙双方で協議し、決定す
るものとする。 

（損害への対応） 
第９条 行政書士業務の実施において、乙又は乙の会員に損害が生じた場合、甲の責めに帰す
べき事由によらないものについては、乙の責任において対処するものとする。 

（有効期間） 
第１０条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただ
し、有効期間満了日の１箇月前までにこの協定の解除又は変更について、甲及び乙のいずれ
からもなんらの意思表示がないときは、更に１年間延長されるものとし、その後においても
同様とする。 

（協議） 
第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた事項については、甲と乙が
協議して定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各自その１通を保

有する。 
 
 平成２９年２月２１日 
 
                 
              甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
                今治市 

今治市長   菅 良二 
 
                松山市錦町９８番地１ 
              乙 愛媛県行政書士会 
                会長     矢野 浩司 
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（別記様式） 
 

第         号 
平成  年  月  日 

 
愛媛県行政書士会 会長 様 
 

今治市長  

 

災害時支援要請書 

 
災害時における被災者支援に関する協定書第３条の規定に基づき、次のとおり協力を要請し

ます。 
 

要 請 内 容 

 

場     所 

 

期     間 

 

備     考 

 

 

要 請 担 当 者 

所属 

職名          氏名 

電話番号 

電話・ファクシミリ
等による要請日時 

平成  年  月  日（ ）午前・午後  時  分頃 
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資料〔１９－４・６〕 

災害時における被災者への救助活動協力に関する協定書 

（イオンモール株式会社、イオンリテール株式会社） 
 

 今治市（以下「甲」という。）とイオンリテール株式会社（以下「乙」という。）とは、今治
市内において地震、風水害等の大規模災害（以下「災害」という。）が発生した場合における救
援物資の供給及び被災者の応急救済に係る防災活動協力に関し、甲と乙とが締結していた「災
害時における支援協力に関する協定書」（平成21年1月15日締結）を発展的に見直し、甲、乙及
びイオンモール株式会社（以下「丙」という。）の間で次の通り協定を締結する。 
 
（主旨） 
第１条 この協定は、今治市域で災害が発生した場合において、被災者の応急救済に係わる活

動協力について、必要な事項を定めるものとする。 
（協力の内容） 
第２条 災害が発生した場合において、甲は、乙及び丙に対し、次の事項について協力を要請

することが出来るものとし、乙及び丙は、この要請に対し可能な限り協力するものとす
る。 

（１）  乙及び丙の所有または管理する駐車場を災害対策基本法第 49 条の 4 に基づく指
定緊急避難場所（以下「避難場所」という。）として被災者に提供すること。 

（２）  乙及び丙の店舗等において、被災者に対し、テレビ・ラジオ等で知り得た災害概
況を提供すること。 

（３）  乙及び丙の店舗等において、被災者に対し、食料・生活物資等を提供すること。 
 ２ 甲、乙及び丙は、前項に掲げる事項以外についても、相互に協力を要請することがで

きるものとする。 
（支援の要請手続き） 
第３条 前条の規定による甲の要請（以下「要請」という。）は、文書をもって行うものとする。

ただし、緊急を要するときは、口頭または電話をもって要請し、事後、速やかに文書を
提出するものとする。 

（連絡責任） 
第４条  この協定に関する連絡責任者は、甲においては今治市総務部防災危機管理課長とし、

乙においては、イオン今治店店長及びイオンスタイル今治新都市店長とし、丙において
は、イオンモール今治新都市ゼネラルマネージャーとする。 

（避難誘導及び退去誘導） 
第５条 甲は、乙又は丙の駐車場に設置された避難場所に職員を派遣し、避難した地域住民の

対応にあたる。 
 ２ 甲は、乙及び丙と協議し、避難場所の収容面積確保が必要と認めるときは、乙又は丙

を利用するものに対し、乙又は丙の駐車場への自動車の進入を禁止することができるも
のとする。 

  ３ 甲は、避難勧告又は避難指示(緊急)が解除されたときは、甲の責任において速やかに
避難住民を避難場所から退去させるものとする。 

（費用の負担） 
第６条 第2条第1項第3号に規定する物資の提供に要した費用の負担については、甲、乙及び丙

が協議して決定するものとする。この場合において物資の価格は、災害発生時直前にお
ける適正価格とし、甲は、乙又は丙に支払う代金を適法な支払請求書を受理してから30
日以内に支払うものとする。 

（情報の交換） 
第７条 甲、乙及び丙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情報の

交換を行うものとする。 
（協定書の有効期間） 
第８条 この協定は、締結の日から効力を有するものとし、甲、乙及び丙が文書をもって協定

の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 
（疑義等の決定） 
第９条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲、乙及び

丙が協議のうえ、これを定めるものとする。 
 

この協定の成立を証するため本書を3通作成し、甲乙丙それぞれ署名押印のうえ、各自
1通を保有する。 

 
平成２９年 ７月２０日 
 

甲  愛媛県今治市別宮町一丁目4番地1 
今治市 
今治市長  菅 良二 

            
乙  広島市南区段原南一丁目3番52号 

イオンリテール株式会社  
中四国カンパニー  
支社長   浜口 好博 

 
丙  千葉市美浜区中瀬一丁目5番地1 

イオンモール株式会社 
代表取締役 吉田 昭夫 
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資料〔１９－４・７〕 

災害時における動物救護活動及び被災者への救助活動に関する連携協定書 

（公益財団法人愛媛県獣医師会、岡山理科大学獣医学部） 
 

今治市（以下「甲」という。）、公益社団法人愛媛県獣医師会（以下「乙」という。）及

び岡山理科大学獣医学部（以下「丙」という。）は、災害時に被災動物及び被災者に対し、

必要な支援を行うため動物救護活動及び被災者への救助活動（以下「活動」という。）に

関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第233号）第42条第1項の規定によ

る今治市地域防災計画及び「愛媛県今治市と岡山理科大学との連携協力に関する協定

書」に基づき、災害時において甲が行う活動を円滑かつ効果的に実施するため、乙及

び丙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象動物） 

第２条 動物救護活動の対象となる動物（以下「被災動物」という。）は、次のとおりと

する。 

（１）被災者が同行する犬及び猫（以下「伴侶動物」という。） 

（２）乙が救護した被災により逸走・放浪していた犬及び猫 

２ 前項に定めのない動物を対象とする場合は、甲、乙及び丙が協議の上、決定するも

のとする。 

（活動の拠点） 

第３条 丙は、丙の所有又は管理する施設の一部（大学事業継続計画に必須の施設を除

く。以下同じ。）を今治市被災動物救護センター等の設置のため、甲及び乙へ貸与する

ものとする。 

２ 丙は、丙の所有又は管理する施設の一部を災害対策基本法第49条の４に基づく指定

緊急避難場所及び同法第49条の７に基づく指定避難所として被災者の用に供するため

甲に貸与するものとする。指定避難所の種類として設けるものは、次に掲げるものと

する。 

（１）一般の避難者が避難する指定避難所 

（２）伴侶動物との同行避難が可能である指定避難所（伴侶動物と別所） 

（３）伴侶動物との同行避難が可能であり、かつ同室での避難が可能である指定避難所

（伴侶動物と同室） 

３ 甲は、災害状況を勘案し、前２項の規定以外の場所で、動物救護活動が必要と認め

た際には、最適と思われる場所を、活動拠点として乙及び丙に知らせるものとする。 

（協力の内容） 

第４条 乙が実施する協力の内容は、次に掲げる事項とする。 

（１）負傷した動物への応急手当に関すること。 

（２）被災動物の保護、収容及び健康管理（健康相談を含む。）に関すること。 

（３）被災動物に関する情報の収集及び提供に関すること。 

（４）施設、設備及び物資の提供、その他必要な災害応急業務に関すること。 

２ 丙が実施する協力の内容は次に掲げる事項とする。 

（１）活動の拠点の貸与に関すること。 

（２）被災者救助活動における大学教職員及び学生ボランティア等の派遣に関すること。 

（３）甲の協力要請に基づき乙が実施する動物救護活動の支援に関すること。 

（協力要請等の手続） 

第５条 甲は、乙及び丙に前条の協力を要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにし

て、文書により要請の内容を通知するものとする。ただし、緊急の場合は、口頭その

他の方法により要請を行い、事後、速やかに文書を送付するものとする。 

（１）活動の内容 

（２）活動を行う場所 

（３）活動を行う日時 

（４）要請の理由 

（５）前各号に掲げるもののほか必要な事項 

２ 甲は、前項の規定による要請について、重要な変更が生じたとき、また、その活動

が必要でなくなったときは、速やかに乙及び丙に通知するものとする。 

（活動の実施） 

第６条 乙及び丙は、前条第1項の要請を受けた事項に関して、相互協力のもと、可能な

限り誠意を持って必要な活動を実施するものとする。 

２ 甲、乙及び丙は、活動を円滑かつ効果的に遂行するために、適宜、情報交換を行う

ものとする。 

３ 乙及び丙は、自ら活動を要すると判断した場合には、甲に活動の実施を促すことが
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できるものとする。その際、甲は、遅滞なく実施の可否について判断し、乙及び丙に

通知するものとする。 

（活動の把握、報告と終了） 

第７条 甲は、活動の経過の把握に努め、乙及び丙は、活動の途中経過を甲へ報告する

とともに、活動を終了したときは、速やかに甲へ文書により報告するものとする。な

お、活動の終了については甲、乙及び丙と協議の上、判断するものとする。 

（費用負担） 

第８条 本協定に基づき実施する動物救護活動で必要となる物資、旅費、宿泊費等の経

費については、原則として甲及び乙が協議の上、負担するものとする。なお、愛媛県

が負担する経費についてはこの限りではない。 

２ 本協定に基づき実施する被災者への救助活動で必要となる物資等の経費については、

原則として甲が負担する。 

３ 丙は、活動のために必要とする施設等を甲へ貸与するものとする。また、活動に係

る経費については、可能な限り協力するものとする。 

４ 乙及び丙は、動物救護活動に対する寄附金や義援金の募集に努め、活動経費に充て

ることができる。 

（物資等の搬送） 

第９条 甲は、活動に必要な物資等の円滑な搬送について、必要な措置を講じるものと

する。 

（連絡体制） 

第10条 この協定の運用に関し、甲における連絡窓口は、今治市災害対策本部とし、乙

及び丙にあってはそれぞれの事務局とする。 

（平常時の対応等） 

第11条 甲、乙及び丙は、平常時から、活動が円滑に実施できるよう連絡支援体制の構

築並びに連絡調整を行い、訓練等の実施に努めるものとする。 

２ 乙は、平常時から乙の会員に対し、本協定の周知及び啓発に努め、災害発生時に乙

の会員が円滑に活動を実施できるよう必要な調整を行うものとする。 

３ 丙は、平常時から丙の教職員及び学生に対し、本協定の周知及び啓発に努め、災害

発生時に丙の教職員及び学生が円滑に活動を実施できるよう必要な調整を行うものと

する。 

４ 甲、乙及び丙は、活動の円滑な実施を図るため、平常時の対応等におけるその他必

要な事項について、別途協議のうえ定めるものとする。 

５ 甲における動物救護活動に関する連絡窓口は、今治市生活環境課とし、被災者への

救助活動に関する連絡窓口は、今治市防災危機管理課、乙及び丙にあってはそれぞれ

の事務局とする。 

（協議） 

第12条 この協定に関し、疑義または定めのない事項が生じたときは、その都度甲、乙

及び丙で協議し、決定するものとする。 

（協定の期間及び更新） 

第13条 この協定は、締結の日から効力を有し、甲、乙または丙から申出がない限り継

続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙及び丙がそれぞれ署名

押印の上、各自その１通を保有する。 

 

平成 30 年12月２日 

 

甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  菅 良二 

 

乙 松山市三番町六丁目１番地８ 

公益社団法人愛媛県獣医師会 

会  長  寺町 光博 

 

丙 今治市いこいの丘１番３ 

岡山理科大学獣医学部 

学 部 長  吉川 泰弘 
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資料〔１９－４・８〕 

災害時等における支援に関する協定書（キスケ株式会社） 
 

今治市（以下「甲」という。）とキスケ株式会社（以下「乙」という。）は、災害時等におけ

る支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

(協力要請) 

第１条 甲は、今治市内において災害対策基本法（昭和３６年法律２２３号）第２条第１号に

規定する災害（以下「災害」という。）が発生し、又はそのおそれがある場合において、乙に

対し、次条に掲げる協力を要請することができる。 

（協力内容） 

第２条 乙の保有する温泉施設における協力の内容は次の各号に掲げる事項とする。 

 

（１）保有する雑用水の提供 

（２）保有する飲料水の提供 

（３）被災者へ入浴機会の提供 

（４）入浴機会の提供時における乙の保有する消耗品の提供 

（５）帰宅困難者へ一時滞在施設として施設の提供 

２ 乙の保有する温泉施設以外の施設における協力の内容は次の各号に掲げる事項とする。 

（１）備蓄物資の提供 

（２）避難場所として施設駐車場の提供 

３ 上記に定めのない協力の内容については、甲、乙協議の上決定するものとする。 

(協力の実施) 

第３条 乙は、甲から第１条による要請があった場合、乙の可能な範囲で協力を実施するもの

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は自ら協力の実施を要すると判断した場合には、自らの意思

で協力を実施することができる。その際、乙は協力の実施状況について遅滞なく甲へ通知す

るものとする。 

(要請手続き) 

第４条 第１条の規定による甲の要請は、文書により行うものとする。ただし、文書による要

請が困難な場合は電話等で要請し、その後速やかに文書で通知するものとする。 

(経費の負担) 

第５条 この協定に基づく協力及び要請により生じた経費については、法令その他特別に定め

がある場合を除くほか、原則として乙が無償でこれを提供するものとする。 

 (別表の更新) 

第６条 乙は、この協定における協力の内容を円滑に実施するため、施設名称、所在地、連絡

先、備蓄物資等を記載した別表を作成する。なお、乙は毎年度別表を更新の上、甲に提出す

るものとする。 

(協議事項) 

第７条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、甲、乙協議の上、その

都度決定するものとする。 

（有効期間） 

第８条 この協定は、締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有す

るものとする。 

 

平成３０年１２月２５日 

 

              甲 愛媛県今治市別宮町１－４－１ 

                今 治 市 

                今 治 市 長  菅 良 二 

 

              乙 愛媛県松山市宮田町４ 

                キスケ株式会社 

                代 表 取 締 役   山路 義則 
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別表（第６条関係） 

施設 
区分 

温泉施設 温泉施設以外 

施設 
名称 

しまなみ温泉 
喜助の湯 

キスケパオ 
今治本店 

キスケパオ
小泉店 

キスケ 
カラオケ

WAO 

キスケパオ
鳥生店 

キスケパオ
中寺店 

所在地 

今治市中日
吉町 1 丁目
2番地30 

今治市別宮
町 1 丁目 2
番地4 

今治市小泉
3 丁目 1 番
32号 

今治市小泉
3丁目12番
30号 

今治市南鳥
生町 2 丁目
3番52号 

今治市中寺
239番地4 

連絡先 
(0898) 

22-0026 32-2257 31-8397 23-1511 32-0369 23-8808 

協力 

内容 
 

第2条 

関係 

(1) 保有す
る雑用水の
提供 
(2) 保有す
る飲料水の
提供 
(3) 被災者
への入浴機
会の提供 
(4) 入浴機
会の提供時
における乙
の保有する
消耗品の提
供 
(5) 帰宅困
難者へ一時
滞在施設と
して施設の
提供 

(1)備蓄物
資の提供 
(2)避難場
所として施
設駐車場の
提供 

(1)備蓄物
資の提供 
(2)避難場
所として施
設駐車場の
提供 

(2) 避難場
所として施
設駐車場の
提供 

(1)備蓄物
資の提供 
(2)避難場
所として施
設駐車場の
提供 

(1)備蓄物
資の提供 
(2)避難場
所として施
設駐車場の
提供 

備蓄 

物資 

入浴機会提
供時におけ
る消耗品 

飲料水、携
帯トイレ、
アルミブラ
ンケット 
（各500名分） 

未定 
（今後実施予定） 未定 未定 

（今後実施予定） 
未定 

（今後実施予定） 
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資料〔１９－４・９〕 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 
今治市（以下「甲」という。）と社会福祉法人 ○○○○（以下「乙」という。）とは、災害

時における福祉避難所の設置運営に関して、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、大規模な地震や風水害等の災害（以下「災害」という。）により要配慮者
が避難を余儀なくされた場合に、甲からの要請に基づき乙の所有する施設を福祉避難所とし
て使用することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 
（定義） 
第２条 この協定において次の各項に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１）要配慮者   身体等の状況が、福祉施設や医療機関等に入所又は入院するに至らない

程度の在宅の者で、一般の避難所生活において何らかの特別な配慮を要
する者をいう。 

（２）福祉避難所  前号に定める要配慮者及びその家族等の付添人を受け入れるために特別
な配慮がなされた避難所をいう。 

 
（福祉避難所） 
第３条 福祉避難所は、別表のとおりとする。 
 
（施設の使用の要請及び受諾） 
第４条 甲は、災害時において、要配慮者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該要配慮者
の受入を要請するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で受諾するよう努めるものとする。 
 
（手続等） 
第５条 甲は、前条の規定により福祉避難所の使用について乙に協力を要請する場合は、次に
掲げる事項を明らかにして書面で行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限り
ではない。 

（１）要配慮者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
（２）身元引受人の氏名、連絡先等 
（３）福祉避難所として使用する期間 
 
（要配慮者の移送） 
第６条 福祉避難所への要配慮者の移送は、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が行う
ものとする。 

２ 乙は、甲から要配慮者の移送に関する協力の要請があった場合は、可能な範囲で協力する
よう努めるものとする。 

 

（物資の調達） 
第７条 福祉避難所の運営に必要な日常生活用品、食糧等の物資の調達は、原則として甲が行
うものとする。 

２ 災害の状況により、甲による調達が困難である場合、乙は、可能な範囲で自らが保有する
物資の提供に努めるものとする。 

 
（福祉避難所の開設期間） 
第８条 福祉避難所の開設期間は、災害発生日より７日以内とする。ただし、甲が期間を延長
する必要があると認めるときは、乙との協議のうえ、開設期間の延長を行うことができるも
のとする。 

 
（経費の負担） 
第９条 福祉避難所として、乙が要配慮者の受入れに要した経費については、災害救助法（昭
和22年法律第108号）その他関連法令等の定めるところにより、甲が所要の実費を負担する
ものとする。 

 
（受入れ可能人員等） 
第10条 甲及び乙は、本協定締結後、災害時の連絡体制、受入れ可能人員、介護支援者数、必
要物資等について、あらかじめ協議するものとする。 

 
（個人情報の保護） 
第11条 乙は、福祉避難所の設置運営に当たり知り得た要配慮者等又はその家族等の情報を、
甲以外の者に漏らしてはならない。 

 
（協議） 
第12条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲乙協議のうえ処理
するものとする。 

 
（効力） 
第 13 条 この協定は、締結の日から翌年度の3 月 31 日まで効力を有する。ただし、期間満了
の１月前までに甲又は乙から書面による解約の申出がないときは、なお、１年間効力を有す
るものとし、以後も同様とする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。 
 

令和  年  月  日 
 

（甲）  今治市別宮町１丁目４番地１ 
    今治市長 

 
 

（乙）   
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協定済み指定福祉避難所一覧                    R6.9.30現在 

NO. 法人名 法人所在地   事業所名 事業所在地 協定日 施設種別 

1 
社会福祉法人 

今治福祉施設協会 
今治市南宝来町1丁目９番地８ 

1 泉荘 今治市新谷甲1884番地1 

H26.3.24 

養護老人ホーム 

2 日高荘 今治市小泉5丁目6番38号 特別養護老人ホーム 

3 唐子荘 今治市旦甲472番地1 特別養護老人ホーム 

4 今治育成園 今治市町谷甲746番地 
障がい者支援施設 

（入所・知的障がい） 

5 今治療護園 今治市町谷甲756番地1 
障がい者支援施設 

（入所・知的障がい） 

6 いこいの里しみず 今治市新谷甲1882番地1 R5.9.1 養護老人ホーム 

2 社会福祉法人 藤寿会 
高知県南国市大そね乙１０７２番地１ 7 瑞鶴荘 今治市玉川町畑寺甲１５番地１ H26.3.24 特別養護老人ホーム 

高知県南国市大埇乙１０７２番の１ 8 グループホーム瑞鳳荘 今治市玉川町畑寺甲１５番地５ R1.11.19 認知症対応型共同生活介護 

3 社会福祉法人 大島福祉会 今治市吉海町仁江262番地1 9 阿育苑 今治市吉海町仁江262番地1 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

4 社会福祉法人 風早偕楽園 松山市下難波乙145番地34 10 菊仙荘 今治市菊間町種3560番地5 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

5 社会福祉法人 悠々会 今治市黄金町3丁目2番地6 11 シルバーハウス吹揚 今治市黄金町3丁目2番地6 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

6 社会福祉法人 聖マリア会 今治市上徳甲110番地1 12 みどりの郷 今治市上徳甲110番地1 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

7 社会福祉法人 寿山会 
今治市波方町養老甲1006番地 13 寿山苑 今治市波方町養老甲1006番地 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

今治市波方町養老甲１００６番地 14 グループホームパラディ 今治市波方町樋口甲１２０番地１ R1.11.19 認知症対応型共同生活介護 

8 社会福祉法人 伯方福祉会 今治市伯方町木浦甲3930番地 15 はかた寿園 今治市伯方町木浦甲3930番地3 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

9 社会福祉法人 陽成会 今治市朝倉下乙102番地2 16 リーフガーデンあさくら 今治市朝倉下乙102番地2 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

10 社会福祉法人 鷲峰会 今治市上浦町井口3865番地１ 17 多々羅の里 今治市上浦町井口3865番地１ H26.3.24 特別養護老人ホーム 

11 社会福祉法人 なごみの会 今治市別名251番地 18 今治なごみ苑 今治市別名251番地 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

12 社会福祉法人 杉の子会 今治市南大門町3丁目5番33号 

19 廣寿苑 今治市南大門町3丁目5番33号 H26.3.24 軽費老人ホーム 

20 廣寿苑 今治市高橋甲1142番地1   H31.3.5 
地域密着型特別養護老人ホー

ム 

13 社会福祉法人 興風会 今治市大西町紺原290番地1 
21 ケアハウス幸風園 今治市大西町紺原290番地1 H26.3.24 軽費老人ホーム 

22 特別養護老人ホーム幸風園 今治市大西町紺原288番地1 H26.3.24 特別養護老人ホーム 

14 社会福祉法人 日親会 今治市菊間町浜1453番地1 

23 ラ・ファミーユ 今治市菊間町浜1453番地1 H26.3.24 軽費老人ホーム 

24 
グループホーム ラ・ファミ

ーユ 
今治市菊間町浜１４５３番地１ R1.11.19 認知症対応型共同生活介護 
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NO. 法人名 法人所在地   事業所名 事業所在地 協定日 施設種別 

15 社会福祉法人 来島会 今治市北宝来町二丁目2番地12 

25 今治福祉園 今治市宮ヶ崎甲170番地 H31.3.5 
障がい者支援施設 

（入所・知的障がい） 

26 かのこ 今治市宮ヶ崎甲700番1 H31.3.5 
地域密着型特別養護老人ホ

ーム 

27 ほのか 今治市高部甲535番地1 H31.3.5 
地域密着型特別養護老人ホ

ーム 

16 
社会福祉法人 しまなみ

福祉会 
今治市宮下町1丁目1番62号 28 すずらん 今治市宮下町1丁目1番62号 H31.3.5 特別養護老人ホーム 

17 
社会福祉法人 

今治市社会福祉協議会 
今治市南宝来町1丁目９番地８ 

29 グループホームゆいの里 今治市大三島町野々 江２４３５番地１4 

R1.11.19 

認知症対応型共同生活介護 
30 グループホームゆいの家 今治市大三島町野々 江２４３５番地１ 

31 小規模多機能ゆいの村 今治市大三島町野々江２４３５番地１4 小規模多機能型居宅介護 

32 関前高齢者生活福祉センター 今治市関前岡村甲２５２５番地１ 高齢者生活福祉センター 

18 
株式会社 シルバーケア

サービス 
今治市郷本町３丁目５番３７号 

33 グループホームひまわりの家 今治市古谷甲１９番地１ 

R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 34 グループホームひまわり 今治市八町西４丁目１番１４号 

35 ふれあいの家 ひまわり 今治市郷本町３丁目５番３４号 小規模多機能型 

居宅介護 36 サテライト ひまわり 今治市八町西４丁目１番１２号 

19 医療法人 やすらぎ会 今治市別宮町２丁目１番地５ 
37 グループホームつどい 今治市南大門町２丁目２番地２ 

R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 

38 小規模多機能うらら 今治市南大門町２丁目２番地２ 小規模多機能型居宅介護 

20 
医療法人 有津むらかみ

クリニック 
今治市伯方町有津２３３５番地 

39 グループホームはなみずき 今治市伯方町北浦甲２４５８番地 

R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 

40 
看護小規模多機能型 

居宅介護おいで家あすなろ 
今治市伯方町北浦甲２４５８番地 

看護小規模多機能型 

居宅介護 

41 介護老人保健施設 あすなろ 今治市伯方町北浦甲２２８９番地１ R2.7.1 介護老人保健施設 

21 医療法人 大樹会 今治市四村１０３番地１ 42 グループホーム清水 今治市四村１０３番地５ R1.11.19 
認知症対応型 

共同生活介護 

22 
医療法人 松風会 近松

内科 
今治市大正町３丁目６番１２号 43 グループホーム松風園 今治市上徳乙２８４番地１ R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 

23 医療法人 仁明会 今治市南宝来町３丁目２番地３ 44 グループホームはとり 今治市南宝来町３丁目４番地１ R1.11.19 
認知症対応型 

共同生活介護 

24 医療法人 平成会 今治市片山３丁目１番４０号 45 ほっとやまうち 今治市常盤町８丁目４番３１号 R1.11.19 
認知症対応型 

共同生活介護 

25 社会福祉法人 成寿会 
広島県呉市広町字白石免田１３０１

０番地 
46 グループホーム関前 今治市関前岡村甲２５７４番地３ R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 

26 越智今治農業協同組合 今治市北宝来町１丁目1番地５ 47 
ＪＡおちいまばり元気まんて

ん 
今治市別名４３４番地 R1.11.19 小規模多機能型居宅介護 
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NO. 法人名 法人所在地   事業所名 事業所在地 協定日 施設種別 

27 株式会社 ドリームライン 今治市古谷甲９９２番地１ 48 小規模あさくら 今治市古谷甲９９２番地１ R1.11.19 小規模多機能型居宅介護 

28 株式会社ﾊー ﾄｳｫー ﾐﾝｸ ﾗ゙ｲﾌ藤田 今治市郷桜井４丁目２番１８号 49 
小規模多機能型居宅介護施設

ししま 
今治市桜井４丁目６番５２号 R1.11.19 小規模多機能型居宅介護 

29 
有限会社ウェルケアサービ

ス 
今治市恵美須町２丁目２番１号 

50 ウェルえがお 今治市恵美須町２丁目２番１号 
R1.11.19 

認知症対応型 

共同生活介護 51 ウェルえびす 今治市恵美須町２丁目２番４号 

30 石井ｵｱｼｽ・ｹｱｻー ﾋ゙ ｽ有限会社 松山市北久米町１００４番地７ 
52 おあしす今治 今治市郷桜井３丁目３番６７号 

R1.11.19 
小規模多機能型居宅介護 

53 おあしす北郷 今治市波方町樋口甲２０３５番地１ 小規模多機能型居宅介護 

31 有限会社 おかげさん 今治市玉川町別所甲９３番地３ 54 おかげさん 今治市玉川町別所甲９３番地３ R1.11.19 小規模多機能型居宅介護 

32 有限会社 モードハヤシ 今治市八町東５丁目７番地５ 

55 
小規模多機能型介護施設 たち

ばな南 
今治市八町東５丁目６番地２ 

R1.11.19 

小規模多機能型居宅介護 

56 
看護小規模多機能型介護施設

たちばな 
今治市上徳甲５７１番地２ 

看護小規模多機能型 

居宅介護 

33 NPO法人 ケア・サポート 今治市菊間町浜1060番地1 57 ちかみシーサイド 今治市近見町１丁目７番５０号 R1.11.19 認知症対応型共同生活介護 

34 
社会福祉法人 恩賜財団 

済生会支部 愛媛県済生会 
松山市山西町９９７番地１ 58 

済生会今治 

老人保健施設 希望の園 
今治市喜田村７丁目１番６号 R2.7.1 介護老人保健施設 

35 医療法人 滴水会 今治市末広町１丁目５番地５ 

59 老人保健施設 燧園 今治市末広町３丁目１番地６ R2.7.1 介護老人保健施設 

60 看護小規模多機能ひうち 今治市末広町３丁目３番地６ R2.7.1 
看護小規模多機能型 

居宅介護 

61 シルバーマンションひうち 今治市末広町３丁目３番地６ R2.7.1 有料老人ホーム 

36 医療法人 三省会 今治市常盤町５丁目３番地３７ 62 老人保健施設 ときわ園 今治市常盤町５丁目３番地３７ R2.7.1 介護老人保健施設 

37 医療法人 順天会 今治市北日吉町１丁目１０番５０号 63 介護老人保健施設 八惠苑 今治市北日吉町１丁目１９番１５号 R2.7.1 介護老人保健施設 

38 医療法人 隆典会 今治市別名２７４番地 64 
介護老人保健施設 

シルビウス・ケアセンター 
今治市別名２６１番地 R2.7.1 介護老人保健施設 

39 医療法人 厚仁会 今治市波方町樋口甲１６８３番地１ 65 老人保健施設 養老の里 今治市波方町樋口甲１６８６番地１ R2.7.1 介護老人保健施設 

40 医療法人 杏風会 今治市松本町２丁目６番地６ 66 
老人保健施設 

セントラルケアホーム 
今治市松本町２丁目６番地６ R2.7.1 介護老人保健施設 

41 医療法人 陽成会 今治市拝志1番２６号 

67 介護老人保健施設 ヒロセ 今治市国分７丁目４番地１ R2.7.1 介護老人保健施設 

68 グループホーム ヒロセ 今治市国分７丁目４番地３６ R2.7.1 
認知症対応型 

共同生活介護 

69 
グループホームヒロセドゥー

エ 
今治市国分７丁目５番地１１ R2.7.1 

認知症対応型 

共同生活介護 

42 医療法人 補天会 今治市米屋町３丁目１番地１５ 
70 いまばり光生園 今治市室屋町３丁目２番地１０ R2.7.1 介護老人保健施設 

71 おおにし光生園 今治市大西町九王甲６２２番地１ R2.7.1 介護老人保健施設 

43 社会福祉法人 名石会 愛媛県東温市志津川甲1927番地1 
72 シーサイド 今治市吉海町臥間４６番地２ R3.9.8 小規模多機能型居宅介護 

73 障害者施設きくま 今治市菊間町浜1174番地3 R3.9.9 共同生活援助 

44 愛媛県 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 74 愛媛県立今治特別支援学校 今治市桜井乙32-313 R4.1.28 特別支援学校 
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資料〔１９－４・１０〕 

災害時における被災地支援に関する協定書 

（公益社団法人今治青年会議所、社会福祉法人今治市社会福祉協議会） 
 
今治市（以下「甲」という。）、社会福祉法人今治市社会福祉協議会（以下「乙」という。）及び公

益社団法人今治青年会議所（以下「丙」という。）は、大規模な自然災害が発生した場合（以下「災
害時」という。）の被災地支援活動における協力に関し、協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市内における災害時において、甲、乙及び丙が相互に協力して災害ボラ
ンティア活動などの被災地支援活動を効率的かつ効果的に行うことを目的とする。 

（支援の要請） 
第２条 甲及び乙は、災害時において、次条に掲げる支援の必要があるときは、丙に対し、協力を
要請することができる。 

２ 丙は、前項の規定による甲及び乙からの要請にできる限り応じるよう努めるものとする。 
（支援の内容） 
第３条 甲及び乙が丙に対し要請する支援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 今治市災害ボランティアセンター（以下「ボランティアセンター」という。）に対する人的
支援 

(2) ボランティア活動のための資機材の調達、仕分け及び輸送 
(3) 専門的な技能を活用した支援活動 
(4) 前３号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（要請の手続） 
第４条 第２条第１項の規定による要請は、文書により行うものとする。ただし、文書で要請する
時間がないときは、口頭により要請し、その後、速やかに文書を提出するものとする。 

（費用の負担） 
第５条 この協定に基づき甲、乙及び丙が行った活動に要した費用は、各自の負担とする。 
（情報の提供） 
第６条 甲及び乙は、ボランティアセンターの開設情報など支援に必要な情報を丙に提供するもの
とする。 

（情報の交換） 
第７条 甲、乙及び丙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要な情報の交換を行うも
のとする。 

（有効期間） 
第８条 この協定は、甲、乙及び丙のいずれかから、この協定を終了する旨の申出がない限り、継
続するものとする。 

（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲、乙及び丙が協議
の上、これを定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙の三者がそれぞれ署名・押印の
上、各自１通を保有する。 
 
令和元年 ５月２３日 

 
              甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  菅  良二   
               

乙 今治市南宝来町一丁目９番地８ 
社会福祉法人 今治市社会福祉協議会 
会  長  長野 和幸  

              
 丙 今治市片原町一丁目１００番地３ 

公益社団法人 今治青年会議所 
理 事 長  渡辺  仁 
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資料〔１９－４・１１〕 

災害時における理容生活衛生関係業務の提供に関する協定書 

（愛媛県理容生活衛生同業組合今治支部） 
 
今治市（以下「甲」という。）と愛媛県理容生活衛生同業組合今治支部（以下「乙」とい

う。）は、今治市内において大規模な地震、風水害、その他の甚大な災害が発生した場合（以
下「災害時」という。）において、乙が実施する避難所等での理容業務（以下「業務」とい
う。）の提供に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 本協定は、災害時における避難者の生活衛生の向上を図るため、甲が乙に対して行う
業務の提供の要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 
第２条 甲が災害時に業務を実施する必要があると認めたときは、乙に対し業務の提供の要請
をすることができるものとする。 

２ 前項の要請は理容サービス業務要請書（別紙第１号様式）により行うものとする。ただし、
緊急を要する場合には口頭により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

３ 業務の提供の要請に際し、甲は乙に対し、道路交通情報等必要な情報を提供するものとす
る。 

（業務の提供及び報告） 
第３条 乙は、甲から前条に定める要請があったときは、組合内の調整を行った上で、業務の
提供を行う組合員を決定するものとする。 

２ 前項で決定された組合員は、可能な限り、避難所又は組合員の営業施設等において前条に
定める業務の提供を行うものとする。 

３ 前項の業務の提供を行った組合員は、業務が完了したときは、速やかに業務実施状況を乙
に報告し、乙は理容サービス業務提供報告書（別紙第２号様式）で甲に報告するものとする。 

（費用の負担） 
第４条 乙の業務の提供に要する経費は、原則として乙が負担するものとする。 
（有効期間） 
第５条 本協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも文書によ
る終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 

（協議） 
第６条 本協定に定めのない事項又は本協定の実施に疑義が生じたときは、その都度甲乙が協
議して決定する。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各１通を保有するもの

とする。 
 
令和元年９月９日 
 

         甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市長  菅 良二 

 
         乙 今治市大新田町３丁目４番１９号 

愛媛県理容生活衛生同業組合今治支部 
支 部 長  近藤 正泰 
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第１号様式（第２条） 

第     号 

年  月  日 

 

愛媛県理容生活衛生同業組合 

今治支部長 様 

今治市長       

 

 

理容サービス業務要請書 

 

 災害時における理容生活衛生関係業務の提供に関する協定第２条第２項の規定

により、下記のとおり要請します。 

 

記 

 

希 望 実 施 日 時 
年  月  日（  ） 

時  分から  時  分まで 

実 施 場 所 
住所： 
（施設名等：                  ） 

業務提供希望者数 約     人 

備 考  

 

※連絡先 
部署：              電 話：             
担当：              ＦＡＸ：             

第２号様式（第４条） 
 

年  月  日 
 
今治市長  様 

 
愛媛県理容生活衛生同業組合 

今治支部長  
 
 

理容サービス業務提供報告書 
 

    年  月  日付、  第  号理容サービス業務要請書により、要請

のあった業務について完了しましたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 

実施日時 
       年  月  日（  ） 

  時  分  から  時  分  まで 

実施場所 
住所： 
（施設名等：                 ） 

業務提供を受けた人数
及び業務内訳 

                    人 

内
訳 

 

業務従事者数                     人 

備   考  

 
※連絡先 
担当者：              電 話：           

  ＦＡＸ：           
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資料〔１９－４・１２〕 

今治市とアニコム ホールディングス株式会社との包括連携協定書 

（アニコムホールディング株式会社） 
 
今治市（以下「甲」という。）とアニコム ホールディングス株式会社（以下「乙」とい

う。）とは，相互の連携を強化し，地域社会の活性化と市民サービスの向上を推進するため，
次のとおり包括連携協定（以下「協定」という。）を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は，甲と乙が，密接な相互連携と，協働による活動を推進し，地域の諸課題
に迅速かつ適切に対応し，活力ある個性豊かな地域社会の形成と発展及び市民サービスの向上
を図ることを目的とする。 
（連携事項） 
第２条 甲と乙は，前条の目的を達成するため，次の事項について連携し，取り組むものとす
る。 
（１）動物の災害対策の啓発及び災害時における支援活動等に関すること。 
（２）動物愛護の取組に関すること。 
（３）人とペット双方の健康寿命延伸に関すること。 
（４）その他地域社会の活性化及び市民サービスの向上に関すること。 

２ 甲と乙は，前項各号に定める連携事項に係る取組を効果的に促進するため，協議を行うも
のとし，具体的な取組内容及び実施方法は，甲乙協議の上，取組ごとに別途取り決めるもの
とする。 

３ 第１項各号に定める連携事項を推進するに当たっては，甲と乙は，事業者，その他の団体
等との連携が図られるよう努めるものとする。 

４ 乙は，甲との協議により，第１項各号に定める連携事項に係る取組の一部を，乙の関係会
社に実施させることができる。 

（協定の有効期間） 
第３条 この協定の有効期間は，協定締結日から令和３年３月31日とする。なお，有効期間満
了の１か月前までに，甲又は乙の書面による解約の申出がなければ，同一内容で１年間更新
するものとし，その後も同様に更新するものとする。 

２ 甲又は乙のいずれかが，この協定の解約を申し出る場合，解約予定日の１か月前までに書
面によって相手方に通知することにより，この協定を解約できるものとする。 

（協定の見直し） 
第４条 甲又は乙のいずれかが，この協定の内容について変更を申し出たときは，その都度甲
乙協議の上，その変更を行うものとする。 
（守秘義務） 
第５条 甲及び乙は，この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について，こ
の協定の有効期間中及び有効期間終了後を問わず，第三者に開示・漏えいしてはならない。
ただし，事前に相手方の承諾を得た場合は，この限りではない。 

（疑義の決定） 
第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定の条項の解釈につき疑義が生じたときは，甲
乙誠意をもって協議し，これを取り決めるものとする。 
この協定の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ署名押印の上，各自その1通

を所持する。 
 

令和２年３月17日 
 

甲  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市                  
今治市長  菅 良二         

 
乙  東京都新宿区西新宿８－１７－１ 

住友不動産新宿グランドタワー３９階 
アニコム ホールディングス株式会社 
常務執行役員  亀井 達彦      
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資料〔１９－４・１３〕 

災害等緊急時における支援協力に関する協定書 

（特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン） 
 

今治市（以下「甲」という。）と特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン（以下
「乙」という。）は、災害等緊急時並びに平常時における防災訓練等の支援協力について、次
のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 本協定は、災害等緊急時並びに平常時における防災訓練等において、乙が所有又は運用
する技術・航空機・船舶等を活用した災害状況等の情報収集、避難所運営支援や人員・救援
物資等の輸送などを実施することにより、市民の生命及び財産への被害の防止又は軽減を図
ることを目的とする。 

（支援協力の範囲） 
第２条 乙が行う支援協力の範囲は、次のとおりとする。 
（１）災害等緊急時応急対策活動 
（２）避難所運営支援 
（３）甲が指定する地域の被害状況等の情報収集 
（４）救援物資等の輸送 
（５）被災者、医療関係者、甲の職員、その他甲が指定する者の輸送 
（６）医師を派遣する必要が生じたときの派遣活動 
（７）防災訓練等における協力活動 
（８）その他甲からの要請のうち、乙が対応可能な活動 
（支援協力の窓口） 
第３条 甲及び乙は、あらかじめ支援に関する連絡担当者を定め、速やかに必要な情報を相互に
連絡するものとする。 

（支援協力の要請） 
第４条 甲は、乙に支援協力の要請を行うに当たっては、甲及び乙が別途協議により定めた支援
協力要請書により行うものとする。但し、緊急を要する場合には、電話等の通信手段又は口
頭により行い、その後速やかに要請書を提出するものとする。 

（支援協力の実施） 
第５条 乙は、甲からの要請を受けたときは、直ちに活動可能な範囲において支援協力を実施す
るものとする。 

２ 乙は気象条件その他特別な事情により支援協力ができない場合は、その旨を電話等により、
速やかに甲に連絡するものとする。 

（費用負担） 
第６条 支援協力に要した費用の負担については、甲及び乙が別途協議の上、定めるものとする。 
２ 経費の算出方法については、支援協力要請の直前における当該地域における適正価格を基準
として、甲及び乙が協議して決定するものとする。 

（第三者に対する損害） 
第７条 乙が第２条に掲げる協力事項を実施するに当たり、第三者に損害を与えたときは、その
責めに帰すべき事項を除き、甲及び乙が協議してその解決に当たるものとする。 

（個人情報の保護） 
第８条 甲及び乙は、本協定による事項を実施するに当たり、各自の個人情報保護方針に則り個
人情報を厳正かつ適切に管理しなければならず、みだりに第三者に提供し、又は不当な目的
に利用してはならない。本協定の終了後又は解除後においても同様とする。個人情報の取扱
いに疑義が生じたときは、その都度、甲及び乙が協議してその解決に当たるものとする。 

（有効期間） 
第９条 本協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。但し、期間満了の１カ月前までに
甲及び乙のいずれからも申し出のないときは、本協定の有効期間を更に１年間延長するもの
とし、その後も同様とする。 

（その他） 
第10 条 本協定に定めのない事項又は本協定に疑義が生じたときは、その都度、甲及び乙が協
議してこれを定めるものとする。 

 
上記協定締結の証として、本協定書２通を作成し、署名のうえ、各自１通を保有する。 

 
 令和３年１１月１５日 
 
            甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長 徳 永 繁 樹 
 

乙 広島県神石郡神石高原町近田１１６１番地２ 
特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン 

代表理事 大 西 健 丞  
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資料〔１９－４・１４〕 

災害ボランティアセンターの設置・運営等に関する協定書 

（社会福祉法人今治市社会福祉協議会） 
 
今治市（以下「甲」という。）と社会福祉法人今治市社会福祉協議会（以下「乙」という。） 
は、災害時における、市災害ボランティアセンター（以下、「センター」という。）の設 
置、運営等に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、市災害時応急対応活動として行う、センターの設置及びそれに伴うボラ
ンティア活動を円滑に実施するために、甲及び乙の果たすべき役割と協力事項、費用負担等
を定め、被災者の生活支援に寄与することを目的とする。 

（連携・協力） 
第２条 甲及び乙は、災害が発生した場合には、被害状況等を含めボランティア活動を行うた
めに必要な情報や被災者の効果的な支援のために必要な情報を速やかに共有し、協力して措
置を講じる。 

（センターの設置等） 
第３条 甲は、災害が発生し必要があると認めるときは、乙と協議の上、センターの設置を乙
へ要請する。乙は、運営マニュアルに基づき、センターを乙内に設置するものとする。 

２ 乙は、必要に応じてセンター支部を設置する。 
（センターの設置場所） 
第４条 センターの本部事務所は、乙が管理する事務所のうち支援活動を実施するために最適
な場所に設置するものとする。ただし、乙が管理する事務所に最適な場所がない場合には、
甲はこれに代わる場所を確保して乙に提供するものとする。 

２ 著しい被害を受けた地域や地理的な課題等によりセンターの支部の設置が必要であるとき
は、甲乙協議のうえ、前項の考えに基づき、その設置場所を確保するものとする。 

（センターの運営） 
第５条 乙が設置するセンターは、乙が主体となり、必要に応じて、外部からのボランティア、
各社会福祉協議会、ボランティアコーディネーターのほか、地域の関係機関・団体等の協力
の下、運営を行うものとする。 

２ 甲は、乙がセンターを設置した場合、乙との連絡調整について担当者を決定し、速やかに
連携体制を整えるものとする。 

（協力の要請） 
第６条 乙は、センターの円滑な活動を確保することが困難であると認めるときは、甲に対し、
必要な協力を求めることができる。 

（センターの業務） 
第７条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 
  (１) 災害ボランティア及び被災住民等に対する情報提供窓口の開設 
  (２) 被災情報の把握 
  (３) ボランティアニーズの把握 

  (４) 災害ボランティアの募集、受付及び活動体制の整備 
  (５) 災害ボランティア活動の情報発信 
  (６) センター及び災害ボランティア活動に関する各種相談、問い合わせへの対応 
  (７) ボランティア活動保険の加入手続 
  (８) 災害ボランティア活動に必要な資機材・活動物資等の調達・貸出・保管・管理 
  (９) 災害ボランティア活動に必要な移動支援 
  (10) 今治市災害対策本部等との以下の情報の共有 

   ①被災状況・避難情報 
   ②インフラ等の復旧計画・復旧情報 
   ③災害ボランティアによる支援活動の状況 
   ④特に支援を必要とする者の情報(共有の内容、範囲等は別に定める) 
   ⑤その他、災害ボランティア活動に必要と甲・乙が認める情報 

  (11) 関係機関・団体との間の連絡・調整・仲介等 
  (12) その他、センターの活動に必要な業務 
（甲の支援） 
第８条 甲は、センターに対し、次に掲げる支援を行うものとする。 
  (１) 被災地の状況、救援活動の状況等の情報提供 
  (２) 災害ボランティア活動拠点として必要となる公共施設の提供 
  (３) 災害派遣等従事車両証明書の交付 
  (４) 災害廃棄物に関する情報の提供や関係機関との調整 
（資機材等の確保） 
第９条 甲及び乙は、災害時におけるボランティア活動等に必要な資機材等を相互に協力して
確保するものとする。 

（費用負担） 
第10条 センターの拠点設置費用等について、甲乙協議の上、決定するものとする。 
２ 大規模な災害において、災害ボランティア活動と甲の実施する救助の調整の事務を甲が乙
に委託した場合は、当該事務に要する乙の職員の時間外勤務手当（休日勤務、宿日直を含む）、
乙が雇用する臨時職員及び非常勤職員の賃金、並びに乙の運営する災害ボランティアセンタ
ーに派遣される職員に係る旅費について、甲の負担とすることができる。 

３ 乙は、前２項の費用の内訳について、支出状況がわかる書類を作成し、証拠書類一式を添
付して甲に提出し、甲の承認を得るものとする。 

（請求及び支払） 
第11条 乙は、前条の規定により費用が確定したときは、支出状況がわかる書類等を添えて甲
に請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙からの請求があったときは、内容を確認しその費用を乙に支払
うものとする。 

３ 支出状況がわかる書類等に関する資料は、会計法に基づき５年間保管するものとする。 
（センターの閉所） 
第12条 甲は、災害におけるボランティアニーズへの対応が一定程度収束した段階において、
乙と協議の上、センターの閉所を乙へ要請する。乙は、運営マニュアルに基づき、センター
を閉所する。 
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（損害補償） 
第13条 災害時における応急・復旧活動等に関し、災害ボランティアが被った損害に対する補
償は、ボランティア保険により対応するものとする。 

（報告） 
第14条 甲は、乙にセンターの運営状況について報告を求めることができる。 
（平常時における体制整備） 
第15条 乙は、平常時から災害時に備えたセンター機能の整備・保持に努めるものとし、甲は、
必要な協力を行うものとする。 

２ 甲及び乙は、平常時から相互に連携し、ボランティア団体、地域住民、関係機関、団体等
との良好な関係の維持に努め、センターの運営など災害時における連携、協力体制の確立を
図るものとする。 

３ 甲及び乙は、災害時におけるボランティア活動が効果的に実施されるよう、防災訓練等の
際に、互いに協力して災害ボランティアの養成を行うとともに、自主防災組織の育成に努め
るものとする。 

（協議） 
第16条 この協定に定めのない事項については、甲乙協議の上、決定するものとする。 
（有効期間） 
第17条 この協定の有効期間は、締結の日から1年間とする。ただし、期間満了の日の3か月前
までに甲乙いずれからも解除又は変更の申出がないときは、1年間延長されたものとみなし、
以後もまた同様とする。 

 
 この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。 
 

令和 4年 4月 1日 
 
              甲  今治市別宮町一丁目４番地１ 
                  今治市長 徳 永 繁 樹    
 
              乙  今治市南宝来町一丁目９番地８ 
                  社会福祉法人 今治市社会福祉協議会 
                  会 長  長 野 和 幸    
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資料〔１９－４・１５〕 

災害時における電動車両等の支援に関する協定書 

（三菱自動車工業株式会社、西日本三菱自動車販売株式会社） 
 
 今治市（以下「甲」という。）、西日本三菱自動車販売株式会社（以下「乙」という。）及び三
菱自動車工業株式会社（以下「丙」という。）とは、災害時における電動車両等の支援に関し次
の条項により協定を締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、今治市内において災害（異常かつ激甚な非常災害をいう。以下同
じ。）の発生時に、甲、乙及び丙が相互に連携し、円滑な災害応急対策を実施することを
目的として、電動車両等の貸与について必要な事項を定めるとともに、平時においても電
動車両の災害の発生時における有用性を広く地域住民に周知し、甲、乙及び丙が共に理解
醸成に努めるものとする。 

（電動車両等の種類） 
第２条 乙が甲に対して貸与する電動車両等は、次に掲げるものとする。 

⑴ プラグインハイブリッドEV 
⑵ 電気自動車 
⑶ 前二号に掲げるもののほか、自動車からの外部給電に必要な機器 

（貸与の要請） 
第３条 甲は、災害の発生時における応急対策のため、乙又は丙が保有する電動車両等（第
2条に規定する電動車両等をいう。以下同じ。）の貸与を必要とする場合は、丙に対し電話
等により当該貸与に係る要請を行うものとする。この場合において、当該要請を受けた丙
は、乙又は丙が貸与することが可能な電動車両等を確認し、乙と調整の上、当該要請に係
る対応について甲に連絡するものとする。 

２ 前項に規定する連絡を受けた後、甲は、貸与者（電動車両等の貸与を行う者をいう。以
下同じ）に対し、電動車両等の貸与について要請書（様式１号）により要請するものとす
る。 

３ 貸与者は、前項の規定により要請があったときは、危険性を考慮し、業務に支障を来た
さない範囲で、貸与者が保有する電動車両等を甲に優先的に貸与するよう努めるものとす
る。 

４ 丙は、第2項の規定により甲が要請する電動車両等の種類及び数量等に関し、乙が保有
する電動車両等を貸与することが困難な場合は、電動車両等の確保に努めるものとする。 

（電動車両等の引渡し等） 
第４条 貸与者は、前条第2項の規定による要請を受け、電動車両等を甲に貸与する場合は、
甲の指定する場所に運搬し、電動車両等の種類・数量について確認の上で、甲が指定する
者に対して引渡しを行うものとする。 

２ 貸与者は、前項の規定により、電動車両等の引渡しを行った場合は、速やかに口頭又は
電話等により甲に連絡し、甲に対して報告書（様式２号）を提出するものとする。 

（貸与期間） 
第５条 電動車両等の貸与期間は、電動車両等の引渡し日から起算して１週間程度とする。
ただし、貸与期間を変更する必要がある場合は、甲乙丙協議の上、決定するものとする。 

（電動車両等の返却） 
第６条 貸与者が甲に貸与した電動車両等の返却時期及び返却場所については、甲乙丙協議
の上、決定するものとする。 

（費用負担） 
第７条 貸与期間中の電動車両等に係る費用(電気代、燃料代、その他消耗品等に係る費用
をいう。)については、甲が負担するものとする。 

２ 前項の費用は、発災直前における適正な価格を基礎として、甲乙丙協議の上、決定する
ものとする。 

（補償） 
第８条 貸与期間中に生じた電動車両等による損害の補償については、次のとおりとする。 

⑴ 甲の責めに帰すべき事故により、第三者に与えた物的又は人的損害、もしくは電動車
両等に生じた損害については、甲が補償責任を負うものとする。ただし、当該帰責事由
が不明な場合は、甲乙丙協議の上、その賠償に当たるものとする。 

⑵ 自動車保険が適用される場合は、次条の規定により取り扱うものとする。 
（保険について） 

第９条 貸与者は、電動車両等の貸与に当たり自らの負担により自賠責保険及び任意保険に
加入するものとし、甲は、貸与期間中に事故が発生した場合は、速やかに貸与者へその旨
を連絡し、加入している保険の適用を受けるものとする。 

２ 前項に規定する保険の適用に保険会社免責分（保険加入者負担分）が発生した場合は、
原則甲が負担するものとする。 

（費用の支払） 
第10条 甲、乙及び丙は、この協定に基づく正当な費用について支払の請求があった場合は、
速やかに相手方に対してこれを支払うものとする。 

（使用上の留意事項） 
第11条 甲は、貸与を受けた電動車両等を次のとおり使用するものとする。 

⑴ 貸与者が説明する使用方法を遵守し、できるだけ安全な場所で使用する。 
⑵ 原則として、今治市内で使用する。 
⑶ 故障又は何らかの原因により使用できなくなったときは、第14条第３項の規定により、
貸与者に速やかに連絡する。 

（電動車両等の管理） 
第12条 甲は、第4条に定める引渡しから第6条に定める返却時まで、貸与された電動車両等
の使用者、使用場所、使用状況の把握に努めるものとする。（連絡責任者） 

第13条 甲、乙及び丙は、この協定に関する連絡責任者を事前に定め、報告書（様式３号）
により相互に報告するものとする。当該連絡責任者に変更が生じた場合も同様とする。 

（電動車両等の情報提供） 
第14条 乙及び丙は、甲から求められた場合は、災害時に電力供給が可能な電動車両等の情
報を甲に提供するものとする。 

２ 甲は、乙及び丙から求められた場合は、貸与された電動車両等の使用状況に関する情報
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を、乙及び丙に提供するものとする。 
３ 甲は貸与期間中、電動車両等に不調が生じた場合等、災害応急対策を進めるに当たり問
題が生じた場合には、速やかに貸与者に連絡し、甲、乙及び丙で対応を協議するものとす
る。 

（平時の取組） 
第15条 甲、乙及び丙は、平時においても電動車両の災害時における有用性を広く地域住民
に周知し、理解を醸成していくことに努めるものとする。 

２ 乙及び丙は、この協定に基づく協力体制が円滑に行われるよう、必要に応じて、甲が行
う防災訓練等に協力するものとする。 

３ 前項の防災訓練等の協力に要する費用は、原則として乙の負担とする。 
（不可抗力免責） 

第16条 激甚な天変地異、戦争・内乱・暴動、法令の改廃・制定、公権力による命令・処分、
労働争議、輸送機関・通信回線の事故、交通の途絶、施設・設備の被災その他当事者の責
めに帰すことのできない不可抗力による協定の全部または一部の履行遅滞、履行不能また
は不完全履行については、当該当事者は責任を負わないものとする。 

（協議） 
第17条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項は、甲乙丙協議の上、
定めるものとする。 

（有効期間） 
第18条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和5年3月31日までとする。ただし、こ
の協定の有効期間満了の日の２月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも書面による異議
の申出がない限り、有効期間満了の日の翌日から起算して更に１年間有効期間を延長する
こととし、以後も同様とする。 

 
 この協定の締結を証するため、本書を3通作成し、甲乙丙それぞれ記名押印の上、 
各１通を保有するものとする。 

 
令和４年６月２日 
 
           甲 今治市別宮町一丁目4番地１ 

                    今治市長 徳永 繁樹 
                  
           乙 大阪市淀川区新高一丁目4番10号 
              西日本三菱自動車販売株式会社 

                  取締役社長 五十嵐 京矢 
               
           丙 東京都港区芝浦三丁目1番２１号 
              三菱自動車工業株式会社 

           代表執行役社長兼最高経営責任者 加藤 隆雄 
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資料〔１９－４・１６〕 

災害時における避難所としての使用に関する協定書 

（太陽石油株式会社 四国事業所） 
 
今治市（以下「甲」という。）と太陽石油株式会社（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける避難所としての使用に関して、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 本協定は、今治市菊間町亀岡地区で災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に
おいて、乙の所有する施設を避難所として使用することについて必要な事項を定めるものと
する。 

（使用施設） 
第２条 避難所として使用する施設は、太陽石油四国研修センターとする。 
（使用要請） 
第３条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙に対し、対象施設
を避難所として使用することを要請することができる。 

２ 前項に規定する要請は、原則として書面によるものとする。ただし、緊急を要するときは、
口頭により要請し、後日書面を提出するものとする。 

３ 乙は、第１項の規定による要請を受けたときは、事業運営に支障のない範囲において使用
させるものとする。 

（使用期間） 
第４条 使用期間は、避難所開設の日から起算して７日までの間を基本とする。ただし、特別
な事情が生じた場合は、甲乙協議の上、使用期間を延長することができる。 

（使用方法） 
第５条 甲は、乙が第３条第1項の規定による使用を承諾した場合は、直ちに避難所を開設する
ために市職員を乙の四国事業所に派遣し、鍵の受渡しを行うものとする。 

２ 避難所の運営は、甲の責任において行うものとする。 
（協力体制） 
第６条 甲及び乙は、互いに緊急時の連絡先を確認し、随時更新する。 
（使用料及び損害賠償） 
第７条 第３条第１項の規定に基づき、避難所として対象施設を使用した場合の使用料は、無
償とする。ただし、使用期間が７日を超える場合は、甲乙協議のうえ、決定するものとする。 

２ 対象施設の使用に関し、乙に損害が生じた場合において、その損害が乙の責めに帰する事
由による場合を除いて甲が負担するものとする。 

（避難所の閉鎖） 
第８条 甲は、避難所を閉鎖する場合は、乙に書面で通知するとともに、対象施設を原状に復
し、乙の確認を受けた後に引き渡すものとする。 

（有効期間） 
第９条 本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも協定解消の申
出がないときは、その効力は継続されるものとする。 

（協議） 
第10条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関する疑義が生じた場合は、
甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する

ものとする。 
 
令和４年９月２８日 

甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市長  徳永 繁樹 
 

乙 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 
太陽石油株式会社 四国事業所 
常務執行役員所長 松浦 孝寿 
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（第３条関係） 
 

第   号 
年  月  日 

 
 
太陽石油株式会社 
四国事業所長         様 
 

今治市長 
 
 

施設使用要請について 
 
 災害時における避難所等施設利用に関する協定書第３条の規定により、災害時における避
難所として、使用することを下記のとおり要請します。 

 
 
記 

 
 

開設日時：  年  月  日    時から 
 
 

連絡先     課 担当      電話 
 

 

（第６条関係） 
 

避難所開設時の緊急連絡先 

 

太陽石油株式会社緊急連絡先（夜間休日の場合） 

連絡順 役  職 名   前 電話番号 備 考 

１ 
    

２ 
    

３ 
    

４ 
    

 
今治市菊間支所緊急連絡先（夜間休日の場合） 

連絡順 役  職 名   前 電話番号 備 考 

１ 
    

２ 
    

３ 
    

 
今治市本庁緊急連絡先 

連絡順 役  職 名   前 電話番号 備 考 

１ 
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（第８条関係） 
 

第   号 
年  月  日 

 
 
太陽石油株式会社 
四国事業所長         様 
 

今治市長 

 

 

施設使用終了について 
 
 災害時における避難所としての使用に関する協定書第８条の規定により、災害時における
避難所の使用について、下記のとおり終了します。 
なお、協定書に基づき、施設を原状に復し、引き渡します。  

 
 

記 
 
 

終了日時  
年   月   日   時まで  

  
 
引渡し予定日時  

年   月   日   時まで  
  
 
連絡先  

課 担当      電話 
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（５）交通・輸送道路関係 
 

資料〔１９－５・１〕 

災害時における応援出動に関する協定（今治造園建設業協会） 
 

 今治市（以下「甲」という。）と今治造園建設業協会（以下「乙」という。）とは、災害時に
おいて今治市が行う応急措置にかかる建設機械の応援出動について、次のとおり協定を締結す
る。 
 
（協力） 
第１条 災害の発生に際し、甲が乙に対して応援出動を要請した場合は、乙はこれに協力する
ものとする。 

（応援） 
第２条 乙は、自己に所属する会員をもって応援隊を編成する。 
（出動） 
第３条 乙は、第１条の要請に基づき甲の指示に従い速やかに応援隊を出動させるものとする。 
２ 甲は、応援出動の要請をするにあたっては、建設機械の機種、台数その他必要事項を乙に
通報するものとする。ただし、緊急を要する場合には、甲は直接応援隊に要請することがで
きるものとし、事後速やかに乙に報告するものとする。 

（応援隊の活動） 
第４条 甲の要請により出動した応援隊は、災害現場においては、甲の指示に従い、建設機械
による災害防ぎょ活動に従事するものとする。この場合において、甲は乙の意見を参考にす
るものとする。 

（費用の負担） 
第５条 応援隊が活動に要した建設機械の費用は、 甲・乙が別途協議して定める料金とし、当
該応援隊の請求に基づき甲が支払うものとする。 

（災害補償） 
第６条 応援隊の現場活動中における災害については、甲が責任を負うものとする。ただし、
乙又は応援隊の故意又は過失により甲又は第三者に損害を与えたときは、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により応援隊員が応援のため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり又は
応援による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害者となった場合は、甲の消防団員
等公務災害補償条例（平成17年今治市条例第270号）を適用し、処理するものとする。 

（協議事項） 
第７条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、その都度甲・乙協議して定めるものとす
る。 

 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印のうえ各１通を保有する。 
 

平成 20年 12月 19日  
                  甲  今治市長   越 智   忍 
                   

乙  今治造園建設業協会 
                      会  長   渡 辺   元 

資料〔１９－５・２〕 

災害に強い地域づくり応援協定書（あいえす造船株式会社） 
 
今治市（以下「甲」という。）とあいえす造船株式会社（以下「乙」という。）とは、今治市

吉海町地域における災害予防及び災害応急措置に係る応援に関して、次のとおり協定を締結す
る。 
 

（目的） 
第１条 この協定は、今治市地域防災計画に基づき、吉海町地域における災害の未然防止及び
拡大抑止を図り、災害に強い地域づくりを行うため、乙が甲に協力して実施する応援活動に
関し、必要な事項を定める。 

（協力） 
第２条 災害の予防及び応急措置の実施に際し、甲が乙に対して応援を要請したときは、乙は
これに協力するものとする。 

（応援活動） 
第３条 乙は、前条の要請に基づき次の応援活動を行う。 
（１）乙が用意できる資機材及び車両等の貸出し。 
（２）乙が所有する建築物（寮等）の緊急避難場所としての提供。 
（３）その他、負傷者の救出、救護に係る応援など乙が提供可能な活動。 
２ 乙は、前項の活動を行うにあたり、資機材、車両等の機種、台数その他の関連情報を予め
甲に提供するものとする。 

３ 乙の所属社員が甲の要請により災害現場に出動した場合は、甲の指示に従い活動するもの
とする。この場合において、甲は乙の意見を参考にするものとする。 

（費用の負担） 
第４条 応援活動に要した資機材、車両等の費用は、甲･乙が別途協議して定める料金とし、乙
の請求に基づき甲が支払うものとする。 

（災害補償） 
第５条 第 3 条第 3 項による乙の所属社員の現場活動中における災害については、甲が責任を
負うものとする。ただし、乙又は乙の所属社員の故意又は重大な過失により甲又は第三者に
損害を与えたときは、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により、乙の所属職員が応援活動中に負傷し、疾病にかかり又は死亡した
場合は、甲の消防団員等公務災害補償条例（平成17年条例第270号）に準じて災害補償を行
うものとする。 

（防災訓練） 
第６条 甲及び乙は、この協定の目的を達するため、必要に応じ共同で防災訓練を実施するも
のとする。 

（協議事項） 
第７条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、その都度甲･乙協議して定めるものとする。 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲･乙記名押印のうえ各１通を保有する。 
 

 平成23年7月7日 
甲  今治市別宮町一丁目4番地1 

         今 治 市  今 治 市 長  菅   良 二 
      乙  今治市吉海町本庄332番地 

あいえす造船株式会社 代表取締役社長 檜 垣 幸 人 
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資料〔１９－５・３〕 

災害時におけるレンタル機材の提供に関する協定書（株式会社アクティオ） 
 
今治市（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時にお

けるレンタル機材の供給に関し、次の通り協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、今治市域において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下
「災害時」という。）に、甲の要請に応じ、乙が保有するレンタル機材を提供することについ
て、必要な事項を定めるものとする。 

（提供の要請） 

第２条 甲は、災害時においてレンタル機材を必要とするときは、乙に対し、乙の保有する仮
設ハウス、発電機、その他レンタル機材（以下「保有機材」という。）の提供を要請するもの
とする。 

２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、
電話等をもって要請し、事後に文書を交付するものとする。 

（提供等） 

第３条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、保有機材を甲に優先的に提供するもの
とする。 

（引渡し） 

第４条 保有機材の提供に係る引渡場所は、甲が指定するものとし、甲は、当該引渡場所に職
員を派遣し、当該保有機材を確認の上、引渡しを受けるものとする。 

（費用の負担） 

第５条 保有機材の提供に係る賃貸借料及び甲の要請に基づいて乙が行った運搬等の費用は、
甲が負担するものとする。 

２ 前項の賃貸借料等については、災害発生時直前における適正な価格を基準とし、甲乙協議
の上決定するものとする。 

（連絡担当部署） 

第６条 この協定を円滑に行うための連絡担当部署は、甲においては防災危機管理課、乙にお
いては株式会社アクティオ今治営業所とする。ただし、本協定の有効期間の途中において内
容の変更が生じた場合は速やかに相手先に連絡するものとする。 

（情報交換） 

第７条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び保有機材の供給等についての情報交換を行
い、災害時に備えるものとする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定す
るものとする。 

（有効期間） 

第９条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定
の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

平成２４年５月３１日 

甲    愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  菅 良二 

乙    東京都中央区日本橋三丁目１２番２号 

株式会社アクティオ 代表取締役 小沼 光雄 



 

 

 

 

 

509
 

  

資料〔１９－５・４〕 

災害時における応急対策業務に関する協定書（愛媛東予クレーン協同組合） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と愛媛東予クレーン協同組合（以下「乙」という。）は、地震、
風水害等（以下「災害」という。）が発生した場合の応急対策業務の実施に関し、次のとおり協
定を締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、災害が今治市内において発生し、または発生しようとしている場合（以下
「災害発生時等」という。）に、甲が乙及び乙の組合員の協力を得て応急対策業務（災害予防措
置を含む。）を実施するに当たり、必要な事項を定める。 
（協力要請） 

第２条 甲は、災害発生時等において、応急対策業務を実施する必要があると認めたときは、
乙に協力を要請することができるものとする。 

２ 前項の要請があった場合、乙は、特別の理由がない限り協力するものとする。 
３ 甲は、水防本部又は災害対策本部（以下「水防本部等」という。）設置時は、必要に応じて
乙に水防本部等設置を連絡し、乙は、甲が必要と認めるときは、連絡要員を水防本部等に派
遣するものとする。 
（応急対策業務） 

第３条 甲が乙に対し協力を要請する応急対策業務は、次のとおりとする。 
（１） 道路、橋りょう等公共土木施設及び公共建物等の被災、浸水対応及びがけ崩れ等の災

害の発生による建設機械の応援出動 
（２） 前号の業務実施に必要な資機材及び物資の搬送 
（３） 緊急車両等の通行の妨害となる車両等や災害応急対応の障害となる車両等の除去業務

の協力 
（４） その他甲が必要と認める業務 
（費用負担） 

第４条 前条に規定する応急対策業務に要する費用は、甲の負担とする。 
２ 前項の費用については、災害発生時の当該地域における適正な価格を基準とし、甲・乙協

議のうえ定めるものとする。 
３ 乙は、前項の規定による額を請求書により、甲に請求するものとする。 

（損害補償） 
第５条 第３条の規定により、応急対策業務に従事した乙の組合員が、死亡し、負傷し、若しくは
疾病にかかり、又は障害の状態となった場合の補償は、「労働者災害補償保険法（昭和２２年法律
第５０号）」の適用がある場合を除き、「今治市消防団員等公務災害補償条例（平成１７年条例第
２７０号）」を適用し、甲が補償する。 
（個人情報の保護） 

第６条 乙は、この協定による応急対策業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、個人
情報の保護に努めなければならない。 
（報告） 

第７条 乙は、この協定による応急対策業務が円滑に行われるよう、組合員名簿及び組合員の

保有する車両台数等について、状況を毎年度甲に報告するものとする。 
（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項またはこの協定の内容に疑義が生じたときは、その都度甲
及び乙が協議して決定するものとする。 
（有効期間） 

第９条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙から文書による
締結破棄の意思表示がない限り、その効力は継続する。 

 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有する。 
 
  平成２６年１０月２１日 
 

甲  今治市別宮町1丁目4番地1 
              今治市 
              今治市長  菅 良二 
 

乙  新居浜市繁本町7番３号 
              愛媛東予クレーン協同組合 
              理 事 長  増田 忍 
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資料〔１９－５・５〕 

災害時における海上輸送の協力に関する協定書（今治越智地区漁業協同組合協議会） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と今治越智地区漁業協同組合協議会（以下「乙」という。）は、
地震、風水害等の災害（以下「災害」という。）が発生した際に、市民生活の早期安定を図るた
め応急生活物資、資機材等（以下｢物資等｣という。）の海上輸送手段の確保に関する協力につい
て、次のとおり協定を締結する。 
 
（協力要請） 

第１条 甲が乙に協力を要請するときは、次に掲げる事項を明らかにして、災害時における海
上輸送の協力要請書（別記様式第１号。以下「要請書」という。）により行うものとする。た
だし、緊急を要する場合は電話等で要請し、その後速やかに要請書を提出するものとする。 
（１）災害の状況及び協力を必要とする理由 
（２）協力を必要とする船舶数及び人数 
（３）輸送期間及び寄港の場所 
（４）輸送物資等の種類、数量 
（５）その他必要な事項 
 （協力の実施） 
第２条 乙は前条による甲の要請を受けたときは、業務上の支障又はやむを得ない事由のない
限り、他の業務に優先して協力するものとする。 
（報告） 

第３条 乙は前条の規定に基づき協力した場合は、速やかに甲に災害時における海上輸送の実
施報告書（別記様式第２号。以下「報告書」という。）により、次の事項を報告するものとす
る。ただし、緊急を要する場合は電話等により報告し、その後速やかに報告書を提出するも
のとする。 
（１）応援に従事した船舶数及び人数 
（２）輸送期間及び寄港の場所 
（３）輸送物資等の種類、数量 
（４）その他必要な事項 
（費用負担） 

第４条 第２条に基づき乙が実施した輸送に要する費用は、甲の負担とする。 
２ 前項に定める費用は、輸送に要した燃料費とする。 
（災害補償） 

第５条 乙の組合員が当該輸送活動に起因して負傷し、疾病にかかり又は死亡した場合の補償
は、「労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）」の適用がある場合を除き、甲の「消防
団員等公務災害補償条例（平成17年今治市条例第270号）」に準じて災害補償を行うものとす
る。 
（連絡責任者） 

第６条 第１条に掲げる要請に関する事項を確実かつ円滑に行うため、甲乙ともに連絡責任者
をおくものとする。 

（個人情報の保護） 
第７条 乙は、この協定による輸送業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、個人情
報の保護に努めなければならない。 

 （協議） 
第８条 この協定の実施に関し、必要な事項及びこの協定に定めのない事項又はこの協定に疑
義が生じたときは、甲乙が協議の上決定するものとする。 

 （有効期間） 
第９条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲乙から文書による締結
破棄の意思表示がない限り、その効力は継続する。 

 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 
平成２７年８月２４日 

 
甲 今治市別宮町１丁目４番地１ 

        今治市長 菅 良二 
 

乙 今治市恵美須町１丁目４番地３ 
今治越智地区漁業協同組合協議会 会長 島根 亀夫 
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様式第１号 
災害時における海上輸送の協力要請書 

 

年  月  日 
          様 

今治市長 
（災害対策本部長） 

 
 災害時における海上輸送の協力に関する協定書第１条に基づき、次のとおり要請します。 
 

１ 災害の状況及び協力を必要とする理由 
 
 
 

２ 協力を必要とする船舶数及び人数 
 
 
 

３ 輸送期間及び寄港場所 
     年  月  日～      年  月  日 
           港～            港 
     （  時  分）～   （  時  分） 

４ 輸送物資等の種類、数量 
   物資等の種類 
 
   物資等の数量 
 

５ その他必要な事項 
 
 
  連絡責任者の職名・名前 
 
  電話番号             FAX 
 

 

様式第２号 
災害時における海上輸送の実施報告書 

 

年  月  日 
 今治市長 様 
 

今治越智地区漁業協同組合協議会 
会長 

 
 災害時における海上輸送の協力に関する協定書第３条に基づき、次のとおり報告します。 
 

１ 応援に従事した船舶数及び人数 
 
 
 

２ 輸送期間及び寄港場所 
     年  月  日～      年  月  日 
           港～            港 
     （  時  分）～   （  時  分） 
 

３ 輸送物資等の種類、数量 
   物資等の種類 
 
   物資等の数量 
 

４ その他必要な事項 
 
 

連絡責任者の職名・名前 
 
  電話番号             FAX 
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資料〔１９－５・６〕 

災害に強い地域づくり応援協定書（山中造船株式会社） 
 
今治市（以下「甲」という。）と山中造船株式会社（以下「乙」という。）とは、今治市吉海

町地域における災害予防及び災害応急措置に係る応援に関して、次のとおり協定を締結する。 
 

（目的） 
第１条 この協定は、今治市地域防災計画に基づき、吉海町地域における災害の未然防止及び
拡大抑止を図り、災害に強い地域づくりを行うため、乙が甲に協力して実施する応援活動に
関し、必要な事項を定める。 

（協力） 
第２条 災害の予防及び応急措置の実施に際し、甲が乙に対して応援を要請したときは、乙は
これに協力するものとする。 

（応援活動） 
第３条 乙は、前条の要請に基づき次の応援活動を行う。 
（1） 乙が用意できる資機材及び車両等の貸出し。 
（2） 乙が所有する建築物（寮等）の緊急避難場所としての提供。 
（3） その他、負傷者の救出、救護に係る応援など乙が提供可能な活動。 
 ２ 乙は、前項の活動を行うにあたり、資機材、車両等の機種、台数その他の関連情報を予
め甲に提供するものとする。 

 ３ 乙の所属社員が甲の要請により災害現場に出動した場合は、甲の指示に従い活動するも
のとする。この場合において、甲は乙の意見を参考にするものとする。 

（費用の負担） 
第４条 応援活動に要した資機材、車両等の費用は、甲･乙が別途協議して定める料金とし、乙
の請求に基づき甲が支払うものとする。 

（災害補償） 
第５条 第3条第3項による乙の所属社員の現場活動中における災害については、甲が責任を負
うものとする。ただし、乙又は乙の所属社員の故意又は重大な過失により甲又は第三者に損
害を与えたときは、この限りでない。 

 ２ 前項本文の規定により、乙の所属職員が応援活動中に負傷し、疾病にかかり又は死亡し
た場合は、甲の消防団員等公務災害補償条例（平成17年条例第270号）に準じて災害補償を行
うものとする。 

（防災訓練） 
第６条 甲及び乙は、この協定の目的を達するため、必要に応じ共同で防災訓練を実施するも
のとする。 

（協議事項） 
第７条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、その都度甲･乙協議して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲･乙記名押印のうえ各１通を保有する。 
 平成28年6月21日 

            甲  今治市別宮町一丁目4番地1 
               今治市 今治市長 菅 良 二 
            乙  愛媛県今治市吉海町本庄951番地5 

      山中造船株式会社 代表取締役社長 浅 海 真 一 
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資料〔１９－５・７〕 

災害時における応急対策業務に関する協定書 

（一般社団法人愛媛県建設業協会今治支部） 
 
今治市（以下「甲」という。）と一般社団法人愛媛県建設業協会今治支部（以下「乙」とい

う。）とは、災害時における応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、今治市において地震、風水害等による災害（以下「災害」という。）が発
生し、またはそのおそれのある場合（以下「災害発生時等」という。）に、甲が乙の協力を得
て応急対策業務を実施するにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

（協力要請） 
第２条 甲は、災害発生時等において、応急対策業務を実施する必要があると認めた場合は、
乙に協力を要請することができるものとする。 

２ 前項の要請があった場合、乙は、特別の理由がない限り協力するものとする。 
（応急対策業務） 
第３条 甲が乙に対して、協力を要請する応急対策業務の内容は、次のとおりとする。 
(１) 災害現場への建設機械及び作業員（以下「応急対策班」という）を派遣し、障害物の除

去及び応急復旧を行うこと 
(２) 災害対策本部等及び各支所へ人員を派遣し、甲へ協力すること 
(３) 前２号に定めるもののほか、甲、乙の協議により決定した内容 

（応急対策班の編成） 
第４条 乙は、甲の要請により、一般社団法人愛媛県建設業協会今治支部（今治地区）災害対
策本部名簿（以下「名簿」という。）に記載された班ごとに、応急対策班を編成するものとす
る。 

２ 名簿に記載された各班において応急対策班の編成が困難な場合は、乙で協議のうえ、別途、
応急対策班を編成するものとする。 

（応急対策班の出動） 
第５条 甲は応急対策班の出動要請を、本庁及び各支所の区域ごとに行うものとする。 
２ 前項の要請は、必要人員、建設機械の機種、台数その他必要事項を、本庁の区域において
は名簿に記載された本部長に、各支所の区域においては、名簿に記載された各班の班長に連
絡することにより行うこととする。ただし、緊急を要する場合には、甲は名簿に記載された
副班長又は班員に直接要請することができるものとし、事後速やかに名簿に記載された本部
長又は各班の班長に報告するものとする。 

３ 乙は、甲の要請があったときは、甲の指示に従い速やかに応急対策班を出動させるものと
する。 

（費用の負担） 
第６条 応急対策業務に要した費用は、 甲、乙が別途協議して定めるものとし、応急対策業務
を実施した事業者の請求に基づき甲が支払うものとする。 

（災害補償） 
第７条 応急対策業務に従事した者が負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合の補
償は、「労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）」の適用がない場合には、次に掲げる
場合を除き、「今治市消防団員等公務災害補償条例（平成17年今治市条例第270号）」を適用す
る。 
(１) 当該従事者の故意又は重大な過失による場合 
(２) 当該負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合 
(３) その他応急対策業務の実施に起因しない負傷など、補償することが適当でない場合 

（名簿） 
第８条 乙は、名簿を毎年更新し、甲に提出するものとする。 
（協議事項） 
第９条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、その都度甲、乙協議して定めるものとす
る。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各１通を保有する。 
 

平成２８年８月２４日 
 
                  甲  今治市長  菅 良二 
 
                  乙  一般社団法人 

愛媛県建設業協会今治支部 
                     支 部 長  徳永 安清 
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（一社）愛媛県建設業協会今治支部（今治地区）災害対策本部名簿 
（令和６年度） 

 
今治市 いこいの丘 ４番地 ２         TEL ０８９８－２２－１４７７ 
                        FAX ０８９８－２４－１３９８ 
   本部長  (株)日淺     日浅 則仁     
   副本部長 夏目建設（株）  三宅 英昭    （株）渡辺建設  渡辺 俊 
        越智昇鉄工（株） 越智 昇二    越智勝建設(株)  越智 吉朗 
        西越建設（株）  新居田 徳行   (有)神野組    神野 裕之 
 
班 班 長 副 班 長 班   員 担当地区 

1 
四国通建㈱ 

  宇髙 誠二 

アイエン工業㈱ 

山下 峰彦 

夏目建設㈱ 

三宅 英昭 

㈱崎山建設 

東洋道路㈱ 

㈱夢創 

曽我土建㈱ 

㈱日電 

森越建設㈱ 
今治 

2 

桜井工業㈱ 

田中 賢

一 

曽我部建設㈱ 

曽我部 昌幸 

㈱常盤組 

大西 正彦 

アイケン工業㈲    

今治ライン工業㈱ 

㈱清水組 

㈲田頭 

今治舗道㈱ 

四国環境整備興業㈱ 

㈱壮進 

㈱日淺 

今治 

3 
㈱大旺 

越智 雅一 

いづも㈱ 

三田  平 

加藤建設㈱ 

加藤 敏博 

愛媛三段ブロック㈱ 

㈱眞鍋組 

㈲友尚建設 

㈱大三建設 

㈱美保 

㈱渡辺建設 
今治 

4 
越智昇鉄工㈱ 

    越智 昇二 

重松建設㈱ 

重松 宗孝 

㈱タニグチ 

    谷口  明 

㈱河上工務店 

㈱吉武工務店 

 

㈱野間工務店 

吉田建設㈱ 

 
今治 

５ 
藤原建設㈱ 

  藤原 政富 

水機建設㈱ 

清水 将史 

㈲田窪組 

 

元岡建設㈱ 

 
朝倉 

６ 
越智勝建設㈱ 

  越智 吉朗 

渡部建設㈱ 

  渡部 哲也 

㈲石丸建設 

㈲タナベ工業 

求和建設㈱ 

㈲藤山建設 
玉川 

７ 
㈱崎山組 

  崎山 俊紀 

㈱小林組 

  小林 雅樹 

㈲森建設  
波方 

８ 
西越建設㈱ 

新居田徳行 

㈱片山組 

片山 康二 

瀬戸内舗道㈱  
大西 

９ 
岡田建設㈱ 

岡田 智哉 

松田工業㈱ 

松田 仁志 

西原建設㈱ ㈱松田建設 
菊間 

10 
重松土建㈱ 

  重松 秀貴 

   
吉海 

11 
㈲神野組 

  神野 裕之 

 

 

  
宮窪 

12 あさひや建設㈱ ㈱せんば 伊予建設工業㈱ ㈱野間組 伯方 

班 班 長 副 班 長 班   員 担当地区 

  村上 広海   馬越 祥太郎 冨士建設㈱ 

13 
㈱号ヤ組 

  浅海 博義 

 

 

  
上浦 

14 
内海建設㈱ 

  菅  敏克 

㈲小笠原建設 

  菅  伸六 

大栄建設㈲ ㈲多和建設 大三島 

関前 
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資料〔１９－５・８〕 

災害時における緊急通行妨害車両等の排除業務に関する協定書 

（西瀬戸ハイウェイサービスグループ） 
 

今治市（以下「甲」という。）と西瀬戸ハイウェイサービスグループ（以下「乙」という。）
は、地震その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における、災害応急対策とし
て実施する緊急通行車両の通行の妨害となる車両その他の物件（この協定において「緊急通行
妨害車両等」という。）の排除業務に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、今治市内における，災害時の緊急通行妨害車両等の排除業務（以下「車両
等排除業務」という。）に関し、甲が乙に協力を求めるときの必要な事項を定める。 

（協力要請） 
第２条 甲は、災害時において、緊急通行車両等の通行を確保するために乙の協力を得る必要が
あるときは、次に掲げる事項を乙に通知して、その協力を要請する。 
(1) 災害発生の日時、場所及び災害の状況 
(2) 緊急通行妨害車両等の場所、種別及び台数等 
(3) 現場責任者の職及び氏名 
(4) 連絡方法、その他必要な事項 

２ 前項の規定による要請は文書により行う。ただし、緊急を要する場合は口頭で協力を要請し、
その後速やかに文書を送付する。 

（協力活動） 
第３条 乙は、甲より前条の規定による要請があった場合は、乙の従業員、車両及び装備等の範
囲内で、可能な限り車両等排除業務を実施する。 

２ 前項の規定による車両等排除業務を実施する乙の従業員及び当該業務に従事する者（以下
「従事者」という。）は、前条第１項第３号により甲が指定する現場責任者の指示に従い、車
両等排除業務を実施する。 

（費用の負担） 
第４条 この協定に基づき乙が行った車両等排除業務の実施に要した費用は、乙の負担とする。 
（災害補償） 
第５条 この協定に基づく活動の実施により、出動した乙の職員、装備等が災害を受けた場合の
補償は乙の責において行うものとする。 

（損害賠償） 
第６条 この協定に基づく業務の実施により、第三者に損害が発生した場合の賠償については、
乙の責において行うものとする。 

（連絡責任者） 
第７条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては防災危機管理課長、乙においてはタケウ
チロードサービスとする。 

（協議） 
第８条 この協定に定めがない事項及びこの協定に関して疑義が生じた事項については、その都

度甲、乙間で協議して定める。 
（期間） 
第９条 この協定は、協定締結の日から効力を生じるものとし、甲、乙いずれからも文書による
協定終了の意思表示がない限り、その効力を継続するものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印のうえ各１通を保有

する。 
 

平成３０年 ６月 ２２日 
 
           甲  今治市別宮町一丁目4番地1 
              今治市 
              今治市長 菅 良二 
 
           乙  今治市四村２８４－２ 

西瀬戸ハイウェイサービスグループ 
              代表 武内 幸夫 
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資料〔１９－５・９〕 

災害時における物資輸送等に関する協定書（今治地区トラック協会） 
 
今治市（以下「甲」という。）と今治地区トラック協会（以下「乙」という。）は、災害時

における物資輸送等について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 本協定は、災害時において物資の迅速かつ円滑な輸送等を図るため、物資輸送等に関
する協定について必要な事項を定めるものとする。 

（要請の内容） 
第２条 甲は、乙に対し、災害時及び災害に備えるに当たり、次に掲げる業務に関して協力を
要請することができるものとし、乙は、特別な理由がない限り、当該要請に協力するものと
する。 
(１)災害救助に必要な生活必需品等の配送に関すること。 
(２)救護物資の受入、仕分及び配送に関すること。 
(３)物流専門家によるアドバイザー業務に関すること。 
(４)資材の貸与に関すること。 
(５)知覚した災害情報の提供及び甲が行う情報収集に関すること。 
(６)被災地への支援物資の配送に関すること。 
(７)前各号の業務に関する事前の助言、指導及び協力に関すること。 
(８)前各号に掲げるもののほか、甲が必要とする応急対応に関すること。 

２ 前項の要請は、様式第１号により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭、
電話等で要請し、後日速やかに同様式を送付するものとする。 

（業務報告） 
第３条 乙は、前条第１項各号の業務を実施したときは、当該業務の終了後、速やかに様式第
２号により、甲に対し業務実施内容を報告するものとする。 

（費用の負担） 
第４条 第２条第１項第１号、第２号及び第６号に掲げる業務に要した費用については、貨物
自動車運送事業者が届出している運賃及び料金を基に甲が負担するものとする。 

２ 第２条第１項第４号、第５号及び第７号に掲げる業務に要した費用については、乙が負担
するものとする。 

３ 第２条第１項第３号及び第８号に掲げる業務に要した費用の負担については、甲乙協議の
上、決定するものとする。 

（費用の請求） 
第５条 乙は、業務が終了した後、速やかに前条の規定に基づき甲が負担することとされてい
る費用について甲に請求するものとする。 

（災害補償） 
第６条 第２条第１項各号に掲げる業務に従事した者が、当該業務に従事したことにより、死
亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態になった場合には、労働者災害補償
保険法（昭和22年法律第50号）を適用し補償するものとする。ただし、同法の適用がない場
合においては、甲乙協議の上、決定するものとする。 

（その他） 
第７条 本協定に定めのない事項が生じたとき又は本協定の実施について疑義が生じたときは、
甲乙協議の上、決定するものとする。 

（有効期限） 
第８条 本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも協定解消の申
出がないときは、その効力は継続されるものとする。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。 
 
令和２年７月１７日 

 
         甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  菅 良二 
 
         乙 今治市国分一丁目甲24－１ 

今治地区トラック協会 
地区会長  門田 大 
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様式第１号 
第   号 

年  月  日 
 
今治地区トラック協会 
地区会長       様 

今治市長        印 
 
 

災害時における物資輸送等の協力要請について 
 
 災害時における物資輸送等に関する協定第２条第２項の規定により次のとおり貴
団体による協力を要請します。 
なお、協力要請の業務終了後、速やかにその実施状況を様式第２号により報告願

います。 
 

１．要請内容 
 □ ① 物資の受入、仕分、配送（第２条第１項第１、２、６号） 
 □ ② 物流専門家によるアドバイザー業務（第２条第１項第３号） 
 □ ③ 物資の貸与（第２条第１項第４号） 
 □ ④ 災害状況の提供（第２条第１項第５号） 
□ ⑤ 助言・指導（第２条第１項第７号） 

 □ ⑥ その他（第２条第１項第８号） 

２．要請期間 
 

        年  月  日  ～    年  月  日 
 

３．具体的な業務内容（配送区間、作業場所、派遣人数など） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

様式第２号 
第   号 

年  月  日 
今治市長         様 

今治地区トラック協会 
地区会長           印  

 
災害時における物資輸送等の実施状況の報告について 

 
災害時における物資輸送等に関する協定第３条の規定により次のとおり報告します。 
 
１．物資の受入、仕分及び配送（第２条第１項第１、２、６号関係） 

実施期間 品目 数量 配送区間 
延べ配
送回数 

従 事 
人員数 

車両の 
種類・台数 

備考 

(自) 年 月 日 
(至) 年 月 日 

  
(自) 
(至) 

    

        

２．助言・指導等及びその他の応急対策業務（第２条第１項第３、７、８号関係） 

実施期間 場所 業務内容 
必要事項 

(従事人員数、所属氏名、車両の種類・台数) 

(自) 年 月 日 
(至) 年 月 日 

   

    

３．物資の貸与（第２条第１項第４号関係） 

貸与期間 品目 数量 場所 備考 

(自) 年 月 日 
(至) 年 月 日 

    

     

４．災害状況の提供（第２条第１項第５号） 
実施期間 場所 提供内容 

(自) 年 月 日 
(至) 年 月 日 
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（６）医療救護関係一覧 
 

資料〔１９－６・１〕 

災害時の医療救護に関する協定（愛媛県、一般社団法人愛媛県医師会） 
 
  愛媛県 (以下「甲」という｡)と市町村 (以下「乙」という｡)と社団法人愛媛県医師会（以下
「丙」という。）とは、災害時において被災者の救助として行う医療及び助産（以下「医療救
護」という。）の実施について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第 223号）第40条第１項の規定による 
愛媛県地域防災計画及び同法第42条第１項の規定による市町村地域防災計画に基づき甲又 
は乙が行う医療救護に対する丙の協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（救護班の派遣） 
第２条 甲又は乙は、医療救護を実施する必要が生じた場合は、丙に対し医療救護のための 
救護班 (以下「救護班」という｡)の派遣を要請するものとし、丙は、甲又は乙の要請に応 
じ救護班を派遣するものとする。 

（医療救護計画） 
第３条 丙は、甲又は乙の救護班の派遣の要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、医療 
救護の計画 (以下「医療救護計画」という｡)を策定し、これを、甲が指定する期日までに、 
甲に提出するものとする。 

２ 医療救護計画には、次の事項を定めるものとする。 
 (1)  救護班の編成計画 
 (2)  救護班の医療救護活動計画 
 (3)  郡市医師会その他関係機関との連絡体制 
 (4)  医療救護訓練の計画 
 (5)  その他必要な事項 
３ 甲は、第１項の規定により提出された医療救護計画を乙に送付するものとする。 
（救護班の派遣要請の手続） 
第４条 甲又は乙は、第２条の規定に基づき救護班の派遣を丙に要請しようとするときは、次
に掲げる事項を記載した書面を、乙にあっては甲を経由して、丙に提出しなければならない。
ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により行うことができる。 

 (1) 災害発生の日時及び場所 
 (2) 災害の原因及び状況 
 (3) 救護班の派遣先の場所 
 (4) 派遣を要する班数 
 (5) 救護班の派遣期間 
 (6)  その他必要な事項 
２ 前項の規定にかかわらず、乙は、緊急やむを得ない事情により、甲を経由しないで救護班
の派遣を要請したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 

（救護班の派遣の方法） 
第５条 第２条の規定に基づく救護班の派遣は、医療救護計画に基づいて行うものとする。 
（要請によらない救護班の派遣） 
第６条 丙は、緊急やむを得ない事情により、甲又は乙の要請によらないで救護班を派遣した
ときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 

（救護班に対する指揮） 
第７条 医療救護活動の総合調整を図るため、救護班に対する指揮は、甲がその派遣を要請し
た場合にあっては甲が指定する者が、乙がその派遣を要請した場合にあっては乙が指定する
者が行うものとする。 

（救護班の業務） 
第８条 救護班は、原則として、甲又は乙が避難所、災害現場等に設置する救護所（以下「救
護所」という。）において、医療救護活動を行うものとする。 

２ 救護班の業務は、次のとおりとする。 
 (1) 傷病者の傷病の程度判定 
 (2) 重症者の応急手当及び中等症者に対する処置 
 (3) 後方医療機関への転送の要否及び転送順位の決定 
 (4) 転送困難な傷病者及び避難所等における軽症者に対する医療 
 (5) 助産活動 
 (6)  死体の検案 
 (7)  医療救護活動の記録及び市町村災害対策本部への収容状況等の報告 
（薬剤等の供給） 
第９条 救護班が使用する薬剤、治療材料及び医療器具は、当該救護班が携行するもののほか、
甲又は乙が供給するものとする。 

（救護班の輸送） 
第10条  甲及び乙は、医療救護が円滑に実施できるよう、救護班の輸送について、必要な措置
を講ずるものとする。 

（医療費） 
第11条  救護所における医療費は、無料とする。 
（費用の弁償） 
第12条 法令に定めがあるもののほか、甲又は乙の要請に基づき丙が救護班を派遣した場合(第
６条の規定による報告があった場合を含む｡)における次の費用は、別に定める基準に従い、
甲又は乙が負担するものとする。 

 (1)  救護班が携行した薬剤及び治療材料で使用したもの並びに医療器具の破損等に係る費用 
 (2)  救護班の編成及び派遣に要する費用 
 (3)  前２号に掲げる費用以外の費用で、この協定の実施のために要するもの 
（医療救護に従事した者に対する損害補償） 
第13条  甲又は乙の要請に基づき丙が派遣した救護班 (第６条の規定による報告に係るものを
含む｡)の班員として医療救護活動に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病
にかかり、又は障害の状態となったときは、甲又は乙は、別に定める基準に従い、その者又
はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償するものとする。 
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（細則） 
第14条  この協定に別に定めるもののほか、この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
（協議） 
第15条  この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲、乙
及び丙が協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 
第16条  この協定の有効期間は、平成８年２月１日から同年３月31日までとする。ただし、こ
の協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも何らの意思表示が
ないときは、当該有効期間満了の日の翌日から起算して１年延長するものとし、以後もまた
同様とする。 

（雑則） 
第17条  市町村と郡市医師会との間において、別に医療救護に関する協定を締結している場合
は、当該協定は、この協定に優先するものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書72通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自そ

の１通を保有する。   
 
  平成８年２月１日 
 
                    甲 愛媛県知事  伊 賀 貞 雪 
                     

乙 県下７０市町村長   
                     

丙 社団法人愛媛県医師会 
                        会 長  村 上 郁 夫 
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災害時の医療救護に関する協定実施細則 
 
 愛媛県 (以下「甲」という｡)と市町村 (以下「乙」という｡)と社団法人愛媛県医師会（以下
「丙」という。）とは、平成８年２月１日付けで締結した災害時の医療救護に関する協定（以下
「協定」という。）の実施について、次のとおり細則を締結する。 
 
（医療救護活動の報告） 
第１条 丙は、協定第２条の規定に基づき救護班を派遣した場合 (協定第６条の規定による報
告があった場合を含む｡)は、当該救護班の行う医療救護活動 (以下「医療救護活動」と い
う｡)の終了後、速やかに、次に掲げる書類を甲又は乙に提出するものとする。 

 (1)  医療救護活動報告書（様式第１号） 
 (2)  救護班員名簿（様式第２号） 
 (3)  薬剤等使用報告書（様式第３号） 
（事故の報告） 
第２条 協定第13条に規定する場合においては、丙は、事故報告書（様式第４号）により、速
やかに甲又は乙に報告するものとする。 

（費用弁償の額等） 
第３条 協定第12条第１号及び第２号に規定する費用の弁償の額は、それぞれ災害救助法施行
規則（昭和35年愛媛県規則第17号）別表１及び別表２の規定の例により算定した額とする。 

２ 丙は、協定第12条に規定する費用の弁償を請求しようとするときは､費用弁償請求書(様 
式第５号）を甲又は乙に提出するものとする。 

（損害補償の種類等） 
第４条 協定第13条に規定する損害補償 (以下「損害補償」という｡)の種類は、療養補償金、
休業補償金、障害補償金、遺族補償金、葬祭補償金及び打切補償金とする。 

２ 損害補償の額は、次の表の左欄に掲げる損害補償の種類に応じ、当該右欄に掲げる扶助金 
(災害救助法（昭和22年法律第 118号）第29条の規定により支給される扶助金をいう｡) の額
の算定の例により算定した額とする。 

 

療養補償金 療養扶助金 

休業補償金 休業扶助金 

障害補償金 障害扶助金 

遺族補償金 遺族扶助金 

葬祭補償金 葬祭扶助金 

打切補償金 打切扶助金 

 
３ 損害補償を受けようとする者は、損害補償支給申請書（様式第６号）に、次の表の左欄に
掲げる損害補償の種類に応じ、当該右欄に掲げる書類を添えて、甲又は乙に提出するものと
する。 

 

療養補償金  医師の診断書及び療養費の領収書又は請求書 

休業補償金 
 
 
 

 (1) 休業が必要と認められる期間を記載した医師の診断書 
 (2) 休業の期間を記載した事業主の証明書 
 (3) 事業主又は市町村長が発行する損害補償支給基礎額の算定の 
  証明書（以下「支給基礎額算定証明書」という。） 

障害補償金 
 

 (1) 障害の程度を記載した医師の診断書 
 (2) 支給基礎額算定証明書 

遺族補償金 
 

 (1) 遺族補償金の受給順位を明らかにした書類 
 (2) 支給基礎額算定証明書 

葬祭補償金 
 

 (1) 死亡診断書 
 (2) 支給基礎額算定証明書 

打切補償金 
 

 (1) 療養経過を明らかにした医師の診断書 
 (2) 支給基礎額算定証明書 

 
（支払） 
第５条 甲又は乙は、第３条第２項又は前条第３項の規定による費用弁償又は損害補償の請求
を受けた場合は、関係書類を確認し、速やかに丙に対し、これを支払うものとする。 

 
 この細則の締結を証するため、本書72通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自その
１通を保有する。 
 
  平成８年２月１日 
 
                     甲 愛媛県知事  伊 賀 貞 雪 
                      

乙 県下７０市町村長   
                      

丙 社団法人愛媛県医師会 
                        会 長  村 上 郁 夫 
  ※ 様式は省略する。 
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資料〔１９－６・２〕 

災害時の医療救護活動についての協定書(一般社団法人今治市医師会) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と社団法人今治市医師会（以下「乙」という。）とは、次 
のとおり協定を締結する。 
 
（総則） 
第１条 この協定は、今治市内において局地的かつ短時間に多数の傷病者が発生した場合にお
ける、甲が実施する医療救護活動（以下「医療活動」という。）に対する乙の協力に関し、必
要な事項を定めることを目的とする。 

２ 乙は、医療救護活動が迅速かつ円滑に行われるよう必要な調整を行うものとする。 
（医療救護活動） 
第２条 甲は、医療救護活動を実施する必要が生じたときは、乙に協力を要請するものとする。 
２ 乙は、前項の要請を受けたときは、直ちに医療救護班を編成し、次に定める救護所に派遣
し、医療救護活動を実施するものとする。 

（救護所） 
第３条 甲は、災害の状況により必要に応じ市所有施設等に救護所を設置する。 
２ 甲は、前項に定めるもののほか、災害の状況により必要と認めるときは、乙及び乙の会 
員の協力を得て、発災地周辺の医療施設に救護所を設置することができる。 

（医療救護班の業務） 
第４条 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 
 (1) 傷病者に対する応急処置 
 (2) 傷病者の選別 
 (3) 死亡の確認 
 (4)  医療機関への搬送の要否及び順位の決定 
（指揮命令） 
第５条 医療救護班に係る指揮命令は、乙が行うものとする。   
（連絡調整） 
第６条 医療救護活動に係る連絡調整は、甲、乙双方緊密な連携のもとに行うものとする。 
（輸送） 
第７条 医療救護班は、原則として甲の調達する車両等で第３条に定める救護所等へ輸送する
ものとする。 

（医薬品等） 
第８条 医療救護活動に必要な医薬品、医療材料等は、原則として乙が携行又は調達する。 
ただし、乙から要請があった場合は甲が行うものとする。 

２ 救護所等での必要な物資の調達は、甲が行うものとする。 
（防災訓練） 
第９条 乙は、甲から要請があったときは、甲が実施する防災訓練に医療救護班を参加させる。 
（費用弁償等） 
第10条  医療救護活動を実施した場合に要する次の経費は、甲が負担する。 
 (1)  医療救護班の派遣に要する費用弁償 

 (2)  医療救護班が携行又は調達し、医療救護活動のために使用した医薬品、医療材料等の  
実費弁償 

 (3)  防災訓練参加に伴う費用弁償 
２ 上記医療救護活動に係る費用金額等については、別途甲、乙協議して定めるものとする。 
（災害補償） 
第11条  甲の要請を受諾した者が、医療救護活動に従事し、又は防災訓練に参加している間及
び救護所等までの往復の途上において、負傷し、疾病にかかり又は死亡した場合は、甲の消
防団員等公務災害補償条例 (昭和41年条例第22号)を適用し災害補償を行うものとする。 

（医事紛争の処理） 
第12条 医療救護活動に起因する医事紛争が生じた場合は、甲が適切な措置を講ずるものとす
る。 

（災害救助法との関係） 
第13条  災害救助法（昭和22年法律第 118号）による指定を受けた場合は、本協定は指定日 
より災害救助法の定めるところによる。   

（実施細目） 
第14条  この協定を実施するための必要な事項については、実施細目で定める。 
（協議） 
第15条  この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙双方協 
議して定めるものとする。 

 
 この協定締結の証として、本書２通を作成し、甲、乙双方記名押印の上、各自その１通を保
有する。 
 
      平成１４年３月１日 
 
                  甲 今治市長 繁 信 順 一 
 
                  乙 社団法人今治市医師会 
                    代表者 会 長 村 上 健 二 
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災害時の医療救護活動に係る実施細目 
 
 今治市（以下「甲」という。）と社団法人今治市医師会（以下「乙」という。）との間におい
て、平成14年3月1日に締結した「災害時の医療救護活動についての協定書」（以下「協定書」と
いう。）第14条の規定に基づき次のとおり実施細目を定める。 
 
（乙の代表者） 
第１条 協定書第１条第２項に定める乙の代表者は、今治市医師会長とする。 
（連絡調整の責任者） 
第２条 協定書第６条に定める連絡調整の甲の責任者は、今治市防災担当参事とする。 
（緊急連絡網の整備） 
第３条 甲及び乙は、協定書第２条に定める医療救護活動の要請及び実施を迅速かつ円滑に 
行うため、緊急連絡網の整備を行い、相互に交換するものとする。 

（指揮体制） 
第４条 乙は、現場指揮体制に関し、医療救護班の活動要領等をあらかじめ定めておくもの 
とする。 

（医療救護班の編成） 
第５条 医療救護班は、医師、看護婦及び補助者で編成し、災害規模に応じ編成するものと 
する。 

２ 医師は、必要により甲の救急隊員等の応援を求めることができる。 
（傷病者の選別、表示及び応急処置） 
第６条 傷病者の選別及び応急処置は、医師の指示により救急隊員等が行うことができる。 
２ 傷病者伝票は、医師の指示によりあらかじめ甲が指名する職員が記入する。 
（要請する災害の程度） 
第７条 協定書第２条第１項に定める医療救護活動を実施する必要が生じた場合とは、集団 
的に多数の傷病者（おおむね15人以上）が生じた場合をいう。   

（要請の方法） 
第８条 協定書第２条第１項に定める要請は、今治市防災担当参事から今治市医師会長に対し
て行う。 

２ 緊急を要するときとは、今治市防災局防災消防課（通信指令室）から、乙の医療救護担当
者に対して要請することができる。 

３ 要請時の通報連絡事項は下記の方法により電話等にて行う。 
 (1)  事故発生時刻、場所 
 (2)  事故原因及び状況 
 (3)  事故による傷病者数等の状況 
 (4)  その他医療救護活動に必要な事項 
（連絡調整事項） 
第９条 甲及び乙の連絡調整事項は、次のとおりとする。 
 (1)  医療救護班に関すること 
 (2)  死亡に関すること 
 (3)  医薬品及び医療材料に関すること 

 (4)  その他医療救護に関すること 
（事故の処理） 
第10条  甲は、災害時の医療救護活動により生じた医療事故のため第三者に損害を与えた場 
合は、責任をもって処理に当たるものとする。 

２ 当該業務に従事した乙の会員 (以下「丙」という｡)が対象者から損害賠償請求の訴えを提
起された場合は、甲は訴訟参加等により丙に全面的に協力するものとし、丙が損害賠償をし
なければならない場合には、丙の故意又は重大な過失のない限り、甲において損害賠償を行
うものとする。 

３ 甲は、前２項の場合において、丙に故意又は重大な過失のない限り、丙に対して求償しな
いものとする。 

（医療救護活動従事者の費用弁償） 
第11条 協定書第10条第１号及び第３号に定める医療救護活動の従事者に対する費用弁償金額
は、災害救助法施行令（昭和22年政令第 225号）第11条の規定を適用する。ただし、補助者
に対する費用弁償金額は、その都度協議するものとする。 

（費用弁償等の請求） 
第12条  協定書第10条各号に定める費用弁償の請求は、次の各号により行う。   
 (1) 医療救護活動に従事した者及び防災訓練に参加した者に対する費用弁償は、費用弁償請

求書（様式１）に各医療救護班ごとの医療救護活動報告書（様式１の２）を添えて請求す
る。 

 (2) 医療救護活動に際し使用した医薬品、医療材料等の実費弁償は、実費弁償請求書（様式
２）に各医療救護班ごとに、医薬品、医療材料等使用報告書（様式２の２）を添えて請求
する。 

(協議)  
第13条  この実施細目に定めのない事項又は、この実施細目に関し疑義が生じたときは、甲、
乙双方協議して定めるものとする。 

 
 この実施細目締結の証として、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保
有する。 
 
       平成14年3月1日 
 
                   甲 今治市長 繁 信 順 一 
 
                   乙 社団法人今治市医師会 
                     代表者 会長  村 上 健 二 
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様式 １ 
 

平成  年  月  日 
 
 
 

費 用 弁 償 請 求 書            
 
 
 
  今治市長  殿 
 
 
                          社団法人今治市医師会 
                          会 長        印 
 
 
 
 
 
 

請求金額 ￥       円 
 
 
 
 
 
 

今治市内の災害時の医療救護活動に対する費用負担として、上記のとおり 
請求します。 
なお、内訳は次のとおりです。 

 

 

救護活動・訓練参加者報告書 

 

出動日時 平成 年  月  日  時  分 ～  月  日  時  分 

要請区分   医療救護員の  派遣 ・ 訓練参加 

活動場所  

活動状況 

 

 

 

 

参加者名 

職 種       氏 名          所属医療機関名 住 所                 
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様式 １の２ 

 
平成  年  月  日 

 
 
 社団法人今治市医師会 
 会 長        殿 
 
 
 
                                 病院 
                         医院長        印 
 
 

医療救護活動報告書 
 
 

出動日時  

要請区分  

活動場所  

活動状況 

 

 

 
 

救護活動・訓練参加者 
 
 

職  種 氏      名 所属医療機関 住 所                   

    

    

    

    

 

様式 ２ 
 

平成  年  月  日 
 
 
 
 

実 費 弁 償 請 求 書            
 
 
 
  今治市長  殿 

 
 
                           社団法人今治市医師会 
                           会 長        印 
 
 
 
 
 

請求金額  ￥         円 
 
 
 
 

 
 

今治市内の災害時の医療救護活動に対する費用負担として、上記のとおり 
請求します。 
なお、内訳は次のとおりです。 
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医療救護に使用した医薬品等明細 
 

品 名            規     格 数  量 単  価 金      額 適        用 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

様式 ２の２ 
 

平成  年  月  日 
 
 
 社団法人今治市医師会 
 会 長        殿 
 
 
                                 病院 
                         医院長        印 
 
 
 

医薬品、医療材料等使用報告書 
 

出動日時  

要請区分  

活動場所  

活動状況 

 

 

 
 

医療救護に使用した医薬品等明細 
 

品   名 規    格 数  量 単  価 金   額 適   用 
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資料〔１９－６・３〕 

災害時の医療救護に関する協定（一般社団法人愛媛県歯科医師会） 
 
愛媛県（以下「甲」という。）と市町村（以下「乙」という。）と社団法人愛媛県歯科医師会

（以下「丙」という。）とは、災害時において被災者の救助として行う医療（以下「医療救護」
という。）の実施について、次のとおり協定を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第40条第１項の規定による愛媛
県地域防災計画及び同法第42条第１項の規定による市町村地域防災計画に基づき、甲又は乙
が行う医療救護に対する丙の協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（救護班の派遣） 
第２条 甲又は乙は、医療救護を実施する必要が生じた場合は、丙に対し医療救護のための救
護班（以下「救護班」という。）の派遣を要請するものとし、丙は、甲又は乙の要請に応じ救
護班を派遣するものとする。 

（医療救護計画） 
第３条 丙は、甲又は乙の救護班派遣要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、医療救護の
計画（以下「医療救護計画」という。）を策定し、これを、甲が指定する期日までに、甲に提
出するものとする。 

２ 医療救護計画には、次の事項を定めるものとする。 
（1）救護班の編成計画 
（2）救護班の医療救護活動計画 
（3）郡市歯科医師会その他関係機関との連絡体制 
（4）医療救護訓練の計画 
（5）その他必要な事項 

３ 甲は、第１項の規定により提出された医療救護計画を乙に送付するものとする。 
（救護班の派遣要請の手続） 
第４条 甲又は乙は、第２条の規定に基づき救護班の派遣を丙に要請しようとするときは、次
に掲げる事項を記載した書面を、乙にあっては甲を経由して、丙に提出しなければならない。
ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により行うことができる。 
（1）災害発生の日時及び場所 
（2）災害の原因及び状況 
（3）救護班の派遣先の場所 
（4）派遣を要する班数 
（5）救護班の派遣期間 
（6）その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、緊急やむを得ない事情により、甲を経由しないで救護班
の派遣を要請したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 

（救護班の派遣の方法） 
第５条 第２条の規定に基づく救護班の派遣は、医療救護計画に基づいて行うものとする。 
（要請によらない救護班の派遣） 
第６条 丙は、緊急やむを得ない事情により、甲又は乙の要請によらないで救護班を派遣した

ときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 
（救護班に対する指揮） 
第７条 医療救護活動の総合調整を図るため、救護班に対する指揮は、甲がその派遣を要請し
た場合にあっては甲が指定する者が、乙がその派遣を要請した場合にあっては乙が指定する
者が行うものとする。 

（救護班の業務） 
第８条 救護班は、原則として、甲又は乙が避難所、災害現場等に設置する救護所（以下「救
護所」という。）において、医療救護活動を行うものとする。 
２ 救護班の業務は、次のとおりとする。 
（1）歯科医療を必要とする傷病者に対する応急処置及び医療 
（2）歯科医療を必要とする傷病者の受入医療機関への移送の要否及び移送順位の決定 
（3）災害時における死体の個別判別、検案等への協力 
（4）その他状況に応じた必要な措置 

（薬剤等の供給） 
第９条 救護班が使用する薬剤、治療材料及び医療器具は、当該救護班が携行するもののほか、
甲又は乙が供給するものとする。 

（救護班の輸送） 
第10条 甲及び乙は、医療救護が円滑に実施できるよう、救護班の輸送について、必要な措置
を講ずるものとする。 

（医療費） 
第11条 救護所における医療費は、無料とする。 
（費用の弁償） 
第12条 法令に定めがあるもののほか、甲又は乙の要請に基づき丙が救護班を派遣した場合
（第６条の規定による報告があった場合を含む。）における次の費用は、別に定める基準に従
い、甲又は乙が負担するものとする。 
（1）救護班が携行した薬剤及び治療材料で使用したもの並びに医療器具の破損等に係る費用 
（2）救護班の編成及び派遣に要する費用 
（3）前２号に掲げる費用以外の費用で、この協定の実施のために要するもの 

（医療救護に従事した者に対する損害補償） 
第13条 甲又は乙の要請に基づき丙が派遣した救護班（第６条の規定による報告に係るものを
含む。）の班員として医療救護に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にか
かり、又は障害の状態となったときは、甲又は乙は、別に定める基準に従い、その者又はそ
の者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償するものとする。 

（細則） 
第14条 この協定に別に定めるもののほか、この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
（協議） 
第15条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲、乙
及び丙が協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 
第16条 この協定の有効期間は、平成15年４月９日から平成16年３月31日までとする。ただし、
この協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも何らの意思表示
がないときは、当該有効期間満了の日の翌日から起算して１年延長するものとし、以後もま
た同様とする。 



 

 

 

 

 

527
 

  

（雑則） 
第17条 乙と丙又は郡市歯科医師会との間において、別に医療救護に関する協定を締結した場
合、当該協定は、この協定に優先するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書71通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自その

１通を保有する。 
 

平成15年４月９日 
甲 愛 媛 県 知 事 加戸 守行 
 
乙 松 山 市 長 中村 時広 
乙 今治市長職務代理者 

今 治 市 助 役 白石 哲朗 
乙 宇 和 島 市 長 石橋 寛久 
乙 八 幡 浜 市 長 高橋 英吾 
乙 新 居 浜 市 長 佐々木 龍 
乙 西 条 市 長 伊藤 宏太郎 
乙 大 洲 市 長 桝田 與一 
乙 川 之 江 市 長 石津 隆敏 
乙 伊予三島市長 篠永 善雄 
乙 伊 予 市 長 中村  佑 
乙 北 条 市 長 井手 順二 
乙 東 予 市 長 青野  勝 
乙 新 宮 村 長 法橋 信一 
乙 土 居 町 長 藤田 勝志 
乙 小 松 町 長 塩出 皓治 
乙 丹 原 町 長 渡部 高尚 
乙 朝 倉 村 長 清水 俊光 
乙 玉 川 町 長 村上 忠美 
乙 波 方 町 長 片上 修二郎 
乙 大 西 町 長 門田 迪郎 
乙 菊 間 町 長 白石 隆彦 
乙 吉 海 町 長 村上 哲司 
乙 宮 窪 町 長 矢野 勝俊 
乙 伯 方 町 長 岡田 哲也 
乙 魚 島 村 長 佐伯 真登 
乙 弓 削 町 長 木下 良一 
乙 生 名 村 長 田尾  紀 
乙 岩 城 村 長 稲本  一 
乙 上 浦 町 長 小野  功 
乙 大 三 島 町 長 奥本 忠孝 
乙 関 前 村 長 池田  深 
乙 重 信 町 長 和田 治樹 

乙 川 内 町 長 大西  勉 
乙 中 島 町 長 武田 満幸 
乙 久 万 町 長 玉水 壽清 
乙 面 河 村 長 梅木 正一 
乙 美 川 村 長 木下 久敬 
乙 柳 谷 村 長 鶴井 國夫 
乙 小 田 町 長 大塚 雅教 
乙 松 前 町 長 白石 勝也 
乙 砥 部 町 長 中村 剛志 
乙 広 田 村 長 三好 晃二 
乙 中 山 町 長 市田 勝久 
乙 双 海 町 長 丸山 勇三 
乙 長 浜 町 長 西田 洋一 
乙 内 子 町 長 河内 紘一 
乙 五 十 崎 町 長 宮岡 廣行 
乙 肱 川 町 長 久保田 仁之 
乙 河 辺 村 長 稲田 秀一 
乙 保 内 町 長 二宮 通明 
乙 伊 方 町 長 中元 清吉 
乙 瀬 戸 町 長 井上 善一 
乙 三 崎 町 長 杉山 陽三郎 
乙 三 瓶 町 長 井伊 敏郎 
乙 明 浜 町 長 酒井 正直 
乙 宇 和 町 長 宇都宮 象一 
乙 野 村 町 長 大塚  功 
乙 城 川 町 長 河野 泰成 
乙 吉 田 町 長 清家 文男 
乙 三 間 町 長 太宰 仁三 
乙 広 見 町 長 松浦 甚一 
乙 松 野 町 長 柳野 大和 
乙 日 吉 村 長 山本 雅之 
乙 津 島 町 長 曽根 貞義 
乙 内 海 村 長 加幡 仁一 
乙 御 荘 町 長 山下 英雄 
乙 城 辺 町 長 谷口 長治 
乙 一 本 松 町 長 菊地 信武 
乙 西 海 町 長 中田  廣 
丙 社団法人 愛媛県歯科医師会 

会長 須之内 淳二 
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資料〔１９－６・４〕 

災害時の医療救護に関する協定（一般社団法人愛媛県薬剤師会） 
 
愛媛県（以下「甲」という。）と市町村（以下「乙」という。）と社団法人愛媛県薬剤師会

（以下「丙」という。）とは、災害時において被災者の救助として行う医療及び助産（以下「医
療救護」という。）の実施について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第40条第１項の規定による愛媛
県地域防災計画及び同法第42条第１項の規定による市町村地域防災計画に基づき、甲又は乙
が行う医療救護に対する丙の協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（医療従事者の派遣） 
第２条 甲又は乙は、医療救護を実施する必要が生じた場合は、丙に対し医療救護のための薬
剤師等（以下「医療従事者」という。）の派遣を要請するものとし、丙は、甲又は乙の要請に
応じ医療従事者を派遣するものとする。 

（医療救護計画） 
第３条 丙は、甲又は乙の医療従事者派遣要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、医療救
護の計画（以下「医療救護計画」という。）を策定し、これを、甲が指定する期日までに、甲
に提出するものとする。 

２ 医療救護計画には、次の事項を定めるものとする。 
（1）医療従事者の編成計画 
（2）医療従事者の医療救護活動計画 
（3）関係機関との連絡体制 
（4）医療救護訓練の計画 
（5）その他必要な事項 

３ 甲は、第１項の規定により提出された医療救護計画を乙に送付するものとする。 
（医療従事者の派遣要請の手続） 
第４条 甲又は乙は、第２条の規定に基づき医療従事者の派遣を丙に要請しようとするときは、
次に掲げる事項を記載した書面を、乙にあっては甲を経由して、丙に提出しなければならな
い。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により行うことができる。 
（1）災害発生の日時及び場所 
（2）災害の原因及び状況 
（3）医療従事者の派遣先の場所 
（4）派遣を要する医療従事者数 
（5）医療従事者の派遣期間 
（6）その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、緊急やむを得ない事情により、甲を経由しないで医療従
事者の派遣を要請したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 

（医療従事者の派遣の方法） 
第５条 第２条の規定に基づく医療従事者の派遣は、医療救護計画に基づいて行うものとする。 
（要請によらない医療従事者の派遣） 
第６条 丙は、緊急やむを得ない事情により、甲又は乙の要請によらないで医療従事者を派遣

したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 
（医療従事者に対する指揮） 
第７条 医療救護活動の総合調整を図るため、医療従事者に対する指揮は、甲がその派遣を要
請した場合にあっては甲が指定する者が、乙がその派遣を要請した場合にあっては乙が指定
する者が行うものとする。 

（医療従事者の業務） 
第８条 医療従事者は、原則として、甲又は乙が避難所、災害現場等に設置する救護所（以下
「救護所」という。）において、医療救護活動を行うものとする。 
２ 医療従事者の業務は、次のとおりとする。 
（1）傷病者に対する調剤業務 
（2）救護所における医薬品等の管理 
（3）その他状況に応じた必要な措置 

（薬剤等の供給） 
第９条 医療従事者が使用する薬剤、治療材料及び医療器具は、当該医療従事者が携行するも
ののほか、甲又は乙が供給するものとする。 

（医療従事者の輸送） 
第10条 甲及び乙は、医療救護が円滑に実施できるよう、医療従事者の輸送について、必要な
措置を講ずるものとする。 

（調剤費） 
第11条 救護所における調剤費は、無料とする。 
（費用の弁償） 
第12条 法令に定めがあるもののほか、甲又は乙の要請に基づき丙が医療従事者を派遣した場
合（第６条の規定による報告があった場合を含む。）における次の費用は、別に定める基準に
従い、甲又は乙が負担するものとする。 
（1）医療従事者が携行した薬剤及び治療材料で使用したもの並びに医療器具の破損等に係
る費用 

（2）医療従事者の編成及び派遣に要する費用 
（3）前２号に掲げる費用以外の費用で、この協定の実施のために要するもの 

（医療救護に従事した者に対する損害補償） 
第13条 甲又は乙の要請に基づき丙が派遣した医療従事者（第６条の規定による報告に係るも
のを含む。）として医療救護に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか
り、又は障害の状態となったときは、甲又は乙は、別に定める基準に従い、その者又はその
者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償するものとする。 

（細則） 
第14条 この協定に別に定めるもののほか、この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
（協議） 
第15条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲、乙
及び丙が協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 
第16条 この協定の有効期間は、平成15 年４月９日から平成16 年３月31 日までとする。ただ
し、この協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも何らの意思
表示がないときは、当該有効期間満了の日の翌日から起算して１年延長するものとし、以後
もまた同様とする。 
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（雑則） 
第17条 乙と丙との間において、別に医療救護に関する協定を締結した場合、当該協定は、こ
の協定に優先するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書71通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自その

１通を保有する。 
 

平成15年４月９日 
甲 愛 媛 県 知 事 加戸 守行 
 
乙 松 山 市 長 中村 時広 
乙 今治市長職務代理者 

今 治 市 助 役 白石 哲朗 
乙 宇 和 島 市 長 石橋 寛久 
乙 八 幡 浜 市 長 高橋 英吾 
乙 新 居 浜 市 長 佐々木 龍 
乙 西 条 市 長 伊藤 宏太郎 
乙 大 洲 市 長 桝田 與一 
乙 川 之 江 市 長 石津 隆敏 
乙 伊予三島市長 篠永 善雄 
乙 伊 予 市 長 中村  佑 
乙 北 条 市 長 井手 順二 
乙 東 予 市 長 青野  勝 
乙 新 宮 村 長 法橋 信一 
乙 土 居 町 長 藤田 勝志 
乙 小 松 町 長 塩出 皓治 
乙 丹 原 町 長 渡部 高尚 
乙 朝 倉 村 長 清水 俊光 
乙 玉 川 町 長 村上 忠美 
乙 波 方 町 長 片上 修二郎 
乙 大 西 町 長 門田 迪郎 
乙 菊 間 町 長 白石 隆彦 
乙 吉 海 町 長 村上 哲司 
乙 宮 窪 町 長 矢野 勝俊 
乙 伯 方 町 長 岡田 哲也 
乙 魚 島 村 長 佐伯 真登 
乙 弓 削 町 長 木下 良一 
乙 生 名 村 長 田尾  紀 
乙 岩 城 村 長 稲本  一 
乙 上 浦 町 長 小野  功 
乙 大 三 島 町 長 奥本 忠孝 
乙 関 前 村 長 池田  深 
乙 重 信 町 長 和田 治樹 

乙 川 内 町 長 大西  勉 
乙 中 島 町 長 武田 満幸 
乙 久 万 町 長 玉水 壽清 
乙 面 河 村 長 梅木 正一 
乙 美 川 村 長 木下 久敬 
乙 柳 谷 村 長 鶴井 國夫 
乙 小 田 町 長 大塚 雅教 
乙 松 前 町 長 白石 勝也 
乙 砥 部 町 長 中村 剛志 
乙 広 田 村 長 三好 晃二 
乙 中 山 町 長 市田 勝久 
乙 双 海 町 長 丸山 勇三 
乙 長 浜 町 長 西田 洋一 
乙 内 子 町 長 河内 紘一 
乙 五 十 崎 町 長 宮岡 廣行 
乙 肱 川 町 長 久保田 仁之 
乙 河 辺 村 長 稲田 秀一 
乙 保 内 町 長 二宮 通明 
乙 伊 方 町 長 中元 清吉 
乙 瀬 戸 町 長 井上 善一 
乙 三 崎 町 長 杉山 陽三郎 
乙 三 瓶 町 長 井伊 敏郎 
乙 明 浜 町 長 酒井 正直 
乙 宇 和 町 長 宇都宮 象一 
乙 野 村 町 長 大塚  功 
乙 城 川 町 長 河野 泰成 
乙 吉 田 町 長 清家 文男 
乙 三 間 町 長 太宰 仁三 
乙 広 見 町 長 松浦 甚一 
乙 松 野 町 長 柳野 大和 
乙 日 吉 村 長 山本 雅之 
乙 津 島 町 長 曽根 貞義 
乙 内 海 村 長 加幡 仁一 
乙 御 荘 町 長 山下 英雄 
乙 城 辺 町 長 谷口 長治 
乙 一 本 松 町 長 菊地 信武 
乙 西 海 町 長 中田  廣 
丙 社団法人 愛媛県薬剤師会 

会長 澤田 乙吉 
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資料〔１９－６・５〕 

災害時の医療救護に関する協定（公益社団法人愛媛県看護協会） 
 
愛媛県（以下「甲」という。）と市町村（以下「乙」という。）と社団法人愛媛看護協会（以

下「丙」という。）とは、災害時において被災者の救助として行う医療及び助産（以下「医療救
護」という。）の実施について、次のとおり協定を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第40条第１項の規定による愛媛
県地域防災計画及び同法第42条第１項の規定による市町村地域防災計画に基づき、甲又は乙
が行う医療救護に対する丙の協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（医療従事者の派遣） 
第２条 甲又は乙は、医療救護を実施する必要が生じた場合は、丙に対し医療救護のための看
護師等（以下「医療従事者」という。）の派遣を要請するものとし、丙は、甲又は乙の要請に
応じ医療従事者を派遣するものとする。 

（医療救護計画） 
第３条 丙は、甲又は乙の医療従事者派遣要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、医療救
護の計画（以下「医療救護計画」という。）を策定し、これを、甲が指定する期日までに、甲
に提出するものとする。 

２ 医療救護計画には、次の事項を定めるものとする。 
（1）医療従事者の編成計画 
（2）医療従事者の医療救護活動計画 
（3）関係機関との連絡体制 
（4）医療救護訓練の計画 
（5）その他必要な事項 

３ 甲は、第１項の規定により提出された医療救護計画を乙に送付するものとする。 
（医療従事者の派遣要請の手続） 
第４条 甲又は乙は、第２条の規定に基づき医療従事者の派遣を丙に要請しようとするときは、
次に掲げる事項を記載した書面を、乙にあっては甲を経由して、丙に提出しなければならな
い。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により行うことができる。 
（1）災害発生の日時及び場所 
（2）災害の原因及び状況 
（3）医療従事者の派遣先の場所 
（4）派遣を要する医療従事者数 
（5）医療従事者の派遣期間 
（6）その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、緊急やむを得ない事情により、甲を経由しないで医療従
事者の派遣を要請したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 

（医療従事者の派遣の方法） 
第５条 第２条の規定に基づく医療従事者の派遣は、医療救護計画に基づいて行うものとする。 
（要請によらない医療従事者の派遣） 
第６条 丙は、緊急やむを得ない事情により、甲又は乙の要請によらないで医療従事者を派遣

したときは、速やかに、その旨を甲に報告するものとする。 
（医療従事者に対する指揮） 
第７条 医療救護活動の総合調整を図るため、医療従事者に対する指揮は、甲がその派遣を要
請した場合にあっては甲が指定する者が、乙がその派遣を要請した場合にあっては乙が指定
する者が行うものとする。 

（医療従事者の業務） 
第８条 医療従事者は、原則として、甲又は乙が避難所、災害現場等に設置する救護所（以下
「救護所」という。）において、医療救護活動を行うものとする。 

２ 医療従事者の業務は、次のとおりとする。 
（1）傷病者に対する応急看護及び看護 
（2）傷病者の救護所、救護病院等への収容 
（3）その他状況に応じた必要な措置 

（薬剤等の供給） 
第９条 医療従事者が使用する薬剤、治療材料及び医療器具は、当該医療従事者が携行するも
ののほか、甲又は乙が供給するものとする。 

（医療従事者の輸送） 
第10条 甲及び乙は、医療救護が円滑に実施できるよう、医療従事者の輸送について、必要な
措置を講ずるものとする。 

（医療費） 
第11条 救護所における医療費は、無料とする。 
（費用の弁償） 
第12条 法令に定めがあるもののほか、甲又は乙の要請に基づき丙が医療従事者を派遣した場
合（第６条の規定による報告があった場合を含む。）における次の費用は、別に定める基準に
従い、甲又は乙が負担するものとする。 
（1）医療従事者が携行した薬剤及び治療材料で使用したもの並びに医療器具の破損等に係
る費用 

（2）医療従事者の編成及び派遣に要する費用 
（3）前２号に掲げる費用以外の費用で、この協定の実施のために要するもの 

（医療救護に従事した者に対する損害補償） 
第13条 甲又は乙の要請に基づき丙が派遣した医療従事者（第６条の規定による報告に係るも
のを含む。）として医療救護に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか
り、又は障害の状態となったときは、甲又は乙は、別に定める基準に従い、その者又はその
者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償するものとする。 

（細則） 
第14条 この協定に別に定めるもののほか、この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
（協議） 
第15条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲、乙
及び丙が協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 
第16条 この協定の有効期間は、平成15年４月９日から平成16年３月31日までとする。ただし、
この協定の有効期間満了の日の１月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも何らの意思表示
がないときは、当該有効期間満了の日の翌日から起算して１年延長するものとし、以後もま
た同様とする。 
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（雑則） 
第17条 乙と丙との間において、別に医療救護に関する協定を締結した場合、当該協定は、こ
の協定に優先するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書71通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各自その

１通を保有する。 
 

平成15年４月９日 
 

甲 愛 媛 県 知 事 加戸 守行 
 
乙 松 山 市 長 中村 時広 
乙 今治市長職務代理者 

今 治 市 助 役 白石 哲朗 
乙 宇 和 島 市 長 石橋 寛久 
乙 八 幡 浜 市 長 高橋 英吾 
乙 新 居 浜 市 長 佐々木  龍 
乙 西 条 市 長 伊藤 宏太郎 
乙 大 洲 市 長 桝田 與一 
乙 川 之 江 市 長 石津 隆敏 
乙 伊予三島市長 篠永 善雄 
乙 伊 予 市 長 中村  佑 
乙 北 条 市 長 井手 順二 
乙 東 予 市 長 青野  勝 
乙 新 宮 村 長 法橋 信一 
乙 土 居 町 長 藤田 勝志 
乙 小 松 町 長 塩出 皓治 
乙 丹 原 町 長 渡部 高尚 
乙 朝 倉 村 長 清水 俊光 
乙 玉 川 町 長 村上 忠美 
乙 波 方 町 長 片上 修二郎 
乙 大 西 町 長 門田 迪郎 
乙 菊 間 町 長 白石 隆彦 
乙 吉 海 町 長 村上 哲司 
乙 宮 窪 町 長 矢野 勝俊 
乙 伯 方 町 長 岡田 哲也 
乙 魚 島 村 長 佐伯 真登 
乙 弓 削 町 長 木下 良一 
乙 生 名 村 長 田尾  紀 
乙 岩 城 村 長 稲本  一 
乙 上 浦 町 長 小野  功 
乙 大 三 島 町 長 奥本 忠孝 
乙 関 前 村 長 池田  深 

乙 重 信 町 長 和田 治樹 
乙 川 内 町 長 大西  勉 
乙 中 島 町 長 武田 満幸 
乙 久 万 町 長 玉水 壽清 
乙 面 河 村 長 梅木 正一 
乙 美 川 村 長 木下 久敬 
乙 柳 谷 村 長 鶴井 國夫 
乙 小 田 町 長 大塚 雅教 
乙 松 前 町 長 白石 勝也 
乙 砥 部 町 長 中村 剛志 
乙 広 田 村 長 三好 晃二 
乙 中 山 町 長 市田 勝久 
乙 双 海 町 長 丸山 勇三 
乙 長 浜 町 長 西田 洋一 
乙 内 子 町 長 河内 紘一 
乙 五 十 崎 町 長 宮岡 廣行 
乙 肱 川 町 長 久保田 仁之 
乙 河 辺 村 長 稲田 秀一 
乙 保 内 町 長 二宮 通明 
乙 伊 方 町 長 中元 清吉 
乙 瀬 戸 町 長 井上 善一 
乙 三 崎 町 長 杉山 陽三郎 
乙 三 瓶 町 長 井伊 敏郎 
乙 明 浜 町 長 酒井 正直 
乙 宇 和 町 長 宇都宮 象一 
乙 野 村 町 長 大塚  功 
乙 城 川 町 長 河野 泰成 
乙 吉 田 町 長 清家 文男 
乙 三 間 町 長 太宰 仁三 
乙 広 見 町 長 松浦 甚一 
乙 松 野 町 長 柳野 大和 
乙 日 吉 村 長 山本 雅之 
乙 津 島 町 長 曽根 貞義 
乙 内 海 村 長 加幡 仁一 
乙 御 荘 町 長 山下 英雄 
乙 城 辺 町 長 谷口 長治 
乙 一 本 松 町 長 菊地 信武 
乙 西 海 町 長 中田  廣 
丙 社団法人 愛媛看護協会 

会長 廣田 玲子 
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資料〔１９－６・６〕 

災害時の医薬品の供給に関する協定（一般社団法人 今治薬剤師会） 
 
今治市（以下「甲」という。）と、一般社団法人今治薬剤師会（以下「乙」という。）は、災

害が発生した場合又は災害が発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）の医薬品の
供給等について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時における医薬品の備蓄及び供給について、必要な事項を定めるも
のとする。 

 
（医薬品の備蓄） 
第２条 乙は、災害に備えて必要とする医薬品を市内薬局等に備蓄するものとする。 
 
（医薬品の管理） 
第３条 乙は第２条の規程により備蓄している医薬品の管理を行う。管理にあたり乙は医薬品
の使用期限を確認し、使用期限到達前に市内薬局等の営業で医薬品を使用することにより、
医薬品の廃棄を最小限に抑えるよう努めるものとする。 

２ 廃棄する医薬品が出た場合は速やかに補充するものとする。また、第４条の規程により医
薬品を供給した場合も速やかに補充するものとする。 

 
（要請） 
第４条 甲は、災害時において、医薬品が必要と認めるときは、乙に対し、第２条の規程によ
り備蓄している医薬品の供給を要請するものとする。 

 
（医薬品の供給） 
第５条 医薬品の引渡し場所、引き渡し時間は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場
所までの医薬品の運搬は、原則として乙が行うものとする。 

 
（費用負担） 
第６条 第２条及び第３条第２項の規定により、医薬品の購入等にかかる費用は甲の負担とし、
費用の額については、甲乙協議して定めるものとする。ただし、乙が第３条に規定する管理
を怠ったことにより医薬品を廃棄し補充が必要となった場合は、当該医薬品の購入等にかか
る費用は乙の負担とする。 

２ 第４条及び第５条の規程により乙が行う調剤及び運搬の費用は無料とする。 
 
（代金の支払） 
第７条 甲は、乙からの請求に基づき、第６条に定められた代金を速やかに支払うものとする。 
 
（損害賠償） 
第８条 乙は、第３条に規定する管理を怠ったことにより第三者に損害を及ぼした場合は、そ
の損害を賠償する責任を負うものとする。 

 
（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項については、その
都度、甲乙協議して決定するものとする。 

 
（有効期間） 
第１０条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも相手方に
対し文書による意思表示がない限り、その効力を継続する。 

 
 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者署名の上各１通を保有する。 
 
 令和６年９月４日 
 
 

甲 今治市別宮町１丁目４番地１ 
今治市 

 
              市長   徳永 繁樹 
 
 

乙 今治市別宮町７丁目４０３番地３ 
一般社団法人 今治薬剤師会 

 
会長   岡本 ひとみ 
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（７）食料等の備蓄、調達関係 
 

資料〔１９－７・１〕 

防災活動への協力に関する協定書(マックスバリュ西日本株式会社) 
 
 今治市（以下「甲」という。）とマックスバリュ西日本株式会社（以下「乙」という。）とは、
防災活動への協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、今治市内において地震、風水害、その他の災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において、乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。 

（１） 甲が、物資を調達する必要があると認めるときに、乙の保有する物資等を供給すること。 
（２） 乙の店舗であるマックスバリュ阿方店の駐車場を、被災者に対し、一時避難場所として

提供すること。 
（要請手続き） 
第２条 前条第１号に掲げる要請は、原則として要請書（様式第１号）によるものとする。た
だし、緊急を要する場合は、口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 
第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、営業に支障がない範囲において、要請事項
について速やかに適切な措置をとるとともに、その措置事項を甲に連絡するものとする。 

（物資等の範囲） 
第４条 甲が乙に要請する物資等は、次の各号に掲げるもののうち、乙が保有又は調達可能な
物資とする。 

（１） 別表に掲げる物資 
（２） その他、甲が指定する物資 
（物資等の費用負担） 
第５条 乙が物資等の供給の実施に要した費用は、甲が負担するものとする。 
２ 物資等の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 
（物資等の運搬、引渡し） 
第６条 物資等の引渡し場所は、甲が指定するものとし、引渡し場所までの運搬は、原則とし
て乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が行うもの
とする。 

２ 甲は、当該場所に職員を派遣し、乙の提出する納品書（様式第２号）により確認のうえ、
物資等を引き取るものとする。 

（費用の請求及び支払い） 
第７条 乙は、物資の引渡しが完了したときは、請求書により甲に費用を請求するものとする。 
２ 甲は、前項の請求書を受理したときは、内容を確認し、遅滞なく費用の支払いを行うもの
とする。 

（支援体制の整備） 
第８条 乙は、災害時における円滑な協力を図るため、社内及びグループ各社との広域応援体

制並びに情報連絡体制の整備に努めるものとする。 
（平常時の防災活動への協力） 
第９条 乙は、平常時における甲の防災啓発事業の推進に対し、次の各号に掲げる事項につい
て、可能な限り協力するものとする。 

（１）甲及び乙とで共同で実施する防災啓発事業及び防災訓練 
（２）甲が実施する防災啓発事業 
（３）甲が実施する防災訓練への参加 
（連絡責任者） 
第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、連絡責任者を定める
ものとする。 

（協議） 
第１１条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議の上決定
するものとする。 

（有効期間） 
第１２条 この協定は、平成20年2月28日から、その効力を有するものとし、甲又は乙が文書を
もって協定の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。ただし、乙が第１条
第２号に掲げる店舗が閉店した場合、並びに第４条に掲げる物資等を取り扱わなくなったと
きは、この協定は効力を失うものとする。 

 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各１通を保有する。 

 
  平成20年2月28日 
 
             甲  今治市長 越智 忍 

 
乙  姫路市北条口４丁目４番地     

       マックスバリュ西日本株式会社     
                代表取締役社長 藤本 昭 
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資料〔１９－７・２〕 

災害時における救援物資提供に関する協定書 

(四国コカ・コーラボトリング株式会社) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と四国コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」とい
う。）は、災害時における救援物資提供に関する協定を次のとおり締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関し、乙の甲に対する協力について、必要
な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 
第２条 今治市内に震度5弱以上の地震又は、同等以上の災害が発生若しくは発生するおそれが
ある場合において、甲の災害対策本部が設置され、その災害対策本部から物資の提供につい
て要請があったときは、乙は、第3条に規定する内容により協力するものとする。 

（協力の実施） 
第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、地域貢献型自動販売機（メッセージボード搭載
型）の機内在庫の製品を甲に無償提供するとともに、速やかにフォロー態勢を調えるなど万
全を期すものとする。この場合において、道路不通及び停電等により供給に支障が生じた場
合は、甲との協議により対策を講ずるものとする。 

（申請の手続き） 
第４条 甲は、この協定による要請を行なうときは、救援物資提供要請書をもって行なうもの
とする。ただし、緊急を要するときは、口頭、電話等により要請をすることができるものと
し、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（期間） 
第５条 この協定の有効期間は、協定締結の日から5年間とし、甲乙いずれからも協定解消の申
出がない限り、同一内容をもって継続するものとする。 

２ 前項の解消の申出は、1か月前までに相手方に申し出るものとする。 
（協議） 
第６条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に
定めのない事項については、その都度、甲乙間で協議して定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各１通を保有

する。 
 
  平成 20年 9 月 30日 
 
            甲  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今 治 市 長        越 智  忍      
 
            乙   香川県高松市春日町1378番地     

      四国コカ・コーラボトリング株式会社     
               常務取締役営業本部長   三 谷 久 士    

覚    書 
 

今治市（以下「甲」という。）と四国コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」とい
う。）は、平成２０年９月３０日付で締結した災害時における救援物資提供に関する協定書
（以下「原案」という。）の一部について、次のとおり、覚書を締結する。 

 
 

記 
 

１.協定書原案第３条に記載されている、「地域貢献型自動販売機（メッセージボード搭載
型）」を、「地域貢献型自動販売機（災害対応機）」に変更する。 

 
２.その他の事項については、原案のとおりとする。 
 
 
 
この覚書の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙が記名捺印の上、各１通を保

有する。 
 
平成２８年８月１日 

              
甲  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長 菅 良二 
                                   

乙   香川県高松市春日町１３７８番地 
四国コカ・コーラボトリング株式会社 
代表取締役社長 兼 営業本部長 原 幹弘 
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資料〔１９－７・３〕 

災害時における物資供給に関する協定書(NPO法人コメリ災害対策センター) 
 
 今治市（以下「甲」という。）とNPO法人コメリ災害対策センター（以下「乙」という。）は、
災害時における物資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以
下「災害時」という。)において、甲と乙が協力して、物資を迅速かつ円滑に被災地へ供給す
るために必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項の発効） 
第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が、災害対策本部を設置し、乙
に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（供給等の協力要請） 
第３条 甲は、災害時において物資を調達する必要があると認めるときは、乙に調達が可能な
物資の供給の要請をすることができる。 

（調達物資の範囲） 
第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に揚げる掲げるもののうち、乙が調達可
能な物資とする。 

（１）別表に掲げる物資 
（２）その他甲が指定する物資 
（要請の方法） 
第５条 第3条の要請は、調達する物資名、数量、規格、引渡場所等を記載した文書をもって行
うものとする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、電話等で要請し、その
後速やかに文書を交付するものとする。 

（物資の供給の協力） 
第６条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資の優先供給に努めるものと
する。 

２ 乙は、物資の供給を実施したときは、その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書に
より甲に報告するものとする。 

（引渡し等） 
第７条  物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定地までの運搬は、原則として乙
が行うものとする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める運送手段
により運搬するものとする。 

２甲は、乙が前項の規定により物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配慮する
ものとする。 

（費用の負担） 
第８条  第６条の規定により、乙が供給した物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、甲が
負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の上
速やかに決定する。 

（費用の支払い） 
第９条  物資の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 
２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものと
する。 

（情報交換） 
第10条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報交換を行い、
災害時に備えるものとする。 

（協議） 
第11条  この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定す
るものとする。 

（有効期間） 
第12条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定
の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。  

 
この協定の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 
  平成21年10月2日 
 
            甲  愛媛県今治市別宮町一丁目4番地1 

今 治 市 長 菅  良 二  
 
            乙   新潟県新潟市南区清水4501番地１     

NPO法人 コメリ災害対策センター 
理  事 長 捧  賢 一  
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資料〔１９－７・４〕 

災害時における応急生活物資（LPガス等）の供給に関する協定書 

(一般社団法人愛媛県エルピーガス協会今治支部) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と社団法人愛媛県エルピーガス協会今治支部（以下「乙」とい
う。）とは、災害時に必要な応急生活物資（LPガス等）（以下「LPガス等」という。）の調達及び
運搬に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、今治市内に災害が発生し、又は発生するおそれがあり、ＬＰガス等を調達する
必要があると認められるときには、乙に対し、その調達が可能なＬＰガス等の供給を要請す
ることができる。 

（要請の方法） 
第２条 第１条の要請は、ＬＰガス等発注書（別紙１）をもって行うものとする。ただし、緊
急を要する場合は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を提出する
ものとする。 

（ＬＰガス等の指定） 
第３条 この協定の対象となるＬＰガス等は、ＬＰガス、容器（ＬＰガスを供給するための配
管等を含む。）及び燃焼器具等とし、これらの設置工事を含むものとする。 
（ＬＰガス等の運搬、引渡し） 
第４条 ＬＰガス等の引渡し場所及び運搬については、甲乙協議のうえ決定する。 
２ 甲は、引渡し場所に職員を派遣し、乙の提出する納品書(別紙２)により確認のうえＬＰガ
ス等を引き取るものとする。 

（費用負担） 
第５条 乙が供給したＬＰガス等の対価は、甲が負担するものとする。 
２ 甲が負担する額は、ＬＰガスについては今治市との契約単価を基準とし、そのほかについ
ては甲乙協議のうえ速やかに決定する。 

３ 乙が行った運搬に関する費用は、乙による通常の商品配送業務と同様とみなし、原則とし
て乙が負担するものとする。ただし、乙の通常の商品配送業務から著しく逸脱すると認めら
れる場合は、甲が負担するものとする。 

（費用の支払） 
第６条 甲は、乙からの請求に基づき、前条の規定により定められた費用を速やかに支払うも
のとする。 

（担当者の報告） 
第７条 甲と乙は、担当者連絡先報告書（別紙３）により、この協定に係る担当者及び連絡先
を協定締結後速やかに相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報
告するものとする。 

（車輌の通行） 
第８条 甲は、乙がＬＰガス等を運搬する際には、車輌を緊急又は優先車輌として通行できる
よう支援するものとする。 

（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項については、その
都度、甲乙協議して定める。 

（効力） 
第10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日
の１月前までに、双方いずれからも文書による終了の意思表示がないときは、当該有効期間
満了の日の翌日から起算して１年延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 
 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
 
平成２３年６月１３日 

 甲 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
 今治市長 菅     良   二 
 
 乙 愛媛県今治市東村南１丁目７番３号 
 社団法人愛媛県エルピーガス協会今治支部 
 支 部 長 越     智        浩 
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資料〔１９－７・５〕 

災害時等における物資供給協力に関する協定書(生活協同組合コープえひめ) 
 
 今治市長 菅 良二（以下「甲」という。）と生活協同組合コープえひめ理事長 大川 耕三
（以下「乙」という。）は、今治市域に地震、風水害等の災害が発生し、又は発生するおそれが
ある場合（以下「災害時等」という。）の食料品及び生活必需品（以下「生活物資」という。）
の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時等に相互に協力して生活物資の安定供給を行うことにより、市民
生活の早期安定を図ることを目的とする。 

（協力要請） 
第２条 甲は、災害時等において生活物資を必要とするときは、乙に対して乙の保有する生活
物資の供給について、協力を要請することができる。 

（協力実施） 
第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有する生活物資の優先 
 供給に積極的に協力するものとする。 
（生活物資の範囲） 
第４条 甲が乙に要請する生活物資は、乙が保有又は調達可能な生活物資とする。 
（要請手続き等） 
第５条 第２条の要請は、供給協力要請書(別紙様式)によるものとする。ただし、緊急を要す
るときは、口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 要請については、甲乙それぞれ連絡責任者を定めて行うものとする。 
（運搬及び引渡し） 
第６条 生活物資の引渡し場所は甲が指定するものとし、引渡し場所までの運搬は、原則とし
て乙が行うものとする。ただし、乙による運搬が困難なときは、甲の指定するものに行わせ
ることができる。 

（費用負担） 
第７条 乙が生活物資の供給に要した費用については、甲が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、乙が物資の供給及び運搬終了後、乙の提出する納品書等に基づき、
災害発生時直前における適正価格を基準として、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

（代金の支払い） 
第８条 甲が引き取った物資の代金は、乙から請求の後、速やかに支払うものとする。 
（報告） 
第９条 甲は、乙が保有する生活物資の在庫品目及び数量等について、報告を求めることがで
きる。 

（支援体制の整備） 
第10条 乙は、災害時等における円滑な協力を図るため、社内及び各店舗間との広域応援体制
並びに情報連絡体制の整備に努めるものとする。 

（有効期間） 
第11条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、平成24年10月２日までとする。

ただし、協定期間が満了する1月前までに、甲乙いずれからも相手方に対し文書による終了の
意思表示がないときは、協定期間満了の日の翌日から1年間延長するものとし、その後におい
ても同様とする。 

（協議） 
第12条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、必要に応じて甲乙協議のうえ定
めるものとする。 

 
この協定締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その1通を保有するも

のとする。 
  
 平成23年10月３日 
 
            甲  愛媛県今治市別宮町１丁目４番地の１ 

                    今治市長   菅   良 二 
         
             乙  愛媛県松山市朝生田町3丁目1番12号 
                  生活協同組合コープえひめ 
                     理事長   大 川 耕 三 
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資料〔１９－７・６〕 

災害時等における支援協力に関する協定書(株式会社ハローズ) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と株式会社ハローズ（以下「乙」という。）は、災害時等にお
ける支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、今治市内において地震、風水害、その他の災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において、乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。 

（１） 甲が、物資を調達する必要があると認めるときに、乙の保有する物資を供給すること。 
（２） 今治市内における乙の店舗の駐車場を、被災者に対し、一時避難場所、炊き出し等救援

の場所として無償提供すること。 
２ 前項の要請は、今治市内における乙の店舗の営業時間である２４時間随時行うことができ
るものとする。 

（要請手続き） 
第２条 前条第１項の要請は、原則として要請書（様式第１号）によるものとする。ただし、
緊急を要する場合は、口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 
第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、営業に支障がない範囲において、要請事項
について速やかに適切な措置をとるとともに、その措置事項を甲に連絡するものとする。 

（物資の範囲） 
第４条 乙が甲の要請を受け提供する物資は、別表に掲げるものとする。ただし、同表に定め
る物資以外で、乙が保有又は調達可能な物資については、この限りでない。 

（物資の費用負担） 
第５条 乙が物資の供給の実施に要した費用は、甲が負担するものとする。 
２ 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 
（物資の運搬、引渡し） 
第６条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、引渡し場所までの運搬は、原則として
乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が行うものと
する。 

２ 甲は、当該引渡し場所に職員を派遣し、乙の提出する納品書（様式第２号）により確認の
うえ、物資を引き取るものとする。 

（費用の請求及び支払い） 
第７条 乙は、物資の引渡しが完了したときは、請求書により甲に費用を請求するものとする。 
２ 甲は、前項の請求書を受理したときは、内容を確認し、遅滞なく費用の支払いを行うもの
とする。 

（支援体制の整備） 
第８条 乙は、災害時等における円滑な協力を図るため、社内及びグループ各社との広域応援
体制並びに情報連絡体制の整備に努めるものとする。 

（平常時の防災活動への協力） 
第９条 乙は、次の各号に掲げる平常時における甲の事業の推進に対し、可能な限り協力する

ものとする。 
（１）甲が実施する防災啓発事業 
（２）甲が実施する防災訓練への参加 
（連絡責任者） 
第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、連絡責任者を定める
ものとする。 

（協議） 
第１１条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議の上決定
するものとする。 

（有効期間） 
第１２条 この協定は、平成２４年１１月２３日から、その効力を有するものとし、甲又は乙
が文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。ただし、今
治市内における乙の店舗の全てが閉店した場合、この協定は効力を失うものとする。 

 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各１通を保有する。 
 

  平成２４年１１月２２日 
             
         甲  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今 治 市 長  菅 良二 
              

乙  広島県福山市南蔵王町六丁目２６番７号     
       株式会社ハローズ 

                代表取締役社長  佐藤 利行 
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（様式第１号） 

  年  月  日 

 

ハローズ        店  様 

 

今 治 市 長 

 

災 害 時 等 に お け る 物 資 の 供 給 等 要 請 書 
 
 災害時等における支援協力に関する協定書第２条に基づき、次のとおり物資の供給等を要
請します。 

 
 

品 目 数 量 引渡し場所 備 考 

    

 

 

担

当

者

欄 

 

今治市災害対策本部 (   部   課 )                                                       

 （担当者）                                    
氏 名            印 

 

 

（様式第２号） 

 

  年  月  日 

 

今 治 市 長  様 

                                                     ハローズ         店 

  （担当者） 

  氏  名         印 

 

 

物 資 納 品 書 
 

   年  月  日付、災害時等における物資の供給要請書により、次の物資を納品いた
します。 

 

品 目 数 量 引渡し場所 備 考 

    

 

確

認

欄 

上記、確認いたしました。 

 

今治市災害対策本部 (   部   課 ) 

（担当者） 

氏 名            印 
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別表（第４条関係） 

 

 

災害時の主な必要物資一覧表 

 

種 類 物     資     名 

食 器 類 紙コップ、箸、フォーク、スプーン、紙皿 

日用品雑貨 

チリ紙、ティッシュ、石鹸、洗濯石鹸(粉)、紙オムツ 

歯ブラシ、歯磨き粉、軍手、ガムテープ、生理用品 

ウェットティッシュ、ライター（使い捨てライター等） 

マスク 

光 熱 材 料 卓上ガスコンロ、ガスボンベ、電池、ローソク 

食 料 

米、パン､牛乳､各種缶詰、味噌、醤油、砂糖、各種野菜 

インスタントラーメン、ソーセージ、ジュース 

マヨネーズ、玉子、菓子類、塩、調味料、お茶、水 

 

 

（１）応急食料等は、おおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせて指定す
る。 

（２）品目は、上記の他、甲、乙協議の上、その都度指定できるものとする。 
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資料〔１９－７・７〕 

災害時等における物資の供給協力等に関する協定書(ダイキ株式会社) 
 
 今治市（以下「甲」という。）とダイキ株式会社（以下「乙」という。）は、今治市域で地震、
風水害等の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時等」という。）の物資
供給等の協力について、次のとおり締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時等に相互に協力して物資の安定供給等を行うことにより、市民生
活の早期安定を図ることを目的とする。 

（協力要請） 
第２条 甲は、災害時等において物資を必要とするときは、乙に対して乙の保有する物資の供
給について協力を要請することができる。 

２ 甲は、乙が今治市域に有する店舗の駐車場を被災者の一時避難所として必要とするときは、
乙に対して無償提供の協力を要請することができる。 

（協力実施） 
第３条 乙は、前条の規定による甲からの要請を受けたときは、保有物資の優先供給等に積極
的に協力するものとする。 

（物資の範囲） 
第４条 甲が乙に供給を要請する物資は、乙が保有する物資又は調達可能な物資とする。 
（要請手続等） 
第５条 第２条の要請は、文書（別紙様式）によるものとする。ただし、緊急を要するときは、
口頭で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（運搬及び引渡し） 
第６条 物資の引渡し場所、運搬経路は、甲が状況に応じ、指定するものとし、引渡し場所ま
での物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、甲
の指定する者が行うものとする。 

２ 甲は、当該場所に職員を派遣し、物資を確認の上引き取るものとする。 
（費用負担） 
第７条 乙が提供した物資及び運搬等の費用については、甲が負担するものとする。 
２ 前項の費用は、乙が物資の提供及び運搬を終了した後、乙の提出する納品書等に基づき、
災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上決定するものとする。 

（報告） 
第８条 甲は、乙が保有する物資の在庫品目、数量等について報告を求めることができる。 
（その他必要な支援） 
第９条 この協定に定める事項のほか、生活物資等について被災者への支援が必要な場合は、
甲乙協議の上決定する。 

（支援体制の整備） 
第１０条 乙は、災害時等における円滑な協力を図るため、社内及び各店舗間との広域応援体
制並びに情報連絡体制の整備に努めるものとする。 

（平常時の防災活動への協力） 
第１１条 乙は、平常時において、次に掲げる甲が実施する事業の推進に対し、可能な限り協
力するものとする。 
（１） 甲及び乙とで共同で実施する防災啓発事業及び防災訓練 
（２） 甲が実施する防災啓発事業 
（３） 甲が実施する防災訓練への参加 

（有効期間） 
第１２条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、平成27年3月31日までとす
る。ただし、協定期間が満了する１ヶ月前までに、甲乙いずれからも相手方に対し文書によ
る終了の意思表示がないときは、協定期間満了の日の翌日から１年間延長するものとし、そ
の後においても同様とする。 

（協議） 
第１３条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、その都度、甲乙協議して定め
るものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有す
る。 
 
平成26年4月14日 
 

甲 愛媛県今治市別宮町一丁目4番地１ 
今治市長  菅 良二 

 
乙 愛媛県松山市美沢一丁目9番1号 

ダイキ株式会社 
代表取締役社長執行役員  髙橋 宰 
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別記様式（第５条関係） 
 

年   月   日 
 
ダイキ株式会社 御中 
 

今治市長          ㊞ 
 

災害時における協力要請書 
 
 災害時等における協力に関する今治市とダイキ株式会社との協定に基づいて、
次のとおり協力を要請します。 

連絡先  

口頭、電話等による連絡日時 年   月   日   時   分 

要請理由  

要請内容 
（内訳） 

 

要請期間  

適用  
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資料〔１９－７・８〕 

災害時におけるキッチンカーによる炊き出しの実施等に関する協定書 

(愛媛キッチンカー協会) 

 
今治市（以下「甲」という。）と愛媛キッチンカー協会（以下「乙」という。）は、災害時

におけるキッチンカーによる炊き出しの実施等に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市域において、地震、風水害その他の災害が発生し、または発生す
るおそれがある場合（以下「災害時」という。）において、甲が乙に対し、協力を求める際
の手続き等を定めることを目的とする。 

（協定事項の発行） 
第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として、甲が災害対策本部を設置し、乙
に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 
第３条 甲は、災害時において今治市だけでは応急対策を実施することが困難な場合、乙に対
し、次の事項について協力を要請することができる。 
（１）甲が開設した避難所におけるキッチンカーによる炊き出しの実施 
（２）甲が指定する被災場所等におけるキッチンカーによる炊き出しの実施 
（３）乙が調達可能な物資の供給 
（４）甲が提供する米等の食材の調理 
（５）その他甲が指定する支援 

（要請の方法） 
第４条 前条の要請は、別に定める協力要請書をもって行うものとする。ただし、緊急を要す
る場合は、口頭、電話等で要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。 

（要請に伴う措置） 
第５条 第３条による協力の要請があった場合は、乙は速やかに業務の実施可能性について検
討し、可能な限りの協力を行うものとする。 

２ 乙がキッチンカーによる炊き出しを行う場合、特定原材料及び特定原材料に準じるものに
ついて、表示または利用者に通知する等、食物アレルギー対策に配慮するものとする。 

３ 乙がキッチンカーによる炊き出しを行う場合、衛生管理を行い、提供する食事を加熱する
等食中毒が発生しないよう配慮するものとする。 

４ 乙がキッチンカーによる炊き出しを行う場合、必要に応じて咀嚼・嚥下機能の低下してい
る被災者に配慮した食事を提供するものとする。 

（実施報告） 
第６条 乙は、この協定に基づき協力を行ったときは、甲に対し別に定める様式により実施報
告を行うものとする。 

（費用の負担） 
第７条 乙が提供した労務及び原材料等に要した費用の対価は、原則として、災害発生時直前
における適正な価格を基準として、甲乙協議の上決定し、甲が負担するものとする。 

２ 乙が行った移動に係る費用は、乙による通常業務での移動と同様とみなし、乙が負担する
ものとする。 

（連絡体制の整備） 
第８条 甲と乙は、災害時に備え、平常時から連絡体制を整備し、相互に確認するものとする。 
（平時の取組） 
第９条 乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に行われるよう、必要に応じて、甲が行う防
災訓練等に協力するものとする。 

（協議事項） 
第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定
するものとする。 

（有効期間等） 
第１１条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲または乙が文書をもって
協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

２ 甲は、乙が第５条第１項の規定により協力を行う場合において、暴力団を含む反社会的勢
力に属する者を関与させたと認めたときは、前項の規定に関わらずこの協定を直ちに終了す
るものとする。 

３ 甲は、前項によりこの協定を終了した場合は、その旨を直ちに乙に対し電話等で通知する
とともに、速やかに文書により通知するものとする。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。 
 
令和３年６月２５日 

 
         甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  徳 永 繁 樹   
 
         乙 今治市共栄町2丁目2-20 アイシネマ今治1F 

愛媛キッチンカー協会 
会  長  岡 田 教 人 
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第４条関係様式 
協 力 要 請 書 

  年  月  日 

 

愛媛キッチンカー協会 

会長       様 

           

今治市長 

  

 災害時におけるキッチンカーによる炊き出しの実施等に関する協定書第４

条の規定に基づき、下記のとおり要請します。 

 
要請する内容・物資等 

要請日 要請場所 要請内容及び品目 数量 

 
 
 
 

   

特記事項 
 
 

担 当 者 

所属 氏名 電話・ＦＡＸ Ｅメールアドレス 

    

第６条関係様式 
実 施 報 告 書 

  年  月  日 
 

（宛先）今治市長  

 

愛媛キッチンカー協会 

会長 

  

   年  月  日付で要請のあった炊き出しの実施等については、次の

とおり実施したので報告します。 

供給等の内容 

日時・時刻 供給等の場所 内容及び品目 数量 

 

 

 

 

   

特記事項 

 

 

担 当 者 

所属 氏名 電話・ＦＡＸ Ｅメールアドレス 
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資料〔１９－７・９〕 

災害時における救援物資提供に関する協定書 

（ダイドー光藤ビバレッジ株式会社） 
 
 今治市（以下「甲」という。）とダイドー光藤ビバレッジ株式会社（以下「乙」という。）は、
災害時における救援物資提供に関する協定を次のとおり締結する。 
 
（目的） 
第1条 この協定は、今治市において大規模災害時における物資の提供に関し、乙の甲に対する
協力について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 
第2条 今治市内に震度5弱以上の地震又は、同等以上の大規模災害が発生若しくは発生するお
それがある場合において、甲の災害対策本部が設置され、その災害対策本部から物資の提供
について要請があったときは、乙は、第3条に規定する内容により協力するものとする。 

（協力の内容） 
第3条 乙は、前条の要請を受けたときは、非常時飲料供給機能付き自動販売機の機内在庫の製
品を甲に無償提供するものとする。 

２ 乙は、甲から救援物資提供に関する要請を受けたときは、乙が保有する物資の優先的な提
供を行うものとする。この場合において、道路不通及び停電等により供給に支障が生じた場
合は、甲との協議により対策を講ずるものとする。 

（要請の方法） 
第4条 甲は、第3条第2項による要請を行なうときは、救援物資提供要請書をもって行なうもの
とする。ただし、緊急を要するときは、口頭、電話等により要請をすることができるものと
し、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（供給の実施） 
第5条 乙は、第4条の要請を受けたときは、物資の優先的な提供および運搬に対する協力に努
めるものとする。 

（費用の負担） 
第6条 第3条第1項に規定する事項に要した費用は無償とし、第3条第2項に規定する事項に要し
た費用は、乙より甲へ別途協議するものとする。 

（連絡責任者） 
第7条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては災
害対策本部長の職にある者を、乙にあっては、統括本部長の職にある者を該当責任者とする。 

（有効期間） 
第8条 この協定の有効期間は、協定締結の日から5年間とし、甲乙いずれからも協定解消の申
出がない限り、同一内容をもって継続するものとする。 

２ 前項の解消の申出は、1か月前までに相手方に申し出るものとする。 
（協議） 
第9条 甲と乙は、この協定に定める物資の提供を円滑に実施するため、必要に応じ協議するも
のとする。 

２ この協定に定めない事項及び協議が生じたときは、甲乙協議のうえ決定するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が署名押印の上、各１通を保有

する。 
 

  令和３年６月２８日 
            甲  愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今 治 市 長 徳 永 繁 樹  
            乙   愛媛県今治市立花町３－１－１６     

      ダイドー光藤ビバレッジ株式会社     
代表取締役社長 岩 田 章 男  
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救援物資提供要請書 
 

年  月  日 
 
ダイドー光藤ビバレッジ株式会社 
          様 

今治市長 
 
 
 

災害時における救援物資提供に関する協定第４条の規定により、次のとおり要請します。 

項  目 内   容 

災害の状況 

  

要請の理由 

  

要請する品目 
（種類・数量） 

  

引渡し場所 
及び日時 

  

緊急連絡先 
担当者 
(今治市) 

  

その他 
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資料〔１９－７・１０〕 

災害時における緊急支援物資の支援及び備蓄に関する協定書 

（今治タオル工業組合） 
 
今治市（以下「甲」という。）と今治タオル工業組合（以下「乙」という。）は、災害時における

緊急支援物資の支援及び備蓄の実施等に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市域において、地震、風水害その他の災害が発生し、または発生するおそ
れがある場合又は甲が他の市域での災害に対する物資支援を実施する場合（以下「災害時等」とい
う。）において、甲、乙双方が、協力を求める際の手続き等を定めることを目的とする。 

（協力の要請） 
第２条 甲は災害時等において、必要があると認めるときは乙に対し協力を要請する。 
２ 前項の要請は、別に定める協力要請書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、
口頭、電話等で要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。 

（協力の内容） 
第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、次条で備蓄している支援物資を第１条に基づき、被災地
に無償提供するものとする。 

（支援物資の保管） 
第４条 甲は支援物資の保管のため、乙に対して保管場所を無償提供するものとする。 
２ 前項の支援物資の内容については別途定めるものとする。 
（連絡責任者） 
第５条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては災害対策本
部長の職にある者を、乙にあっては、統括本部長の職にある者を該当責任者とする。 

（有効期間） 
第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とし、甲乙いずれからも協定解消の申出が
ない限り、同一内容をもって継続するものとする。 

２ 前項の解消の申出は、１か月前までに相手方に申し出るものとする。 
（協議） 
第７条 甲と乙は、この協定に定める支援物資の提供を円滑に実施するため、必要に応じ協議するも
のとする。 

２ この協定に定めない事項及び協議が生じたときは、甲乙協議のうえ決定するものとする。 
 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が署名の上、 

各１通を保有する。 
 
  令和３年１０月１９日 
 
            甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長   徳永 繁樹 
 
            乙 今治市東門町５丁目１４番３号 

今治タオル工業組合 
代表理事  正岡 裕志

第２条関係様式 
協 力 要 請 書 

  年  月  日 
 
今治市タオル工業組合 

       様 
           

今治市長 

 災害時における緊急支援物資の支援及び備蓄に関する協定書第２条の規定に基

づき、下記のとおり要請します。 

 
 

要請する内容・物資等 

要請日 要請場所 要請内容及び品目 数量 

 
 
 
 
 

   

特記事項 
 
 
 

担 当 者 

所属 氏名 電話・ＦＡＸ Ｅメールアドレス 
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資料〔１９－７・１１〕 

大規模災害発生時等における応急対策業務に関する協定書 

（今治市石材加工協同組合、一般社団法人日本石材産業協会愛媛県支部） 
 

今治市（以下「甲」という。）、今治市石材加工協同組合（以下「乙」という。）及び一般社団
法人日本石材産業協会愛媛県支部（以下「丙」という。）は、大規模災害発生時等において、復
旧活動等に支障を及ぼす石材構造物の移設等について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 

第１条 本協定は、今治市で大規模災害等が発生した場合の被害拡大防止を図るため、甲の要
請により乙又は丙が実施する応急対策業務（以下「業務」という。）に係る基本的な事項を定
めることを目的とする。 
（大規模災害の定義） 

第２条 甲が認定した災害をいう。 
 （業務の要請） 
第３条 甲は、必要に応じて、乙又は丙に対して業務を要請することができる。 
２ 乙又は丙は、甲から業務の要請があった場合、地域貢献の観点から、迅速に業務を実施す
るよう努めるものとする。 
（業務の内容） 

第４条 業務の内容は、次の通りとする。 
(1) 通行の妨げとなる墓石等の石材構造物の撤去・移設 
(2) 前号の業務実施に必要な機材などの確保 
(3) 被害情報等の収集及び報告 
(4) その他甲が必要と認めるもの 
（要請の方法） 

第５条 甲は業務を必要とする場合、乙又は丙に対して、原則として応急対策協力要請書(別記
様式第１号)により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭または電話等で要請
し、後日速やかに書面を提出するものとする。 
（業務の報告） 

第６条 乙又は丙は、業務の実施にあたり、適宜その進捗状況について甲に報告するとともに、
業務を完了した後、速やかに、その内容を応急対策完了報告書(別記様式第２号)により行う
ものとする。 
（連絡責任者） 

第７条 甲、乙及び丙は、互いの意思疎通を迅速かつ円滑に行うため、あらかじめ連絡責任者
を定めるとともに、異動などがあった場合は、他の連絡責任者に対して、速やかに、その情
報を提供するものとする。 

 （費用負担） 
第８条 乙又は丙が業務の実施に要した費用については、甲が負担するものとする。 
２ 前号の費用は、甲乙丙、協議の上決定するものとする。 
３ 前２項の規定に関わらず、甲の管理に属さない石材構造物に係る費用については、当該石

材構造物の管理を行う者の負担とする。 
（第三者等に対する損害賠償） 

第９条 乙又は丙が、業務の実施に伴い、甲又は第三者に損害を与えたときは、その責めに帰
すべき事由によるものを除き、協議の上、その賠償を行うものとする。 
（有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、令和４年３月３１日までとす
る。ただし、協定期間が満了する１か月前までに、甲乙丙いずれからも書面による協定終了
の意思表示が無い限り、１年間自動的に更新されるものとし、その後においても同様とする。 
（協議） 

第１１条 この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度、甲乙丙協議の上、
定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙署名の上、各自その１通を保有す

る。 
 
  令和３年１１月８日 

甲 愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市長  徳永 繁樹 

 
乙 愛媛県今治市山方町一丁目甲１１９５番地４ 

今治市石材加工協同組合 
理事長   佐々木 幸也 

 
丙 愛媛県西条市氷見乙７８５ 

一般社団法人 日本石材産業協会 
愛媛県支部長 眞鍋 朋治 
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別記様式第１号 
                     第     号 

年  月  日 
           様 

今 治 市 長 
 

応急対策協力要請書 

 

 
災害時における応急対策の協力に関する協定書第５条の規定に基づき、次のとおり協力を

要請します。 

要 請 内 容   

場     所   

備     考   

担  当  者 
所属： 
氏名： 
電話番号：       ＦＡＸ： 

電話・ファクシミリ等 
による要請日時 

   年  月  日( )午前・午後  時  分頃 

※要請内容の詳細については、担当者より指示します。 

別記様式第２号 
年 月 日 

 
今 治 市 長  様 

 
 

 

応急対策完了報告書 
 
災害時における応急対策の協力に関する協定書第６条の規定により、次のとおり報告しま

す。 

実 施 内 容   

場     所   

実 施 期 間 年  月  日( )から  年  月  日( )まで 

担  当  者 

所属： 

氏名： 

電話番号：           ＦＡＸ： 

(添付書類) 実績内訳書、その他市の指示によるもの 
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災害時の連絡担当課 
（今治市石材加工協同組合） 

 
 

 

連絡先名 今治市石材加工協同組合 

本部担当者 

責任者 
 理事長 
 佐々木 幸也 

補助者 
 副理事 
 小田 満弘 

担当者 
 副理事 
 山本 剛 

連絡先 

本部事務局 
ＴＥＬ ０８９８－３１－９５５３ 

ＦＡＸ ０８９８－２５－７８６０ 

担当者連絡先 
ＴＥＬ ０８９８－２３－２３８５ 

携 帯 ０９０－５１４７－２１１０ 

 

本部事務局 
〒７９４－００５３ 
 今治市山方町１丁目甲１１９５番地４ 
 今治市石材加工協同組合 

TEL0898-31-9553 
FAX0898-25-7860 

 

 

 

災害時の連絡担当課 
（一般社団法人日本石材産業協会愛媛県支部） 

 
 

 

連絡先名 （一社）日本石材産業協会愛媛県支部 

本部担当者 

責任者 
 支部長 
 眞鍋 朋治 

補助者 
 事務局長 
 宮内 修一 

補助者 
  地区理事 
 木村 弘宣 

担当者 
 顧 問 
 白木 秀典 

連絡先 

事務局 
ＴＥＬ ０８９７－５８－５５３５ 

ＦＡＸ ０８９７－５６－１４６７ 

担当者連絡先 
携 帯 ０９０－３１８６－１０６４ 

Email hide@iyoseki.co.jp 

備 考 

事務局 
〒７９３－０００３ 
 愛媛県西条市ひうち字西ひうち３－２１いよせき㈱内 
 一般社団法人日本石材産業協会愛媛県支部 
   TEL0897-58-5535 
   FAX0897-56-1467 
      URL:jsia-ehime.org 
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（８）ライフライン関係 

 

資料〔１９－８・１〕 

大規模災害時における水道の応急活動に関する協定書 

(今治市管工事業協同組合) 
 
今治市 （以下「甲」という。）と今治市管工事業協同組合（以下「乙」という。）とは、大

規模災害時における水道の被害調査、応急給水及び応急復旧（以下「応急活動」という。）に
関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市地域防災計画に基づき、大規模災害時の水道の断減水等の被害を
早期に回復することをめざし、甲の要請により、乙が甲に協力して実施する応急活動に関し、
必要な事項を定めることを目的とする。 

（体制の整備） 
第２条 乙は、甲の要請に対し、速やかに対処するため、事前に応急活動時の動員体制を確立
し、調査班、給水班及び復旧班を編成しておくものとする。 

２ 乙は、応急活動に係る乙の資機材の保有状況等を把握しておくものとする。 
（協力の要請） 
第３条 甲は、大規模災害の発生状況により、応急活動に乙の応援が必要であると認めたとき
は、乙に対し調査班、給水班及び復旧班の派遣を要請することができる。 

（協力） 
第４条 乙は、甲から要請を受けたときは、速やかに調査班、給水班及び復旧班を派遣し、応
急活動に協力するものとする。 

（指揮） 
第５条 応急活動に係る現場指揮及び連絡調整に関しては、甲が行うものとする。 
（費用弁償等） 
第６条 甲の要請に基づき、応急活動に要する次に掲げる経費については甲が負担し、甲の積
算基準に基づき、算出した額とする。 
（１）応急活動用車両等機械の借上料 
（２）輸送費及び人件費 
（３）応急活動に使用した乙及び乙の組合員の保有する資材費 
（４）その他応急活動に欠かす事のできない経費 

（契約及び支払） 
第７条 応急活動に係る請負契約は、甲と乙との間で締結するものとする。 
２ 応急活動に要する経費は、乙が応急活動に参加した乙の組合員を集約のうえ、乙の請求に
基づき乙に対して支払うものとする。 

（災害補償・災害賠償） 
第８条 応急活動において、乙の組合員及びその従業員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡し
た場合は、甲の消防団員等公務災害補償条例 (昭和41年条例第22号)を適用し災害補償を行う
ものとする。 

２ 応急活動により、第三者に損害を与えた場合は、甲、乙協議のうえ対処するものとする。 
（共同訓練） 
第９条 甲及び乙は、この協定の目的を達するため、必要に応じ共同訓練を実施するものとす
る。 

（協議） 
第10条 この協定に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、その都度甲、
乙協議のうえ決定するものとする。 

 
 上記協定の締結の証として、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自一通を保
有する。 
 
 平成１４年３月１日 
 
                    甲 今治市長  繁 信 順 一 
 
                    乙 今治市管工事業協同組合 
                      理 事 長  石 川 俊 輔 
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資料〔１９－８・２〕 

災害時における応急対策業務の協力に関する協定書 

(今治市電気･電気通信工事災害支援対策協議会) 
 
今治市（以下「甲」という。）と今治市電気・電気通信工事災害支援対策協議会（以下「乙」

という。）は、災害時において甲が行う応急対策に係る業務（以下「応急対策業務」という。）
の実施に関する乙の協力について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時における応急対策業務について、甲が乙の協力を得て、迅速かつ
的確に実施できるよう、必要な基本事項を定めることを目的とする。 

（協力要請） 
第２条 甲は、災害対策本部を設置した場合、その他応急対策業務を実施する必要があると認
めたときは、乙に対し協力を要請することができる。 

２ 前項の要請があった場合、乙は可能な範囲内において、これに協力するものとする。 
３ 甲は、この協定による要請を行うときは、災害協力支援要請書（様式１）をもって行うも
のとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、電話等により要請することができるものと
し、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（協力の内容） 
第３条 乙は、第２条の要請を受けたときは、次に掲げる事項に関し協力するものとする。 
（１）災害対策施設（本部・支部）及び避難所等における、電気設備の応急復旧業務 
（２）今治市イントラネット関連施設の仮設電源確保、伝送路の応急復旧業務 
（３）応急対策用電設資機材の提供 
（４）その他甲が必要とする乙の可能な応急対策業務 
（費用負担） 
第４条 前条に規定する応急対策業務の実施に要した費用は、乙が負担するものとする。ただ
し、特異な事象が生じた場合は甲乙協議の上、費用負担について決定するものとする。 

（災害補償） 
第５条 第２条の規定により、応急対策業務に従事した者が、負傷し、疾病にかかり、又は死
亡した場合の補償は、「労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）」を適用する。 

（協議及び情報の交換） 
第６条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に関して疑義が生じた事項については、そ
の都度、甲乙協議して決定するとともに、必要に応じて情報の交換をすることができる。 

（有効期間） 
第７条 この協定の有効期間は協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了日の１
ヶ月前までに、双方いずれからも協定解消の申し出がないときは、当該有効期間満了日の翌
日から起算して１年間延長するものとし、以後もまた同一内容をもって継続するものとする。 
この協定締結の証として本書２通を作成し、各々が記名押印の上、それぞれ各１通を保有する。 

平成２４年６月２６日 
甲 愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長  菅 良二 
乙 愛媛県今治市南大門町一丁目１番地の１５ 

今治市電気・電気通信工事災害支援対策協議会 会長  阿部 健 

様式１ 

   

災 害 協 力 支 援 要 請 書 
第  号 

年  月  日 

  

今治市電気・電気通信工事災害支援対策協議会 様 

  

今治市長 

  

災害時における応急対策業務の協力要請について 

  

 「災害時における応急対策業務の協力に関する協定書」第２条の規定に基づき、下記のと
おり要請します。 

  

記 

  

１．要請内容 

  

  

２．要請場所  

  

  

要請予定期間 要請資機材 数量 要請人員 

年 月 日 から 

 

年 月 日 まで 

   

 

３．その他の必要事項 

 

 

※（注）要請数量は、指定場所あたりの数量とする。 
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資料〔１９－８・３〕 

災害時における下水道処理場及びポンプ場の復旧協力に関する協定書 

(株式会社西原環境関西支店) 
 
今治市（以下「甲」という。）と株式会社 西原環境 関西支店（以下「乙」という。）とは、

甲の所管する下水道処理場及びポンプ場において、災害により被害が発生した場合の乙の応急
復旧協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（目的） 
第１条 この協定は、乙の甲に対する復旧協力に関して基本的な事項を定め、円滑な支援の実
施を図り、災害により被害が生じた施設の機能等の早期復旧に資することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この協定において、災害とは、次に掲げるものとする。 
（１）地震・津波による災害 
（２）大雨・豪雨による災害 
（３）落雷による災害 
（４）その他甲と乙の協議により定めるもの 

（復旧協力の内容） 
第３条 乙が行う復旧協力とは、次のとおりとする。 
（１）被害状況及び内容の調査 
（２）緊急措置、応急復旧方法の提案 

（協力の要請） 
第４条 甲は、前条に規定する復旧協力を必要と認める場合には、次条に定める手続により、
乙に協力の要請を行うものとする。 

（要請の方法） 
第５条 甲が前条の規定による協力要請を行う場合には、文書をもってするものとする。 
ただし、事態が急迫して文書によることができない場合には、口頭又は電話によることがで
きるものとする。 

２ 前項ただし書の場合においては、事後においてすみやかに文書を提出するものとする。 
（要請の受諾） 
第６条 乙は、第５条の規定による協力要請を受けたときは、文書をもって受諾するものとす
る。 

（協力の実施） 
第７条 乙は、第４条の規定による協力要請を受けたときは、乙の人員等に応じ可能な範囲内
において、協力するものとする。 

（協力体制） 
第８条 乙は、第４条に掲げる甲の協力要請を円滑に行うため、本協定締結後速やかに連絡体
制図を甲に提出するものとする。なお、あらかじめ協力業務・手順等具体的情報について可
能な範囲において、甲に提供するものとする。 

２ 前項の内容に変更があったときは、遅滞なく甲に報告するものとする。 

（復旧協力に要する費用） 
第９条 第３条に規定する復旧協力に係る費用は無償とする。 
（補償） 
第１０条 第４条の規定に基づき、復旧協力業務に従事した者が、当該業務により負傷し、若
しくは疾病にかかり、又は死亡したときは、乙において、労働者災害補償保険法を適用して
補償する。 

（協定の有効期間） 
第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成27年３月31日までとする。 
ただし、期間満了日の30日前までに、甲、乙のいずれからも協定終了の申し出がないときは、
有効期間満了日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

（その他） 
第１２条 本協定に定めのない事項及び本協定の内容に疑義が生じたときは、甲乙協議して定
めるものとする。 
 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各々１通を

保有する。 
 
平成２６年８月４日 
 

甲 愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
今 治 市 

今治市長  菅 良 二 
 

乙 大阪府吹田市垂水町三丁目３４番１５号 
株式会社 西原環境 関西支店 

支店長   河 室 哲 朗 
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資料〔１９－８・４〕 

災害時における水道の応急活動に関する協定書（今治しまなみ管工事協同組合） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と今治しまなみ管工事協同組合（以下「乙」という。）とは、
災害時における水道の被害調査、応急給水及び応急復旧（以下「応急活動」という。）に関し、
次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、今治市地域防災計画に基づき、災害時の水道の断減水等の被害を早期に
回復することをめざし、甲の要請により、乙が甲に協力して実施する応急活動に関し、必要な
事項を定めることを目的とする。 
（体制の整備） 
第２条 乙は、甲の要請に対し、速やかに対処するため、事前に応急活動時の動員体制を確立
しておくものとする。 
２ 乙は、応急活動に係る乙の資機材の保有状況等を把握しておくものとする。 
（協力の要請） 
第３条 甲は、災害の発生状況により、応急活動に乙の応援が必要であると認めたときは、乙
に対し協力を要請することができる。 
（協力） 
第４条 乙は、甲から要請を受けたときは、速やかに人員及び資機材を出動させ、応急活動に
協力するものとする。 
（指揮） 
第５条 応急活動に係る現場指揮及び連絡調整に関しては、甲が行うものとする。 
（費用弁償等） 
第６条 甲の要請に基づき、応急活動に要する次に掲げる経費については、甲、乙が別途協議
して定める額とし、甲が負担するものとする。 
（１）応急活動用車両等機械の借上料 
（２）輸送費及び人件費 
（３）応急活動に使用した乙及び乙の組合員の保有する資材費 
（４）その他応急活動に欠かす事のできない経費 
（災害補償・災害賠償） 
第７条 応急活動において、乙の組合員及びその従業員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡し
た場合は、甲の消防団員等公務災害補償条例（平成17年条例第270号）を適用し災害補償を行う
ものとする。 
２ 応急活動により、第三者に損害を与えた場合は、甲、乙協議のうえ対処するものとする。 
（共同訓練） 
第８条 甲及び乙は、この協定の目的を達成するため、必要に応じ共同訓練を実施するものと
する。 
（協議） 
第９条 この協定に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、その都度甲、
乙協議のうえ決定するものとする。 

 
 上記協定の締結の証として、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保
有する。 
 
平成２８年６月１７日 
 
 

甲  今 治 市 長   菅   良  二 
 

乙  今治しまなみ管工事協同組合 
   理  事  長   松  田   修 
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資料〔１９－８・５〕 

災害時における相互協力に関する協定書（四国ガス株式会社今治支店） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と四国ガス株式会社今治支店（以下「乙」という。）は、災害
時の相互協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第1条 この協定は、今治市内において地震、風水害等の災害発生に伴い、大規模な都市ガスの
供給支障が発生した場合において、迅速に都市ガスを供給し市民生活の早期安定を図るため
に、甲及び乙が連携して都市ガスの復旧その他必要な対策（以下「都市ガス復旧等」とい
う。）を行うために必要な事項について定めるものとする。 

（災害情報の提供） 
第2条 甲及び乙は、相互に、円滑な応急対策実施のため迅速に災害情報の共有化に努める。 
（災害広報） 
第3条 乙は、市民に対し災害時の混乱を防止し、被害を最小限にくい止めるため、都市ガス復
旧等に関する情報の広報活動に努めるものとする。 

2 甲は、乙による広報活動が困難な場合は、これに協力するよう努めるものとする。 
（復旧・代替燃料の供給） 
第4条 乙は、災害により大規模な都市ガス供給支障が発生した場合は、乙の供給区域内の都市
ガスの被害状況及びその復旧の難易を総合的に勘案し、要救助者がいる場所、救助活動の拠
点となる医療機関、官公庁及び避難場所等への都市ガス供給を可能な限り優先して実施する
ものとする。 

2 乙は、都市ガスの供給が復旧するまでの間、前項に掲げる施設に対し可能な限り代替熱源の
供給に努めるものとする。 

（復旧作業に対する協力） 
第5条 甲は、災害により甲が管理する道路が使用不能となり、乙の都市ガス復旧等に支障をき
たした場合は、当該区間の迅速な道路復旧作業に努めるものとする。 

2 乙が都市ガス復旧等に際し、ガス管その他ガス設備を新たに市道内へ設置するため、道路占
用許可の申請をする場合、甲は道路法その他関係法令に反しない範囲において、乙が口頭等
簡易な方法により許認可申請を行うことを認める。この場合において、乙は事後に可能な限
り速やかに申請書類を提出するものとする。 

3 甲は、乙の都市ガス復旧等に必要な資材置き場、作業車の駐車場等の確保について、乙から
甲の所有する施設、駐車場等の使用について要請があった場合は、これに協力するよう努め
るものとする。 

4 乙は、炊き出し等のために、甲より乙のピポット（今治市南大門町2丁目2番地4四国ガス株
式会社本店ビル１階展示場をいう。）の使用について要請があった場合は、これに協力するよ
う努めるものとする。 

（協議） 
第6条 本協定に定めのない事項及び本協定の定めについて疑義が生じた場合は、甲、乙協議の
うえ定めるものとする。 

（附則） 
第7条 この協定は、締結日より効力を生じるものとする。 

上記協定の締結の証として、本協定書2通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自1通を保有
する。 

 
平成２９年２月２７日 

 
             甲 今治市別宮町1丁目4-1 

今治市 
今治市長  菅 良二 

 
             乙 今治市共栄町5丁目1番地の3 
               四国ガス株式会社今治支店 
               執行役員今治支店長 和田 博明 
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資料〔１９－８・６〕 

災害時における下水道施設の技術支援協力に関する協定 

（愛媛県、県内17市町、公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 中国・四国支部） 
 
愛媛県（以下「甲」という。）及び県内17市町（乙１から乙17まで）（以下、乙１から乙17ま

でを総称して「乙」という。）と公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会中国・四国支部
（以下「丙」という。）は、乙の所管する下水道施設（以下「下水道施設」という。）が地震等
の災害により被災した場合又は被災すると明らかに予見された場合（以下「災害時」という。）
における丙の技術支援協力に関して、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時における丙の技術支援協力に関する基本的事項を定め、被害の拡
大防止と被災した下水道施設の早期復旧を行うことを目的とする。 

（定義） 
第２条 この協定において、災害とは、地震、津波、豪雨、洪水、その他異常な自然現象によ
るものとする。 

（技術支援協力の範囲） 
第３条 丙の技術支援協力の範囲は、災害時における被害状況の調査、応急復旧方法の検討、
災害査定資料の作成等、乙が要請する業務とする。 

（技術支援協力の要請） 
第４条 乙の丙に対する技術支援協力の要請は、様式第１により第10条に規定する甲の事務局
を経由して行うこととし、甲の事務局は、乙の要請をとりまとめた上で、様式第２により第
10条に規定する丙の事務局へ要請することとする。ただし、緊急時等でこれによりがたい場
合は、乙自らが丙の事務局へ要請することができることとする。 

２ 丙は、前項による要請があった場合、速やかに丙を構成する会員の中から、支援可能な会
員（以下「支援協力者」という。）を様式第３により甲又は乙へ通知することとする。 

３ 甲及び乙は、前項による通知があった場合、支援協力者の中から業務を実施する会員（以
下「業務実施者」という。）を協議により選任し、甲は、様式第４により丙へ通知することと
する。 

４ 丙が会員に協力要請する際に、大規模災害等により相当の時間を要すると認められる場合
は、技術支援協力の実施は甲、乙及び丙による協議の上で決定することとする。 

（費用） 
第５条 乙と業務実施者は、前条第３項による通知後、業務内容を協議し、速やかに業務委託
契約を締結することとする。 

２ 技術支援協力に係る費用は、支援を受けた乙の個々による負担とし、個々に業務実施者と
協議することとする。 

３ 業務実施者は、支援業務終了後、業務委託契約書に基づく費用を乙へ請求することとし、
乙は、業務実施者の請求に応じて、所定の手続により費用を支払うこととする。 

（業務の実施） 
第６条 業務実施者は、委託契約を締結した業務を速やかに遂行しなければならない。 

２ 甲及び乙は、業務実施者に不備がある場合、支援協力者の中から新たな業務実施者を選定
することができることとし、第４条第３項に準じて丙へ通知することとする。 

（報告） 
第７条 業務実施者は、技術支援協力終了後、速やかに様式第５及び６により乙へ報告するこ
ととする。 

（広域の被災） 
第８条 甲及び丙は、公益社団法人日本下水道協会が制定した「下水道事業における災害時支
援に関するルール」に基づく下水道対策本部が設置された場合、当該下水道対策本部に関わ
る支援活動への対応方針について協議し、決定することとする。 

（労災及び損害補償など） 
第９条 支援業務において労務災害等が発生した場合は、業務実施者の労災保険を適用するこ
ととする。 

２ 業務実施者は、技術支援協力の実施に伴い、甲、乙及び業務実施者の責に帰さない理由に
より、第三者に損害を及ぼした場合、又は業務実施者等に損害が生じた場合は、その事実の
発生後速やかに、その状況を書面により甲及び乙へ報告しなければならない。 

３ 甲及び乙は、前項による報告を受けた場合、その措置について業務実施者と協議し、決定
することとする。 

４ 甲又は乙は、業務実施者が行った技術支援協力において瑕疵があった場合、業務実施者へ
修補等を請求することができることとする。 

５ 前項の請求は、乙と業務実施者が締結した委託契約における契約約款等の瑕疵担保条項に
基づくこととし、瑕疵担保条項によらない場合は、甲、乙及び業務実施者が協議して定める
こととする。 

（事務局及び連絡体制） 
第10条 技術支援に係る甲及び丙の事務局及び連絡先は、次のとおりとする。 
（１）甲の事務局は、愛媛県土木部道路都市局都市整備課とする。 
（２）丙の事務局は、公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会中国・四国支部とする。 
（３）甲、乙及び丙の連絡先は、別表に掲げるとおりとする。 
（４）連絡先に変更があった場合は、速やかに甲の事務局に連絡し、甲の事務局は別表を変更

して、乙及び丙へ伝えることとする。 
（情報の共有と保護） 
第11条 甲、乙及び丙は、この協定による活動を円滑に行うために必要な連絡先等の情報を、
相互に共有することとする。 

２ 業務の実施にあたっては、公益社団法人日本下水道協会、公益社団法人日本下水道管路管
理業協会及び日本下水道事業団とも災害支援に関する情報を共有することがある。 

３ 甲、乙及び丙は、個人情報及び行政情報を取り扱う場合、その情報の保護に努めなければ
ならない。 

（合同訓練） 
第12条 甲、乙及び丙は、必要に応じて情報伝達訓練等の合同訓練を行うこととする。 
２ 前項の合同訓練の時期及び内容は、甲、乙及び丙の協議により定めることとする。 
（協定の有効期間） 
第13条 この協定は、協定の締結の日からその効力を有することとし、有効期間は令和２年３
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月31日までとする。 
２ この協定の終了１か月前までに、甲、乙又は丙から書面による協定終了の意思表示がない
場合は、さらに１年間その効力を継続することとし、その後においても同様とする。 

（相互協力） 
第14条 この協定に基づく支援の実施にあたっては、県内の被災状況を踏まえて、甲、乙及び
丙が相互に協力して対応することとする。 

（その他） 
第15条 この協定に定めのない事項や各条項に疑義が生じた場合は、甲、乙及び丙の協議によ
り定めることとする。 

２ 甲、乙及び丙は、いずれかがこの協定に違反した場合、違反した相手方への書面による通
告をもってこの協定を廃止することができることとする。 

 
本協定の締結を証するため、本書19通を作成し、甲、乙及び丙がそれぞれ記名押印の上、各

自その１通を保有する。 
 
令和元年５月22日 

 
甲   愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

愛媛県知事     中 村  時 広 
乙１  松山市二番町四丁目７番地２ 

松山市長      野 志  克 仁 
乙２  今治市別宮町一丁目４番地１ 

今治市長      菅    良 二 
乙３  宇和島市曙町１番地 

宇和島市長     岡 原  文 彰 
乙４  八幡浜市北浜一丁目１番１号 

八幡浜市長     大 城  一 郎 
乙５  新居浜市一宮町一丁目５番１号 

新居浜市長     石 川  勝 行 
乙６  西条市明屋敷164番地 

西条市長      玉 井  敏 久 
乙７  大洲市大洲690番地の１ 

大洲市長      二 宮  隆 久 
乙８  伊予市米湊820番地 

伊予市長      武 智  邦 典 
乙９  四国中央市三島宮川４丁目６番55号 

四国中央市長    篠 原     実 
乙10  西予市宇和町卯之町三丁目434番地１ 

西予市長      管 家  一 夫 
乙11  東温市見奈良530番地１ 

東温市長      加 藤    章 

乙12  越智郡上島町弓削下弓削210番地 
上島町長      宮 脇    馨 

乙13  上浮穴郡久万高原町久万212番地 
久万高原町長    河 野  忠 康 

乙14  伊予郡松前町大字筒井631番地 
松前町長      岡 本    靖 

乙15  伊予郡砥部町宮内1392番地 
砥部町長      佐 川  秀 紀 

乙16  喜多郡内子町平岡甲168番地 
内子町長      稲 本  隆 壽 

乙17  西宇和郡伊方町湊浦1993番地１ 
伊方町長      高 門  清 彦 

丙   広島県広島市西区南観音７丁目13番14号 
公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 中国・四国支部 
中国・四国支部長  山 地  芳 和 
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資料〔１９－８・７〕 

災害時における復旧支援協力に関する協定 

（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 
 
 今治市（以下「甲」という。)と、公益社団法人日本下水道管路管理業協会（以下「乙」とい
う。）とは、地震等の災害により甲の管理する下水道管路施設（以下「協定下水道施設」とい
う。）が被災したときに行う復旧支援協力に関して以下のとおり、下水道法（昭和33年法律第79
号）第15条の2の規定に基づいた協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、乙の甲に対する復旧支援協力に関して基本的な事項を定め、災害等によ
り被災した協定下水道施設の機能の早期復旧を行うことを目的とする。 
（復旧支援協力の要請） 
第２条 甲は、乙に対し災害等により被災した協定下水道施設の復旧に関し次の業務の支援を
要請することができる。 
(1) 被災した協定下水道施設の応急復旧のために必要な業務(巡視、点検、調査、清掃、修
繕） 

(2) その他甲乙間で協議し必要とされる業務 
２ 前項の復旧支援協力の要請に関する甲の連絡窓口は今治市下水道工務課とし、乙の連絡窓
口は公益社団法人日本下水道管路管理業協会中国・四国支部愛媛県部会とする。 

３ 甲の乙に対する復旧支援協力要請は支援内容を明らかにした書面により乙の連絡窓口へ要
請する。ただし、緊急時等で書面により難いときは電話等で行うことができるものとし、こ
の場合は事後において書面を提出するものとする。 

４ 乙は、前３項による甲の要請する業務を行うために、必要な人員・機材等をもって要請さ
れた業務を遂行しなければならない。 

（費用） 
第３条 甲は、乙と業務内容を協議し、速やかに業務委託契約を締結する。 
２ この協定に基づき甲が乙に対し要請した業務にかかる費用は甲の負担とする。 
３ 乙は、業務終了後、業務委託契約書に基づく費用を甲に請求するものとする。甲は乙の請
求に応じて、所定の手続きにより費用を支払う。 

（報告） 
第４条 乙は、第２条により行った支援業務が終了したときは、すみやかに甲に対し書面をも
って報告を行うものとする。 

２ 乙は、毎年３月３１日現在において災害時の支援に備えて、支援協力が可能な会社、提供
可能な車輌等の機器及び人員を甲に対して報告するものとする。 

（下水道台帳データの提供） 
第５条 甲は、協定下水道施設の調査に必要な下水道台帳の図面等をＰＤＦ等の電子データと
して、乙へ提供する。 

２ 乙は提供を受けた電子データを適切に保管しなければならない。 
３ 甲は、下水道台帳に大幅な変更があった場合など、適宜、最新の電子データを提供するも

のとする。 
（下水道台帳データの開示） 
第６条 乙は、支援要請があったとき、支援出動する乙の会員に対し甲から提供を受けた必要
な電子データを開示することができる。 

２ 乙及び支援出動した乙の会員は、提供を受けた電子データを支援業務並びに必要な報告等
以外に使用してはならない。 

３ 甲と乙の合同訓練を実施する場合も、前２項を準用する。 
（広域被災） 
第７条 愛媛県において、公益社団法人日本下水道協会が制定した「下水道事業における災害
時支援に関するルール」に基づく下水道対策本部が設置された場合には、下水道対策本部に
よる活動を優先する。 

（協定期間） 
第８条 この協定の期間は、協定締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、期間
満了の１ヶ月前までに甲乙から申出がない場合、この協定は１年間更新されるものとし、以
降も同様とする。 

（その他） 
第９条 この協定に定めのない事項や各条項に疑義が生じた場合には、甲乙による協議の上決
定するものとする。 

２ 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への
書面による通告をもってこの協定を廃止することができる。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有するものとする。 
 

令和元年５月22日 
 
                   甲 今治市別宮町一丁目4番地１ 
                     今治市長 菅 良二 
 
                   乙 東京都千代田区岩本町２丁目５番11号 
                     公益社団法人日本下水道管路管理業協会 
                     会 長  長谷川 健司 
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資料〔１９－８・８〕 

災害時における電力供給設備復旧の協力に関する協定書 

(四国電力株式会社、四国電力送配電株式会社) 
 
今治市(以下「甲」という。) と四国電力株式会社 (以下「乙」という。) は、災害時の協力

に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
(目的) 

第１条 この協定は、大規模地震および台風等の災害時における電力供給設備の迅速かつ円滑
な復旧を図るため、甲乙の協力について必要な基本的事項を定めることを目的とする。 
(災害情報の提供) 

第２条 甲及び乙は、相互に、災害情報を提供するものとする。 
(電力供給設備の復旧) 

第３条 災害により大規模な停電が発生した場合、乙は、その供給管轄区域内の被害状況を総合
的に判断した上で、優先順位を見極めながら医療機関（総合病院など）、災害復旧対策の中枢と
なる官公署、避難所等への電力供給設備の復旧を可能な限り優先して実施するものとする。 

２ 前項の電力設備復旧における電源車等の使用は、乙の判断によるものとする。 
(復旧作業に対する協力) 

第４条 災害により甲が管理する道路が使用不能となり、乙の電力復旧作業に支障をきたす場
合には、甲は当該区間の迅速な復旧作業に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が電力復旧のため、甲の管理する土地又は道路等に仮設電柱又は配電線等の電力
供給設備(以下「仮設電柱等」という。) を設置することに同意するものとする。この場合、
復旧の進捗により仮設電柱等が不要となった時は、乙の負担により原状に復するものとする。 

３ 災害により緊急に電力復旧作業を要する場合において甲の許認可が必要なとき、甲は申請
書類の提出に先立ち、乙が口頭等の簡易な方法により許認可申請を行うことを認める。この
場合において、乙は事後に可能な限り速やかに申請書類を提出するものとする。 
(復旧拠点又は資材置き場等の確保に関する協力) 

第５条 災害時において、乙の電力復旧作業に必要な復旧拠点、資材置き場、駐車場及びヘリ
ポート等の確保に当たっては、甲は乙の要請に協力するよう努める。 
(協議) 

第６条 本協定に定めのない事項及び本協定の定めについて疑義が生じた事項については、そ
の都度、甲乙協議して決定するものとする。 
(有効期間) 

第７条 この協定の有効期間は平成２７年３月３１日までとする。ただし、有効期間満了日の
１月前までに、甲乙いずれからも相手方に対し文書による協定解消の申出がないときは、有
効期間満了日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後も同様とする。 
 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保
有するものとする。 

平成２６年２月２６日 

甲    今治市別宮町１丁目４－１ 
今治市長 菅  良 二 

乙  松山市湊町６丁目６-２ 
    四国電力株式会社 

常務執行役員松山支店長 原 田 雅 仁 
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覚書（案） 
 
今治市（以下「甲」という。）ならびに四国電力株式会社（以下「乙」という。）および四国

電力送配電株式会社（以下「丙」という。）は、甲と乙が平成２６年２月２６日に締結した「災
害時における電力供給設備復旧の協力に関する協定書」（以下「協定書」という。）に関し、次
のとおり覚書を締結する。 
 
（復旧作業に対する協力） 

第１条 協定書第４条第１項に関し、乙および丙は、災害対策基本法（以下「災対法」 
という。）第６４条第２項に基づく、電力供給設備の復旧作業に係る応急措置等に 
支障となるもの（以下「障害物等」という。）の除去作業（以下「除去作業」とい
う。）を実施する必要があると認めるときは、甲に対して当該作業の実施を要請する
ことができる。ただし、除去作業を甲自ら実施することが困難である場合は、甲は乙
および丙に対し、事前協議の上、当該作業の実施を依頼することができる。 

２ 乙および丙は、災害等の状況により、応急措置を早期に実施するにあたってやむを
得ない場合に限り、甲の依頼を待たず、除去作業を実施することができる。この場合、
乙および丙は、甲から除去作業の依頼があったものとみなし、除去作業の実施後、甲
に報告を行うものとする。 

（協力体制） 
第２条 乙および丙は、前条第１項のただし書について、乙および丙の業務に支障のな 

い限りにおいて、除去作業を受諾し速やかにこれを実施する。 
２ 乙および丙は、あらかじめ、甲と協議のうえ、乙および丙の担当業務を定める 
など協力体制を構築するものとする。 

３ 乙および丙は、前項の協力体制を構築したときは、速やかに甲に報告するもの 
とする。これを変更したときも同様とする。 

（障害物等の保管、土地の一時使用） 
第３条 乙および丙は、除去作業を行った際における障害物等の移動先は、甲の指示に従う

ものとする。 
２ 乙および丙は、応急措置が必要な場合に限り、障害物等を前項の移動先へ移動する
際に、事前に書面もしくは口頭により甲の承認を得て、他人の土地の一時使用を可能
とする。この場合において当該一時使用は災対法第６４条第１項の規定に基づき、甲
が実施したものとみなす。 

（完了報告） 
第４条 乙および丙は、除去作業が完了した場合は、速やかに履行した措置の内容を甲に報

告するものとする。 
（費用負担） 

第５条 本覚書に基づき、乙および丙が甲から依頼された除去作業に要した実費（あるいは
実費相当額）は、乙および丙からの請求に基づき、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用の額、支払方法等については、甲、乙、丙が協議して別に定め
るものとする。 

（損失補償） 
第６条 乙および丙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙およ

び丙の責任において処理解決に当たるものとする。 
２ 除去作業の実施に起因する障害物等の所有者等との紛争について明らかに乙および
丙の責めに帰するもの以外は、甲、乙、丙協議の上、解決に当たるものとする。 

（乙の権利義務の承継） 
第７条 甲は、協定書に定める乙の権利義務の一部が丙に承継され、協定書は甲ならびに乙

および丙の間の協定書となることを承諾する。この場合、協定書において「乙」とあ
るのは、すべて「乙および丙」と読み替えることとする。 

（協議事項） 
第８条 本覚書に定めのない事項、又は本覚書に関して疑義が生じた場合は、その都度、甲、

乙、丙が協議してこれを定めるものとする。 
（有効期間） 

第９条 本覚書は、協定書の有効期間中は有効に存続し、協定書の終了と同時に効力を失う
ものとする。 

 
以上、本覚書締結の証として本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各１通を保有する。 

 
 令和２年４月１日 
                     甲  今治市別宮町一丁目４番地１ 

 
 今治市長 菅 良二 

 
乙  松山市湊町６丁目６番地２ 

四国電力株式会社 
執行役員愛媛支店長 塩梅 和彦 

                      
丙  松山市湊町６丁目６番地２ 

四国電力送配電株式会社 
松山支社長 船上 憲久 
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年  月  日 
 
 
四国電力送配電株式会社 松山支社 御中 

 
 

今 治 市  
 
 

障害物等の除去作業依頼書 
 
「災害時における電力供給設備復旧の協力に関する協定書」および関連する覚書に基づき、
災害時における停電復旧に係る応急措置の実施の支障となる障害物等の除去等について、以
下のとおり依頼します。 
 
○依頼事項 

依頼日時 路線名 道路の状況 起点 終点 距離（m） 

      

      

      

      

      

 
○本件に関する連絡窓口 
 
  今 治 市 
 
 （所属、役職、氏名） 
 
 （連絡先） 
 
 
 
 
 

以上 

年  月  日 
 
 

今 治 市  御中 
 
 

四国電力送配電株式会社 松山支社  
 
 

障害物等の除去作業報告書 
 

「災害時における電力供給設備復旧の協力に関する協定書」および関連する覚書に基づき、
災害時における停電復旧に係る応急措置の実施の支障となる障害物等の除去等について、以
下のとおり報告します。 

 
○報告事項 

除去日時 路線名 道路の状況 起点 終点 距離（m） 

      

      

      

      

      

 
○本件に関する連絡窓口 

 
 四国電力送配電株式会社 松山支社 

 
 （所属、役職、氏名） 

 
 （連絡先） 

 
 
 
 

 
以上 
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資料〔１９－８・９〕 

災害時における連絡体制及び電力供給設備復旧の協力に関する協定 

(中国電力ネットワーク株式会社 尾道ネットワークセンター、中国電力ネットワーク株式会社 東広島ネットワークセンター) 
 
今治市（以下「甲」という。）と中国電力ネットワーク株式会社尾道ネットワークセンター

（以下「乙」という。）及び同社東広島ネットワークセンター（以下「丙」という。）は、中国
電力ネットワーク株式会社の電力供給地域において、災害時の協力に関し、次のとおり協定を
締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害時における協力体制の確立及び電力供給設備の迅速かつ円滑な復旧
を図るため、甲、乙及び丙の協力について定めることを目的とする。 

（災害情報の提供） 
第２条 甲、乙及び丙は、相互に災害情報を提供するものとする。 
（分担区域） 
第３条 前条の連絡に関する乙及び丙の分担区域は，次のとおりとする。 

乙 今治市吉海町・宮窪町・伯方町・上浦町・大三島町 
丙 今治市関前 

（連絡責任者） 
第４条 甲、乙及び丙は、連絡を円滑に処理するため、あらかじめ連絡責任者を定め，定期的
に確認しておくものとする。 

（電力供給設備の復旧） 
第５条 災害により大規模な停電が発生した場合、乙及び丙は、その供給管轄区内の被害状況
を総合的に判断した上で、優先順位を見極めながら医療機関（総合病院など）、災害復旧対
策の中枢となる官公署、避難所等への電力供給設備の復旧を可能な限り優先して実施するも
のとする。 

２ 前項の電力設備復旧における電源車等の使用は、乙及び丙の判断によるものとする。 
（復旧作業に対する協力） 
第６条 災害により甲が管理する道路が使用不能となり、乙及び丙の電力復旧作業に支障をき
たす場合には、甲は当該区間の迅速な復旧作業に努めるものとする。 

２ 甲は、乙及び丙が電力復旧のため、甲の管理する土地又は道路等に仮設電柱又は配電線等
の電力供給設備（以下「仮設電柱等」という。）を設置することに同意するものとする。この
場合、復旧の進捗により仮設電柱等が不要となった時は、乙及び丙の負担により原状に復す
るものとする。 

３ 災害により緊急に電力復旧作業を要する場合において甲の許認可が必要なとき、甲は申請
書類の提出に先立ち、乙及び丙が口頭等の簡易な方法により許認可申請を行うことを認める。
この場合において、乙及び丙は事後に可能な限り速やかに申請書類を提出するものとする。 

（復旧拠点又は資材置き場等の確保に関する協力） 
第７条 災害時において、乙及び丙の電力復旧作業に必要な復旧拠点、資材置き場、駐車場及
びヘリポート等の確保に当たっては、甲は乙及び丙の要請に協力するよう努める。 

（要員派遣） 
第８条 大規模災害発生時において、第２条、第５条及び第６条の対応を円滑行うため、甲が
要請した場合、又は乙及び丙が派遣すべきと判断した場合に、乙及び丙は甲へ要員派遣を行
うものとする。 

派遣要員の役割は、停電状況、復旧状況等の甲への情報提供及び道路等の被災、復旧状況
の甲からの情報収集とする。 

（協議） 
第９条 本協定で定めた事項について疑義が生じたとき、または定めのない事項については、
その都度、甲，乙及び丙が協議して定めるものとする。 

（取扱いの変更） 
第1 0条 この取扱いに定める事項につき、変更すべき事由が生じたときは、甲、乙および丙は、
いずれからもその変更を申し出ることができる。この場合において、甲、乙及び丙は、誠意
をもって協議するものとする。 

（運用） 
第1 1条 この取扱いの実施に必要な細目については、甲、乙及び丙が協議の上、別に定めるも
のとする。 

（有効期限） 
第1 2条 この協定の有効期間は２０２１年（令和３年）年３月３１日までとする。ただし、有
効期間満了日の１ヶ月前までに、甲、乙及び丙いずれからも相手方に対し文書による協定解
消の申出がないときは、有効期間満了日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後
も同様とする。 

 
本協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲と乙及び丙が記名押印して，各自その

１通を所持する。 
なお、本協定の締結をもって、平成２８年２月３日付で中国電力株式会社と締結した「災

害時における連絡体制及び協力に関する協定」については失効するものとする。 
 
２０２０年（令和２年）４月１日 
 

甲 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
今治市 
今治市長  菅   良 二 

 
乙 尾道市栗原町５９０８番地１ 

中国電力ネットワーク株式会社  
尾道ネットワークセンター 
所  長  西 田 信 彦 

 
丙 東広島市西条下見五丁目５－１５ 

中国電力ネットワーク株式会社  
東広島ネットワークセンター 
所  長  石 田 満 彦 
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災害時における連絡体制及び電力供給設備復旧の協力に関する協定実施細則 
 
今治市（以下「甲」という。）と中国電力ネットワーク株式会社尾道ネットワークセンター

（以下「乙」という。）及び同社東広島ネットワークセンター（以下「丙」という。）は、「災害
時における連絡体制及び電力供給設備復旧の協力に関する協定」第11条の規定に基づき、取扱
いの施行に関する必要な細目を定める。 
 
（連絡体制） 
第１条 乙及び丙が社内の警戒体制又は非常体制に入った時点で、甲、乙及び丙は、相互連絡
体制を整える。 

（連絡方法） 
第２条 甲、乙及び丙の相互連絡は、直通電話、ファクシミリ又は電子メールによるものとす
る。ただし、電話不通時には携帯電話により連絡をとるものとする。 

（経費の負担） 
第３条 第２条に定める電話等の設置及び運用に要する費用は、甲、乙及び丙それぞれの負担
において行うものとする。 

（連絡時期及び連絡内容） 
第４条 乙及び丙は、停電発生時には、別に定める停電情報連絡票により、停電発生時刻、停
電発生地域、停電発生戸数、停電復旧見込み、停電原因及び停電復旧時刻を、原則として毎
正時又は必要の都度、甲に連絡するものとする。 

（連絡体制の解除） 
第５条 乙及び丙が社内の警戒体制又は非常体制を解除した時点で、甲、乙及び丙は、相互連
絡体制を解除する。 

（その他） 
第６条 この実施細則に定めた事項について疑義が生じたとき、又は定めのない事項について
は、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 
この実施細則の確認を証するため、本書３通を作成し、甲と乙及び丙が記名押印して、各自

その１通を所持する。 
なお、本実施細則の確認をもって、平成２８年２月３日付で中国電力株式会社と締結した

「災害時における連絡体制および協力体制に関する取扱いの実施要綱」については失効するも
のとする。 
 
２０２０年（令和２年）４月１日 

甲 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
今治市 
今治市長  菅   良 二 

乙 尾道市栗原町５９０８番地１ 
中国電力ネットワーク株式会社 
尾道ネットワークセンター 
所  長  西 田 信 彦 

丙 東広島市西条下見五丁目５－１５ 
中国電力ネットワーク株式会社 
東広島ネットワークセンター 
所  長  石 田 満 彦 
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資料〔１９－８・１０〕 

今治市・株式会社荏原製作所災害支援協定(株式会社荏原製作所) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と株式会社荏原製作所（以下「乙」という。）とは、
大規模自然災害等の発生により、甲の所管する下水道施設が被災した際の緊急復旧工
事その他の支援（以下「災害支援」という。）に関して、次の通り協定を締結する。 
 
（目的等） 
第１条 この協定は、災害等の発生により、甲が管理する下水道施設の機械設備及び
電気設備が被災し、公共用水域の水質の保全及び市民生活に重大な支障が生じ、又
は生じる恐れのある場合、機械設備及び電気設備の早期機能回復のために要する、
復旧に係る基本的な事項を定めるものとする。 

２ この協定は、下水道法（昭和33年法律第79号）第15条の２に規定する災害時維持
修繕協定である。 

（対象） 
第２条 この協定の対象となる災害は次に掲げる原因により生ずるものとする。 

(1) 暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津
波、噴火、地滑り及びその他の異常な自然現象 

(2) その他甲と乙の協議により定めるもの 
２ この協定の対象となる機械設備及び電気設備は、甲の所管する下水道区域内の設
備とする。但し、協定下水道施設以外の施設についても、甲の要請があれば甲乙協
議の上、臨時的に協定下水道施設に加えることができる。その際、乙は特別な事情
がない限り同意するものとする。 

（災害支援の内容） 
第３条 乙が行う災害支援は、次に掲げるものとする。 

(1) 機械設備及び電気設備における故障又は不具合の調査（報告書作成を含
む） 

(2) 復旧計画の策定及びその他の関係資料の作成 
(3) 停電が発生している場合は応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫

定的にその機能を確保するための仮設電源の設置その他の維持又は修繕に関
する工事（ただし仮設電源機器の確保については、別途協議とする） 

(4) 災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成 
(5) 前各号に掲げる災害支援に付帯する支援 

（費用の負担） 
第４条 甲は、乙が行った災害支援に要した費用（前条第1号及び第2号に規定する災
害支援に要した費用については別途協議とする。）を負担するものとする。 

２ 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は燃料の代価
その他の実費に相当する額を甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙
に支払うものとする。 

（災害支援の要請の方法） 
第５条 甲は、災害の発生により協定下水道施設の機械設備及び電気設備が被災し、
処理能力に重大な影響を及ぼすものと判断した場合は、乙に電話等の通信手段によ
りその復旧の依頼をすることができるものとし、乙はその復旧に際し特別な事情が
ない限り同意するものとする。 

２ 甲は、乙の同意を確認できた後、速やかに依頼内容を書面にて乙に通知するもの
とする。 

３ 乙は、前項による依頼を受けた時は、速やかに第3条第1号及び第2号に規定する
災害支援に着手するものとする。 

（契約の締結） 
第６条 甲が乙に前条第1項による依頼をしたときは、乙は前条第3項に規定する災害
支援を行い、報告書を作成し提出する。甲は報告書を確認後、緊急に復旧が必要と
判断されるものについて、速やかに甲乙協議の上決定した概算復旧額により機械設
備及び電気設備故障復旧等緊急工事請負契約を締結し、乙は第3条第3号及び第4号
に規定する災害支援に着手するものとする。 

（廃止） 
第７条 甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協
議の上、この協定を廃止することができる。 

２ 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合おいては、甲又は乙は、違反した相手
方への書面による通告をもって、この協定を廃止することができる。 

（協定の有効期間） 
第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から当該年度の3月31日までの1年間と
する。但し期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から申し出がない場合、この協定は
１年間延長されるものとし、以降も同様とする。 

（その他） 
第９条 この協定に定めの無い事項及び疑義を生じた事項については、甲乙協議の上、
定めるものとする。 

 
この協定を称するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各々１通を

保有する。 
 
令和２年１１月１２日 

 
甲  愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
     今治市長 菅 良二 

 
乙  香川県高松市伏石町２１５１番地２ 
    株式会社 荏原製作所 四国支店 
     支店長 田村 秀雄 
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資料〔１９－８・１１〕 

災害時における応急措置等の応援に関する協定書(第一環境株式会社) 
 
今治市（以下「甲」という。）と第一環境株式会社（以下「乙」という。）は、地震その他の

災害（以下「災害等」という。）の発生時における応急対策を円滑に遂行するための措置（以下
「応急措置等」という。）の応援について、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、災害等が発生した場合の応急措置等の応援について、必要な事項を定め
るものとする。 

（応援の要請） 
第２条 甲は、甲の給水区域内で災害等が発生した場合で必要と認めたときは、乙に対して応
急措置等の応援協力を要請することができるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、甲は、甲の給水区域以外で災害等が発生し、当該地域を管轄す
る地方公共団体による応急措置等の支援を行う場合で必要と認めたときは、乙に対して応急
措置等の応援協力を要請することができるものとし、乙は、要請を受けたときは、可能な限
り協力するものとする。 

３ 前２項に定める要請は、次の各号に掲げる事項を明らかにした災害時応援要請書（第１号
様式）により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は口頭により要請し、後日、速や
かに文書を送付するものとする。 
（１）災害等の発生状況 
（２）応援の内容 
（３）応援を必要とする人員数 
（４）応援を必要とする資機材及び数量 
（５）応援を必要とする場所及び期間 
（６）前各号に掲げるもののほか必要な事項 

（要請に対する応援） 
第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、応急措置等を行うための体制を
確立のうえ、甲の職員の指示に従い、応急措置等に従事するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に対する応援が困難な場合は、理由を明らかにした文書により、甲に
回答するものとする。ただし、緊急を要するときは、口答で回答することができるものとし、
後日、速やかに文書を送付するものとする。 

（応援の内容） 
第４条 乙の甲に対する応援の内容は、次の各号に掲げる業務のうち、甲が認めるものとする。 
（１）住民への広報活動 
（２）住民からの電話対応 
（３）災害情報等の収集及び甲への提供 
（４）応急給水活動の支援 
（５）前各号に掲げるもののほか，甲が特に必要と認める業務 

（応援の実施報告） 
第５条 乙は、第２条に定める要請に基づき応援を行った場合は、応援活動報告書（第２号様
式）により、速やかに甲に報告するものとする。 

（費用負担） 
第６条 乙が、この協定に基づく応援に要した費用については、原則として甲が負担するもの
とする。ただし、特別の事由があるときは甲乙協議のうえ、決定するものとする。 

（損害賠償） 
第７条 甲は、乙がこの協定に基づく応援を実施するにあたり、甲の責めに帰すべき事由によ
り、乙に損害を与えたときは損害賠償の責めを負うものとする。 

２ 乙は、この協定に基づく応援の実施にあたり、乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第
三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

３ 前２項の損害の対象は、応急措置等の従事者並びに第三者の身体又は財物を含むものとする。 
（免責事項） 
第８条 次の各号に掲げる場合に起因する損害については、賠償の責めを負わない。 
（１）天災事変、暴動その他の不可抗力による場合 
（２）第三者の故意又は過失による場合 

（危険負担） 
第９条 乙は、この協定に基づく応援の実施にあたり、乙の責に帰する事由により甲又は第三者に損
害を与えた場合は、甲から必要な指示を受け、自己の責任と負担において対処しなければならない。 

（災害補償） 
第10条 応急措置等において、乙の従業員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、甲
の消防団員等公務災害補償条例（平成17年条例第270号）を適用し災害補償を行うものとする。 

（状況の把握） 
第11条 乙は、この協定に基づく応援に従事できる人員及び資機材等の把握に努めるものとする。 
（共同訓練） 
第12条 甲及び乙は、この協定の目的を達成するため、必要に応じ共同訓練を実施するものとする。 
（秘密の保持） 
第13条 乙は、この協定に基づく応援を実施する上で知り得た個人情報等を他に漏らしてはならない。 
（緊急連絡応援体制） 
第14条 甲及び乙は、応援要請及び情報共有のため、あらかじめ緊急連絡応援体制を確立する
ものとする。 

２ 甲及び乙は、前項の体制に変更が生じた場合には、相互間において速やかに修正を行うものとする。 
（協定の期間） 
第15条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が何らかの意思表示
をしないときは、その効力は継続するものとする。 

２ 前項の意思表示は、文書によって行うものとする。 
（その他） 
第16条 この協定に定めのない事項及びこの協定の内容に疑義が生じたときは、その都度、甲
乙協議して決定するものとする。 

（前協定の廃止） 
第17条 平成24年12月４日付けで甲と乙が締結した「災害時における応急措置等の協力に関す
る協定」は、この協定の締結をもって廃止する。 
以上の協定締結の証として、本書２通を作成し、双方が記名押印の上、各自１通を保有する。 
令和３年４月１日 
甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市長 徳永 繁樹 
乙 東京都港区赤坂二丁目２番12号 第一環境株式会社 代表取締役社長 岡地 雄一 
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第１号様式（第２条関係） 

 

災 害 時 応 援 要 請 書 

 

  年  月  日 

 

第一環境株式会社 様 

今治市長 

 

災害対策に関する応援要請について 

 

このことについて、災害時における応急措置等の応援に関する協定書第２条に

基づき、下記のとおり応援を要請します。 

記 

 

１ 災害の発生状況（発生場所等） 

 

２ 応援の区分 

 

３ 応援人数 

 

４ 応援資機材数 

 

５ 応援車両台数 

 

６ 応援要請の期間 

 

７ その他必要な事項 

第２号様式（第５条関係） 

 

応 援 活 動 報 告 書 

 

                            年  月  日 

 

（宛先）今治市長 

 

第一環境株式会社 

 

  年 月 日付けの応援要請により応援活動を実施したので、協定書第５条に

基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 応援の区分（活動場所） 

 

２ 応援人数 

 

３ 応援資機材 

 

４ 応援車両台数 

 

５ 応援に要した期間 

 

６ その他必要な事項 
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資料〔１９－８・１２〕 

今治市・水ingエンジニアリング株式会社災害支援協定 

(水ingエンジニアリング株式会社) 
 
 今治市（以下「甲」という。）と水ingエンジニアリング株式会社四国営業所（以下「乙」と
いう。）と 
は、大規模自然災害等の発生により、甲の所管する下水道施設が被災した際の緊急復旧工事そ
の他の支援 
（以下「災害支援」という。）に関して、次の通り協定を締結する。 
 
（目的等） 
第１条 この協定は、災害等の発生により、甲が管理する下水道施設の機械設備及び電気設備
が被災し、公共用水域の水質の保全及び市民生活に重大な支障が生じ、又は生じる恐れのあ
る場合、機械設備及び電気設備の早期機能回復のために要する、復旧に係る基本的な事項を
定めるものとする。 

２ この協定は、下水道法（昭和33年法律第79号）第15条の2に規定する災害時維持修繕協定で
ある。 

（対象） 
第２条 この協定の対象となる災害は次に掲げる原因により生ずるものとする。 

(1) 暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、 
地滑り及びその他の異常な自然現象 
(2) その他甲と乙の協議により定めるもの 

２ この協定の対象となる機械設備及び電気設備は、甲の所管する下水道区域内の設備とする。
但し、協定下水道施設以外の施設についても、甲の要請があれば甲乙協議の上、臨時的に協
定下水道施設に加えることができる。その際、乙は特別な事情がない限り同意するものとす
る。 

（災害支援の内容） 
第３条 乙が行う災害支援は、次に掲げるものとする。 

(1) 機械設備及び電気設備における故障又は不具合の調査(報告書作成を含む) 
(2) 復旧計画の策定及びその他の関係資料の作成 
(3)停電が発生している場合は応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にその
機能を確保するための仮設電源の設置その他の維持又は修繕に関する工事(ただし仮設電
源機器の確保については、別途協議とする) 
(4)災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成 
(5)前各号に掲げる災害支援に付帯する支援 

（費用の負担） 
第４条 甲は、乙が行った災害支援に要した費用（前条第１号及び第２号に規定する災害支援
に要した費用については別途協議とする。）を負担するものとする。 

２ 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は燃料の代価その他の
実費に相当する額を甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払う
ものとする。 

（災害支援の要請の方法） 
第５条 甲は、災害の発生により協定下水道施設の機械設備及び電気設備が被災し、処理能力
に重大な影響を及ぼすものと判断した場合は、乙に電話等の通信手段によりその復旧の依頼
をすることができるものとし、乙はその復旧に際し特別な事情がない限り同意するものとす
る。 

２ 甲は、乙の同意を確認できた後、速やかに依頼内容を書面にて乙に通知するものとする。 
３ 乙は、前項による依頼を受けた時は、速やかに第３条第１号及び第２号に規定する災害支
援に着手するものとする。 

（契約の締結） 
第６条 甲が乙に前条第１項による依頼をしたときは、乙が前条第３項に規定する災害支援を
行い、報告書を作成し提出する。甲は報告書を確認後、緊急に復旧が必要と判断されるもの
について、速やかに甲乙協議の上決定した概算復旧額により機械設備及び電気設備故障復旧
等緊急工事請負契約を締結し、乙は第３条第３号及び第４号に規定する災害支援に着手する
ものとする。 

（廃止） 
第７条 甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協議の上、この
協定を廃止することができる。 

２ 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への
書面による通告をもって、この協定を廃止することができる。 

（協定の有効期間） 
第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から当該年度の３月３１日までの１年間とする。
ただし期間満了の１か月前までに甲又は乙から申し出がない場合、この協定は１年間延長さ
れるものとし、以降も同様とする。 

（その他） 
第９条 この協定に定めの無い事項及び疑義を生じた事項については、甲乙協議の上、定める
ものとする。 

 
 この協定を称するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名捺印のうえ、各々１通を保有
する。 
 
令和 ３年 ４月２０日 
                 甲  愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
                     今治市長 徳 永 繁 樹 
 
                 乙  愛媛県松山市土居田町３３６番地１ 
                     水ingエンジニアリング株式会社四国営業所 
                     所 長  西 村 裕 史 
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資料〔１９－８・１３〕 

農業集落排水施設災害対策応援に関する協定 

(農業集落排水施設災害対策応援に関する協定運営会議) 

 
（趣旨） 
第１条 本協定は、協定参加者である地方自治体の農業集落排水施設が自然災害により被害を
受けた場合に、他の協定参加者が人員の派遣、必要な諸資機材の調達等を行い、災害対策の
応援を行うことを取り決めたものである。 

（協定参加者） 
第２条 本協定の参加者は、一般社団法人地域環境資源センター(以下「センター」という。)
の会員である、都道府県、市町村、都道府県土地改良事業団体連合会、全国土地改良事業団
体連合会及びセンターのうち、この協定の趣旨に賛同した者とする。 

（重要事項の変更） 
第３条 運営会議が必要と認めた本協定に関する重要な事項の変更等については、協定参加者
の２分の１以上の同意を要するものとする。 

（運営会議） 
第４条 本協定に基づく業務を行うため、運営会議を設け、毎年度一回以上開催する。 
２ 会議員は、センター理事長及び専務理事、並びにセンター理事のうち協定参加者等とす 
る。 
３ 会議長は、センター理事長とする。 
４ 運営会議は、次の事項を議決する。 
(１)業務の執行に関すること 
(２)本協定に関する重要な事項以外の変更 
(３)その他運営会議で必要と認める事項 
５ 会議長は、次の職務を行う。 
(１)運営会議の議長 
(２)協定への新規参加の承認 
(３)その他業務の円滑な実施に必要な事項の処理 
(４)（２）、（３）についての運営会議への報告 
（災害対策支援本部） 
第５条 センター会員が管理する農業集落排水施設が自然災害により被災した場合に、センタ
ーとしてこれに対処するために設置される災害対策支援本部は、被災地との情報連絡及び運
営会議との情報交換等を行い、災害対策応援に関する協定の円滑化及び初動体制の構築に努
めるものとする。 

（事務局） 
第６条 運営会議の事務及び災害対策の応援に係る事務を処理するため、事務局をセンターに
置く。 

２ 事務局は、災害協定窓口リスト等、必要に応じて資料を作成するとともに、運営会議で議
決された本協定に関する重要事項以外の変更や必要な事項については、協定参加者に遅滞な
く報告するものとする。 

３ 次条に掲げる災害対策の応援の要請があったときには、応援に係る所要の業務を行うほか、
第８条に定める中央応援本部が設置された場合にあっては、その事務を行うものとする。 

（応援の要請） 
第７条 被災市町村又は被災市町村が所在する都道府県が、本協定による災害対策の応援を受
けたいときには、事務局に要請するものとする。この場合に、被災市町村は原則として都道
府県を経由して要請するものとする。 

（中央応援本部の設置） 
第８条 前条の要請を受けた事務局は、運営会議の会議長にその旨の報告を行い、会議長が広
域的な応援体制が必要と認めた場合には、中央応援本部を設置し、災害対策支援本部をその
指揮下に置くものとする。 

２ 中央応援本部の構成員はセンター理事長のほか、東京及びその近隣の運営会議の会議員と
し、あらかじめ会議長が指名しておくものとする。 

３ 中央応援本部はセンター理事長を本部長として運営するものとするが、農林水産省農村振
興局整備部地域整備課長及びその他必要と認める者の指導助言を求めることができる。 

（中央応援本部の業務） 
第９条 中央応援本部は、被災市町村、被災市町村が所存する都道府県と密接な連絡調整を行
い、以下に掲げる業務を行う。 
(１)情報収集、整備、広報等 
(２)先遺隊の派遣 
(３)応急対策、災害調査、本格復旧、設計、査定等の応援計画の策定 
(４)応援部隊の編成、資機材の調達 
(５)その他の応援 
（応援の求め） 
第１０条 中央応援本部が、被災市町村、被災市町村が所在する都道府県、本協定の参加者等
の意向を確認し調整した上、前条の業務を具体化し、職員の派遣又は所有若しくは管理する
資機材の提供を求めることとなった場合においては、求められた本協定の参加者は、極力、
これに協力するものとする。 

（センター賛助員の協力） 
第１１条 中央応援本部が、第７条に掲げる要請に応じる場合において、必要があるときには、
センター理事長は、センター賛助員の協力を得られるようにするものとする。 

（費用負担） 
第１２条 応援者が要した費用は、応援者と被応援者との間で災害の応援に係る費用負担につ
いて別途に協定を交わしている場合には、それによるものとし、その他の場合にあっては両
者で協議するものとする。 

 

協定開始年月日：平成１９年 ２月２３日 

最終改定年月日：平成２８年 ４月２７日 
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参 加 申 込 書 

 

令和３年１０月２０日 

 

農業集落排水施設災害対策応援に関する協定 

運営会議長  田 中 忠 次 殿 

 

 

所在地 愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 

団体名 今治市 

代表者 市 長  徳 永 繁 樹   印 

 

 

 

農業集落排水施設災害対策応援に関する協定の趣旨に賛同し、 

本協定に参加いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参 加 承 認 書 

 

令和３年１０月２５日 

 

愛媛県今治市 

 市長 徳 永  繁 樹 様 

 

 

農業集落排水施設災害対策応援に関する協定 

運営会議長  田 中  忠 次 

 

 

 

 

農業集落排水施設災害対策応援に関する協定への参加を承認しました。 
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資料〔１９－８・１４〕 

災害時における下水道処理場及びポンプ場の復旧協力に関する協定書 

(安川オートメーション・ドライブ株式会社 大阪支店) 
 
今治市（以下「甲」という。）と安川オートメーション・ドライブ株式会社 大阪支店（以下

「乙」という。）とは、甲の所管する下水道処理場及びポンプ場において、災害により被害が発
生した場合の乙の応急復旧協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、乙の甲に対する復旧協力に関して基本的な事項を定め、円滑な支援の実
施を図り、災害により被害が生じた施設の機能等の早期復旧に資することを目的とする。 

（定義） 
第２条  この協定において、災害とは、次に掲げるものとする。 
（１） 地震・津波による災害 
（２） 大雨・豪雨による災害 
（３） 落雷による災害 
（４） その他甲と乙の協議により定めるもの 
（復旧協力の内容） 
第３条 乙が行う復旧協力とは、次のとおりとする。 
（１） 被害状況及び内容の調査 
（２） 緊急措置、応急復旧方法の提案 
（協力の要請） 
第４条 甲は、前条に規定する復旧協力を必要と認める場合には、次条に定める手続きにより、
乙に協力の要請を行うものとする。 

（要請の方法） 
第５条 甲が前条の規定による協力要請を行う場合には、文書をもってするものとする。ただ
し、事態が急迫して文書によることができない場合には、口頭または電話によることができ
るものとする。 

２  前項ただし書の場合においては、事後においてすみやかに、文書を提出するものとする。 
（要請の受諾） 
第６条 乙は、第５条の規定による協力要請を受けたときは、文書をもって受諾するものとす
る。 

（協力の実施） 
第７条 乙は、第４条の規定による協力要請を受けたときは、乙の人員等に応じ可能な範囲内
において、協力するものとする。 

（協力体制） 
第８条 乙は、第４条に掲げる甲の協力要請を円滑に行うため、本協定締結後速やかに連絡体
制図を甲に提出するものとする。なおあらかじめ協力業務・手順等具体的情報について可能
な範囲において、甲に提供するものとする。 

２ 前項の内容に変更があったときは、遅滞なく甲に報告するものとする。 

（復旧協力に要する費用） 
第９条 第３条に規定する復旧協力に係る費用は無償とする。 
（補償） 
第１０条 第４条の規定に基づき、復旧協力業務に従事した者が、当該業務により負傷し、若
しくは疾病にかかり、又は死亡したときは、乙において、労働者災害補償保険法を適用して
補償する。 

（協定の有効期間） 
第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和 ５年３月３１日までとする。 
ただし、期間満了日の３０日前までに、甲、乙のいずれからも協定終了の申し出がないとき

は、有効期間満了日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後も同様とする。 
（その他） 
第１２条 本協定に定めのない事項及び本協定の内容に疑義が生じたときは、甲乙協議して定
めるものとする。 

 
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各々１通を

保有する。 
 
令和 ４年 ４月 １日 

 
甲  愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 

今治市 
今 治 市 長   徳永 繁樹 

 
乙  大阪市北区堂島２－４－２７ 

安川オートメーション・ドライブ株式会社 大阪支店 
支 店 長     松永 忠則 
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資料〔１９－８・１５〕 

災害時における緊急対応・応急措置に関する協定書（株式会社ミゾタ） 
 
今治市（以下「甲」という。）と株式会社ミゾタ（以下「乙」という。）とは、異常降雨及び

地震等の災害（以下「災害等」という。）により、甲が維持管理する公共下水道施設の緊急対応
又は応急措置業務に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、甲の管理地域内において災害等が発生し、雨水ポンプ場の運転に重大な
不具合が発生、もしくは発生の恐れがある場合の緊急対応又は応急措置に関し、これに必要
な乙の組織及び建設機械並びに資材、労力等（以下「建設資機材等」という。）の確保及びそ
の動員の方法を定め、災害の被害拡大防止のため必要な対策を行うことを目的とする。 

（実施する雨水ポンプ場） 
第２条 災害等の緊急対応及び応急措置を実施する雨水ポンプ場は、別紙のとおりとする。 
（緊急対応又は応急措置の内容） 
第３条 甲は、災害等により、前条の雨水ポンプ場の機械・電気設備の中に重大な不具合等が
発生、若しくは発生の恐れがあると認めたときには、状況に応じて乙に緊急対応の出動を要
請することができるものとする。 

２ 緊急対応の出動要請は、甲が電話又は書面（様式１）にて行うものとする。 
３ 甲の出動要請は、製作据付した乙に行うこととする。ただし、乙が対応できない場合は甲
乙協議の上、甲は別のメーカーに出動要請できるものとする。 

４ 緊急対応に必要な道具及び器具並びに人員は、可能な範囲で乙が用意する。 
５ 出動により発生した費用については、甲乙協議のうえ、工事請負契約を締結するものとす
る。 

６ 作業内容は、不良箇所の特定及び不良箇所の拡大防止のための応急措置とする。 
７ 乙が発見した不良箇所については、甲と協議の上、修理等を行う。ただし、この場合には
工事（修繕）請負契約を締結するものとする。 

８ 乙は実施した緊急対応又は応急措置の内容を様式２にて作業終了後に報告するものとする。 
（協定期間） 
第４条 この協定の協定期間は、令和4年9月7日から令和5年3月31日までとする。 

ただし、期間満了の１ヶ月前までに、甲乙双方から書面による協定解除の申し出がない場合
は、期間満了の日から起算して１年間延長されるものとし、以降も同様とする。 

（疑義） 
第５条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、甲
乙協議して定めるものとする。 

（その他） 
第６条 この協定の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保管するもの
とする。 

 
令和４年9月7日 

甲 住所  愛媛県今治市別宮町１丁目４番地１ 
氏名  今治市長   徳永 繁樹 

乙 住所  愛媛県松山市北井門２丁目１番１４号２階 
氏名  株式会社 ミゾタ 松山営業所 

所  長   芹川 一也 
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（様式１） 
令和  年  月  日 

 

今治市災害時応急復旧業務要請書 
 
（所  在  地） 
（商号又は名称） 

今治市 下水道管理事務所長 
 

業務実施場所及び実
施 場 所 の 状 況 

（実施場所） 
 
（実施場所の状況） 

業 務 の 内 容 

 

資機材等が必要な場
合 そ の 内 訳 

 

備   考 

 

担 当 者 

今治市下水道管理事務所      担当： 
 
電 話 

 

（様式2） 
令和  年  月  日 

 

今治市災害時応急復旧業務報告書 
 

今治市 下水道管理事務所長 殿 
 

（所  在  地） 
（商号又は名称） 
 

業 務 実 施 場 所 
及 び 期 間 

（実施場所） 
 
（期間） 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 

業 務 の 内 容 

 

業務に従事した者の
氏 名 

 

資機材等を使用した
場 合 
そ の 内 訳 

 

備   考 

 

連 絡 先 

担当者： 
 
電 話 
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資料〔１９－８・１６〕 

今治市・日本下水道事業団災害支援協定（日本下水道事業団） 
 
 今治市（以下「甲」という。）と日本下水道事業団（以下「乙」という。）とは、甲の所管す
る下水道施設について災害が発生した場合において、乙が行う下水道施設の維持又は修繕に関
する工事その他の支援（以下「災害支援」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的等） 
第１条 この協定は、乙が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑な実施
により、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡大その他
の生活環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。 

２ この協定は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１５条の２に規定する災害時維持修
繕協定である。 

（対象） 
第２条 この協定の対象となる災害は、次に掲げる原因により生ずるものとする。 
（１）暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地

滑りその他の異常な自然現象。 
（２）その他甲と乙の協議により定めるもの。 
２ この協定の対象となる下水道施設は、別記に掲げるもの（以下「協定下水道施設」とい
う。）とする。 

（災害支援の内容） 
第３条 乙が行う災害支援の内容は、次に掲げるものとする。 
（１）災害の状況を確認するために行う現地調査（協定下水道施設の点検を含む。） 
（２）公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令（昭和２６年政令第１０７号）第５条第

１項の規定による災害報告に必要な資料の作成 
（３）協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にそ

の機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修繕に
関する工事 

（４）災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成（作成のために行う現地調査を含
む。）及び災害査定への立会 

（５）前各号に掲げる災害支援に附帯する支援 
（災害支援の要請の方法） 
第４条 甲は、乙に災害支援を要請しようとする場合には、文書により行うものとする。ただ
し、文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ装置を用いた
送信（これらの送信ができないときは、口頭又は電話）により当該要請を行うこ 
とができる。 

２ 前項ただし書の場合においては、甲は、事後において速やかに、乙に文書を交付するもの
とする。 

（災害支援の実施） 
第５条 乙は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第３条に規定
する災害支援を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、国土交通省四国地方整備局又は愛媛県から災害支援の要
請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第３条に規定する災害支援を行うこ
とができる。 

（災害支援の完了の報告） 
第６条 乙は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、甲に対し、速や
かにその内容を報告するものとする。 

（費用の負担） 
第７条 甲は、乙が行った災害支援に要した費用（第３条第１号及び第２号に規定する災害支
援に要したものを除く。）を負担するものとする。 

２ 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は薬品の代価その他の
実費に相当する額を甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払う
ものとする。 

（廃止） 
第８条 甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協議の上、この
協定を廃止することができる。 

２ 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への
書面による通告をもって、この協定を廃止することができる。 

（事務局） 
第９条 この協定に基づく災害支援に係る事務局は、次のとおりとする。 
（１）甲の事務局 今治市 上下水道部 下水道工務課 
（２）乙の事務局 日本下水道事業団 中国・四国総合事務所 施工管理課 
（協定の有効期間） 
第１０条 この協定の有効期間は、この協定を締結した日から令和７年９月30日までとする。 
（現況届の提出） 
第１１条 甲は、協定を締結したときは、乙に対し、遅滞なく、現況届を提出するものとる。 
２ 甲は、前項により提出した現況届の内容に変更が生じたときは、直ちに変更後の現況届を
乙に提出するものとする。 

３ 甲は、前二項に規定する現況届に基づき、当該協定を締結した日から起算して１年を経過
するごとに、その間の経過を速やかに乙に報告するものとする。 

４ 第一項及び第二項に定める現況届は、別記様式によるものとする。 
（その他） 
第１２条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲と乙が協議して定
める。 

 
 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各々１通を保有
する。 
 
令和４年10月１日 

甲 愛媛県今治市別宮町一丁目４番地１ 
今治市 
代表者 市 長   徳 永 繁 樹 

 
乙 東京都文京区湯島二丁目３１番２７号 

日本下水道事業団 
代表者 理事長   森 岡 泰 裕 
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別記 
 

協定下水道施設 
 
１．終末処理場 
今治下水浄化センター 
北部終末処理場 
大西水処理センター 
塔ヶ谷下水処理場 
吉海浄化センター 
伯方浄化センター 
井口浄化センター 
宮浦浄化センター 

 
２．ポンプ場（マンホールポンプは除く。） 
天保山第一ポンプ場 
天保山第二中継ポンプ場 
北浜ポンプ場 
近見ポンプ場  
立花中継ポンプ場 
鳥生ポンプ場 
高部下排水ポンプ場 
北郷排水ポンプ場 
宮浦雨水ポンプ場 
桜井第一排水ポンプ場 
波止浜第一排水ポンプ場 
新町第一排水ポンプ場 
大井浜雨水ポンプ場 
錆川雨水ポンプ場 
脇第二ポンプ場 

 
 
 
 
 
 
 

別記様式 
 
 

年  月  日 
 

日本下水道事業団 理事長   殿 
 

災害支援協定に係る現況届 
 

○○○・日本下水道事業団災害支援協定第１１条に基づき現況届を提出します。 

市町村名  

担当部署名  

担当者役職及び氏名①  

担当者役職及び氏名②  

災害時 
緊急連絡先 

電話番号  

FAX  

E-mail  

維持管理 
委託先 

業者名  

電話番号  

FAX  

E-mail  

対象施設名  

 

 ルート図 一般平面図 水位関係図 

最新図面作成年月日    

 設備フロー図 施設平面図 断面図 

最新図面作成年月日    

留意事項 
 

※１ ご担当者様は２名以上ご登録願います。 
※２ 災害時緊急連絡先が複数ある場合は「，」で区切ってご記入願います。 
※３ 維持管理委託先がない場合は、「維持管理委託先」欄をご記入いただく必要はありません。維持管理委

託先が複数ある場合は、行を増やしてご記入願います。 
※４ 「対象施設名」欄は、対象施設ごとに対象施設名及び最新の図面の作成年月日を記載してください。

また、施設が複数ある場合は別紙を作成するか、行を増やしてご記入願います。 

※５ 「留意事項」欄は、災害支援時に留意すべきことがあればご記入願います。 



 

 

 

 

 

575
 

  

資料〔１９－８・１７〕 

災害等発生時における工業用水道施設の応急復旧業務に関する協定（今治市

管工事業協同組合） 
 

今治市（以下「甲」という。）と今治市管工事業協同組合（以下「乙」という。）とは、地震、

津波や老朽化等により発生した漏水事故等（以下「災害等」という。）における工業用水道施設

の応急復旧業務の実施について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が運営する工業用水道において、災害等による管路の漏水及び破損等

（以下「管路の破損等」という。）が発生した場合の応急復旧業務について、甲が乙の協力を

得て、迅速かつ的確に実施できるよう必要な事項を定める。 

 

（応急復旧業務の内容） 

第２条 甲が乙に協力を要請する応急復旧業務等は、次のとおりとする。 

（１）管路の破損等に対する応急復旧作業 

（２）その他作業に付随するもの 

 

（協力要請の方法） 

第３条 甲は前条に規定する応急復旧業務について、乙に協力を要請する場合は、次に掲げる

事項を明らかにした書面（第１号様式）により行うものとする。ただし、災害等の状況によ

り書面によることが出来ない場合は、口頭、電話等（携帯電話を含む）使用可能な手段を用

いるものとする。 

（１）災害の状況及び応急復旧業務の内容 

（２）応急復旧業務を必要とする日時、場所、人員、資機材等の種類及び数量等 

（３）現場担当職員の所属及び氏名 

（４）前各号に掲げるもののほか甲が必要と認める事項 

２ 乙は、前項の規定により甲から協力要請を受けたときは、所属組合員の中から応急復旧業

務に対して協力するもの（以下「協力会社」という。）を選ぶと共に甲に対して通知するもの

とする。 

３ 応急復旧業務に係る現場の指揮は、甲が指定した現場担当職員が行うものとする。ただし、

当該職員が現場を指揮できない場合は、甲が代行者を指名するものとする。 

４ 甲は、次に掲げる事項について可能な限り調査し、乙に伝達するものとする。 

（１）現場周辺の状況（台帳図面、工事の支障となる物件及び迂回路等） 

（２）関係機関等（各管理者、所轄警察署、所轄消防署等） 

（３）緊急時の連絡方法等その他必要な事項 

５ 乙は、第１項及び前２項について、甲から示された内容を協力会社に通知するものとする。 

 

（応急復旧業務の実施） 

第４条 前条の規定に基づき、甲から業務の実施の要請を受けた協力会社は、甲に現場作業体

制を報告するとともに、業務に伴う諸手続きを行い、特別な理由がない限り速やかに応急復

旧業務の実施に努めるものとする。 

２ 協力会社は、前条第３項に定める現場担当職員の指示に従い、二次災害等が発生しないよ

う十分留意するとともに、不測の事態が生じた場合は、速やかに現場担当職員に報告し対応

を協議するものとする。 

 

（報告） 

第５条 応急復旧業務が完了した場合は、協力会社は次に掲げる事項について取りまとめ、書

面（第２号様式）により甲に報告するものとする。 

（１）実施期間 

（２）実施場所 

（３）業務内容 

（４）従事人員 

（５）使用した工業用水道資機材等の種類及び数量 

（６）前項に掲げるもののほか業務完了報告に必要な事項 

 

（経費の負担） 

第６条 第４条第１項の規定に基づき、協力会社が実施した応急復旧業務に要した経費は、甲

の積算基準に基づき積算し、甲が協力会社と協議の上決定したのち協力会社の請求により甲

が支払うものとする。 

２ 協力会社は、前項の支払いに必要な甲の指示する書類等を経費の請求時に甲に提出するも

のとする。 

 

（損害の負担） 

第７条 応急復旧業務により生じた損害については、原則として甲が負担するものとする。た

だし、乙及び協力会社の責めに帰すべき事由により生じた損害については、乙及び協力会社

が負担するものとする。 

 

（災害補償） 

第８条 この協定に基づいて業務に従事した者が業務を行うことにより死亡し、負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は障害の状態となった場合の災害補償は、労働者災害補償保険法（昭

和２２年法律第５０号）により対処するものとする。 

（体制整備） 

第９条 甲及び乙は、応急復旧業務に支障をきたさないよう、連絡体制等の整備について、常

に点検及び改善に努めるものとする。 

２ この協定の応急復旧業務に関する連絡窓口は、甲においては工業用水担当課、乙において

は今治市管工事業協同組合とする。 
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（有効期限） 

第10条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙から書面による特段

の意思表示がない限り、その効力を継続するものとする。 

 

（その他） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲乙

協議のうえ決定するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名の上、各自１通を保有する。 

 

令和５年６月23日 

 

 

甲 今治市別宮町一丁目４番地１ 

 

                    今治市長  徳永 繁樹 

 

 

乙 今治市中寺宮ノ下８８８番地の１ 

                    今治市管工事業協同組合 

 

                    代表理事  越智 道人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第１号様式） 

  年  月  日 

 

今治市管工事業協同組合 様 

 

今治市長 

(公印省略) 

 

災害等発生時における工業用水道施設の応急復旧業務に関する要請書 

 

「災害等発生時における工業用水道施設の応急復旧業務に関する協定」第３

条に基づき、下記のとおり要請します。 

 

記 

 

１ 災害の状況及び応急復旧業務の内容 

 

 

２ 応急復旧業務を必要とする日時、場所、人員、資機材等の種類及び数量等 

要請日時 場  所 人員、資機材等 

   

   

   

   

   

 

３ 担当職員 

所  属 職  名 氏        名 

   

 

４ その他 
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（第２号様式） 

  年  月  日 

 

（宛先）今治市長 

 

今治市管工事業協同組合 

 

応急復旧業務実施報告書 

 

応急復旧業務が完了しましたので「災害等発生時における工業用水道施設

の応急復旧業務に関する協定」第５条の規定により報告します。 

 

記 

 

１ 応急復旧業務の実施内容 

実施期間 実施場所 業務内容 従事人員 資機材等 数量 

      

      

      

      

      

 

２ その他 
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（９）災害廃棄物関係 

 

資料〔１９－９〕 
災害時における災害廃棄物等の処理等の協力に関する協定 

(愛媛県、県内20市町、一般社団法人えひめ産業資源循環協会) 
 

 愛媛県（以下「甲」という。）と市町（以下「乙」という。）と一般社団法人えひめ産業資源
循環協会（以下「丙」という。）とは、災害廃棄物等の処理等に関し、次のとおり協定を締結す
る。 
 
 （趣旨） 
第１条 この協定は、愛媛県内において災害が発生した場合に、生活環境の保全及び速やかな
復旧・復興を図るため、災害廃棄物等の処理等の協力に関し、必輸な 事項を定めるものと
する。 

 （定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると ころによ
る。 
(1)災害 災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第2条第1項に規定する災害をいう。 
(2)災害廃棄物等 大規模な災害の発生により生じた廃棄物及び被災者や避難者の生活に伴

い発生する廃棄物をいう。 
(3)処理等 撤去、収集、運搬、分別、保管、処分及び仮置場の管理並びにこれらに必要な

業務をいう。 
 （協力体制） 
第３条 甲、乙及び丙は、この協定に基づく災害時における具体的な協力の内容について継続
的に協議を行い、実効性のある協力体制を構築していくものとする。 

２ 甲及び乙は、丙に対して、地域防災計画や災害廃棄物処理計画を提供するものとする。 
３ 丙は、災害時における災害廃棄物等の円滑な処理等が図られるよう、平時から丙の会員に
おける協力体制及び情報等の収集・伝達体制の整備に努めるとともに、災害時においては、
丙の会員等の被災状況の把握に努めるものとする。 

 （協力要請） 
第４条 乙は、災害時に、丙に対して災害廃棄物等の処理等の実施について協力を要請するこ
とができる。 

２ 前項の協力の要請は、丙に対し、次に掲げる事項を記載した書面により行うものとする。
ただし、緊急を要する場合等は、口頭で要請し、その後、速やかに書面を送付するものとす
る。 
(1) 被災の状況 
(2) 災害廃棄物等の処理等を行う場所 
(3) 災害廃棄物等の処理等の内容 
(4) 災害廃棄物等の処理等の期間 

(5) その他必要な事項 
３ 前2項の規定は、甲が乙から要請を受けて丙に対して当該協力を要請する場合について準用
する。 

 （情報提供） 
第５条 甲及び乙は、災害廃棄物等の処理等に円滑な協力が得られるよう、丙に被災、復旧の
状況等の必要な情報を適宜提供するものとする。 

 （災害廃棄物等の処理等の実施） 
第６条 丙は、第４条第１項（同条第３項において準用する場合を含む。第11条第1項において
同じ。）の要請を受けたときは、丙の会員の中から必要な人員、車両及び資機材等を調達し、
乙の指示に従い、次に掲げる事項に留意し、可能な限り災害廃棄物等の処理等を実施するも
のとする。 
(1) 周囲の生活環境を損なわないよう十分配慮すること。 
(2) 災害廃棄物等の再利用及び再資源化に配慮し、その分別の徹底に努めること。 

２ 丙は、災害廃棄物等の処理等を終了したときは、次に掲げる事項を記載した書 
 面により、乙に報告するものとする。 

(1) 災害廃棄物等の処理等を実施した場所 
(2) 実施した災害廃棄物等の処理等の内容 
(3) 災害廃棄物等の処理等に要した人員、車両及び資機材等 
(4) 災害廃棄物等の処理等を実施した期間 
(5) その他必要な事項 

 （費用負担） 
第７条 前条第１項の災害廃棄物等の処理等に要した費用については、原則として乙が負担す
る。 

２ 前項の費用の額は、災害発生直前における適正な価格を基準として、乙と丙が協議の上、
決定するものとする。 

 （費用の請求及び支払） 
第８条 乙は、第６条第２項の書面の提出があった場合は、速やかに関係書類を精査するとと
もに、必要に応じて現地を確認し、適当と認めたときは、前項第２項の規定により決定した
金額を丙の請求に基づき支払うものとする。 

 （損害補償） 
第９条 第６条第１項の規定による災害廃棄物等の処理等に伴い、当該処理等の従事者に損害
が生じ、または第三者に損害を及ぼした場合の補償については、乙を丙が協議して誠実に対
応するものとする。ただし、丙の責めに帰すべき理由により損害が生じたときは、丙の責任
と費用負担をもって誠実に対応するものとする。 
（調整） 

第10条 甲は、この協定による災害廃棄物等の処理等が円滑に行われるよう、乙及び丙との間
並びに関係機関・団体との調整に努めるものとする。 

 （協力会員） 
第11条 第６条第１項の規定にかかわらず、丙は、第４条第１項の要請を受けたときに、丙の
会員に災害廃棄物等の処理等の実施を行わせることができる。この場合においては、丙は、
災害廃棄物等の処理等の実施を行わせる会員（以下「協力会員」という。）を乙に報告するも
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のとする。ただし、緊急を要する場合等は、協力会員が乙に報告するものとする。 
２ 第６条から前条までの規定は、協力会員が災害廃棄物等の処理等の実施を行う場合につい
て準用する。この場合において、第６条第１項中「丙は、第４条第１項の要請を受けたとき
は、丙の会員の中から必要な人員、車両及び資機材を調達し、」とあるのは「第１１条第1項
に規定する協力会員（以下「協力会員」という。）は、」と、同条第２項及び第７条から前条
までの規定中「丙」とあるのは「協力会員」と読み替えるものとする。 

 （事務委任等） 
第12条 第４条（第３項を除く。）、第６条から第９条まで及び前条の規定は、甲が乙から地方
自治法（昭和22年法律第67号）に基づく事務委任を受けて災害廃棄物等を処理する場合その
他必要な場合について準用する。 

 （連絡窓口） 
第13条 この協定に関する連絡窓口は、甲及び乙においては災害廃棄物主管課、丙においては
一般社団法人えひめ産業資源循環協会事務局とする。 

 （有効期間） 
第14条 この協定は、令和元年６月24日から効力を有するものとし、甲、乙又は丙が文書をも
って協定の終了を通知しない限り、効力を持続する。 

 （前協定の廃止） 
第15条 甲と丙とが平成15年４月９日に締結した「災害時における廃棄物処理の協力に関する
協定」は、廃止する。 

 （他被災都道府県への応援） 
第16条 甲が、他の都道府県における災害廃棄物等の処理等について応援を行うため、丙に協
力要請を行った場合においても、丙は、この協定に準じて、可能な限り協力するものとする。 

 （協議） 
第17条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都
度甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、本書22通を作成し甲、乙及び丙が記名押印の上、各自1通を保
有する。 
 
   令和元年６月２４日 
 

甲 松山市一番町四丁目４番地2 
愛 媛 県 知  事 中村 時広 

             乙 松山市二番町四丁目７番地2 
松 山 市 市  長 野史 克仁 

今治市別宮町一丁目４番地1 
今 治 市 市  長 菅  良二 

宇和島市曙町１番地 
宇和島市  市  長 岡原 文彰 

八幡浜市北浜一丁目１番１号 
八幡浜市  市  長 大城 一郎 

新居浜市一宮町一丁目５番１号 
新居浜市  市  長 石川 勝行 

 

西条市明屋敷164番地 

西 条 市 市  長 玉井 敏久 

大洲市大洲690番地の１ 

大 洲 市 市  長 二宮 隆久 

伊予市米湊820番地 

伊 予 市 市  長 武智 邦典 

四国中央市三島宮川四丁目６番55号 

四国中央市 市  長 篠原  実 

西予市宇和町卯之町三丁目434番地1 

西 予 市 市  長 管家 一夫 

東温市見奈良530番地1 

東 温 市 市  長 加藤 章 

越智郡上島町弓削下弓削210番地 

上 島 町 町  長 宮脇  馨 

上浮穴郡久万高原町久万212番地 

久万高原町 町  長 河野 忠康 

伊予郡松前町大字筒井631番地 

松 前 町 町  長 岡本  靖 

伊予郡砥部町宮内1392番地 

砥 部 町 町  長 佐川 秀紀 

喜多郡内子町平岡甲168番地 

内 子 町 町  長 稲本 隆壽 

西宇和郡伊方町湊浦1993番地1 

伊 方 町 町  長 高門 清彦 

北宇和郡松野町大字松丸343番地 

松 野 町 町  長 坂本 浩 

北宇和郡鬼北町大字近永800番地1 

鬼 北 町 町  長 兵頭 誠亀 
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南宇和郡愛南町城辺甲2420番地 

愛 南 町 町  長 清水 雅文 

松山市花園町７番地３ 

一般社団法人えひめ産業資源循環協会 

会  長 西山  周 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


